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緒　　　言

　世界森林白書は、隔年毎に出版され、森林に影響を及ぼす主な動向について、

グローバルな視点から論じており、2009年版では、「社会、森林および林業：今

後の動向への対応」をテーマに据えた。

　2007年版では、森林資源を中心に、「供給側」に重点を置き「持続可能な森林

経営の推進に向けた取り組み」を検討したが、2009年版では、「需要側」に重き

を置いて、「将来の世界の人口増加、経済の発展、グローバル化は、森林にどの

ような影響を及ぼすのか」、「世界貿易の急増は世界の森林にプラスの影響をも

たらすのか、マイナスの影響をもたらすのか」、「農村社会への生計手段の提供で、

森林部門は今後も中心的な役割を果たしていくのか」について論じる。

　今回の第8版では、第1部において森林および林業の見通しを地域別に整理す

る。FAOは各地域の国および組織と共同で、その地域の森林部門の見通しに関

する調査報告書を定期的にまとめているが、今回初めて、全地域の調査報告書

の結果を1つの刊行物としてまとめ、ここに紹介する。各地域に共通して言える

のは、経済発展と森林の現況の間に強い相関関係が見られることである。経済

が急成長期にある国では森林に大きな負担がかかる傾向にあるのに対して、す

でに高度な経済発展を遂げている地域では通常、森林面積の安定確保や増加が

可能である。とはいえ、森林に影響を与える要素は数多くあり、かつ、複雑で、

単純な結論や信頼性の高い予測を出すことが難しい。

　第 2 部では、林業がどのように今後の動向に対応していくべきかについて考

察する。まず、生産、消費および貿易の傾向の変化に注目して、2030年までの

木材製品に対する世界の需要見通しについて述べ、次に、森林の環境サービス

に関する章において、森林と樹木が、土地、水、生物多様性の保護や炭素固定

など、環境サービスの機能を果たすことを後押しするようになってきた様々な

市場メカニズムおよび非市場メカニズムを精査する。現状に合わせた制度・体
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制の改変に目を向け、コミュニケーションの急速な変化、グローバル化、社会

の期待への対応が難しい森林関連の制度・体制が多いことを明らかにする。こ

うした対応に前向きで、かつ、実際に対応できる制度・体制は、将来、成功を

収める確率が高い。第2部の最後に、森林と林業の将来に多大なる影響を及ぼし

続ける科学と技術の進歩について検討する。石油に代わって樹木が自動車の最

大の燃料源になる世界を想像して欲しい。わずか数年前まで、これは単なる空

想に過ぎなかったが、今日ではその可能性を本格的に検討する必要に迫られて

いる。

　おりしも本書が印刷に回されようとする2008年後半、世界は、米国における

住宅産業の縮小とサブプライムローン問題に端を発した不況に陥り、ほぼすべ

ての国がこの景気悪化の影響を受けている。時期的に間に合わず、これらの出

来事を本書の本文に盛り込むことができなかったため、今回の経済危機が森

林および林業に与えた影響と今後、与えうる影響を取り上げた追記を挿入した。

この追記では、状況が今後、どのように展開していくか不透明な部分が多いも

のの、経済危機によって、森林部門が発展するための新たな道筋をつける機会

を得ることができるやもしれないと強調している。

　本書には、大きな目的が２つある。森林に関連した政策と研究を支えるため

の情報源の役目を果たすことを意図しているのはこれまでと変わらないが、今

回はこれに加えて、世界の森林の将来についての創造的な思考と議論を刺激す

る上で役に立つことができればと願っている。

Jan Heino

FAO林業局次長
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要　　　約

　第 8 版となる今回の「世界森林白書」（隔年刊）では、森林と林業の今後の展

開を準地域、地域、世界全体の各レベルで考察し、FAOの森林担当部門が定期

的に発行する見通しについての最新の報告書を踏まえて、人口動態的、経済的、

制度的、技術的な変化などの外部要因が森林に及ぼす可能性のある影響を検討

する。グローバル化やコミュニケーションの向上にともない、各地域のシナリ

オは今後、相互の結びつきがますます強くなる。その一方で、行く手に待ち受

ける難題に立ち向かい、新たに生まれる機会を捉える態勢をしっかりと整えて

いる国や地域と、自らの森林資源の持続可能な管理に欠かせない制度面、法律面、

経済面の整備がまだ十分になされていない国や地域の二極分化が見られる。

第1部：地域別の見通し

アフリカ

　アフリカでは、低所得、貧弱な政策、制度の未整備をはじめとする制約を多

く受けることから、森林問題への対応が極めて大きな課題となっている。とり

わけインフラへの投資が増大して、新たな土地が切り開かれるなか、人口の増

加と、食料やエネルギーの価格高騰によって、状況は今後、さらに悪化する

とみられる。持続可能な森林経営の導入の進展スピードが鈍ることが予想され、

現在のペースで森林の損失が進む可能性が高い。

　森林の今後の見通しは、政治面、制度面の動向――公共部門における効率化

および説明責任（アカウンタビリティ）の向上、市場制度における包括性、競

争性、透明性の強化と、貧困層の生計機会を拡大するインフォーマル部門――

に大きく左右される。地域的および世界的に求められる製品とサービスに照準

を合わせ、かつ、地域制度の強化を図ることが、森林資源の枯渇問題に対処す
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る上で重要な方策になるのではないかと考えられるが、このような取り組みは、

農業、畜産、林業に一元的に対応する持続可能な資源管理についての、その地

域の知識と経験を土台として進める必要がある。

アジア・太平洋

　アジア・太平洋地域に関しては、非常に多種多様であることから、複数のシ

ナリオの展開が予想される。森林面積は、大半の先進国と一部の新興国で安定

するか増えるのに対して、森林に恵まれた低・中所得国では、バイオ燃料の原

料となる農作物の生産を含めた農業の拡大によって、減少が続くとみられる。

　木材・木材製品の需要は、人口と所得が増えるにつれて増大し続けるだろう。

新興国の急激な工業化による一次産品の需要の伸びが、アジア・太平洋地域の

内外を問わず、他国における森林の転換をもたらす可能性が高い。同地域は現在、

造林の先駆的地域であるが、土地と水が足かせとなって、木材・木材製品の自

給率向上の余地が制限され、他地域産の木材に依存し続けるとみられる。所得

が上昇するにつれ、森林の環境サービスに対する需要も伸び、地域社会を巻き

込んだ保全がますます重視されるようになる可能性が高い。

欧　州

　欧州では、土地依存度の低下、所得の向上、環境保護への関心、政策・制度

の充実を背景に、森林資源の拡大が続くものと予想される。特に西欧においては、

最大の関心は引き続き環境サービスの提供にあり、規則や規制によって木材製

品の競争力が他の地域よりも低下するとみられる。

　森林経営は今後も多彩な目的に対応していくだろう。採算性は、小規模な森

林所有者を中心に課題として残る可能性が高いものの、木材燃料の需要増加に

よって、これに変化が生じることもあり得る。森林産業は、特に西欧においては、

労働集約型のセグメントで、他の地域に比べ競争力を低下させていく惧れもあ

るが、先端技術を用いた製品の生産では主導権を握り続ける可能性が高い。欧

州地域内では、東欧の経済力が西欧に追いつくにつれて、東欧と西欧の林業の
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差も小さくなっていくものと考えられる。

中南米・カリブ海

　中南米・カリブ海地域では、森林と林業が、経済の多様化が進む速度と土地

依存度の変動による影響を受ける。人口密度が高い中米とカリブ諸国では、都

市化の進展により離農が促され、森林伐採が減り、一部の伐採地が森林に戻さ

れるとみられる。一方、南米では人口密度が低いにもかかわらず、近い将来に

森林が減少する速度が鈍る見込みはない。食料と燃料の価格高騰の影響などか

ら、世界の需要を満たすべく、畜産や、食用、飼料用、燃料用の農作物の生産

を行うために、森林伐採が続くだろう。土地保有（権）の定義があいまいな数

多くの国では、持続可能な森林経営が引き続き課題となる。

　現在、森林がもたらす、炭素の固定と貯蔵をはじめとした地球公共財に対す

る需要が高まっており、中南米・カリブ諸国はその恩恵を受ける機会に恵まれ

ているが、この好機をつかむためには、政策と制度の枠組みを大幅に改善する

必要がある。民間投資と、アジアからの木材・木材製品に対する需要の底堅さ

を追い風に、造林は増える。しかしながら、造林面積の増加幅が、止まらない

森林伐採による減少分を補うことのできる水準に達する見込みはない。

北　米

　林業の短期的将来は、特に米国において、いかに早く最近の不況から脱出し、

不況が木材・木材製品の需要に与える悪影響を食い止めることができるかによ

って決まる。森林部門は、頻度と深刻さを増す森林火災や害虫の侵入による被

害を含めた気候変動の課題に対処することも求められる。とりわけセルロース

系バイオ燃料の生産が採算の取れる事業になれば、木材はエネルギー源として

需要が増える。そして、需要の伸びにともない、造林に対する投資が格段に増

加するものと考えられる。

　カナダと米国に関しては、大手林業企業が自らの所有する森林の売却・整理

を進めており、その経営に影響が及ぶ恐れもあるが、森林の面積は今後、比較
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的安定して推移していくとみられる。メキシコでは、農業立国から工業立国に

移行する速度と、収入源や雇用創出源としての土地への依存度を低下させるこ

とができるかどうかによって、森林減少率の動向が変わってくるだろう。林業

の採算性は変動し、場合によって低下するかもしれないが、環境サービスの提

供は、世間の関心の高まりによって、重要性が増すとみられる。

西・中央アジア

　西・中央アジアの森林および林業の見通しは、国によってばらつきがある。

所得の向上と都市化によって、一部の国では森林の状況が改善されるか、現在

とほぼ変わらないものと予測されるが、農業主体の低所得国の多くについては、

先行きが明るいとは決していえない。比較的豊かであっても、きちんとした

制度が整備されていない国では、森林の劣化は解消されることはないであろう。

全体的に見て、森林部門は公共投資における優先順位が低いのが現状である。

　生育条件に恵まれないため、木材の商業生産の将来性もあまり望めない。所

得の急激な向上と人口増加率の高さから、この地域ではほとんどの木材製品の

需要を輸入に頼って満たす状況が続くものと考えられる。林業にとって、土地

の劣化と砂漠化の防止、流域の保護、都市環境の改善などを中心とした環境サ

ービスの提供は、引き続きその存在価値を正当化する最大の理由となるだろう。

資源管理に対する統合的な取り組みを促進するためには、とりわけ地元レベル

での制度作りが求められる。

第2部：今後の動向への対応

木材製品に対する世界の需要

　森林所有者が、その経営を行い、モノとサービスに対する需要を満たすことで、

どれだけの収入を得ることができるかが、森林経営投資の最大の決定要因とな

る。一方、木材製品に対する世界の長期的需要は、人口動態上の変化、経済成長、

地域の経済体制の移行、環境・エネルギー政策に左右されよう。
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　これから2030年までの主要な木材製品と木質エネルギーの生産と消費は、お

おむね従来の傾向通りの伸びを示すことが予想される。再生可能エネルギーの

利用拡大を推進する政策によって、欧州を中心に、木材のエネルギー源として

の消費が急増することが、今後の最も顕著な変化となろう。最大の伸びを示す

のはやはりアジアで、合板等、紙および板紙の生産、消費ともに最大の規模を

誇るようになる（ただし、国民一人当たりの消費量は、今まで通り欧州と北米

の方が多い）。アジアでは、産業用素材の生産量が消費量を大幅に下回り、輸入

への依存がさらに増していくだろう。

　セルロース系バイオ燃料の大規模商業生産の発展性は今後、かつてないほど

の影響を森林部門に及ぼすだろう。輸送コストの上昇もまた、木材製品に対す

る需要を左右するとみられる。これらの要素や為替レートの変動などが、森林

部門の競争力に反映され、大半の林産物の生産と消費に影響を与えるだろう。

　今後はますます、人工林産の産業用素材が増える可能性が高い。このように

人工林への移行が進むことは、森林経営にとって、興味深い機会であるとともに、

課題ともなる。

森林の環境サービスに対する需要を満たす

　所得と意識の向上にともない、今後は、きれいな空気と水、気候変動の緩和、

手つかずの自然の景観など森林がもたらす環境サービスへの需要が高まる。所

得の向上は同時に、環境保護に要する経費をまかなう社会の経済力を高める反

面、経済が成長するにつれて、環境に与える影響が増すことが少なくない。と

りわけ高度成長期にある諸国では、一時期、森林資源の開発を進めることで、

その環境サービスを低下させてしまうケースが多い。森林の環境サービスを現

状のまま維持していくためには、製品の生産とサービスの提供のバランスをと

る必要がある。

　環境サービスに対する需要を満たす森林の能力確保を助ける規制アプローチ

としては、保護区の指定、持続可能な森林経営のための方策や、グリーン公共

調達政策などが挙げられる。
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　また市場原理を活用したアプローチには認証制度、排出権取引市場、環境サ

ービスに対する支払い制度（PES）などがある。第三者機関による森林認証制度

は、認証の取得に必要な費用をカバーできる価格プレミアムを生むことがやは

り課題であるものの、今後も普及が進む。森林所有者に妥当な対価を支払う取

り組みは、森林保全を支える手段として大きな注目を集めている。レクリエー

ションサービスを対象とした、こうしたシステムはかなり前からあったが、現

在は、流域の保護、多様性の保全、炭素固定を対象としたものが導入されつつ

ある。今後はこのようなスキームの増加が予想されるが、その成功には、制度面、

法律面の枠組みの整備が欠かせない。

　気候変動交渉では、森林減少・劣化に由来する温室効果ガス排出削減（REDD）

に複数の選択肢を設けることを巡り、議論が繰り広げられており、様々な方面

で期待が高まっている。しかしながら、森林破壊を食い止めた者に報奨金など

を給付するには、複合的な政策が必要であるとともに、制度面、倫理面での検

討も求められる。

制度・体制の改革

　森林部門の制度・体制――公的機関、民間部門、市民社会団体、インフォ

ーマル部門、国際機関――間のバランスを変えていく。社会が社会面、経済面、

環境面の変化に適合していく上では今後、これが重要な役割を果たす。新たな

プレーヤーの登場にともない、制度・体制間の勢力地図が今まで以上に複雑に

なっている。世界的にみて（すべての国ではないが）、新たな情報通信技術の誕

生などによって対等化が進みつつある。強く求められてきた多元主義によって、

中小規模の事業体や地域社会の組織は新たな機会を得ることができるようにな

った。これまで現場を支配してきた政府の森林管理機関も、変化に適合できな

ければ、無用の長物となりかねない。

　グローバル化の加速にともない、森林投資管理組織（TIMO）、不動産投資信

託（REIT）、国家資産資金（政府系投資ファンド）、排出権取引制度などの新た

なプレーヤーが、世界の制度・体制の地図を塗り替えることも考えられる。各
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制度・体制は今後、細分化のバランスを取り、一元的な取り組みを行うために、

大きな重圧を受けるだろう。

森林科学・技術の進歩

　変化の目覚ましさを考えると、森林科学・技術の将来を思い描くことは難し

い。革新によって、森林部門はこれまで社会の需要の移り変わりに対応する力

を高めてきたし、それは今後も続くであろう。しかし、確かな技術力をほとんど、

あるいは全く持たない開発途上国が多く、これが、その長期的な発展の足かせ

となっている。先進国であっても、森林科学・技術力が低下してきたところは

少なくない。

　とはいえ、生産、収穫、加工から木質エネルギー、環境サービスの提供ま

で、森林に関わるあらゆる分野で、研究が続けられ、新境地が切り開かれている。

このような進歩に寄与しているのは、バイオテクノロジー、ナノテクノロジー、

情報通信技術などの比較的新しい分野である。その一方で、土着の知識の価値

に対する認識も、次第に高まってきた。

　商品化に重点を置いた民間部門による研究が増え、公共部門の研究力が低下

してきたことで、数多くの問題が生まれている。新たな技術を手に入れる資金

のない圧倒的多数の人々が、民間部門による研究のメリットを享受することか

ら排除されるのは決して珍しいことではない。これが、知識に触れる機会の不

均等を倍化させ、所得水準や生活水準にも影響を及ぼしている。

　科学・技術力の不均衡と不足に対処するには、今まで以上に一体となって取

り組んでいく必要があり、そのためには、国と国の間や、国内における技術の

流れを阻む障害の低減、社会・環境に関する問題の「主流化」、従来の部門の垣

根を越えた、森林部門以外の科学的・技術的進歩の活用などの課題がある。

追記：激動の時代における課題と機会

　おりしも本書が印刷に回されようとするこの時期（2008年後半）に、世界経

済は深刻な不況の只中にある。米国における住宅産業の縮小とサブプライムロ
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ーン問題が金融市場に大きな打撃を与え、これが、ほぼすべての国を巻き込む

景気後退の引き金を引き、楽観的であったそれまでの経済予測の変更を余儀な

くした。

　こうした変化は、森林部門に果たしてどのような影響を及ぼすのか。住宅部

門の崩壊によって、様々な木材・木材製品の需要が減り、これが工場の閉鎖や

失業を引き起こし、その結果、新規の投資が鈍化して、木材に関連するすべて

の産業がこの影響を受けている。

　環境サービスに対する需要も、その代金を支払う能力と意欲の低下によって、

変化している。炭素価格についても、相変わらず変動が激しい。各国は経済危

機への取り組みを優先させており、今後、気候変動に関わる協定の交渉が難航

することも考えられる。

　森林資源が受ける恐れのあるマイナスの影響としては、持続可能な森林経営

への投資の減少や、経済部門の低迷がインフォーマル部門拡大の機会をもたら

すことにともなう違法伐採の増加などが挙げられる。これまで弱まってきてい

た土地依存も再び強まり、農業活動の森林への拡大、森林の減少、いったん

増加した森林の再度の喪失といったリスクが高まる可能性もある。その一方

で、木材に対する需要の減退により、森林への圧力が低減したり、オイルパーム、

大豆、ゴムなどの商品作物の価格下落にともない、これら作物を栽培するプラ

ンテーションへの森林の転換が減少したりなど、プラスの影響も期待できる。

　世界経済がいつ回復に向かうのか、今はまだその目処すら立たない。だが、

こうした危機は、開発の新たな道筋をつける機会を与えてもくれる。（例えば

造林や再造林、持続可能な森林経営への投資拡大による）天然資源資産の構築、

農村地域の雇用創出、グリーンビルディングの実践や再生可能エネルギーにお

ける木材の活用の積極的な推進を通じ、開発への「グリーンパス（緑の道）」を

模索することが、森林部門のためになるのではなかろうか。こうした路線の変

更には言うまでもなく、制度・体制の抜本的な変革が必要となるが、今回の危

機で、長年の懸案となっていた改革を受け入れ、実行に移す意欲が高まるやも

しれない。
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地域別の見通し

　情報通信技術の急成長とグローバル化にともない、社会の変化はこの数十年

間でその速度を増しており、森林部門全体に大きな変化をもたらしている。人

口動態的、経済的、制度的、技術的な変化により、森林から生み出されるモノ

とサービスに対する需要パターンも変わってきた。

　林業の特質である長期性を考えると、今後に向けたこの部門の的確な優先順

位付けと戦略づくりには、起こり得る変化の方向性をより良く見極めることが

欠かせない。とりわけグローバル化により社会間の交流が活発になったことで、

林業関係者は国境を越えた広い視野から問題を捉えることが求められる。

　現在作成中か、すでに完成した、主に地域別の森林部門の見通しに関する調

査報告書に基づき取りまとめられた第 1 部では、いずれの地域についても、変

化を推進する外部要因として、まず人口動態、経済、政策、制度における動

向を考察している。人口動態に関するデータはすべて、World Urbanization 

Prospects: The 2007 Revision Population Database (UN, 2008a) のものであり、

また、国内総生産（GDP）と付加価値の数値は、2006年時点の恒常ドルベース

で表した。

　いずれの地域についても、2030年までに予想される社会的変化の全体的なシ

ナリオの概略を解説するセクションを設けた。そして、予測される変化とこ

れまでの実績・傾向を考慮に入れた上で、下記の項目の動向を順に紹介しつつ、

森林部門の未来予想図を示している。

◦ 森林面積：（特に注記のない場合）Global Forest Resources Assessment 

2005（FAO, 2006a）に基づく。

◦森林経営：天然林と人工林の両方。

◦ 木材製品（生産、消費および貿易の実績）：これに加え、人口、所得など需

要を左右するパラメータの変化を特に考慮に入れた上で、計量経済モデル
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を用いた予測値。

◦ 木材燃料：来るべきセルロース系バイオ燃料の商業生産という「ワイルド

カード」を含めた、従来の木材燃：料（薪炭用材）と最新のバイオ燃料の

両方に着目。

◦ 非木材林産物（NWFP）：いずれの地域でもNWFPは多種多様で、包括的な

見通しを示すことが難しいため、大まかなパターンのみ説明。

◦ 森林の環境サービス：生物多様性の保全、気候変動の緩和、砂漠化と土地

劣化の防止、流域サービス、ネイチャーツーリズムなど。保全状況のおお

まかな指標として保護区についても述べた。森林保護区に関する、国別の、

信頼性の高い、最新の統計がないため、数字は（森林だけでなく）保護区

全体のものである。

　地域の間・国の間のみならず、地域内・国内でも多様性に富むにもかかわらず、

主な傾向を把握することが目的であるため、この作業は簡単ではなかった。また、

通常大きな注目を集める短期的な変化と、あまり目立たず軽視されがちな長期

的変化の、両方のバランスのとれた展望を提供するよう心がけた。

世 界 森 林 白 書
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アフリカ
 

　58の国と地域からなる（付録を参照）アフリカ大陸（図1）の生態系は多様性

に富む。また、世界人口の1�％に当たる人々が同大陸で暮らしている。この地

域の森林面積は、陸地面積の21.�%に当たる6億3,500万haにのぼり、なかでもコ

ンゴ盆地の熱帯雨林は連続林として世界第2位の広さを誇る。

変化の推進要因

人口動態統計

　アフリカの人口は、1980年の�億7,200万人から2006年に9億�,300万人に増加し、

2020年までには12億人に達するものと予想される（図3）。年間人口増加率が低

下（1990年から2000年までの10年間が2.5%、2010年から2020年までの10年間が

2.1%（予測値））しても、絶対数が増えるため、その資源に対する圧力は高まる

ことになる。

　アフリカでは都市化が急速に進んでおり、2020年までに全人口のおよそ�8%が

都市部で生活をすることになろう。だが、アフリカ北部の大部分を除いて、ア

フリカでは今後10年間余り、農村地域が大半を占める状態が続き、農村地域の

人口が2005年から2020年までの15年間で、9,�00万人増えるものと予想される。

　また、今後も引き続きHIV/AIDSが多くの国で、国民と経済資源に暗い影を

落とす（BOX 1）。

経　済

　アフリカが世界のGDPに占める比率は、2006年時点でわずか2.3%程度に過ぎ

ないが、全体的に見て2000年以降、その経済状況は改善されつつある。GDPの

成長率は、1990年から1999年の平均が2.3%であったが、2000年以降5％を越える

ようになり、2007年には6.2%に達した（IMF, 2008）。このような高成長率は中

第 1 部　地域別の見通し
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アフリカ中部
アフリカ東部
アフリカ北部
アフリカ南部
アフリカ西部

　　
　
　
　

図１　本書で用いる準地域の区分　 　　

注：準地域別の国と地域のリストについては付録の表１を参照。

図２　森林資源の分布

森林
その他森林
その他
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図３ 人口の推移

出典：UN、2008a
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図４ 国内総生産の推移

出典：UN, 2008bとWorld Bank, 2007aを基にまとめたもの。
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期にわたって続く可能性が高い。しかし、GDP成長率が伸びを示す反面、人口

増加によって、国民一人当たりの所得増加率は相変わらず低い（南アフリカは

除く）。

　国内の貯蓄と投資の少なさ、不均等な成長、収入配分の偏りが依然として問

題となっている。アフリカが最近、急激な成長をみせている背景には、原油な

ど一次産品の高騰もある。

BOX １    HIV/AIDSによる影響

◦資源――人材と経済的資源――の激減で、長期的投資の資源が少なくなる。

◦採取しやすいものを中心に、林産物への依存度が上昇。

◦伝統的知識の損失。

◦ 熟練・非熟練労働力が不足――木材関連産業、研究、教育、研修・訓

練、農業普及、森林管理（行政）などの全主要部門が影響を受けることで、

林業が弱体化。

◦長期的欠勤と治療代の高額化で、産業界が負担するコストが増大。

◦ 医療とHIV/AIDS対策に振り向ける予算の増額を余儀なくされる政府が多

く、林業への公共部門からの投資が減少。

出典：FAO, 2003a

　農業は、粗付加価値に占める比率が、1990年代のおよそ20％から2006年には

15％に低下しているとはいえ、2005年時点で農村地域の雇用の70%を占めており、

人々の暮らしに欠かせない産業といえる。農業の一人当たりの生産性は、他地

域と比べて著しく低く、農業所得の低下にともない、薪用材やNWFPの採取、

木炭製造など、農外雇用への依存度が高まっている。

　2000年以降、アフリカの経済成長をけん引してきたのは、主にアジア新興国

向けの一次産品の輸出で、こうした状況は今後も続く可能性が高い。アフリカ

では各産業が、国内外の市場における競争の激化などに起因する難しい課題に
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直面している。政策と制度の枠組み、インフラ、人材開発、投資環境、競争力

などの問題で、グローバル市場への参入には、今後も引き続き偏りがみられる

ものと予想される。西アフリカ諸国経済共同体（ECOWAS）や南部アフリカ開

発共同体（SADC）など地域と準地域の統合に向けたメカニズムが実を結び始め

たとはいえ、アフリカ市場は依然として規模が小さく、細分化された状態から

抜け出せずにいる。

政策および制度

　アフリカでは、透明性とグッドガバナンス（良い統治）を求める市民社会の

声が根本的な変化をもたらしつつあり、地方分権と参加型アプローチが浸透し

てきた。だが、紛争によって社会・経済の発展が損なわれている国が多い。

　アフリカでは古くから地域社会を巻き込んだ天然資源の管理が行われており、

また、政策と法律が近年変わったこともあって、権限委譲が促されている。そ

の一方で、林業を取り巻く問題のなかには、下記の事項をはじめ、なかなか解

決されないものもある。

◦ 部門間のつながりが希薄（また、農業、鉱業、工業開発、エネルギーな

どの重点部門が森林に与える影響は、実質上森林政策よりも大きい）。

◦環境に関わる法律と、投資に関わる法律の間にみられる不整合。

第 1 部　地域別の見通し
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表１　森林面積：広さと増減

準地域
面　積

(1 000 ha)
年間増減幅
(1 000 ha)

年間増減率
(%)

1990年 2000年 2005年 1990‒2000年 2000‒2005年 1990‒2000年 2000‒2005年

アフリカ中部

アフリカ東部

アフリカ北部

アフリカ南部

アフリカ西部

アフリカ合計
世 界

248 538 239 433 236 070 ‒910 ‒673 ‒0.37 ‒0.28
88 974 80 965 77 109 ‒801 ‒771 ‒0.94 ‒0.97
84 790 79 526 76 805 ‒526 ‒544 ‒0.64 ‒0.69
188 402 176 884 171 116 ‒1 152 ‒1 154 ‒0.63 ‒0.66
88 656 78 805 74 312 ‒985 ‒899 ‒1.17 ‒1.17
699 361 655 613 635 412 ‒4 375 ‒4 040 ‒0.64 ‒0.62
4 077 291 3 988 610 3 952 025 ‒8 868 ‒7 317 ‒0.22 ‒0.18

注：データは端数処理。
出典：FAO，2006a



◦一部の国における貧弱なガバナンスと汚職。

◦ 土地保有権のあいまいさ、法的枠組みの脆弱さなど、競争力を持った民

間部門の発展を阻む障害物。

◦研究、教育、研修・訓練、普及を含めた政府の森林管理機関の能力低下。

科学・技術

　南アフリカとアフリカ北部の一部諸国を除いた地域では、下記などの理由で、

科学・技術の進歩が遅い。

◦ 科学教育と研究に対する投資が少ない。

◦ 経済活動におけるインフォーマル部門の比率が依然として高く、革新技

術への投資に対する関心が高まらない。

◦ アフリカの強固な基盤である伝統的知識を向上させ、現代の問題の対処

に活用することができずにいる。

　さらに、開発の企画立案と政策決定において、研究と系統的な調査が完全に

十分には主流となっていない傾向がみられる。

　その一方で、移動体通信とインターネットが、情報へのアクセスを向上させ

ている。

　森林部門は、現状を映し出す鏡といえる。制度の枠組みを刷新して、林業の

科学・技術の基盤を強化するには、かなりの取り組みを要する。だが、これを

怠れば、大きなブレークスルーはアフリカの森林部門を「素通り」してしまい、

良くても、ほんの一握りの人たちしかその恩恵にあずかることができない。

全体的なシナリオ

　政策面と制度面の動向は、林業の見通しに最も大きな影響を与え、また、最

も不確実性が高い（FAO, 2003a）。今後――バランスがとれ、公平な天然資源

の管理にプラスに働く形で――主にどのように変わっていくのかは、公共部門

における効率化および説明責任（アカウンタビリティ）の向上、市場制度にお

ける包括性、競争性、透明性の強化と、（とりわけ、フォーマル部門において

世 界 森 林 白 書

— 10 —



欠けている場合に）貧困層の生計機会を拡大するインフォーマル部門（公共部

門、市場部門以外の社会部門）の各状況に大きく左右されるものと考えられる。

この方向への改善が図られてはいるものの、2020年までに真の方向転換を果た

すためには、相当な取り組みが必要となる。だが、ほとんどのケースにおいて、

現行の開発の道筋――「これまでと変わらない」シナリオ――に沿って続けら

れる確率が高いように見受けられる。

見通し

森林面積

　アフリカの森林面積は世界の16%を占めるに過ぎないが、2000年から2005年の

間に失われた森林の面積は、世界全体の3分の1近くにあたる、年間およそ�00万

haにのぼった（表1）。森林の減少のほとんどは、比較的森林面積が広大な諸国

で生じている。現在までのところ、森林損失の最大の要因は、小規模な永続農

業への転換であるが（図5）、今後は大規模農業への投資も森林減少の主な推進

要因になり得る。

　森林損失は、現在のペースで進む可能性が高い。とりわけインフラへの投資

が増大して新たな土地が切り開かれるなか、食料とエネルギーの需要拡大と価

格上昇によって、状況は今後さらに悪化するとみられる。また、気候変動に

よる影響もあるだろう。森林火災の頻発、水供給量の減少や洪水が、地方と国、

両レベルの対処メカニズムを疲弊させ、持続可能な森林経営に向けた取り組み

の効果を薄れさせている。

　準地域別では、次のような将来像が推測される。

◦ スーダンを中心とするアフリカ北部では、経済状況の改善が、土地利用

転換圧力を軽減し、これまでみられた「森林伐採が進む」という傾向の

逆転を促す可能性がある。ただし、食料価格の高騰にともなう大規模農

業への対外投資が、森林に悪影響を及ぼす恐れも考えられる。

◦ アフリカ東部・南部では、人口密度と土地依存度の高さに、土地紛争と
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経済多様化機会の不足が重なり、森林面積がさらに減る可能性が高い。

◦ アフリカ中部では、人口密度の低さ、国土の広大さ、交通の便の向上が、商

業的農業と零細農業のための森林伐採を助長するかもしれない。また、商業

的価値の低い種の市場性が向上すると、貧弱な政策や制度の未整備などを背

景に、集約型で持続不可能な伐採を招きかねない。

◦ アフリカ西部では、都市部の木材燃料に対する需要の急激な伸びと、農業に

おける需要の増大で、森林被覆面積の減少が続く可能性が高い。

森林経営

　木材の最大の供給源は、やはり天然林である。国際熱帯木材機関（ITTO, 

2006）の調べで、アフリカの（同機関に加盟する）10加盟国では、永久林のうち、

世 界 森 林 白 書
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出典：FAO, 2001

熱帯アフリカ諸国における森林面積増減
の直截的な原因（1990年～2000年）

図５    

小規模永続農業への直接転換
大規模永続農業への直接転換a

焼畑移動耕作地域における農業の集約化
撹乱を受けていない森林への焼畑移動耕作の拡大
森林面積と樹冠率の増加
その他

出典：FAO, 2001

4%

8%

59%

12%

8%

9%

a畜産と、産業造林のための伐採・開墾を含む



持続的な経営がなされている天然熱帯生産林が、わずか6%程度にとどまること

が明らかになった。影響の少ない伐採と収穫を義務づける法律・規定の適用が

まだ浸透しておらず、伐採地を再生させる事業への投資も非常に少ない。

　木材を持続可能な経営が行われている森林から調達することへの関心が世界

的に高まっていることを受けて、アフリカでも認証制度の導入が促されつつあ

る。しかし、取引コストが高いこともあり、認証制度の普及率は依然として低

い（BOX 2）。

　「これまでと変わらない」シナリオの確度を踏まえると、主に下記の要因によ

って、持続可能な森林経営導入の進展速度が鈍るものと予想される。

◦ 全般的な投資環境の悪化。

◦ 伐採権に対する森林行政の管理能力を妨げる、制度的、財務的、技術的

な制約の厳しさ（伐採権があまりに急速に普及し、政府は規則・規制の

施行と、潜在的な収入の完全な回収をできないことが多い）。

◦ 違法行為と汚職。

◦ 地域社会に根差した森林経営の普及を制限する政策や、制度的、技術的、

経済的ハードルと、復元のための投資資金が十分にない地域社会に劣化

した森林だけを譲渡する傾向。

BOX 2    アフリカの森林認証制度

　世界には認証を受けた森林が3億600万haあるが（2007年6月）、このう

ち、アフリカは約300万ha（約1%）にとどまり、その大半が人工林で、お

よそ半分が南アフリカに集中している。

出典：ITTO, 2008

　これら要因のすべてが、持続不可能な開拓を助長する。特にアフリカの東部

と南部におけるサバンナ森林地帯では、地域社会の能力がどのように構築され

るかによっては、ある程度は持続的な森林経営の導入が進むものと予想される
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が、これら森林から得られる収益の低さが、この進展の妨げとなる可能性もある。

　アフリカでは人工林の面積も、推計で世界全体のわずか約5%に当たる1,�80

万haにとどまっている（FAO, 2006b）。このうち約300万haは森林保護のために、

その他が木材と非木材林産物（例えばアラビアゴム）を生産するために、それ

ぞれ植林された。アフリカの木材は天然林産が多く、人工林への投資は、森林

被覆面積が比較的少ない諸国（アルジェリア、モロッコ、ナイジェリア、南ア

フリカ、スーダン）で主に行われてきた。アフリカにおける1990年から2005年

の年間植林面積は推計で7万ha程度と、世界全体の2%にも満たない。また、近年、

人工林の面積減少がみられる国もある。

　南アフリカを除き、政府の森林管理機関が整備・管理する人工林が多い。植

林と生産の集約管理の今後の拡大は、木材製品に対する世界の需要を考慮に入

れて、民間部門が判断する植林の収益性に大きく左右されよう。国によっては、

土地の所有に関するものを含め、政策と制度の枠組みを大幅に改善しなければ、

潜在性の実現を図ることができない。

　木材に対する需要が高まり、農地造林が促された国が多く、森林外の樹木は、
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BOX 3    森林外の樹木

　自作農、植林地、共有地の樹木は、木材、その他の産物の重要な原料で

ある。ブルンジ、ルワンダ、ウガンダなどを中心とする湿潤地帯にあるア

フリカ西部の諸国では、自宅の庭園に自生する樹木で、家庭で必要な薪用

材と材木をほとんど賄うことができる。ケニアの紅茶プランテーションの

グレビア・ロブスタなど、樹木を日除けのために栽培し、最終的に木材に

する換金作物システムは多い。スーダンでは、アラビアゴムの原料となる

アカシア・セネガルが主にアグロフォレストリー・システムで栽培されて

いるが、機械化が進んだ農場のなかには近年、この栽培の大規模化を図る

ところもある。

出典：FAO, 2003a



材木や薪用材の原料として重要性が増している（BOX 3）。このような傾向は今

後強まるものと予想される。農場が造林することで産業用素材を供給できるよ

うになる可能性があり、また、大規模な人工林用の土地の入手には制約が課せ

られることから、例えば南アフリカでは、産業界が地域社会と提携する動きが

増えてきた。農地造林は、すでに多くの国（例えばガーナ、ケニア、ウガンダ

など）でみられるが、土地保有権と支援策に関する法律が整備されれば、一気

に広がる可能性もある。

木材製品：生産、消費および貿易

　アフリカでは2006年に、世界全体の丸太の19%が生産された。丸太の生産量

は、森林比率の伸びにほぼ沿う形で、1995年の5億6,800万㎥から、2006年には6

億5,800万㎥へとわずかながら増加した。ただ、生産される丸太の90%ほどが木

材燃料で、加工の度合いが高くなるほど、アフリカが全体に占める比率は低く

なる。そのため、アフリカは世界の木材燃料の生産に占める比率が�分の1を越

える反面、その他の木材製品における市場専有率が著しく低い（表2）。

　2006年には、アフリカの産業用素材の約20%（主に人工林産）が南アフリカで、

13％がナイジェリアで、それぞれ生産された。

　アフリカ北部に関しては、森林が極めて少なく、その生産性も低いことなど

から、産業用素材の生産量がアフリカ全体の6%に満たず、そのため輸入への依

存度が高い。

　近年、天然林産の産業用素材の生産量は、アフリカ西部の多くの諸国で減少

しているのに対して、大規模な伐採を行う権利を付与するアフリカ中部の諸国

（カメルーン、コンゴ民主共和国、ガボンでは）では増えている。

　国内での加工を奨励するために丸太の輸出に制限を設けている国もあるが、

これは必ずしも価値の付加という所期の結果を出しておらず、せいぜい、予備

処理作業への投資にある程度つながったに過ぎない。

　粗付加価値は、2000年の約120億米ドルから、2006年には1�0億米ドルに増え

た（図6）。ただ、伸びを示したのは丸太生産のみで、木材加工と紙・パルプの
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付加価値については、頭打ちとなっている。

　産業用素材の生産量は、今後20年間で増加が予想され（表3）、一部の準地域

間のシフトがより顕著になる。産業用素材が生産量全体に占める比率について

は、（アンゴラやモザンビークなどで）伐採量が増える可能性を考慮して、アフ

リカ南部で（南アフリカを中心に）増加、アフリカ西部と北部では微増、アフ

リカ東部では減少が、それぞれ予想される。また、アフリカ中部も、産業用素
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— 16 —

表２　木材製品の生産量（2006年）

製　　品 世界全体 アフリカ
比率
(%)

産業用素材（100万㎥）
製材（100万㎥）
合板等（100万㎥）
紙用パルプ（100万トン）
紙および板紙（100万トン）
木材燃料（100万㎥）

1 635 69.0 4
424 8.3 2
262 2.5 1
195 3.9 2
364 2.9 1
1 871 589.0 46

出典：FAO, 2008a

注：付加価値の増減は、実質付加価値の増減（すなわちインフレ調整後）
出典：FAO, 2008b

図６ 林業部門における付加価値の推移

丸太生産 木材加工 パルプ・紙 合計

1990 1992 1994 1996 1998 2000 2002 2004 2006

注：付加価値の増減は、実質付加価値の増減（すなわちインフレ調整後）
出典：FAO, 2008b
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材の主な産地として浮上してきた。潜在需要を有効需要にすることができるか

どうか。その鍵を握るのは、所得の向上と全般的な社会・経済の発展である。

　アフリカは世界の木材製品の貿易に占める比率が極めて低く（表�）、（南ア

フリカを除き）低付加価値品目の生産に照準を合わせている。地域内の木材

製品の貿易も低調である。アフリカの木材製品は、総輸出額が1980年から2006

年の26年間に16億米ドルから�0億米ドルに増加したものの、世界の合計（現在、

2,000億米ドル超）に占める比率が低下した。アフリカの木材製品産業が、自ら

の可能性を発揮させることができるかどうか。その鍵を握るのは、優遇政策・

制度の整備、競争力の強化である。

木材燃料

　エネルギー部門では伝統的なエネルギー源（主にバイオマス）が主流をなし、
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表３  木材製品の生産量および消費量の推移

年
産業用素材
（100万㎥）

製材
（100万㎥）

合板等
（100万㎥）

紙および板紙
（100万㎥）

生産量 消費量 生産量 消費量 生産量 消費量 生産量 消費量

2000年 69 64 8 11 2 2 4 5
2005年 72 68 9 12 3 3 5 7
2010年 81 77 10 15 3 4 7 10
2020年 93 88 11 19 4 4 9 14

出典：FAO, 2008c

表４　木材製品の貿易全体におけるアフリカの比率（2006年）

製品 世界全体の輸入額に
占める比率（％）

世界全体の輸出額に
占める比率（％）

アフリカの消費量に
占める輸入品の比率（％）

アフリカの消費量に
占める輸出品の比率（％）

産業用素材 

製材  

合板等

紙用パルプ

紙および板紙

0.7 8.4 1.0 6.0
3.3 3.0 45.0 23.0
1.4 1.9 45.0 37.0
0.8 1.0 26.0 36.0
2.5 0.6 51.0 12.0

出典：FAO, 2008a



特にサハラ以南のアフリカでは農村地域の人口のわずか7.5%しか電力を利用す

ることができない（World Energy Council, 2005）。アフリカでは、世帯収入が

低く、適切な代替燃料への投資も少ない状態が続いており、今後数十年間も木

材が重要なエネルギー源であり続ける可能性が高い（FAO, 2008d）。2001年にま

とめられた予測をみると、木材燃料の消費量は2000年から2020年までの20年間

に3�%の伸びを示す見通しであることがわかる（図7）。だが、過去2年間の燃料

価格の高騰を考えると、この増加幅がさらに大きくなる可能性が高い。木材燃

料がエネルギー供給量全体に占める比率は低下する可能性が高いが、木材燃料

に依存する人の絶対数は増えるものと予想される（FAO, 2008d）。

　木材燃料の需要と供給は、総計ではバランスがとれているものの、著しく

不足する地域があり、都心周辺を中心に、持続不可能な採取を招く状況にある。

ほとんどの諸国が、森林および森林地帯の経営改善と、木材燃料プランテーシ

ョンの設置で供給を増やすとともに、調理器具と代替燃料の効率化の推進で需

要の低減を図ろうと試みている。

　化石燃料の価格上昇により、バイオ燃料に対する関心が世界的に高まったこ

とで、例えばジャトロファ（Jatropha）属の種の植林を通してなど、バイオ燃

料開発への投資が増加してきた。ただ、これらの投資が、アフリカのエネルギ

ー問題の長期的な解決策となるのかどうかは不透明で、逆に、食料安全保障に

悪影響を及ぼすのではないかとの懸念が高まっている。

非木材林産物（NWFP）

　アフリカのNWFP（ゴム・樹脂、ハミチツ・蜜ろう、染色剤・なめし剤、竹・

ラタン、狩猟肉、飼料、数々の薬用植物）に関しては、主に自家使用されたり、

非公式に売買されたりしているため、いかに人々の暮らしに貢献し、地元にと

っていかに重要であるかは、公式の統計をみただけではわからない（Shackleton, 

Shanley and Ndoye, 2007）。

　国内取引、地域内貿易、国際貿易の機会が増えるにつれ、アフリカのNWFP

部門は目に見えて変わってきた。アフリカではNWFPのバリューチェーンの形
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成を目指す政策と法制度の取りまとめを進める政府が増えている。なかでも、「エ

スニックフード」市場、薬用植物市場、ハチミツ、蜜ろう、シアバターなどの

自然食品・有機食品市場の台頭が目覚ましい（BOX �）。国内外で取引される

製品のなかには、インフォーマル部門とフォーマル部門にまたがるものもある。

例えば、野生環境における採取はインフォーマル部門に属し、加工と貿易がフ

ォーマル部門に属するというケースなどが考えられる。

　対象となる産物と最終用途の幅広さを考えると、広く当てはまる予測を立て

ることは難しいが、下記のような見通しを示すことができよう。

◦ 自家消費される産物が多く、資源管理にほとんど注意が払われない。

◦ 一部野生資源が商品製造のために採取され、乱獲により枯渇する。

◦ 人口増加にともない、猟獣肉資源の捕獲圧力が高まる。
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図7 木材燃料の消費量
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◦ 起業家や地域社会が家畜化・栽培化、商業栽培と、少量製品の加工を行う。

◦ フェアトレード認証を受けた製品に対する、ニッチ市場からの需要が高

まる（Welford and Le Breton, 2008）。

森林の環境サービス

　「これまでと変わらない」シナリオのままでは、森林の生物多様性の損失が続

く可能性が高い。このような状況を転換する取り組みは、ジンバブエの先住民

資源の地域社会による管理プログラム（CAMPFIRE）など、地域社会管理イニ

シアチブの成功を土台として進める必要がある（Frost and Bond, 2008）。生物
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BOX 4    シアバターを原料とした化粧品

　非木材林産物のなかでも、オイル、クリーム、毛染め剤などの化粧品は、

グローバル市場における台頭が最も著しい品目の1つである。シアノキ（学

名：Butyrospermum parkiiまたはVitellaria paradoxa）の実からとれるシアバ

ターは、通称カリテと呼ばれ、今最も人気のあるスキンケア製品の成分の

1つといえる＊。シアノキはサヘル地帯にしか自生しておらず、アフリカの

農村地域では推計で300万人の女性がシア製品の輸出に携わり、2007年～

2008年の輸出額は1億米ドルにのぼった。ブルキナファソでは、カリテが

綿花に次ぐ第2位の輸出産品で、この部門の発展に重点を置くプロジェクト

がいくつかある。例えば、ブルキナファソの「プロジェクト・カリテ」では、

シアナッツを集め、国際市場向けにカリテに加工する、地元の女性の組合

を組織化している。女性が自分たちで事業を運営しており、これらの活動

は、「フェアトレード」の条件に応ずる典型的なものである。ブルキナファ

ソのTREE AIDの支援を受けている小さな村の事業にも、カリテを中心に据

えたものが多い。

出典：FAO, 2007a; USAID, 2008
＊ 編注：シアノキの種子（シアナッツ）は多くの油脂（シアバター）を含んでおり、これ

を粉砕して抽出する。



多様性の保全については、保護区外での対応と、主たる経済活動への取り込み

も求められる。

　現在、およそ3億2,000万ha（本地域全体の陸地面積の11%）が保護区に指定

されているが、アフリカの公園管理への投資と人員配置は相変わらず世界で最

も少ない。保護区管理の主な課題としては、人間と野生動物との軋轢（FAO, 

2008e）と、干ばつによって悪化しがちな資源を巡る紛争が挙げられる。ケニア、

タンザニア、ジンバブエなどでは、地域社会が保護区や観光施設の管理に関与し、

収入の分配を受けている。ただ、アフリカでは保護区を管理のために貸し付け

る仕組みがまだ根付いていない。

　気候変動が今後、アフリカ経済と森林部門に及ぼす影響は非常に大きい。こ

うしたなか、京都議定書のクリーン開発メカニズム（CDM）と森林減少・劣化

に由来する温室効果ガス排出削減（REDD）に向けた最近のイニシアチブにより、

新たな資金調達の機会が生まれている。アフリカはこれまで、CDMや自主参加

型の排出権取引市場の恩恵をあまり受けていないことから（BOX 5）、本地域が

REDDを活用できるようになるには、技術力不足と政策的、制度的制約への対

処に鋭意取り組む必要があろう。

　アフリカには、農村部も都市部も深刻な水不足の影響を受けている国があり、

需要の増加にともない、状況がさらに悪化するものと予想される。貧弱な流域

管理によって、沈泥が大量に堆積し、貯水量が低下した貯水池が多い。流域管

理の足かせとなっている主な要因としては、責任の分散、水利を巡る紛争など

が挙げられるが、これは国境をまたいだ一部流域について特にいえる。統合的

な土地利用の採用と、上流の土地利用者と下流の水利用者を結ぶ制度づくりが

主な課題となる。

　流域サービスの提供に市場原理を活用する取り組みへの関心は、まだ高まり

始めたばかりである。本地域には、流域に関わる環境サービスに対する支払い

（PES）のプログラムが 2 つしかない。いずれも、南アフリカのプログラムであ

るが、一般税収入に依存しており、厳密な市場本位ではない。ほかにもいくつ

かイニシアチブがあり、現在、企画・立案段階にあるが、これらのスキームでは、
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利用者が流域サービスの代金を支払うことができない問題、取引コストの高さ、

制度の不備などが主な課題となる（Dillaha et al., 2007）。

BOX 5    アフリカの排出権取引市場：概要

◦ 2008年4月30日現在、全世界で登録されているクリーン開発メカニズム

（CDM）プロジェクト：合計1,068件

◦ アフリカのCDMプロジェクト：25件（全体の2.3%）、その大半が（制度

能力が比較的高い）南アフリカ

◦ 認証を受けているアフリカの造林／再造林プロジェクト：なし（世界全

体では：1件（中国））

◦ 自主参加型の排出権取引市場におけるアフリカの占有率：2007年におけ

る取引量全体の2%。取引コストが高いため、排出権の価格が最も高い。

◦ 自主参加型の排出権取引市場の、2007年における土地利用、土地利用変

化および林業分野におけるアフリカの占有率：世界全体の5%

出典：Hamilton et al., 2008

　砂漠化と土地の劣化は、アフリカの大半の諸国に影響を及ぼし、気候変動、

放牧の拡大、限界地での耕作を促す圧力の増大にともない悪化するものと予想

される。防風林と保護林帯の樹木は農地とインフラを守る。砂漠化と土地の劣

化への対処では――サハライニシアチブ「緑の壁プロジェクト」（UNU, 2007を

参照）やTerrAfricaパートナーシップ（TerrAfrica, 2006）などの本地域、準地

域で採用されているような――農業、畜産、林業に一元的に対応するアプロー

チが求められる。本地域では、ほぼすべての諸国が砂漠化対処条約（UNCCD）

の締約国で、（多くの場合、外部の支援を受けて）国内行動計画の策定を進め

てきた。しかし、経済的、制度的な制約により、課題に組織的に取り組む政府、

民間部門、地域社会の能力が制限を受けているのが現状である。

　自然を前面に打ち出した観光事業や、台頭してきた民間部門主導の地域社会
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に根差した（主に保護区を中心とする）エコツーリズム・イニシアチブは、ア

フリカ経済に大きく貢献しており、野生生物の宝庫であることが主な収入源、

雇用創出源となっている。アフリカは、観光産業の世界的な成長を活かす大き

な潜在能力を秘めているが、全体的に森林の減少と劣化に歯止めがかからない

傾向がみられ、森林がもたらす環境サービスの減少が懸念される。アフリカの

森林がもたらす環境サービスに対する認識が高まり、その保全が促されるかど

うかは、それにともなうコストによって決まる。

要約

　アフリカでは、低所得、貧弱な政策、制度の未整備をはじめとする制約を多

く受けることから、森林問題への対応が極めて大きな課題となっている。成功

談もあるが、経済と制度が根本的に脆弱であるため、ごく一部に過ぎない。障

害要因としては、下記の事項などが挙げられる。

◦ 土地、天然資源への依存度が高く、人材開発、能力育成、インフラ整備へ

の投資が極めて少ない。

◦ 森林部門を含め、経済における価値の付加の水準が低い。

◦ 公共部門と市場メカニズムが脆弱なため、インフォーマル部門が大規模化

している。

　地域および全世界で求められる、独自のモノとサービスに照準を合わせ、かつ、

その地域の制度の強化を図ることが、森林資源の枯渇問題に対処する上で重要

な方策になるのではないかと考えられるが、このような取り組みは、その地域

に根差し、かつ、農業、畜産、林業に一元的に対応する持続可能な資源管理に

成功した経験を土台とするとともに、その地域の知識を活用して進める必要が

ある。環境サービス――とりわけ生物多様性と炭素固定――に対する需要の高

まりは、アフリカにとって特に大きなチャンスとなる。
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アジア・太平洋
 

　�7の国と地域からなるアジア・太平洋地域（図8）には、世界の人口の半分

以上が集まり、世界で人口密度が最も高い国がある。また、世界の森林面積の

18.6%を占め、熱帯林、温帯林、沿岸マングローブ、山岳、砂漠をはじめ、幅広

い生態系に富む（図9）。本地域では、目覚ましい社会経済的な変化が、林業を

含め、あらゆる部門に多大な影響を及ぼしており、木材製品に対する需要と同様、

森林の環境サービスに対する需要も高まっている。

変化の推進要因

人口動態統計

　アジア・太平洋地域の人口は2020年までに、2006年に比べて6億人多い�2億人

に達する見通しである（図10）。日本では年間人口増加率が低下し、ゼロに近づ

きつつあるが、低所得国を中心に、増加率が2%を越える国もある。

　本地域の人口密度は、モンゴルの1㎢当たり2人弱から、バングラデシュの1㎢

当たり1,000人強、都市化の進んだシンガポールの6,300人強まで、ばらつきが非

常に大きい。

　アジア・太平洋地域の都市人口比率は、2005年の38%から2020年には�7%に増

えるものと予想される。特に急速な伸びを示しているのは中国で、2020年には

人口が2005年に比べて、都市部で2億3,000万人増えるのに対して、農村部で1億

2,200万人減る見通しである。一方、人口の65%が農村に暮らす南アジアが、引

き続き最も都市化が進んでいない準地域になるものと予想される。

　主な人口動態上の変化としては、ほかに高齢化が挙げられる。オーストラリア、

日本、マレーシア、ニュージーランド、タイでは人口の15%強が65歳以上の高齢

者で、日本に関しては60歳以上の国民が人口の�分の1を超える。これら5 ヵ国と
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（厳しい人口抑制政策が講じられている）中国では、労働年齢の成人の比率が低

下し、生産性とモノ・サービスに対する需要に、今後大きな影響が及ぶ。
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注：準地域別の国と地域のリストについては付録、表1を参照。

図９ 森林資源の分布

森林
その他森林
その他土地

東アジア
南アジア
東南アジア
オセアニア

図８ 本白書で用いる準地域の区分

注：準地域別の国と地域のリストについては付録、表１を参照。



経済

　アジア・太平洋地域は、ほかの地域よりも経済成長のペースが速い。なかで

も本地域全体の人口の3分の2を占める中国とインドは、過去10年間のGDP年間

成長率が8 ～ 11%にのぼっている。ある程度の鈍化はあるかもしれないが、今後

も世界の平均を超える成長率を示す国が多いものと予想される（図11）。

　しかしながら、1990年代以降、貧困の削減が顕著であるとはいえ、本地域

には1日1ドル未満で生活する人々がいまだに6億�,000万人もいる（UNESCAP, 

2007）。森林地域では貧困がさらに蔓延しており、多くの人々が生計を維持する

ために森林に大きく依存している。

　本地域の大半の開発途上国では、製造部門とサービス部門が急速な伸びを示

し、農業が収入と雇用に占める比率がその分低下している（UN, 2006a; FAO, 

2007b）。経済構造のこのような諸変化が今後、森林と林業にどのような影響を

及ぼすのかは、そのペースにより異なってくる。
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図10 人口の推移
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出典：UN, 2008a
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◦ 本地域の一部諸国は、農業に引き続き大きく依存する。人口密度が高い国

を中心に、人口の大幅な増加と土地への継続的な依存で、森林に対する圧

力が強まる。最近の食料価格高騰を受けての農業改良に向けた取り組みに

よって、森林が受ける影響が増す恐れもある。

◦ 工業化が農業拡大のペースを鈍化させている諸国では、プランテーション

作物に加えて、鉱業、インフラ整備、都市化など、別の要素が、森林伐採

の大きな原因となってきた。

◦ 技術とサービスに重点を置く、知識経済に移行した（または移行しつつあ

る）国もある。所得水準が高いため、一次産品の多くを輸入し、森林への

依存度も低下しており、森林は主に環境サービスの提供に使われている。

　グローバル化は、今までも本地域の目覚ましい経済成長で重要な役割を果た

してきたが、今後、国境をまたいだ投資の増加を含めて、より顕著になり、引

き続き森林部門に影響を与えよう。安定した関連政策、大規模な市場、人材へ

の多額の投資、地域内・準地域内の貿易、経済協力協定、交通インフラの充実、
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図11 国内総生産の推移

出典：UN, 2008bとWorld Bank, 2007aを基にまとめたもの。
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情報通信技術の急速な進歩。これらすべてが、グローバル化を進展させている。

政策および制度

　アジア・太平洋地域で現在進行中の政策や制度面の重要な変化を下にまとめた。

◦ 民有化と地域社会の参加などを通して林業の多様な関係者の関与を強める

ことを可能にする、先住民コミュニティの権利回復を含めた（BOX 6）、政

策と法制度の改変。

◦ 土地保有条件の改善による、土地所有者に樹木栽培を促す奨励策の強化。

◦ 提携などを通じた、林業に対する企業の投資の拡大。

◦ 政策づくり、森林経営、研究、普及、意識啓発への市民・社会団体の関与

の強化。

◦ ほかのプレーヤーの登場などによる、政府の森林管理機関の権限縮小。

　特に森林の多い国など、ガバナンス（統治）の問題に森林部門が頭を悩ま

せている国もある。最近では汚職と違法伐採が注目を集め、この防止に向けて、

国内のみならず国際的な取り組みがなされている（BOX 7）。また、紛争によっ

て森林経営に支障をきたす国もあり、とりわけこれを解決する有効な制度が整

備されなければ、天然資源に対する圧力が強まるにつれて紛争が増大しかねない。

科学・技術

　本地域は、農業の水平拡大を鈍化させ、場合によっては食い止める緑の革命

技術の開発と導入を先頭に立って推し進めてきた。技術の進歩により、本地域

の製造部門とサービス部門は競争力を強化することができた。今後は、バイオ

テクノロジー、ナノテクノロジー、情報通信技術、代替エネルギー技術が、林

業に大きな影響を与えるであろうが、国、部門、サブ部門間の技術導入の格差

は今後も残るとみられる。
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BOX 6     先住民コミュニティの権利回復

　アジア・太平地域には推計で2億1,000人から2億6,000人の先住民がい

るが、このうち6,000万人が森林依存者である。（オーストラリア、インド、

マレーシア、ニュージーランド、パプアニューギニア、フィリピンなど）

その周縁化を是正する政策や法律を整備した国は多い。例えば、インドが

2006年に指定部族と森林居住者を対象に制定した法律、Scheduled Tribes 

and Other Traditional Forest Dwellers Act（森林権法）では、伝統的に森

林に居住するコミュニティの権利を、彼らが耕作する土地の所有権（1世帯

最大4haまで）や非木材林産物を採取、利用する権利を含め、認めている。

出典：Asia Forest Network, 2008

BOX 7    アジアにおける森林法の施行およびガバナンス

　アジアにおける森林法の施行およびガバナンス（FLEG）についての多

国間取決めの狙いは、森林・林業関連の汚職と違法行為の防止の強化であ

る。東アジアのFLEGプロセスは、2001年に行われた一連のマルチステー

クホルダー協議から生まれた。バリ島（インドネシア）で2001年に開催さ

れたFLEG閣僚会合で、違法伐採と、それにともなう密輸、汚職の撲滅に取

り組むことが確認された。また、この会合では、国内においてのみならず、

国際的に講じるべき対策――包括的な政治面、法制度面、司法面、制度面、

行政面の対策と、関連する調査、啓蒙、情報開示、知識とノウハウの共有

――の総合的なリストも策定された。だが、FLEGプロセスは森林のガバナ

ンスに注目を集める一助になる一方で、その現場への影響を確かめること

は難しい。

第 1 部　地域別の見通し

— 29 —



全体的なシナリオ

　アジア・太平洋地域は非常に多種多様で、国はもちろん、同じ国でも地域に

よって、今後の開発への道が異なる可能性が高い。

　新興国では工業化がさらに進み、今後、中産階級が増え、その結果、食料、

燃料、繊維、環境サービスに対する需要が高まり、本地域の内外を問わず、天

然資源に恵まれた国に非常に大きな圧力を及ぼすことになる。農業活動の拡大

は鈍るが、採掘や都市の拡大など農業以外の土地利用が、引き続き森林に圧力

を与えるかもしれない。

　農村社会では、農業がやはり人々の生活を支え、場合によっては、人口成長

率の高さを背景に、拡大する可能性も考えられる。工業化が急激に進む国を中

心に、食料、燃料、繊維に対する世界と本地域の需要が高まっていくが、これ

により機会を捉えることができるか、課題に直面することになるかは、ガバナ

ンスと制度の整備状況によって決まる。

　所得水準が高い脱工業化社会では、最先端の製造技術と質の高いサービスの

提供なくして成長は望めまい。人口は比較的安定し（一部の国では減少し）、国

民が高度な技能を身につけるようになる。環境の質の向上が最大の関心事とな

り、所得水準が高いため、質の向上に必要な手段を手に入れることが可能になる。

見通し

森林面積

　アジア・太平洋地域の森林面積は、2005年時点で7億3,�00万haであった（表5）。

2000年から約300万ha増えたが、これは中国の再造林率の高さによるところが大

きく、実際には天然林の損失が著しい国が多い。本地域全体で2000年から2005

年の5年間に失われた森林の面積は年間370万haにのぼる。

　2 つの主な開発への道――工業化による急激な経済成長と、農業が相変わら

ず生活を支える主軸――を考えると、多くの国で今後20年間、ほぼ現在のペー
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スで森林の損失が続く可能性が高い。森林損失の傾向を食い止めた国もある

が、森林減少が最も深刻な国でも、これが可能であるとは思えない。本地域では、

バイオディーゼルに対する需要の増大に対応するためオイルパームの栽培が拡

大し、食用穀物の価格も上昇していることなどから、今後は、商品作物の大規

模な栽培の拡大が、森林減少の最大の要因となろう（図12）。また、南アジアを

中心に、人口の多い国では、木材および非木材林産物（NWFP）の持続不可能

な採取と放牧に起因する森林の劣化も、今後大きな問題となる。

森林経営

　木材生産を目的とする天然林経営に関しては、本地域では、影響の少ない伐

採や、ニッチ市場を対象とした認証制度の導入などの措置を講じて、持続可能
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図12 熱帯アジア・太平洋諸国における森林面積
増減の直接的な原因(1990年～2000年)

  

小規模永続農業地への直接転換
大規模永続農業地への直接転換a

焼畑移動耕作地域における農業の集約化
撹乱を受けていない森林への焼畑移動耕作の拡大
森林面積と樹冠率の増加
その他

出典：FAO, 2001
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a畜産と、産業造林のための伐採・開墾を含む。



な森林経営を実施するための取り組みに力を入れており、成功例も多い（FAO, 

2005aを参照）。ITTO（2006）の報告によると、本地域の（同機関に加盟する）

10加盟国では、永久林のうち、持続的な経営がなされている天然熱帯生産林が

1,��0万haで、その大半がインド、インドネシア、マレーシアに集中していると

いう。

　人工林の樹木を原料とする木材生産が増えるなか、天然林経営が複雑でコス

トも高いことなどから、木材供給のために経営される天然林の面積が減ってき

た。伐採を全面的に禁止し、天然林を環境的な価値のために保存している国も

ある。だが、制度が脆弱であると、持続不可能で、違法な場合も少なくない伐

採が続き、持続可能な森林経営の採算性の低下を招く可能性が高い。

　アジア・太平洋地域には、地球全体の半分近くにあたる1億3,600万haの人工林

があるが（表6）、その潜在的生産性はほとんど発揮されていない。

　人工林はオーストラリア、中国、インド、インドネシア、ニュージーランド、

フィリピン、タイ、ベトナムにほぼ集中している。人工林への投資はこの20年間、

民間部門を中心に増えており、伐採が禁じられる天然林が増えるなか、本地域

では人工林が木材生産の中心となりつつある。保護を目的とした植林への投資

もかなり行われ、中国とインドを中心に、本地域の人工林の3分の1近くは、環

境保護のために整備されたものである（FAO, 2006b）。

　しかしながら、木材価格が現在低迷していることなどから、生産を目的とし
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表５　森林面積：広さと増減

準地域
面　積
(1000 ha) (1000 ha)

年間増減幅 年間増減率
(%)

1990年 2000年 2005年 1990‒2000年 2000‒2005年 1990‒2000年 2000‒2005年

東アジア 

オセアニア 

南アジア 

東南アジア 

アジア・太平洋合計  

世界

208 155 225 663 244 862 1 751 3 840 0.81 1.65
212 514 208 034 206 254 ‒448 ‒356 ‒0.21 ‒0.17
77 551 79 678 79 239 213 ‒88 0.27 ‒0.11
245 605 217 702 203 887 ‒2 790 ‒2 763 ‒1.20 ‒1.30
743 825 731 077 734 243 ‒1 275 633 ‒0.17 0.09
4 077 291 3 988 610 3 952 025 ‒8 868 ‒7 317 ‒0.22 ‒0.18

注：データは端数処理。
出典：FAO，2006a



た人工林の拡大の余地は限定的といえる。水賦存量はすでに大きな制約要因で

あるが、今後、ますます大きな問題となる。生産性の高い土地のコストは、農

産物価格の高騰とバイオ燃料原料に対する需要の高まりで暴騰している。限界

地はかなりあるものの、多額の投資を要する。そのため、今後は、既存の人工

林の生産性向上と、大規模な生産加工向けを含め、木材の重要な供給源として

の農地造林に対する奨励策が、木材の供給状況を左右することになる（BOX 8）。
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表６　人工林の面積の推移

年
人工林の広さ

世界全体 アジア・太平洋の
年間増減率生産用 保護用 合計

(100万ha)

1990 67 36 103 209 ‒
2000 78 41 119 247 1.4
2005 90 46 136 271 2.8

表７　木材製品の生産量および消費量の推移

年
産業用素材
(100万㎥）

製　材
(100万㎥）

合板等
(100万㎥）

紙・板紙
(100万トン）

生産量 消費量 生産量 消費量 生産量 消費量 生産量 消費量

2005 273 316 71 84 81 79 121 128
2020 439 498 83 97 160 161 227 234
2030 500 563 97 113 231 236 324 329

出典：FAO, 2008c

出典：FAO, 2006b

BOX 8     農地造林

　バングラデシュ、インドネシア、フィリピン、スリランカ、インド一部

地域をはじめ、アジアの多くの国では、自作農にとって樹木は営農に欠か

せない。社会林業（ソーシャルフォレストリー）や住民林業（コミュニテ

ィフォレストリー）へのこれまでの投資が、農場を木材の重要な供給源と

する一助となった。産業界では、農家と提携して農場から木材を調達する

動きもみられる。農地造林は拡大を続けるものと予想されるが、その要因

を下に整理した。

◦ 土地保有権の保証の強化。

◦ 農業の収益性低下にともなう、農家による（農業よりも労働集約性が低

い）森林作物への投資拡大。

◦ 木材製品に対する需要の高まりと、それにともなう木材製品の価格上昇

による、農地造林の収益性の向上。



木材製品：生産、消費および貿易

　地域全体では、2020年まで、産業用素材の消費量と生産量が大幅な伸びを示

すものと予想される（表7）。消費の増加を主に支えるのは、中国やインドなど

の新興国である。一方、産業用素材の輸入に関しては、国によって傾向が全く

異なる。純輸入量は、（日本を中心とする）先進国が減少しているのに対して、

新興国（中国とインド）では、国内需要の急激な拡大と伐採の禁止による国内

供給量の減少で、大幅に増加している。

　木材製品に対する需要に関しては（図13）、おおむね最近の傾向通りで、かつ、

世界的な見通しとほぼ同じような伸びを示し（第2部を参照）、消費については、

合板等と紙および板紙がかなり増え、製材がこれよりも小幅な伸びにとどまる

ものと予想される。製材と普通の合板は今後も、固形木材製品の消費量の大半
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図13 原材料に対する需要

出典：FAO, 2008c
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を占めるが、再生合板（reconstituted panel）がある程度、製材と普通の合板に

取って代わる見込みである。紙および板紙は消費量が目覚ましい伸びをみせる

ものと予想される。また、古紙と、成長が早い種の人工林で生産された木材に

ついては、その生産で使われた繊維の大半が今後、活用されることになる。

　急速な経済成長により、本地域が木材製品の世界貿易に占める比率は、とり

わけこの20年間で大幅に上昇した。国が栄えてくると、通常、可処分所得が増

えて、商品に対する需要、ひいては輸入品に対する需要が高まる（図1�）。貿易

増加の大部分は中国が占めており、同国の木材製品の総輸入額は1990年の5�億

米ドルから、2006年には206億米ドルに増えた。インドの木材製品の総輸入額も、

1990年の約5億8,700万米ドルから、2006年には2�億米ドルへと大きな伸びを示し

ている。中国は、（米国産を中心とする）古紙の輸入量も2000年の500万トンから、

2006年には1,670万トンに増加した。

　本地域は、木材製品の主要な輸出地域にもなりつつあり、高価値製品の比率

も上昇している。なかでも、世界有数の家具輸出国としての中国の台頭が目立ち、

欧州の伝統的な家具生産国のなかには同国に追い抜かれたところもある。ベト

ナムも2005年以降、木製家具の主要な輸出国として浮上してきた。

　需要と貿易にみられる傾向が、本地域の森林の今後にどのような興味深い影

響を与えるかを下に整理した。

◦ 需要の急増は、森林国にチャンスをもたらす反面、制度が脆弱でガバナン

スが貧弱な国を中心に、持続可能な森林経営と違法伐採防止を難しくする。

◦ 貿易の拡大が、本地域以外の森林経営に影響を及ぼす可能性もある。
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表６　人工林の面積の推移

年
人工林の広さ

世界全体 アジア・太平洋の
年間増減率生産用 保護用 合計

(100万ha)

1990 67 36 103 209 ‒
2000 78 41 119 247 1.4
2005 90 46 136 271 2.8

表７　木材製品の生産量および消費量の推移

年
産業用素材
(100万㎥）

製　材
(100万㎥）

合板等
(100万㎥）

紙・板紙
(100万トン）

生産量 消費量 生産量 消費量 生産量 消費量 生産量 消費量

2005 273 316 71 84 81 79 121 128
2020 439 498 83 97 160 161 227 234
2030 500 563 97 113 231 236 324 329

出典：FAO, 2008c

出典：FAO, 2006b



◦ 需要の一部は、効率化によって満たすことができるかもしれない。
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図15 準地域別の木材燃料消費量の推移

東アジア 南アジア 東南アジア オセアニア

出典：FAO, 2003b
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木材燃料

　アジア・太平洋地域で生産される木材は、�分の3近くが燃料として使われる。

木材燃料が木材生産全体に占める比率は、南アジアと東南アジアで、それぞれ

93%と72%にのぼるのに対して、日本では1%にも満たない。

　本地域では木材燃料の消費量が1980年から2006年の26年間で、8億9,�00万㎥か

ら7億9,�00万㎥に減っているが、唯一、南アジアだけは消費が拡大した。

　所得が向上し、都市化が進むなか、木材燃料は今後、電気、灯油、ガスに取

って代わられる。これは、すでにアジア・太平洋地域の大半の国で顕著であるが、

今後予想される動向については、準地域によって多少違ってくる（図15）。例え

ば、南アジアでは木材燃料の消費量が一旦増えた後、2015年前後から低下し始

めるものと予想される。ただ、化石燃料の価格上昇が異なるシナリオをもたらし、

予想される燃料の切り替えが起きないこともあり得る。場合によっては、木材

燃料への回帰も考えられ、そうなれば、採取の増加と森林劣化の進行を招くこ

とになる。

　最近の原油価格の上昇ですでに、バイオ燃料生産事業への公共・民間投資が

目立つようになってきた。バイオディーゼルを生産するために、ジャトロファ

クルカス（編注：和名はナンヨウアブラギリ）などの採油植物が劣化地に植栽

されている。ただし、バイオディーゼルは主に輸送にしか用いられず、こうし

た動きは従来の木材燃料問題の軽減にはつながらないかもしれない。

　セルロース系バイオ燃料の生産が採算の取れる事業になれば、木材はエネル

ギー源としての需要が格段に増える。

非木材林産物（NWFP）

　本地域産の非木材林産物は食品、医薬品、繊維、ゴム、樹脂、化粧品、手工

芸品など多種多彩であるが、ほとんどが自家用に使用されるか、「地産地消」さ

れるか、あるいは、小口で取引される。国際的に取引されるアジア・太平洋地

域産NWFPは150品目を越えるが、竹とラタンを除き、通常数量が少ない。その

健康面、環境面のメリットが認められて「自然製品」への関心が高まったことで、
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地元の地域社会で一般的に使われている、数多くのNWFPが注目を集めるよう

になってきた。

　ただ、長期的に見ると、下記の要因によって、消費が落ち込む自給用の

NWFPは多いと考えられる。

◦ 森林被覆面積の減少とずさんな経営などにより、野生環境からの供給が減

少する。

◦ 合成材料が開発され、所得水準の上昇と消費者にとっての手軽さが増すこ

とで、NWFPに取って代わる。

◦ 所得水準の向上にともない、もっと収入が良く楽な仕事に比べ、NWFP事

業の魅力が低下する。

　薬用植物をはじめNWFPのなかには、事業化され、国内外で取引されている

ものもあるが、需要が高まったことで、その採取の集約化や野生種の枯渇を招

いている。一般に開放されている公有林から派生する産物は特に影響をこうむ

りやすい。採取と貿易が非公式（インフォーマル）なものであるため、採取者

はごくわずかな金銭的利益しか受けられないケースが多い。

　野生環境からの供給が減ったため、一部NWFP資源の栽培化を対象とする投

資が目立つようになってきた。竹、ラタン、一部薬用植物は、大規模栽培がな

されるようになり、もはや林産物とは言いがたい状態となっている。農場や自

家菜園での薬用植物の栽培は、製薬会社から技術的、資金的援助を受けるケー

スも多く、人気を集めつつある。ただ、多くの栽培作物と同様、需給バランス

が周期的に崩れるため、これが組織的なNWFP栽培の課題となっている。

収入および雇用における林業の寄与

　林業部門が生んだ付加価値は、絶対値としては、2000年の約1,000億米ドルか

ら、2006年には約1,200億米ドルに増加した（図16）。ただ、この増加に大きく

寄与しているのはパルプ・紙部門と木材加工部門で、木材生産全体は低迷から

脱せずにいる。この背景には、本地域が輸入木材への依存を強めていることと、

産業構造が変化し、より多くの付加価値を生む製造業に重点が置かれるように
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なったことがある。しかし、GDPと雇用における林業の比率の低下に歯止めが

かからない最大の要因は（図17）、成長の速さという点で他部門よりも格段に劣

っていることにある。

森林の環境サービス

　本地域の森林による環境サービスの提供の現状と見通しは、国によって極端

に異なる。各国の政策と戦略では、環境サービスの重視を強めており、洪水や

地滑りなどの災害を受けて、伐採を禁止している国もある。このように、環境

サービスの提供状況を左右する度合いは、市場原理を活用したアプローチより

も、規制アプローチの方が大きい。

　本地域では、長年にわたって保護区の管理が行われてきたが、不法侵入の防

止が大きな課題となることも少なくない。生息地の縮小で、人間と野生動物と

の軋轢が増え、動物やその身体の一部分の密輸も激増しており、トラやサイな

ど象徴種の減少が報告されている。保護区の劣化が続くことを視野に、参加型

経営を重視する傾向が強まり、地元の地域社会が、例えばエコツーリズムを通

じて、保護区の恩恵を受けることができるようになってきた。

　本地域には、非常に脆弱な乾燥地が広がっている。社会経済的な圧力の増大

が限界地での耕作と過放牧を招き、これに気候変動が重なって、砂漠化が加速

している。こうしたなか、農地を守る防風林や保護林帯を含め、劣化と砂漠化

を防止するために植林の実施や統合的な土地利用システムの導入を図る国が多

い（例えば、中国、インド、モンゴル、パキスタン）。

　本地域では、高い森林減少・劣化率を低下させれば、気候変動による影響の

低減を図ることができる可能性もあり、国連気候変動枠組条約（UNFCCC）に

関連し検討されているREDDイニシアチブの今後の行方に大きな期待がかかる。

　水不足が深刻で、農業や工業など主要な部門に悪影響が及んでいる国もあ

る（特にオーストラリア、中国、インド、モンゴル、パキスタン）。多くの国で、

経済成長が今後も続くかどうか、その鍵は、淡水の持続的な供給が握っている。

流域管理への政府による出資が、大きな注目を集めるなか、市場原理を活用し
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たアプローチも採用されつつあるが、こちらはまだ、その多くが試験的導入の

段階にある（Dillaha et al., 2007）。

　観光産業全般、なかでもエコツーリズムは、特に収入面において、アジア・

世 界 森 林 白 書

— �0 —

図16 林業部門における付加価値の推移

粗付加価値（10億米ドル） GDP寄与率（%）

丸太生産 木材加工 パルプ・紙 合計

1990 1992 1994 1996 1998 2000 2002 2004 2006

注：付加価値の増減は、実質付加価値の増減（すなわちインフレ調整後）
出典：FAO, 2008b
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図17 森林部門（フォーマル）における雇用の推移

雇用者数（100万人） 雇用への貢献度（％）
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出典：FAO, 2008b
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太平洋地域で最も成長の著しい部門の1つといえる。地元経済の再活性化と、森

林を含めた農村景観の保護・管理を実現する可能性を秘めたエコツーリズム

（BOX 9）を推進する国内政策・戦略を整備している国は多い。そうしたエコツ

ーリズムに対する需要の高まりで生じる主な課題は、環境劣化の防止と、地元

の地域社会にもたらされる収入の向上である。この収入が増えれば、自然資産

の保護と管理を行う地域社会の意欲が高まる。

　森林の減少と劣化を食い止めることができるかどうか。ほとんどの場合、こ

れにより、我々が必要とする環境サービスを、どれだけ受けることができるか

が決まる。開発への3つの大まかな道を踏まえ、環境サービスの全体的な見通し

を下に整理した。

◦ 脱工業化社会――制度が整備され、土地利用転換圧力が軽減され、環境の

質の維持に強い決意で臨む社会――では、すでに環境保護がかなり注目を

集めており、それが今後も続く。

◦ 新興国の状況は、今まで以上に国による違いが鮮明となる。環境意識の高

第 1 部　地域別の見通し

— �1 —

BOX 9    アジア・太平洋地域におけるエコツーリズムの振興

　アジア・太平洋地域には観光産業を大きな収入源とする国が多い。観光

収入は2010年までに4兆6,000億米ドルを突破し、観光客数が年間で6%前

後の伸びを示す見込みである。なかでも中国、ラオス人民民主共和国、ベ

トナムは、観光部門の成長が世界で最も著しい上位10 ヵ国のなかに入る。

国内外の旅行者が自然と触れ合う体験を求め、これが環境保全と、地元の

地域社会の収入創出につながるなか、エコツーリズムの人気がこれまで以

上に高まっている。中国やインドネシアをはじめ、エコツーリズムが今や、

国を挙げた戦略となっている国もあり、また、本地域内で活動するエコツ

ーリズム関連の協会の数は、国内、地域レベルを含めて20を越える。

出典：PATA, 2008; TIES, 2007; UNWTO, 2008



い人の数が増え、これらの人たちが環境を保護するためのイニシアチブの

先頭に立つが、相変わらず続く工業化の圧力と周縁化された人々のニーズ

が、人口密度の高い国を中心に、環境に大きな負担をかける。

◦ 森林に恵まれた低所得国――今後、経済が急成長期にある国の木材製品、

エネルギー、工業原料に対する需要と、農業人口の増加にともなう土地に

対する需要に応えることが求められるようになる――では、環境保護が今

後、大きな注目を集めるとはまず考えられない。これらの社会が、環境サ

ービスの向上や維持を図るための対価を支払う意欲や能力を持つ可能性は

低い。

要約

　非常に多種多様であることから、複数のシナリオの展開が予想される。森林

面積は、大半の先進国と一部の新興国で安定するか増えるのに対して、森林に

恵まれた低・中所得国では（バイオ燃料の原料となる農作物の生産を含めた）

農業の拡大により減少が続く。従来の木材燃料と新たに台頭してきたバイオ

エネルギー、この両方の選択肢が今後、土地利用面で大きな課題を突きつける。

新興国の急激な工業化による一次産品の需要の伸びが、他国における森林の転

換をもたらす可能性が高い。

　木材製品の需要は、人口と所得が増えるにつれて増大し続ける。同地域は現在、

先頭に立って植林を推し進めているが、当分の間、他地域産の木材に依存し続

ける。全体的にみて、本地域――特に人口密度が高い国の一部――では、土地

と水、この2つの面での制約が極めて大きく、これにより、木材製品の自給自足

の余地が制限される可能性もある。

　所得が上昇するにつれ、森林の環境サービスに対する需要も伸び、地元の地

域社会を巻き込んだ保全がますます重視されるようになる。ポスト2012年の気

候変動対策に関する取決めの行方と、REDDなどのイニシアチブが実際に森林

伐採など持続不可能な森林の利用の抑止を十分に促すことができるのかについ
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ては、今後の動向を見守って行く必要がある。
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欧 州
 

　�8の国と地域からなる欧州地域（図18）は、陸地面積が地球全体の17％を占

めるにとどまる反面、森林面積は世界全体の�分の1にあたる約10億haにのぼり、

このうちの81%がロシア連邦に集中している（図19）。欧州地域には、社会的・

環境サービスの提供に重点を置いた多目的利用の森林経営の長い伝統がある。
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図19

森林
その他森林
その他土地

図18

森林資源の分布

本白書で用いる準地域の区分

西欧
東欧
CIS諸国

注：準地域別の国と地域のリストについては付録、表1を参照。



変化の推進要因

人口動態統計

　欧州の人口は、2006年の7億3,100万人から2020年には7億1,500万人に減る見通

しである（図20）。人口の減少は高齢化とともに今後、森林と林業に大きな影響

を直接的、間接的に及ぼすだろう。労働力の供給減少により、省力技術を開発

する継続的な取り組みが必要となり、移民の増加と低賃金国への生産拠点の移

転が促されるとみられる。本地域内の移住に関しては、賃金水準の格差が縮ま

るなか、今後も続くとはまず考えられない。

　欧州地域では、核家族化が進んでおり、世帯数が2030年には対2005年比で20%

増加するものと予想される――建築用木材、家具、その他の木材製品に対する

需要が今後も続くことが推測される（EEA, 2005）。

　本地域内でみると、人口密度は南西から北東に行くにつれて低くなり、森林

のほとんどが、人口密度の低い北部に集中している。ロシア連邦は、人口密度
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図20 人口の推移

出典：UN, 2008a
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が1㎢当たりわずか9人である。

　一方、西欧は都市化が進んでおり、都市部の人口は全体の75%強にのぼって、

都市人口比率が90%を超える国もある。だが、高齢化が進み、都心の生活の質も

低下するなか、（山岳地帯と沿岸地帯を中心に）農村地域への移住が増えること

も考えられ、そうなれば、森林に対する圧力が増しかねない（EEA, 2005）。健

康で裕福な高齢者の増加で、（場合によると森林を対象とした）観光に対する需

要が高まるものと思われる。

　東欧諸国と独立国家共同体（CIS）諸国は全般的に、西欧ほど都市化が進んで

いないが、政治的、経済的変化にともない、都市化のペースが加速しつつある。

経済

　国により違いがあるものの、欧州全体の特徴としては、比較的経済が安定

し、所得水準が高いことが挙げられる。西欧諸国はいずれも、国民一人当たり

の所得が1万米ドルを越え、3万5,000米ドルを越える国もある。これとは対照的

に、CISには、国民一人当たりの所得が1万米ドル未満の国が多い。欧州連合では、

共通政策と、投資、技術、労働力や林産物を含めたモノの流れの自由化によって、

競争力のある市場経済の成長を推し進めてきた。

　経済予測をみると、東欧諸国とロシア連邦は、比較対象となる数字が低いと

はいえ、西欧よりも高い成長率を示す見通しであることがわかる（図8）。GDP

と雇用に占める農業の比率は、西欧で極めて低く、製造部門とサービス部門の
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表８　GDP成長率予測（2000年～2015年）

準地域 GDP成長率
(%)

CIS諸国　

東欧 

西欧  

欧州合計

4.9
4.4
2.9
3.4

出典：UN, 2008bとWorld Bank, 2007aを基にまとめたもの。



成長が著しい東欧、CIS諸国でも低下している（FAO, 2005b）。そのため、土地

紛争は減りつつある。

　所得水準の高さを反映して、林産物の消費が比較的多く、森林から派生する

幅広いモノとサービスに対する需要が増大する傾向にあり、また、質を重視す

る姿勢が目立つ。

政策および制度

　欧州は、総合的な政策・制度環境を整備し、良好な投資環境を備えていると

いえる。政治システムの充実が、グローバル化とローカル化の均衡の確立に役

立ってきた。市民・社会団体の成熟度も高く、公共団体、民間団体、市民・社

会団体が概して対等な立場で応酬しあい、森林政策は主に協議プロセスを経て

策定される。

　本地域では、欧州連合の拡大と、極めて重要な分野の共通戦略の策定で欧州

議会が果たす役割の増大により、多くの国で政策と制度の強化が進んだ。何を

希求しているかが加盟国によって異なり、共通の経済的、政治的枠組みのなかで、

そのバランスを取ることが、欧州連合にとって最大の課題である。

　欧州の大半の国では、林業は経済的重要度の比較的低い産業で、他部門（農業、

エネルギー、工業、環境、貿易）の政策が森林部門に与える影響や、森林部門

が他部門にできる貢献が常に考慮に入れられるとは限らない。

　一方、欧州森林保護に関する閣僚会合（MCPFE）や欧州委員会のEU林業戦

略など、地域レベルのイニシアチブが、林業関係者の協調を促す上で効果を発

揮している。

科学・技術

　欧州は、科学・技術開発の先進地域で、なかでも最も重要な収入源であるハ

イテク製造に照準を合わせた開発に力を入れている。特に西欧では、研究開発

費がGDPの2％を越える国が多い（European Commission, 2007）。農業と林業は、

研究開発予算に占める比率こそ低いが、業界の慣習の改善と労働生産性の向上
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という面などで、他部門における技術の進歩の恩恵を受けている。リモートセ

ンシング、情報通信技術、加工技術の向上は、いずれも森林部門に便益をもた

らしてきた。今後、森林部門に技術的変化をもたらすであろう要因を下にまと

めた。

◦ 気候変動に対する関心の高まり

◦ エネルギーの効率化と資本集約度の引き下げを図る必要性

◦ リサイクル、再利用、バイオエネルギーへの転換を含め、より持続可能な

森林経営と森林資源利用の効率化を求める声

◦ 顧客満足度と高級品ニッチ市場の重視（Houllier et al., 2005）

　欧州の林産物部門は、今後、新たな高付加価値品を開発して、高まりつつあ

る「グリーン原料」と「グリーン・エネルギー」に対する需要を満たし、熾烈

化する代替原料や電子媒体との競争に立ち向かい、原材料コスト、エネルギー

コスト、人件費が低い国と競争を繰り広げていくことが求められる（CEI-Bois, 

CEPF and CEPI, 2005）。

全体的なシナリオ

　準地域によって違いがあるものの、欧州地域は全般的に、社会、経済の発展

という面で良好な状態にある。人口圧力の低下、適度の経済成長、政治的、制

度的な仕組みの充実、環境保護、とりわけ気候変動に対する関心の高まり、科学・

技術への活発な投資が、資源の持続可能で公平な利用を基本とした、脱工業化

の知識基盤「グリーン」経済への移行を後押ししている。この移行が今後、ど

のくらいの速さで進むか、そのスピードは国により異なってこよう。

　政府がグリーン技術への投資と、知識や技能の強化に力を入れている国で

は移行が早く進むが、低所得国では環境や持続可能性の問題の優先順位が低く、

脱工業化社会への移行も遅くなる。一方、生産コストが低い（かつ、環境関連

の規制が緩い）国への拠点の移転が相次ぎ、また、伝統的な意味での競争力の

強化に的を絞った投資が引き続き行われるであろう。そのため、森林の持続不
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可能な利用も続く恐れがある。

見通し

森林面積

　欧州地域では、陸地面積に占める森林の比率が比較的高く（中南米・カリ

ブ海地域に次ぐ第2位）、また、この比率が近年一貫して上昇傾向にある（表9）。

1ha当たりの蓄積量は、全体では世界の平均を若干下回るものの、一部西欧諸国

（例えばオーストリアやスイス）と、最近まで収穫がさほど多くなく蓄積の増加

に適した施業法が採用されている東欧諸国で高い。

　欧州の場合、当初の森林被覆が何百年も前に失われているため、天然林と人

工林の区別が他地域ほど明確ではない。本地域における森林面積増加分の多く

は、かつての農地に自然に拡大した森林と、在来種を使って造林された半天然

林である。

　今後は西欧を中心に、脱工業化社会への移行が進み、森林に対する圧力が減

るものと予想される。人口の減少、土地依存度の低さ、所得水準の高さ、環境

保護に対する関心、政治的、制度的枠組みの充実といった要素はすべて、森林

面積拡大への追い風となる。欧州ではほぼすべての国に、森林伐採と土地利用

の転換を極端に難しくする法律がある。これに加え、欧州農業基金（European 

Agricultural Fund for Rural Development）から林業を対象とした経済的な支

援も行われ、植林の大幅な拡大を促している。そのため、農地が減るなか、森

林面積は拡大する可能性が高い。

　欧州地域で森林資源を脅かす主な要素は、環境的なもので（火災、病害虫の

大発生、嵐）、その一部が気候変動にともない増える可能性もある。気候変動が

長期的にどのような影響を森林に与えるかはまだわからないが、最近起きた災

害で、気候変動に起因したものは多い。これにともない、例えばイベリア半島

やロシア連邦などで、火災の規模と頻度が著しく増すものと予想される（EEA, 

2007）。
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森林経営

　森林経営は、所有構造の影響を受ける。西欧では森林の70％が民有で、個人

もしくは家族による経営も少なくない。一方、東欧では、国有林の大部分が

1990年代に旧所有者に返還されたことで、私有林の比率が上昇した（UNECE, 

MCPFE and FAO, 2007）。所有権が数多くの小口所有者の間で分散されている

ことで、さらなる複雑化と、森林経営コストの増大を招いている。民間部門が

私有林所有者の組合や協同組合を結成して、こうした問題に対応している国が

多い。CIS諸国に関しては、すべて国有林である。

　欧州では伐木量が森林資源の増加量よりも少なく、実際、ここ数十年間、減

少傾向にある。だが、木材産業向けの木材の収穫が増えるなか、また、再生可

能エネルギー源としての木材の需要が急拡大していることを反映し、今後は蓄

積増分に対する伐木量の比が上昇するものと予想される。

　森林経営に厳しい規制が設けられ、厳格に実施されている国が多い。そうし

たなか、財源と技術的資源に恵まれた国の森林団体は、森林経営で中心的な役

割を果たしている。西欧諸国が苗木の改良、土壌改良への投資、収穫の機械化

をともなうハイテク技術を使った集約型経営を採用する傾向にあるのに対して、

人件費が安い東欧諸国とCIS諸国では、生産資材をほとんど用いず、長伐期化し、

自然の再生に任せる低コスト経営を採用する傾向がみられる。この経営形態を
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表９　森林面積：広さと増減

準地域
面積 年間増減幅 年間増減率

(1000 ha) (1000 ha) (%)

1990年 2000年 2005年 1990‒2000年 2000‒2005年 1990‒2000年 2000‒2005年

CIS諸国  

東欧

西欧

欧州合計 

世界

825 919 826 953 826 588 103 ‒73 0.01 ‒0.01
41 583 42 290 43 042 71 150 0.17 0.35
121 818 128 848 131 763 703 583 0.56 0.45
989 320 998 091 1 001 394 877 661 0.09 0.07
4 077 291 3 988 610 3 952 025 ‒8 870 ‒7 320 ‒0.22 ‒0.18

注：データは端数処理。
出典：FAO、2006a



採用する不在村森林所有者や小口所有者も多い。

　3つ目の経営形態は、古くからある多目的利用の経営で、国（高集約型多目的

経営）のみならず、小規模な家族経営型森林や農場内の森林でも実施され、木

材以外の様々なメリットを所有者や地元の住民にもたらしている。ただ、この

手法で経営される森林は、下記のような市場環境の変化にともない、採算性の

問題に最も苦しめられてきた。

◦ 外国との競争激化による製品価格の下落と、木材、繊維を仕入れる産業界

の資金力低下。

◦ 東欧における森林返還後の供給急増による丸太の価格下落。

　市場の経済的影響力と、森林の環境・社会的サービスに対する公的需要の

高まりの間でバランスをとることが、今後も大きな課題となる。人件費が高く、

細分化された森林を経営することが煩雑であるため、森林経営に求められる高

い水準を満たすことが難しくなり、森林経営の採算性が低下する国が西欧を中

心に多い。そのため、短伐期化した小径材の生産への移行が進むことも考えら

れる。

　その一方で、最近の木質エネルギーの需要増大と価格高騰で、木材は供給過

剰から供給不足へと大きく転換する可能性もある。

木材製品：生産、消費および貿易

　欧州は、木材製品の生産量が多く、種類も豊富で、国際貿易で主要な役割を

果たしているだけでなく、消費量も比較的多い（表10）。2006年には世界全体の

木材製品の3分の1近くが本地域で生産され、およそ半分が本地域から輸出された。

　西欧は、再生合板（reconstituted panel）や上質紙など高度加工品の生産で競

争優位性を持つ。その環境に対する関心の高さは、認証木材製品の最大の生産

量と消費量を誇り、回収された繊維の利用率が高いことなどからも窺える。また、

環境にやさしい木材製品と「グリーンビルディング」の利用推進に政府と民間

部門が取り組んでいる。

　CIS準地域については、森林産業にロシア連邦が占める比重が非常に大きい。
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その潤沢な森林資源、人件費の低さ、高度な技術を持つ労働力を持ってすれば、

世界有数の木材製品生産国の座に再び着く可能性は非常に高い（BOX 10）。

　1990年以前、東欧諸国とCIS諸国は、欧州の製材生産量の半分近くを占めてい

たが、1990年代の政変で、製材の生産量と消費量が激減した。その後、市場経

済への移行とともに、東欧諸国は合板等など加工の度合いが高い製品の生産へ

の転換を図った。製材の生産量は2000年以降、回復し始め、2005年から2020年

の15年間に1.7%の伸びを示す見通しであるとはいえ、2020年の予測値も1990年

の水準には及ばない。消費量は横ばいが続くものと予想される。

　合板等は、生産量と消費量がほぼ同じであるが、再生合板（reconstituted 

panel）技術が進歩し、合板が製材に取って代わることで、2005年から2020年の

15年間に2.�%と、製材よりも大きな伸びをみせるものと予想される。

 

　紙および板紙の生産量は今後も大きな伸びを示す見通しであるが、これは準

地域によって大きなばらつきが予想される（図21）。製紙業における欧州地域の

競争優位性は、高需要市場が近く、再生紙を大量に提供でき、そして何よりも、

上質紙を製造する高度な技術を備えていることにある。CIS諸国が、多少劣るも

のの、やはり競争優位性を持つのは、パルプ材の在庫を豊富に有するからである。

ロシア連邦で輸出税が引き上げられたことで（BOX 10）、北欧を中心に、ほか

の欧州諸国でパルプ材の生産が増える可能性が高い。紙および板紙については、
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表10　木材製品の生産量および消費量の推移

年
産業用素材
(100万㎥）

製材
(100万㎥）

合板等
(100万㎥）

紙・板紙
(100万トン）

生産量 消費量 生産量 消費量 生産量 消費量 生産量 消費量

2000 483 473 130 121 61 59 100 90
2005 513 494 136 121 73 70 111 101
2010 578 543 147 131 82 79 128 115
2020 707 647 175 151 104 99 164 147

出典：FAO, 2008c



東欧で消費量が生産量を上回り、輸入が増加するのに対して、西欧では電子媒

体に取って代わられ、消費の横ばいが続くものと予想される。

　輸出は、ほぼすべての製品部門で好調である（表11）。しかし家具に関しては、

アジアの家具産業の台頭で、欧州の市場占有率が低下してきた。欧州の（丸太

を含む）木材製品の貿易は欧州内、欧州・北米間、欧州・アジア間であり、最

近では欧州・アジア間の貿易が増えている。
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年
ロシアの産業用材の輸出税

（ユーロ／㎥） （米ドル／㎥）

1996 4 5
2007 10 14
2008 15 23
2009 50 74

出典：A. Whiteman, 2008（未刊）

BOX 10    ロシア連邦における森林産業の最近の動向

　ロシア連邦で2005年に生産された丸太は、欧州全体の3分の1、世界全体

の10％に当たる1億5,000万㎥にのぼるが、それでも1990年の水準のおよ

そ半分に過ぎない。2005年は生産された丸太の約3分の1が輸出され、世界

の貿易の40％を占めた。ロシア連邦産産業用素材の主な輸出先は中国、フ

ィンランド、日本である。

　国内林業を活性化させるために最近、下記のような政策が打ち出された。

◦ 森林法（2007年）：（森林貸付制度の弾力化を含め）民間部門の林業へ

の参画を奨励し、森林経営の分権化を促す内容。

◦ 産業用素材輸出税の、2009年までの大幅な引き上げ（カバ材パルプに

関しては、2年間だけ免除）（表を参照）。

　だが、これら新政策は――ロシア連邦が投資危険度の高い国とみなされ

ていることと、好調な石油・ガス部門に投資が集中していることに起因す

る――林業の資本不足の問

題に対処していない。その

ため、木材の豊富さと国内

価格（立木）の低さ、熟練

労働者の賃金の低さといっ

たメリットがあるにもかか

わらず、これら政策が所期

の効果を上げることができ

るかどうかは不透明である。



　欧州は、新興国の森林部門への投資が最も多い地域の1つである。特にアジア

と中南米のパルプ・紙部門への投資が活発で、欧州の企業は、その技術力、マ

ーケティング力、管理能力に、現地の人件費の低さ、人工林の急速な拡大、需

要の伸びを融合することで、利益を上げている。

　徐々に東欧と西欧の林業の差も小さくなっていくものと考えられる。西欧で

は今後も、ハイテクを駆使した森林経営に支えられて高度加工木材製品の生産

に力を入れる一方、東欧は木材の生産量が増えるものと予想される。

木材燃料

　欧州では第二次世界大戦以降、エネルギー向けの木材の使用が比較的低調に

なっていたが、1990年代半ばから、（欧州連合を中心に）気候変動の防止、京都

議定書の目標の達成、化石燃料の価格高騰とエネルギー安全保障に対する懸念

などへの対応を目的に、エネルギー消費量全体に占める再生可能エネルギーの
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図21 紙および板紙の生産量・消費量の実績と
予測

注：実線は生産量、破線は見掛け消費量を表す。
出典：UNECE and FAO, 2005
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比率を増やす政策が導入され始めた（BOX 11）。

　これら政策は、市場の変化と相まって、エネルギー源としての木材、とりわけ

小規模の暖房・発電で石油の代わりに用いる木質ペレット（木質固形燃料）に対

する需要増大を促している（BOX 12）。また5 ～ 10年以内に、木材を原料とする

液体バイオ燃料の生産技術が商業規模で採用され始める可能性があり、そうなれ

ば、木材燃料の需要が一段と高まることになる。

BOX 11    欧州委員会の再生可能エネルギーの利用推進策

◦ 再生可能エネルギー指令（2001年）：発電で用いる再生可能なエネルギー

の比率を2010年までに22.1%にするとの目標を設定

◦ バイオ燃料指令（2003年）：「2010年までに液体バイオ燃料が全体に占め

る比率を5.75%以上にする」という、目安となる目標数値を設定

◦ 気候変動問題に対応するための戦略Climate Action原案（採択されれば、

2010年に発効）：2020年までにエネルギー全体の20％を再生可能エネル

ギーにし、2020年までにバイオ燃料の市場占有率を10％以上にするとの

目標を設定

　欧州森林部門の見通しに関する調査報告書（European Forest Sector Outlook 

Study – EFSOS）は、2020年までの木材燃料消費の推移予測を立てた（UNECE 

and FAO, 2005）。しかしながらEFSOSの数値は、主に農村地域の世帯による従

来型の木材燃料の使用状況に基づいたものである（また、確かな国内統計が不十

分で、少なく見積もった）ため、新たな予測（図22）では、東欧がこのおよそ3倍、

西欧が5倍の数値となっている。

　エネルギーの生産には、主伐材、間伐材、剪定材、回収後の木材製品、収穫・

加工後の残余物、森林外からのバイオマスも用いられる。そのため、木材の需給

バランスの推算では、エネルギー向けに使用される木材も十分に考慮に入れる必

要がある。表12を見ると､ これを十分に考慮に入れた場合、需要が供給を上回る



ことがわかる。

　今後の成長の鍵を握るのは、地元の物流の充実、ペレットストーブのコスト

削減と、支援策である。
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表11　生産量に占める輸出品の比率と消費量に占める輸入品の比率（2006年）

出典：FAO, 2008a

準地域

産業用素材

輸出品 輸入品

製材

輸出品 輸入品

合板等

輸出品 輸入品

紙・板紙

輸出品 輸入品

(%)

CIS諸国 

東欧　

西欧 

欧州合計  

世界全体

34 1 68 3 27 22 35 28
14 8 49 27 45 44 59 67
9 19 46 46 51 48 67 61
18 13 51 40 46 43 64 59
8 8 32 32 32 32 32 32

図22 木材燃料消費量の実績と予測
（欧州連合の再生可能エネルギー政策
原案を踏まえて修正）

   

注：実線はEFSOSの予測、破線は修正後の予測を表す。
出典：Becker et al., 2007; UNECE and FAO, 2005
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非木材林産品（NWFP）

　欧州ではさほど一般的ではないものの、NWFPの採取はよくみられるレクリ

エーションの1つである。主な商品としては、クリスマスツリー、猟獣肉、コルク、

キノコ（トリュフを含む）、ハチミツ、ナッツ類、ベリー類などが挙げられる（図

23）。これらの多くには、限定的ではあるが、確立された（そして時に高利益が

見込める）市場がある。最近の目立った動向としては、コルク生産事業の採算
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BOX 12    木質ペレットに対する新たな需要

　木質ペレットは、1970年代に代替燃料源として登場して以来、生産量、

消費量ともに堅調な伸びをみせ、また、製造技術の進歩により、その品質

も向上している。欧州では原材料の入手のしやすさ、価格競争力の高さ、

多様なエネルギー政策などを追い風に、木質ペレット産業は発展してきた。

2006年時点で、欧州連合内には300 ヵ所近くのペレット工場があり、その

生産量は合わせて450万トン弱に達していた。なかでもスウェーデンは世

界有数の木質ペレットの生産量を誇る。また、ブラジルとロシア連邦のお

がくずペレットの生産

事業は、大きな将来性

を秘めている。

　暖房用と発電用の消

費も増加している（図

を参照）。世界的にみ

ても、木質ペレット市

場は急成長を遂げてお

り、カナダや東欧など

新たな市場が誕生する

地域が多く、アジアや

中南米でも発展性が見

込まれる。 出典：Peksa-Blanchard et al., 2007

木質ペレットの消費量（2005年、一部諸国）
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暖房市場での消費量 発電

ペレットの年間消費量（100万トン）



性の悪化（代替品が原因）と、有機製品に対する消費者需要の拡大という流れ

のなかでの林産食品に対する関心の高まり、の2つが挙げられる。

　木材と同様、欧州では、生産者と森林経営者が常に、変化する市場環境に自

らの手法を合わせ、これを上手く利用してきた。例えば、コルクの製造業者は、

マーケティングの強化と、品質管理、基準、認証の厳格化で、代替品に対抗し

ている。また、東欧では林産食品の生産者が人件費の低さを生かして有機食品

のニッチ市場に製品を卸し、西欧では森林経営者が、例えば、レクリエーショ

ンとしてのキノコ狩りの許可やクリスマスツリーの販売によってNWFPから収

入を得ている。

収入および雇用における林業の寄与

　林業部門が生む付加価値は、1990年代初めの政治的、経済的変化にともない

激減した後、1990年代半ばに向けて一旦やや持ち直したが、2000年以降、再び

低下が続いている（図2�）。減少幅のほとんどを占めるのは、パルプ・紙サブ部

門である。
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表12　木材の種類別の供給量および消費量（欧州連合・欧州自由貿易連合a加盟国、2005年）

aアイスランド、リヒテンシュタイン、ノルウェー、スイス
注：データは端数処理。
出典：Mantau et al., 2008を基にまとめたもの。

林産

産業用素材  

薪用材 

樹皮  

伐採残余物

森林外の木質バイオマス 

連産品

チップ、パーティクル、木材残余物 

パルプ生産連産品 

使用済みの回収木材 

木材燃料加工産業

合計

供給 構成比100万㎥　

397 51

85 11
25 3
23 3
20 3

118 15
70 9
29 4
7 1

775 100

原料

製材産業

合板産業  

パルプ産業 

ペレット、ブリケットなど 

その他物理的利用

エネルギー

電気・熱  

産業内  

一般家庭 

分類不能なエネルギー向け　

合計

消費 構成比100万㎥　

217 26

88 11
155 19
7 1
14 2

49 6
65 8
92 11
135 16
822 100



　森林部門の雇用についても、絶対的、相対的にみて縮小している（図25）。

森林の環境サービス

　欧州では、教育水準の高さと情報へのアクセスが寄与して、環境保護への関

心が高く、また、所得水準が高いことが寄与して、環境サービスの代金を支払

う意欲も高い。一方、土地利用に対する規制は厳しく、西欧を中心に、森林伐

採を実質的に禁止している国が多い。
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図23 欧州市場で流通する非木材林産品
（売上高の構成比）

クリスマスツリー

トリュフを含むキノコ

果実、ベリー類、食用ナッツ類

猟獣肉

装飾用の葉、観葉植物

その他植物産物

天然のハチミツ・蜜ろう

その他畜産物

樹脂、医薬品原料、芳香族製品、染色剤、染料

コルク

注：入手可能な情報を基にまとめたもの。
出典：UNECE, MCPFE and FAO, 2007
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　気候変動対策は、最も重要な環境問題といえる。再生可能エネルギーの原料

となるバイオマスの提供で果たす役割の拡大に加えて（上記木材燃料のセクシ

ョンを参照）、欧州の森林は炭素吸収源（カーボンシンク）として重んじられて

いる。欧州全体で、土地利用、土地利用変化および林業により純排出量が6％近
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図24 林業部門における付加価値の推移

粗付加価値（10億米ドル）　　　 GDP寄与率（%）

丸太生産 木材加工  パルプ・紙 合計

1990 1992 1994 1996 1998 2000 2002 2004 2006

注：付加価値の増減は、実質付加価値の増減（すなわちインフレ調整後）。
出典：FAO, 2008b
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図25 森林部門（フォーマル）における雇用の推移（100万人）

雇用数（100万人）

出典：FAO, 2008b
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く削減されたが、この削減分はおそらくほぼすべて森林によるものであろう（表

13）。特に、蓄積増分が多く他部門の排出量が少ない東欧は寄与度が高い。欧州

はまた、排出権取引制度への市場原理の活用を他に先駆けて推し進めてきた。

　欧州の保護区は、1990年の1億9,500万haから2007年には2億3,�00万haに広がっ

た（UN, 2008c）。本地域には生物多様性を保全するためのイニシアチブが複数

存在するが（BOX 13）、森林の生物多様性を維持するための措置の多くは、こ

うした目的を明確に掲げていない。経営の現場では、天然更新、混交林、枯死

木の森林への放置、施業林の小規模な「主要生息地」の保護による、生物多様

性の保護に重点を置く傾向が強まっている（UNECE, MCPFE and FAO, 2007）。

ほとんどの施業林では、「天然施業に近い」（UNECE, FAO and ILO, 2003）施

業を重視する傾向の強まりが、生物多様性の保全を後押しすることになろう。

　本地域では、高地流域の統合的な管理と、森林と水の関わりが注目を集め

つつある。2006年には、越境水路および国際湖水の保護および利用に関する

国連欧州経済委員会（UNECE）条約（United Nations Economic Commission 

for Europe (UNECE) Convention on the Protection and Use of Transboundary 

Watercourses and International Lakes：水条約とも呼ばれる）において、森林

被覆の保全・開発を含めた、PESのコンセプトが公認され、2007年には、水に

関連した森林サービスの政策調整、経済的評価などに対処する、森林と水につ
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表13　土地利用、土地利用変化および林業（LULUCF）が温室効果ガス純排出量に
　　 　及ぼした効果（2005年、UNFCCCへの報告に基づく）

準地域

温室効果ガス総排

出量（Mt CO2e）
LULUCFの純排

出量への寄与

木質エネルギーの純排出量

への寄与

木質エネルギーと

LULUCFの寄与

LULUCF
なし

LULUCF
あり

合計
（100万
Mt CO2e）

LULUCF
なしでの排出
量における
比率（％）

木材燃料の
消費量

（100万㎥）

化石燃料排
出回避量
（100万
Mt CO2e）

LULUCF
なしでの排
出量にお
ける比率

合計
（100万
Mt CO2e）

LULUCF
なしでの排
出量におけ
る比率（％）

CIS諸国 

東欧  

西欧  

欧州合計

2 627 2 700 +73 +2.8 56 ‒22 ‒0.9 +51 +1.9
1 298 1 082 ‒216 ‒16.7 76 ‒30 ‒2.3 ‒247 ‒19.0
4 306 3 966 ‒340 ‒7.9 257 ‒103 ‒2.4 ‒443 ‒10.3
8 231 7 748 ‒484 ‒5.9 389 ‒156 ‒1.9 ‒639 ‒7.8

注：Mt CO2e＝100万二酸化炭素換算トン。データは端数処理。
出典：Mantau et al., 2008



いての決議案がMCPFEで採択された。また、2008年10月に開催された「欧州森

林週間」会議では、FAO、UNECE、MCPFE、欧州委員会が、森林と水の関わ

りにスポットライトを当てた（UNECE and FAO, 2008）。

BOX 13    欧州の生態系ネットワーク

◦ 汎ヨーロッパ生態系ネットワーク（PEEN）：自然に関する政策、土地利

用計画立案、農村地域・都市開発の間における相乗作用を推進して、欧

州全域で生態系のつながりを深めることが目的。

◦ ナチュラ2000：欧州連合令に基づき設立され、欧州連合全体の陸地面積

の最高20%を対象とする、鳥の特別保護地域と、その他の種や生息地の

特別保全地域のネットワーク。

◦ エメラルド・ネットワーク：ヨーロッパの野生生物および自然生息地に

関する条約（ベルン条約とも呼ばれる）に基づき立ち上げられ、保護区

の指定と管理に対する共通のアプローチを、ナチュラ2000の対象ではな

い欧州各国（非EU加盟国）とアフリカに広めている。

出典：EEA, 2007

　欧州では90%を越える森林が一般に公開され、レクリエーションに利用できる

森林面積も増加しており、エコツーリズムの人気も高い。レクリエーション地

としての森林に対する需要は伸びが見込まれるが、需要の内容は、人口動態と

所得の動向によって変わってくるものと予想される（Bell et al., 2007）。

　グリーン経済に移行するには、森林の環境サービスに対する底堅い需要と、

その代金を支払う意欲・意向が欠かせない。欧州に関しては、その所得水準の

高さ、森林面積の増加傾向、環境面の価値をより重視する多目的利用経営に向

けた取り組みの強化から、この方向に向けて積極的に動いていることが窺え

る。環境サービスの提供に一層重点を置いた、多面的機能を持つ林業の実現には、

部門をまたいだ政策の調整の強化が必要であるが、この点がまだ課題として残
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っている地域がある。

要約

　欧州では森林資源が今後も拡大を続ける可能性が高い。伐木はおそらく蓄積

増分よりも少ない状態が続き、西欧を中心に環境サービスの提供がやはり最も

大きな関心を集めるであろう。環境サービスに関する規則や規制により、木材

生産の競争力が他地域よりも低下する。

　また、森林経営は今後も多彩な目的に対応していく。採算性は、小規模な森

林所有者を中心に課題として残る可能性が高いものの、木材燃料の需要増加に

よって、これに変化が生じることもあり得る。

　林業は、特に西欧においては、労働集約型の部分であり、他地域に比べて、

競争力を低下させ続けていく惧れもあるが、森林産業の大半が「グリーン」製

品の生産への移行を進めるなか、先端技術を用いた製品の生産において主導権

を握り続ける可能性が高い。

　欧州地域内では、東欧が西欧に追いつくにつれて、東欧と西欧の林業の差も

小さくなっていくものと考えられる。ロシア連邦の最近の動きと木質エネルギ

ー利用推進における最近の動向が、どのような影響をもたらすかを予測するこ

とは難しく、現時点では主に短期的な対応しかなされていない。
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中南米・カリブ海
 

　�7の国と地域からなる中南米・カリブ海地域（図26）は、森林面積が世界全

体の22%、陸地面積が世界全体の1�%であるが、人口が世界全体に占める比率は

わずか7%に過ぎない（図27）。この地域には、熱帯雨林の連続林として世界最大
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注： 準地域別の国と地域のリストについては付録、表１を
参照。

図26 本白書で用いる準地域の区分

カリブ海
中米
南米

注：準地域別の国と地域のリストについては付録、表1を参照。



規模を誇るアマゾン盆地がある。

変化の推進要因

人口動態統計

　本地域の人口は、2005年の�億5,000万人強から2020年までに5億�,000万人に達

する見通しである（図28）。人口密度は低く、2006年時点で1㎢当たり平均25人

であるが、これは1㎢当たり21人の南米が引き下げている面が大きく、中米とカ

リブ海沿岸では人口密度が、それぞれ79人と179人にのぼっている。本地域の人
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図27 森林資源の分布

森林

その他の森林
その他土地



口密度は2020年までに1㎢当たり30人を突破するものと予想される（UN, 2008d）。

国別でみて最も人口が多いのはブラジルで、地域全体の�1%を占める反面、人

口密度が1㎢当たりわずか22人と低い。これとは対照的に、バミューダ諸島では、

1㎢当たりの人数が1,280人にのぼる。

　都市人口比率は現在の78%から、2020年までに83%に達する見込みである。都

市人口の1�%が、�つあるメガシティ（居住者が1,000万人以上）のいずれかで暮

らしている。南米では、都市化と、それに付随する社会的、経済的問題に対処

するため、辺境地域への移住を奨励する国が多い（UN, 2008d）。

経済

　本地域ではほぼすべての国が中所得国に属し、急成長を遂げているが、右肩

上がりの成長を続けている国は少ない（図29）。ほかの開発途上国と比べると、

国民一人当たりの所得は多いが（年間5,000米ドルを超える国もある）、収入配分

の偏りが依然としてみられる。富裕層の上位1割が国全体の収入の50%近くを得

るのに対して、貧困層の下位1割が得るのは2%にも満たない。

　本地域では、グローバル化が今後も変化を推進していくだろう。なかでも、2

ヵ国・多国間貿易協定と、中国やインドを中心とするアジア新興国との投資面、

貿易面におけるつながりの深まりによる影響は大きい。輸出主導型の工業化政

策であることを踏まえると、農産物、畜産物、林産物、そして増加傾向にある

バイオ燃料に対する需要が世界的に底堅く、森林が受ける圧力が今後増してい

くとみられる。

　輸出主導型の成長を重視する傾向が強まっているため、世界の市場と国際競

争力がどのように変化するかが、景気の動向を左右することになろう。自由化

政策により、投資がかなり増え、成長率が上昇した。複数の予測をみると、高

水準の経済成長が続く見通しであることがわかるが（World Bank, 2007a; UN, 

2008b）、世界の市場の変化とアジア新興国との競争の激化により、この傾向に

変調が生じる可能性も考えられる。

　製造部門とサービス部門が急速に発展するなか、GDPと雇用それぞれに占め
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図28 人口の推移

中南米・カリブ海合計 農村部 都市部

出典：UN, 2008a
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図29 国内総生産の推移
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出典：UN, 2008bとWorld Bank, 2007aを基にまとめたもの。
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る農業の比率が低下する国が多い（対GDPに関しては、2005年がわずか7%）。だ

が、輸入自由化で採算性が悪化している小規模農業を尻目に、輸出に重点を置く、

大規模な（畜産を含めた）商業的農業（例えば、大豆、バイオ燃料作物、食肉、

果実、野菜、切花）の拡大は目覚ましく（World Bank, 2007b）、本地域におけ

る大半の森林減少の原因ともなっている（図30）。

　本地域では、資源に恵まれた国が工業製品や一次産品の生産国として世界と

のつながりを深めているのに対して、人口密度が高く、限られた資源しかない

国では、主にサービスの提供（例えば観光事業）に関連した、異なる形でのグ

ローバル化が進んでいる。

政策および制度

　本地域では過去20年間に、民主的選挙で誕生した政権により独裁制が次々に
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図 30 熱帯中南米諸国における森林面積増減
の直接的な原因（1990年～2000年）

   

小規模永続農業への直接転換
大規模永続農業への直接転換a

焼畑移動耕作地域における農業の集約化
撹乱を受けていない森林への焼畑移動耕作の拡大
森林面積と樹冠率の増加
その他

13%

47%

6%

2%

28%

4%

出典：FAO, 2001

a畜産と、産業造林のための伐採・開墾を含む



倒された。だが、再分配を重視する度合いこそ違うものの、成長を追及すると

いう共通した基本的政策に、こうした政治的変化の影響はさほどみられない。

　多元的な制度を整備する環境ができたことで、政府、民間部門、市民・社会

団体が、森林資源の管理で重要な役割を果たすようになってきた。そのなかでも、

特に林業に関係するものを下にまとめた。

◦ 地方分権、特に天然資源の管理を行う、地元の地域社会と先住民コミュニ

ティの権利の認識（BOX 1�）。

BOX 14    先住民コミュニティの森林所有権

過去20年間に、森林の法的所有権を先住民コミュニティに付与した国もあ

る（ボリビアが1,200万ha、ブラジルが1億300万ha、コロンビアが2,700

万ha、エクアドルが450万ha、ガイアナが140万haの森林を含む土地）。

これにより、これらコミュニティは森林資源を持続可能な方法で利用する

権利を確保することができたが、一方で、所有権を巡る紛争（時に暴力行

為をともなう）が起き、また、規則・規制措置の実施が不十分であるため、

これら森林では不法占拠や違法な伐採が横行している。

出典：ITTO, 2006

◦ 天然林・人工林経営に対する民間投資の増加。

◦ 低金利の貸付や税優遇措置を含む、人工林の急速な発展に資する奨励策の

充実。

◦ 生物多様性の保全と気候変動による影響の低減のための世界的な重要性に

鑑み、アマゾンの森林に特別な関心が集まったことにより、先住民コミ

ュニティの権利、森林認証制度、違法な伐木搬出と森林伐採の撲滅を含む、

森林問題において地元・国内レベルのみならず、国際的な市民・社会団体

が果たす役割が高まったこと。
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科学・技術

　本地域では研究開発費がGDPの0.5%に満たない国が多いとはいえ、研究開発

への投資が増えている。本地域のリーダー的存在であるブラジルは、GDPの1%

を研究開発に費やし（それでも、世界の平均である2 ～ 3%よりも少ない）、科

学・技術に投資する法的枠組みも確立した（200�年革新法（Innovation Act of 

200�））。科学・技術関連の資金を調達する仕組みも充実しており、研究機関

と産業界を結びつける取り組みに特に力を入れている（de Brito Cruz and de 

Mello, 2006）。

　林業に特に関係する本地域の研究分野としては、情報通信技術、森林面積の

変化をモニタリングするリモートセンシング技術、人工林の生産性を高める技

術、精密伐出システム、バイオ燃料技術（特にセルロース系バイオ燃料）など

が挙げられる。ブラジルはすでに、砂糖を原料とするエタノールの生産で世界

をリードしている。

全体的なシナリオ

　本地域では各国が基本的に、下に記した2つの展開のいずれかを遂げる可能性

が高い。

◦ 天然資源に依存した経済発展：人口密度が低く、森林資源に恵まれた国

は、食料、燃料、繊維に対する世界的な需要の高まりを上手く生かす。最

大の課題は、様々な選択肢のメリットとデメリットを見極めることになろ

う。資源の保全に向けた取り組みにも力が入れられるが、短期的には、食料、

燃料、繊維の生産の大幅な拡大による目先の経済的利益の確保が、圧倒的

に重視される可能性が高い。

◦ 天然資源への依存からの脱却：人口密度が高めで、天然資源にさほど恵ま

れていない国は、人材中心の開発に重点を置く。都市化と、代替となる新

たな収入源（海外出稼ぎ労働者からの送金を含む）が、土地利用転換圧力

の軽減の一助となることも考えられる。小規模農場は採算性が低下し続け、
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集約度の低い栽培を行うか、離農を余儀なくされる。所得の向上も、環境

の改善に取り組む意欲を高めるであろう。

見通し

森林面積

　森林被覆面積が比較的広く、工業化がまだ初期段階にある国では、森林の脆

弱性が極めて高い。本地域では1990年から2005年の15年間に、全体の7%にあた

る6,�00万ha近くの森林が失われた（表1�）。世界的にみても、2000年から2005年

の年間森林喪失面積の3分の1以上を本地域が占めている。

　南米に関しては、大規模な産業造林プログラムが効果を上げているチリと

ウルグアイを除くすべての国で、2000年から2005年の間に森林面積が純減した。

食料、燃料、繊維に対する需要が世界的に高まるなか、森林が豊富で、天然資

源への依存を続ける南米の国では、大規模な工業的農業と牧牛業が競争力を持

つ限り、今後も森林が失われ、これらの用地への転換が続く。ただ、特にアル

ゼンチン、ウルグアイ、そして場合によってはコロンビアでは、産業用の人工

林の増加により、生態系の面ではなく、単なる面積という点において、天然林

の減少をある程度相殺できるかもしれない。

　中米では、森林面積が純増したコスタリカを筆頭に、2000年から2005年の5

年間における森林面積の純減率が、10年前に比べて鈍化した国が多い。しかし、

減少率だけをみると、中米は2000年から2005年の年間減少率が1%を超え、世界

の準地域のなかで最も高い。限界農地の放棄、代替の収入源を得る機会の増大、

都市化の進展により小規模農業が不経済になるなか、この減少率は低下するも

のと予想され、国によっては、森林面積が安定するか、回復するとみられる。

　カリブ海沿岸ではキューバを中心に、2000年から2005年の5年間で森林面積が

わずかながら増えた。貿易自由化により、砂糖やバナナなど従来の輸出農産物

が競争力を失い、農地の放棄と二次林への再転換が進んだ（Eckelmann, 2005）。

さらに、観光産業の成長を追い風に、自然環境の保護を重視する傾向が強まっ
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ている（BOX 15）。そのため、大半のカリブ海沿岸諸国で、森林面積は安定す

るか、拡大するものと予想される。

BOX 15    カリブ海の観光事業

　世界全体の観光需要の5.1%を占めるカリブ海では、観光事業が本準地域

全体の国内総生産の16.5%に寄与しており、少なくとも2014年まで堅調さ

を維持する見通しである。また観光事業は、総人口の15%の雇用を直接創

出しているだけでなく、人口の半分近くの生活を間接的に支えている。主

に沿岸地帯が観光客を呼び込んでいることもあり、地球温暖化やハリケー

ンなど自然災害の発生により、環境保全問題への関心が高まりつつある。

出典：Griffin, 2007

森林経営

　育成林業の隆盛にともない、木材生産に果たす天然林の役割は縮小してき

たが、一部の国では、天然林が貴重な材木の供給源であることに変わりはな

い。ボリビア、ガイアナ、スリナムでは20万haまでを対象とした長期的な民

間の伐採権を、グアテマラ、ペルー、ベネズエラでは中規模な伐採を行う権利
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表14　森林面積：広さと増減

準地域
面　積
(1 000 ha)

年間増減幅
(1 000 ha)

年間増減率
(%)

1990年 2000年 2005年 1990‒2000年 2000‒2005年 1990‒2000年 2000‒2005年

カリブ海
中米
南米 
中南米・カリブ海合計  
世界全体

5 350 5 706 5 974 36 54 0.65 0.92

27 639 23 837 22 411 ‒380 ‒285 ‒1.47 ‒1.23

890 818 852 796 831 540 ‒3 802 ‒4 251 ‒0.44  ‒0.50

923 807 882 339 859 925 ‒4 147 ‒4 483 ‒0.46 ‒0.51

4 077 291 3 988 610 3 952 025 ‒8 868 ‒7 317 ‒0.22 ‒0.18

注：データは端数処理。
出典：FAO, 2006a



を、コロンビア、エクアドル、ホンジュラス、トリニダード・トバゴでは小規

模な伐採を行う権利を、それぞれ付与することで天然生産林が主に経営されて

いる（ITTO, 2006）。ブラジルに関しては、ほぼすべての木材が民有林で生産さ

れるが、2005年に成立し、現在、施行されようとしている「持続可能な生産の

ための公有林経営に関する法律（Law on the Management of Public Forests for 

Sustainable Production）」により、アマゾンの国有林の伐採権を付与することが

可能になった。この伐採権の付与には、持続可能な経営を奨励し、不法占拠と

違法な伐採の防止を後押しする狙いがある（BOX 16）。

　本地域では、択伐作業に主眼を置いた伐採権の管理が多く、森林の劣化につ

ながる収穫後の施業や規制なき収穫にはほとんど目が向けられていない。本地

域において木材生産のための持続可能な天然林経営を妨げる要因を、下に整理

した。

◦ 奨励策が充実していないため、影響の少ない伐採がほとんど採用されてい

ない。

◦ 低価格の材木を違法に入手できることなどから、コストがかかる一方で、

価格プレミアムをもたらさない認証の取得が普及しない（BOX 17）。

◦ アマゾンを中心に、土地所有権の重複や正式に認められていない所有権の

主張による所有権紛争が、違法な伐採と土地の利用転換を促している。

◦ （特に、市場から離れた）小規模な地域社会が管理する伐採権制度に、「ス

ケールデメリット」が生じている。

◦ （違法な伐採と木材加工事業者を中心に）インフォーマル部門が主流をな

している。
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BOX 16    ブラジルの森林伐採権

　「 持 続 可 能 な 生 産 の た め の 公 有 林 経 営 に 関 す る 法 律（Law on the 

Management of Public Forests for Sustainable Production）」では、ブラ

ジルの国有林における伐採割当制度の概略を定めている。この法律の主な

柱を、下に整理した。

◦ ブラジル森林局（Brazilian Forest Service）を創設する。

◦国家森林開発基金（National Forest Development Fund）を設置する。

◦透明で公開された入札プロセスにより伐採割当量を設定する。

◦非営利団体、地域社会、非政府団体を優先する。

◦ 伐採権収入の20%をブラジル森林局（Brazilian Forest Service）とブ

ラジル環境・再生可能天然資源院（Brazilian Institute of Environment 

and Renewable Natural Resources）に振り向ける。

　環境面、社会面、経済面の価値を守ることに重点が置かれており、入札

では、伐採対象地域の環境への影響が最も小さく、社会への直接的なメリ

ットが最も大きく、モノとサービスの付加価値を最大限に引き出すことが

確認された応募者のなかから、金額を基準に落札者が選ばれる。

　民間の伐採権の対象面積は、今後10年間で1,300万haに達し、最終的に

5,000万ha程度にまで増えるものと予想される。

出典：Schulze, Grogan and Vidal, 2007; Tomaselli and Sarre, 2005

BOX 17    森林認証制度

　中南米・カリブ海地域では、認証を受けた森林の面積が、2007年時点で

世界全体のおよそ4%にあたる1,200万haであった。認証面積は本地域全体

の森林のわずか1.2%を占めるに過ぎないが、2002年の0.4%に比べると著

しい伸びを示したといえる。内訳をみると、80%近くが森林管理協議会の

認証を受け、残りが、森林認証プログラムPEFCに加盟する国内認証制度の

CERFLOR（ブラジル）とCERTFOR（チリ）から取得している。ブラジル

のCERFLORに関しては、天然林と人工林とで基準が違う。

出典：ITTO, 2008
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　相反する需要があることを考えると、多目的利用の天然林経営は、相変わら

ず複雑で、困難な課題といえる。この経営の難しさが、長期的な民間投資の妨

げとなり、引き続き短期的な投資家が主に伐採を担うことになろう。

　中南米・カリブ地域には、約1,250万haの人工林がある。世界全体からみると、

わずか5%を占めるに過ぎないが（FAO, 2006b）、本地域は生産性の高い育成林

業のリーダーとして浮上しつつある。アルゼンチン、ブラジル、チリ、ウルグ

アイの人工林を合わせると、本地域全体のおよそ78%にのぼる。民間部門主導の

造林開発は、コストの一部還付、税優遇措置、小規模所有者を対象とした低金

利の貸付など（BOX 18）、政府の優遇策と経済的奨励策に支えられている。こ

れらの要因により、南米は、地域内のみならず世界のパルプ生産者・製紙メー

カーや、最近では森林投資管理組織（TIMO）を含めた、北米の投資家の投資先

となっている。

BOX 18    チリおよびウルグアイにおける造林の奨励策

　チリでは、人工林と民間投資を推進するための政策を政府が数十年間に

わたって講じてきたため、林業は多角化に成功して好調で、人工林の面積

が200万haを超える。国家開発戦略により、産業造林の経済的奨励策が推

し進められており、また、法的措置としては、中小規模の土地保有と劣化

地における造林に有利になる形での、助成金制度の規定と伐採の規制がな

されている。チリでは現在、林業部門が輸出全体のおよそ20%を、国内総

生産の4%を、それぞれ占める。

　ウルグアイでは、1987年から森林優先地域（250万から300万haに及ぶ）

における造林を対象に税制優遇策を実施して、人工林を支援してきた。費

用のかからない平坦な地形、林業に適した気候と土壌で、理想的な条件を

備えているといえる。ウルグアイは2005年時点で、人工林の面積が80万

ha、1年間に造林される面積が5万haであった。

出典：PwC, 2007a
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　本地域の育成林業の主な特徴を、下にまとめた。

◦ クローン増殖をはじめとする生産性を高める技術への投資により、事例に

よっては1ha当たり年間50㎥を超える生産性を実現。

◦ ユーカリ属、ラジアータ松（Pinus radiata）、ロブロリー松（Pinus taeda）、

エリオッティ松（Pinus elliottii）など、短伐期の樹種の集約的管理を実施。

◦ 人工林経営に、パルプ・紙と合板の生産を中心とする木材加工を統合。

　最新の予測をみると、本地域では人工林の面積が2006年の1,250万haから2020

年には1,730万haに増加する見込みであることがわかる（130ページのBOX 31を

参照）。

　適した用地と良好な投資環境があれば、本地域（特に南米）は育成林業で競

争優位性を維持することができよう。輸出向けの生産の比重が高いため、育成

林業の今後の行方は、とりわけパルプ・紙、合板製品、バイオ燃料原料に対す

る世界の需要の動向に左右される。木材製品の大半がアジアの新興国向けとな

った場合などには、輸送費の上昇が最大の懸念材料になることも考えられる。

木材製品：生産、消費および貿易

　産業用木材の生産は、中米やカリブ海沿岸ではあまり盛んではないが、南米

においては、「サザンコーン」の造林投資などにより、急速に拡大している。本

地域の産業用素材の生産量が世界全体に占める比率は、1990年の7%から2006年

には10%に上昇した。パルプ・紙をはじめとする主要産物の生産量は1990年以降
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表15　木材製品の生産量および消費量の推移

年
産業用素材
（100万㎥）

製材
（100万㎥）

合板等
（100万㎥）

紙・板紙
（100万トン）

生産量 消費量 生産量 消費量 生産量 消費量 生産量 消費量

2005 168 166 39 32 13 9 14 16
2020 184 181 50 42 21 12 21 24
2030 192 189 60 50 29 15 27 31

出典：FAO, 2008c



増加しており、造林と加工への投資が多いことから、こうした拡大基調が今後

も続く可能性が高い（表15）。

　木材製品の国内消費量は基本的に、安定して推移している（図31）。一部の国

では所得の向上により消費が急増する可能性があり、代替建築材との競争にも

かかわらず、住宅計画の推進で国産材木の消費は今後、大幅に増加する。だが、

大半の産物は、ブラジルを除き、国内市場が小規模のままで、大きな成長はみ

られないものと予想される。

　生産量の大半が輸出されており、全生産物の純輸出額は2005年に70億米ドル

を突破した。しかし、最近では、南米諸国の通貨の対米ドル相場が上昇したこ

とと、家具や合板製品を中心とする中国との競争激化により、純輸出額が下降

傾向にある（図32）。

　今後も輸出振興プログラムにより、紙と梱包材の生産が促されるであろう。

特に欧州と北米で投資の引き揚げが相次ぎ、木材製品産業による、競争優位

性を持つ地域への拠点の移転が進められるなか、本地域産パルプ・紙製品の世
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図31 木材製品の消費量の推移

産業用素材（100万㎥） 製材（100万㎥）         

紙用パルプ（100万トン） 合板等（100万㎥）

出典：FAO, 2008a
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図33 木材燃料の消費量の推移

出典：FAO, 2003b
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図32 純輸入額と純輸出額の推移
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界市場における占有率は今後、上昇するとみられる。南米が誇る強みとしては、

安定した投資環境、人口密度の低さ、樹木の生育に適した環境、技術力の高さ

などが挙げられる。そのため、南米は世界で最も木材繊維のコストが低い地域

の1つである（PwC, 2007b）。

木材燃料

　準地域別でみると、家庭における木材燃料の消費量は、南米が減少傾向にあ

り（都市化と化石燃料・バイオ燃料の使用増加が主因）、カリブ海沿岸が堅調に

推移し、中米で増加傾向にある。本地域全体では、木材燃料の生産が過去10年

間にわたりじわじわと拡大しており、ブラジルの工業用木炭の消費が主なけん

引役となって（BOX 19）、この傾向が今後も続くものと予想される（図33）。今

後の需要の行方は、化石燃料の供給と、再生可能エネルギー技術の動向にも左

右される。

非木材林産物（NWFP）

　本地域では、NWFPは一部が健康・美容製品や医薬品の成分として国内外市

場で販売されているとはいえ、「地産地消」されるものが多い。ブラジルナッツ

（Bertholletia excelsa）はボリビア、ブラジル、ペルーで暮らす先住民グループの
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BOX 19    鉄および鉄鋼向けの木炭

　ブラジルは、バイオ燃料（エタノール）を一般的なエネルギー源に加え

るという極めて広大な世界的計画を先頭に立って推し進める一方で、自国

の鉄・鉄鋼産業で大量の木炭も消費している（2006年の消費量は推計で

830万トン）。鉄・鉄鋼会社と、鉄・鉄鋼産業への木炭の納入に携わる事業

者は合わせて約120万haの人工林を保有しており、2005年の木炭の生産量

が1,000万トン弱であった。

出典：UN, 2008f



大切な収入源であると同時に、最も重要な、商品化されたNWFPでもある。こ

のサプライチェーンは、1万5,000人分の直接的雇用を創出している。ブラジルナ

ッツは、ボリビアの森林関連輸出品の�5%を占め（全木材製品よりも多い）、国

内経済への寄与分が年間7,000万米ドルを超える（CIFOR, 2008a）。

　アマゾンのNWFPに依存する先住民コミュニティと、伐採者・牧場主の間の

紛争を防ぐために、ブラジルではNWFPの採取専用の採取指定林が設けられて

いる。持続可能な活動に従事するグループに、公有林に対する権利を長期的に

付与するこのモデルは、本地域全体に普及しつつある。NWFPの採取、価値の

付加、販売体制は、市民・社会団体や政府が支援するイニシアチブにより、認

証団体とフェアトレード組織の後押しも受けて、改善が図られてきた。

　経済が成長し、都市化が進み、よりよい収入を得る機会が生まれるにつれ、

地産地消用のNWFPへの依存度は低下するものと予想される。すでに名の知ら

れている産物の加工と販売体制は今後、改善されるだろう。地元の多くのバリ

ューチェーンは、時にフェアトレードのイニシアチブや有機製品のラベル表示

制度などを通じて支援された国内外のバリューチェーンに取って変わられるこ

とになろう。

収入および雇用における林業の寄与

　林業のGDPへの寄与分は1990年の300億米ドルから�00億米ドルに増えた（図

3�）。粗付加価値については、増加分のほとんどが丸太生産によるものである。

木材加工とパルプ・紙生産の付加価値は堅調に推移しているが、後者に関しては、

パルプ・紙の生産設備投資の増加にともない変化が予想される。林業部門は雇

用も増加した（図35）。ほかの地域と比べ、総付加価値と雇用に占める林業の比

率はさほど変動していない。

森林の環境サービス

　本地域の森林の減少が、地域内外への環境サービス（生物多様性、水の調節、

気候変動による影響の低減、自然を前面に打ち出した観光事業）の提供に与え
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る影響に、特に注目が集まっている。環境保全では市場原理を活用しない（政

策や法制度による）介入が中心であるが、本地域はPESスキームをはじめ、市

場主導型のアプローチの採用を先頭に立って推し進めている。ただ、そのほと

んどは厳密に言うと市場主導型のアプローチではなく、主に税収入を使って土

地所有者に給付金を支払う政府管理型のスキームで、環境サービスの担い手と
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図34 林業部門における付加価値の推移

粗付加価値（10億米ドル）　　　　　 GDP寄与率（%）

丸太生産 木材加工 パルプ・紙 合計

1990 1992 1994 1996 1998 2000 2002 2004 2006

注：付加価値の増減は、実質付加価値の増減（すなわちインフレ調整後）
出典：FAO, 2008b
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図35 （フォーマル）森林部門における雇用の推移

雇用者数（100万人） 雇用への貢献度（%）
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出典：FAO, 2008b
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受け手の間に直接的なつながりがない（Kaimowitz, 2007）。

　ブラジル、コロンビア、エクアドル、ペルーの� ヵ国は世界で最も生物多様性

に富んだ上位10 ヵ国に数えられ、また、アンデス山脈東側斜面は生物学的にみ

て世界で最も多様性に富んだ地域であり、樹木の種の数が1,000を超える国も10

ヵ国に上る。その一方で、本地域はまた、絶滅危惧IB類と絶滅危惧II類に指定さ

れている樹木種の数が世界で最も多い（FAO, 2006a）。カリブ海沿岸に自生する

植物の�0%は、世界のほかの場所でみることのできない希少種である（USAID, 

2006）。

　本地域では、保護区の指定が環境保全の中心で、1990年から2007年の17年間

で、保護区に指定された面積は2億1,300万haから�億5,100万haに増えた（世界の

保護区の2�%）（UN, 2008c）。だが、環境保全措置を実施する人的・財政的能力

に乏しい政府が多い。財産権の定義があいまいな国や地域を中心に、保全活動と、

鉱業、石油採掘、農業、伐採事業との間に摩擦が生じることが少なくない。

　流域サービスの維持と向上の見通しもまた、土地利用の変化によって変わっ

てくるが、森林減少率の高さを考えると、暗いといえよう。アンデス山脈とカ

リブ諸島の一部が特に深刻な水不足に陥っている本地域では、流域サービスに

対する支払い制度の実施を他に先駆けて進めてきた。こうしたスキームは中間

支援組織（かんがい設備と国内の給水設備の管理を担当する政府機関が担う場

合が少なくない）が管理するケースがほとんどで、これら組織を通して資金が

水利用者から土地所有者に振り向けられる。イニシアチブのなかには、拡充が

可能と思われるものもあるが、これらがどれだけ普及するかは、財産権の定義

のあいまいさ、自らの資源が収用されるのではないかという農家の不安、給水

事業の民営化に対する不信感、上流の土地利用と下流のメリットの技術的つな

がりに関する情報不足などの障害を克服できるかどうかによって決まる（Dillaha 

et al., 2007）。

　本地域は、森林減少率が高いため、森林の減少と劣化を鈍化させることにより、

温室効果ガスの排出量を大きく削減できる可能性がある。

　カリブ海沿岸諸国など一部の国では、エコツーリズムが貴重な収入源である。
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その多様性に富んだ生態系で、本地域は最も人気の高いエコツーリズムの対象

地の1つで、例えば、コスタリカではその自然の魅力を生かして、エコツーリズ

ムを経済の主軸に据え、また、エクアドルではガラパゴス諸島の自然を前面に

打ち出した観光事業で年間1億米ドル以上の収入を上げている。交通の便の充実

と所得の向上で、本地域のエコツーリズムの成長が続く可能性もあるが、カー

ボンフットプリントに対する関心の高まりや、生態系の劣化のさらなる進展で、

エコツーリストの足が遠のきかねない。一方で、観光客の増加により生物多様

性が脅かされている現状に懸念が高まっている。観光事業の持続可能な運営と、

貧困層が受けるメリットの向上が、引き続き最大の課題となるであろう。

　REDDイニシアチブに基づき提案されたものを含め、PESシステムの導入に今

後弾みがつくことは間違いない。だが、これらシステムが、森林伐採に関与す

る者の姿勢を顕著に変えることができるかどうかはまだ不透明といえる。PES

が特に効力を発揮するのは、土地利用の機会費用が低い場所であると思われる。

要約

　中南米・カリブ地域では、森林・林業の見通しが経済の多様化が進む速度と

土地依存度の変動により変わってくるとみられる（FAO, 2006c）。

　人口密度が高い中米とカリブ海沿岸の多くの国では、都市化の進展にともな

い、小規模農業の採算性の悪化などから離農（および関係事業の廃止）が目立ち、

観光事業と海外出稼ぎ労働者からの送金が重要な収入源となりつつある。こう

したなか、農業に関連した森林伐採が減り、すでにみられるように、今後は一

部の伐採地が森林に戻されるであろう。

　一方、南米では人口密度が低いにもかかわらず――とりわけ南米経済がアジ

ア新興国とのつながりを深めるなか――食料と燃料の価格高騰の影響で、世界

の需要を満たすべく、畜産や、食用、飼料用、バイオ燃料用農作物の生産拡大

のために、森林伐採が続く。

　主にアジア新興国からの民間投資および世界的な需要の底堅さを追い風とし

て、人工林は今後拡大するとみられる。しかし、造林が加速しても森林減少分
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を相殺することはできないであろう。

　短期的にみると、南米で近い将来、森林減少のペースが鈍るとはまず考えら

れない。森林が豊富で、一次産品に対する世界的な需要の拡大を上手く生かし、

経済が急成長を遂げている国であれば、森林転換の進展を鈍らせることは極め

て難しくなるであろう。地球公共財――例えば二酸化炭素排出権――の提供が、

ある程度役に立つかもしれないが、森林伐採を自主的に止めることを促す有効

なメカニズムはまだ構築されていない。
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北米
 

　3つの国と2つの地域からなる北米地域（図36）には世界の人口の7%が住み、

世界全体の16%を占めるその陸地面積に、世界全体の17%を占める森林（6億

7,700ha）が広がっている。本地域の陸地面積のおよそ3分の1は森林である（図

37）。気象条件が非常に多岐にわたるため、湿潤熱帯から寒帯まで、森林の生態

系は多様性に富んでいる。また、本地域には世界で最も生産性の高い森林もい

くつかある。

変化の推進要因

人口動態統計

　北米では人口が2006年のおよそ�億�,100万人から2020年には5億人に増加する

見通しである（図38）。人口の年間増加率は、その多くが移住によるものである

が、国別でみると、カナダが0.9%（それでも低下傾向）、メキシコとアメリカ合

衆国（以下「米国」）が1%となっている。

　本地域の人口密度は1㎢当たり21人にとどまり、国別では、カナダが�人弱で

最も低く、メキシコが5�人で最も高い。人口の80%近くが都市部に集中している

が、今後もメキシコを筆頭に都市化が進むものと予想される。戸外レクリエー

ション活動に対する需要が高いとはいえ、都市化により人間と自然のつながり

が失われることを懸念する声が聞かれる。米国森林局が進める「More Kids in 

the Woods（森にもっと多くの子どもを）」プロジェクトは、このような状況を

変えるための試みである（ARC, 2007）。

　カナダと米国では高齢化による労働人口の減少で、林業も人手不足に悩む。

こうしたなか、移民が労働力不足をある程度解消する助けとなっている。
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図36 本白書で用いる準地域の区分

カナダ
メキシコ
米国

注：準地域別の国と地域のリストについては付録の表1を参照。

図37 森林資源の分布

　　

森林
その他森林
その他土地

経済

　本地域が世界全体のGDPに占める比率は2006年には32%にのぼっていたが、そ

の後、下降傾向にある。GDPは、2000年から2006年までの6年間で約3%の伸びを

示しており、今後も2006年の15兆米ドルから2020年には20兆米ドル強に増加する

ものと予想される。国別でみると、米国が本地域のGDPに占める比率は80%を超

える（図39）。
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図38

出典：UN, 2008a
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図39 国内総生産の推移

出典：UN, 2008bとWorld Bank, 2007aを基にまとめたもの。
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　本地域では、貧困と所得格差が大きな問題となっている。2002年時点で、メ

キシコでは農村人口のおよそ35%（World Bank, 200�）、米国でも約12%（USDA, 

200�）が貧困ライン以下の生活をしているものと推計される。

　20世紀に農業立国から工業立国に転換したことで、カナダと米国ではGDPに

占める農業の比率が現在では1%にも満たなくなった。この転換は、森林面積の

安定にも寄与している（MacCleery, 1992）。一方、メキシコはまだ転換段階に

あり、GDPに占める農業の比率が1970年の13%から1990年には8%、2006年には

�%に低下した（World Bank, 2007a）とはいえ、農業が雇用創出で果たす役割は

依然として大きい（200�年時点で雇用全体の19%）（FAO, 2005b）。商業的農業

が急速な成長をみせているものの、とりわけエヒード（村落共同体に属する共

有地）制度など伝統的な地域社会の仕組みの下では、やはり零細農業が中心で

ある。また、農業関連の森林減少も相変わらず多い。

　北米はグローバル化が最も活発な地域の1つで、資本、労働力、技術の出入り

が激しい。豊かな天然資源・人材と、高度な革新技術に支えられ、高い国際競

争力を誇っているが、コストの安い生産国（とりわけ中国）との競争の激化と、

競争力の維持を目的に企業が生産拠点の海外移転や生産のアウトソーシングを

進める傾向の強まりで、林業部門を含め、一部部門は変革を余儀なくされてい

る（BOX 20）。

BOX 20    グローバル化が米国林業部門に及ぼした影響

◦ 1990年代半ば以降、パルプ・製紙工場はおよそ6 ヵ所に1 ヵ所の割合で

閉鎖。

◦ 整理統合、コスト削減、生産性向上により、1990年代初め以降、パルプ・

製紙工場の雇用の3分の1が喪失。

◦軟材を扱う大規模製材所の数が、2004年1年間だけで850から700に減少。

◦ 中国などから輸入される木製家具の売上げは、1990年代におよそ20%か

ら50%に増え、現在も拡大を続けている。

出典：Ince et al., 2007
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　国内市場と外国市場（特にメキシコ産全品目の80%以上が輸出される米国市

場）の両方で、急速に工業化を進めるアジア諸国との競争が熾烈化し、メキシ

コの輸出主導型の工業化は、試練に立たされている。

　2006年から続く米国経済の減速は、3 ヵ国が相互に依存していることから、カ

ナダとメキシコの経済にも悪影響を及ぼしている。このあおりを受けた建設部

門の不振で、木材製品の需要にも陰りが出てきた（後述）。北米自由貿易協定

（NAFTA）に基づく輸入自由化は、プラスとマイナス、両方の影響を及ぼし、

輸出が増えた一方で、賃金と生活環境の低下を招いた。大規模な商業的農業の

拡大と、それにともなう小規模農家の離農により、貧困から生じる森林減少が

加速している（Audley et al., 200�）。

政策および制度

　公的制度は充実し、大きな経済的、社会的変化に合わせて常時、改変されて

いる（MacCleery, 2008）。公共的な意思決定において、多様な見解の取り込み

の一助となっているのが、ステークホルダー協議である。

　民間部門がすべての経済活動で中心的役割を果たしているが、メキシコにつ

いては、これは最近みられるようになった傾向であり、また、主要な産業のい

くつかは未だに国営である。革新をけん引してきたのは大企業で、産業界では

合併・買収による整理統合が進んでいる。

　地域社会に根差した組織は、天然資源の管理で重要な役割を担うとともに、

カナダを中心に先住民コミュニティが土地の保有、天然資源の管理を行う権利

の確立に協力してきた（BOX 21）。メキシコでは古くから、エヒードの下で地

域社会が天然資源を管理してきたが、民営化を進める政策と農村経済の変化（特

に農業と移住における変化）により、エヒードは現在、木材など林産物を加工、

売買する機会に恵まれている。

　カナダと米国を中心に、市民・社会団体が森林部門の政策・戦略づくりに貢

献し、社会的責任と環境に対する責任を果たすことを企業に促している。産業

界の整理統合と技術の進歩に加え、民事訴訟が森林部門に変革をもたらしてき
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たが、これは特に米国西部で顕著である。1990年代には、市民・社会団体が訴

訟を起こしたことで、国有林の材木の供給が激減した。市民・社会団体の重要

性は、メキシコでも増している。

BOX 21    先住民とカナダの森林

◦ カナダでは先住民コミュニティの4分の3以上が森林地域に居住している。

◦ 林産物産業は先住民1万7,000人分強の直接的、間接的雇用を創出してい

るものの、その多くは高い技能を必要としない非常勤の季節労働職である。

◦ 森林産業は、先住民が運営する1,400を超える企業と取引をしている。

◦ 先住民が経営する林業関連の事業者はおよそ1,000ある。

出典：Natural Resources Canada, 2007a

科学・技術

　充実した科学・技術関連制度と、公共部門、民間部門による研究への積極的

な投資が、林業を含め、すべての部門の競争力を強化してきた。メキシコでは、

投資にともなう技術移転が、林業（および農業）の進歩を助けている反面、規

模の小さな産業を中心に、旧式の設備と技術を未だに使っている産業も多い。

　森林産業は絶えず、加工技術を改善し、生産性を向上させて、国際競争に立

ち向かってきた。とりわけ景気が低迷するなか、森林産業では、採算性の低い

工場を閉鎖し、高度な技術を持つ新たな工場に投資する傾向がみられる。

　化石燃料の価格高騰とエネルギー安全保障、気候変動に対する懸念から、新

エネルギー技術への投資が活発化している。パルプ・製紙産業では、バイオ精

製事業にも乗り出し、バイオ燃料、電力、化学製品を含む一連の産物を生産す

るようになった（188ページのBOX �8を参照）。セルロースを分解する、効率的

で費用対効果の優れた技術に重点を置いた、セルロース系燃料の製造に関する

大規模な研究が現在、進められている。
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　米国は長らく科学技術分野のリーダーであったが、ほかの地域（とりわけア

ジアと欧州）がこの分野への投資を加速させるなか、その地位を失う可能性が

あり、懸念される（Task Force on the Future of American Innovation, 2005）。

例えば、米国森林局で働く研究者の数は過去30年間で約75%も減った一方で、民

間部門が出資する研究が徐々に増えつつある（US Forest Service, personal 

communication, 2008）。

全体的なシナリオ

　北米は全般的に、人口動態的、政治的、制度的、技術的に良好な環境を備え

ているといえる。しかしながら、最近の米国経済の減速と、大きな世界経済

の変化（特にアジア新興国の台頭）により、将来の見通しには不透明感が残

る。不況が続けば、需要減退、投資の低調さ、所得の減少が、消費者支出の低迷、

収益性の悪化、林業部門を含む、多くの部門に対する公的資金の削減を招くも

のと考えられる。競争の激化と、民間部が生産拠点の海外移転や生産のアウト

ソーシングを進める傾向の強まりが、保護主義的措置の導入に拍車をかけ、世

界的な貿易の成長を鈍化させかねない。

　これに対して、米国（と、それにともない本地域の他国）で景気が回復すれば、

全生産物に対する需要と技術革新への投資が高まり、知識基盤経済への移行が

加速するものと思われる。このシナリオ通りとなれば、メキシコは、工業の急

速な発展、近代化、貧困削減を継続させる機会を得ることができる。

見通し

森林面積

　本地域では森林被覆面積に大きな変動がみられない。北米は、2000年から

2005年までの5年間における地球全体の年間森林減少面積に占める比率が推計で

2%であるが、減少率が低下傾向にある。減少面積の大部分はメキシコで、主な

世 界 森 林 白 書

— 92 —



原因としては、農業活動の拡大と、持続不可能な伐採が挙げられる。逆に米国

では、上記の期間、森林面積がわずかながら純増した（表16）。

　米国は、20世紀初頭に森林面積が安定して推移していたが（MacCleery, 

1992）、1997年から2020年の23年間に、林地の都市・都市近郊開発など他用途へ

の転換などによる減少分と、造林や耕作・放牧放棄地の森林への自然な再転換

などによる増加分を合わせると200万ha程度の純減を記録する見通しである（US 

Forest Service, 2008）。

　一方、カナダでは森林面積の統計に目立った変化はみられない。推計によると、

同国で森林面積が1%失われるのに最短でも�0年間かかる（Canadian Council of 

Forest Ministers, 2006）。

　しかし、気候変動により、森林の健全性が脅かされる危険が増す可能性もある。

カナダと米国の両国では、森林火災の深刻さと頻度が増している上に、長引く

干ばつ（気候変動が原因）がこれに追い討ちをかけ、また、防火プログラムも

成果を上げている反面、可燃物の量を増やして、逆効果を生んでいる。気候変

動は同時に、病害虫による被害の深刻化も招き、カナダ西部と米国では、アメ

リカマツノキクイムシによる被害と樹木喪失が特に深刻である（BOX 22）。
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表16　森林面積：広さと増減

国名／地域
面積

(1000 ha) (1000 ha)
年間増減幅 年間増減率

(%)

1990年 2000年 2005年 1990‒2000年 2000‒2005年 1990‒2000年 2000‒2005年

カナダ a 

メキシコ 

米国

北米合計 b 

世界

310 134 310 134 310 134 0 0 0.00 0.00

69 016 65 540 64 238 ‒348 ‒260 ‒0.52 ‒0.40

298 648 302 294 303 089 365 159 0.12 0.05

677 801 677 971 677 464 17 ‒101 0.00 ‒0.01

4 077 291 3 988 610 3 952 025 ‒8 868 ‒7 317 ‒0.22 ‒0.18

ａ 以前の資源分析調査のデータを比較しても有意義な結果を得ることができないため、記載の
　 ある３年間についても、最新の資源分析調査のデータのみを示した（FAO, 2006a）。
ｂ 北米合計には、グリーンランド、サンピエール島、ミクロン島も含む。
注：データは端数処理。
出典：FAO、2006a



　メキシコでは状況がさらに不透明で、農業立国から工業立国に転換する速度

と、これが貧困や土地依存度に与える影響によって変わってくる。所得が向上

するにつれて、保全と森林経営に投資する社会の経済力が高まることも考えら

れる（Comision Nacional Forestal, Mexico, 2008）。メキシコ政府は近年、森林

部門に割り当てる予算をかなり増やしており、これが持続可能な森林経営にプ

ラスの影響を与える可能性もある一方で、経済成長が鈍化すれば、状況の改善

が妨げられかねない。

BOX 22    ブリティッシュ・コロンビア州（カナダ）の
　　　　 アメリカマツノキクイムシによる被害

　カナダ西部全域でアメリカマツノキクイムシ（Dendroctonus ponderosae）

が急増して、1,300万haの松林（主にロッジポール松（Pinus contorta））が

被害を受けた。ブリティッシュ・コロンビア州では、これにより最悪の場合、

松木立全体の80%が枯死するものと予想される。同州が2007年までに受け

た被害は材木にして5億3,000万㎥を超え、2018年までに10億㎥が失われ

る見通しである。（炭素の貯蔵を続けている）立木を救済する試みがなされ

ているものの、このような樹木の損失により排出される炭素は、森林火災

によるそれよりも多い。

　アメリカマツノキクイムシは北米に生息しているが、暖冬傾向にともな

い生息域が今までよりも北かつ標高の高い地域に拡大している。数日間、

摂氏零下40度以下の気温が続くと、死滅するが、このような厳寒が続くこ

とは今ではめったにない。

出典：Brown, 2008; Natural Resources Canada, 2007b

森林経営

　本地域では国によって森林の所有状況が異なることなどから、森林経営の方

法も違う。

　カナダでは全体の92%が公有林で、国民から幅広い意見聴取を行った後、2003
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年に採択された国家森林戦略に沿って（社会面、文化面、環境面、経済面の）

多様なニーズを満たすべく経営がなされており（FAO, 2006a）、全国的な基準と

指標の枠組み（カナダ連邦・州森林大臣評議会が策定）を設け、州・地元レベ

ルで持続可能な森林経営の実施に取り組んでいる。また、カナダは、第三者機

関から認証を受けた森林の面積（１億3,�00万ha強）が世界で最も広く、年間の

収穫量が一貫して成長量よりも少ない。

　米国に関しては、東部で私有林が主流をなすのに対して、西部では公有林が

多く、全国でみると58%が私有林である（FAO, 2006a）。公有林の木材生産は、

環境サービスに対する需要が高まるにつれて縮小してきた。現在は、木材生産

の60%強は非産業私有地で、30%は産業の経営する森林で行われている。森林

の所有に関連して、過去10年間にみられた大きな動きとしては、大手林業企業

が自らの管理する森林の売却・整理を進めていることが挙げられる。その結果、

何百万haもの林地が、新興のTIMOや不動産投資信託（REIT）に加え、家族経

営型事業者などの手に渡った（168ページのBOX �1を参照）。このような所有権

の分散により、経営の単位コストが増大しており、その安定性を今後脅かしか

ねない。

　メキシコでは、8,500のエヒードなど地域社会組織が、森林の59%を所有して

いるものと推計される（FAO, 2006a）。地域社会による森林経営の有効性は、そ

の地域社会の能力・制約と土地利用の選択機会によって違ってくる。2002年時

点で、エヒードや地域社会が所有する森林のうち、商業的収穫活動を行ってい

たのはわずか28%程度に過ぎない（ITTO, 2005）。その一方で、木材加工（例えば、

製材、家具、床張り材）を手がけたり、森林管理協議会（FSC）やSmartWood

の認証を取得したりするエヒードもある。生産を止め、森林を環境サービスの

提供のために保存することを望む地域社会は、補償金の受給を政府に申請できる。

　米国で経済不振が続けば、経済の短期的な変化への対応を余儀なくされ、持

続可能な森林経営に向けた所有者の長期的な取り組みが弱まりかねず、民有林

を中心に、森林管理が打撃を受ける恐れもある（BOX 23）。逆に、景気が急速

に回復すれば、とりわけ米国の建設部門が息を吹き返して、木材に対する需要、
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ひいては森林経営への投資を刺激し、林業の見通しはずっと明るくなるものと

考えられる。

BOX 23    米国で不況が続いた場合に推定される影響

カナダ

◦ 需要減退と製造工場の閉鎖によって、木材生産が全体的に縮小（ただし、

アメリカマツノキクイムシのまん延によって、市場に数年間、軟材が

あふれる）。

◦ 市場の縮小で森林経営への投資が減り、気候変動の影響などもあり、

火災と病虫害による被害の増大を食い止められなくなる。

メキシコ

◦ 施業林の材木に対する需要が減退、また、それにともなう地域社会組

織の森林経営能力が低下。

◦ 地域共同体企業に従事していた労働者の失業と、地域社会による統制

の弱体化で、違法な伐採が増加。

◦ 生計維持耕作が拡大、また、それにともない森林の減少と劣化が進行。

米国

◦ 住宅需要が落ち込み、また、それにともない森林産業の生産と雇用の

規模が縮小。

◦ 民間部門による森林経営への投資の激減で、民有林の売却・整理がさ

らに進み、最終的に他用途に転換される恐れもある。

◦ 公有林への投資が減少。

木材製品：生産、消費および貿易

　北米は、木材製品の生産量、消費量、輸出量ともに世界で最も多い。2006年

には、本地域で世界の産業用素材の38%が生産された。産業用素材の生産量は年

間6億㎥前後で推移しており、世界全体に占めるこの比率は1990年から概ね変わ

っていない（図�0）。
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　製材の生産量は、世界的には減少傾向にあるものの、北米では、1990年の1億

2,800万㎥から、2006年には1億5,�00万㎥に増えた。ただ、本地域における生産量

の増加は米国の建設部門の旺盛な需要を反映した面が多く、最近では、同部門

の不振で、需要が（一時的なものになるかもしれないが）落ち込んでいる。

　合板等も生産量が1990年の�,�00万㎥から2006年には6,200万㎥に増加したが

（この増加分の大部分はカナダによる）、世界全体の生産量が同時期に倍増した

ため、本地域の比率は低下している。

　紙および板紙についても、アジアや中南米の生産能力の拡大などにより、北

米が世界全体の生産量に占める比率は1990年の39%から2006年には29%に下がっ

た。こうした下降基調が今後変わることはまず考えられない。電子媒体の普及

により紙の需要が減退しているが、この傾向は国によって異なり、カナダで目

立ち、米国で幾分みられるのに対して、メキシコでは逆に需要の増加が見込ま

れる。
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図40 産業用材の生産量の推移

出典：FAO, 2008a
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　米国では木材製品の純輸入量が長期的に増えているが、その背景には、建設

部門の需要の高まり（最近まで）と、国内生産量の減少がある。米国は1992年

に純輸入国に転落して以降、貿易赤字が2005年に370億米ドルに達した（図�1）。

だが、最近の建設業の低迷で、米国の木材製品の貿易収支は改善している。

　カナダは依然として木材製品の純輸出国で、2006年の貿易黒字がおよそ200

億米ドルであった。しかし、米国の建設業の不振と、カナダドルの対米ドル相

場の上昇によるカナダ産輸出品の価格上昇で輸出が減少傾向にある。この輸出

低下により、カナダでは生産の縮小を余儀なくされている。カナダの木材産

業にとっては、多角化を図り、最大の輸出先である（2006年時点で全輸出量の

78%を占める）米国への依存を軽減させることが最大の課題となる（Natural 

Resources Canada, 2008a）。短期的にみると、アメリカマツノキクイムシの被害
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図41 木材製品の純輸出入量の推移
（名目ベース）
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に遭ったカナダ西部の森林の事業救済により、供給量の急増が予想されるため、

これは特に困難をともなうことも考えられる。

　メキシコは一貫して木材の純輸入国である（2007年の貿易赤字は60億米ドル）。

ただし、木材二次製品（特に家具）は例外で、特に米国向けに輸出され、輸

出額が近年、10億米ドルに達していた。しかし、2007年には米国経済の低迷と

東アジア諸国との競争の熾烈化により、メキシコの木材二次製品の輸出が減り、

輸入が増えた。

　北米は長年にわたり魅力的な市場であったが、木材製品の短・中期的需要

の行方には不透明感が強い。過去の動向に基づいてまとめられた予測をみると、

現在の不振から短期間で回復すれば、主要な製品の消費量はまずまずの伸びを

示す見通しであることがわかる（表17）。

木材燃料

　木材燃料が2005年のエネルギー消費量全体に占める比率は、米国が約3%、カ

ナダが約�.5%、メキシコが約5%であった（IEA, 2007）。メキシコでは、都市化や、

ほかの（化石燃料を含む）エネルギー源が入手しやすくなったことで、木材燃

料の需要が減退しているが、農村地域のなかには一般家庭による木材燃料への

依存度が相変わらず高いところもある。燃料向けに使用される木材の量は、産

業用木材生産に向けられる量の最高で�倍に達する可能性もある。ほとんどの木

材燃料は、経営のスキームなしに収穫される。
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表17　木材製品の生産量および消費量の推移

年
産業用素材
（100万㎥）

製材
（100万㎥）

合板等
（100万㎥）

紙・板紙
（100万トン）

生産量 消費量 生産量 消費量 生産量 消費量 生産量 消費量

1990 591 570 128 117 44 43 91 87

2005 625 620 156 158 59 70 109 106

2020 728 728 191 188 88 96 141 138

2030 806 808 219 211 110 115 169 165



　カナダと米国では、木材製品産業が、コージェネレーション技術を活用して

自らの使う熱と電力を生産しており、バイオマスを原料とするエネルギーの消

費が最も多い。カナダではパルプ・製紙産業も、自らの使うエネルギーの57%を

森林バイオマスから生成している。

　エネルギーコストの高騰と気候変動に対処するための政策イニシアチブによ

り、木質エネルギーの使用の増加が見込まれる（BOX 2�）。近年は暖房に用い

る木質ペレットに対する需要の伸びが目覚ましい。米国は2006年の暖房用木質

ペレットの消費量がおよそ1�0万トンにのぼり、最も多かった（57ページのBOX 

12を参照）。カナダと米国は2006年の木質ペレットの生産量が、それぞれ150万

トンと100万トンに達し、スウェーデンに次いで世界第2位と第3位であった。セ

ルロース系バイオ燃料の商業生産が行われるようになれば、森林部門は大きな

影響を受ける可能性がある。

BOX 24    バイオエネルギーの振興を目的とした政策イニシアチブの例

カナダ

◦ クリーンエア・アジェンダ（2006年）国の排出量目標を設定し、「再生

可能電力エコエネルギー」イニシアチブのための資源の割当を定め、輸

送用燃料へのバイオ燃料の混合を推進。

◦ 大 気 排 出 量 に 関 す る 法 規 的 枠 組 み（Regulatory Framework for Air 

Emissions）：二酸化炭素排出権制度で、コージェネレーションによる再

生可能発電を奨励。

メキシコ

◦ バイオ燃料振興開発法（2008年）：食料安全保障を脅かすことなく、バ

イオマスエネルギーの振興を図ることが目的。

米国

◦ エネルギー独立・安全保障法（2007年）：2022年までのバイオ燃料

（木材を原料とするバイオ燃料を含む）の利用目標を設定するとともに、
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2020年までに国内の燃費基準を1リットル当たり15㎞にすることを定め

ている。

◦ バイオ燃料イニシアチブ（2006年）：2012年までにセルロース系バイオ

燃料にコスト競争力を持たせるとともに、2030年までに現在の石油消費

量の30%をバイオ燃料に切り替えることを目指している。

非木材林産物（NWFP）

　メキシコでは農村地域社会が、自給と収入、両面でNWFPに頼っているが、

都市化、雇用の変化、安価な代替品の登場により、その消費量が急速に減って

きた。一方、カナダと米国では通常、NWFPの収穫・採取が、森林レクリエー

ションや文化的な伝統の一貫として行われ、増える傾向にある。経済的に重要で、

長い歴史を誇る市場を持つNWFPも――メープルシロップとクリスマスツリー

を筆頭に――少数ながらあるが、これらの生産は高度に工業化されている。い

ずれの市場も199�年以降、安定しており、今後もそうした状態が続くものと予

想される。世界のメープルシロップの85%がカナダで、残りが米国で、それぞれ

生産されている。また、カナダは2005年のクリスマスツリーの生産量が320万ト

ンにのぼった（Natural Resources Canada, 2008a）。

　社会の健康志向が高まるにつれ、森林の薬用植物を含めたハーブ製品の市場

が拡大してきた。大手医薬品会社は、ハーブ製品の生産・販売への投資を進め

ており、米国では数十億ドル規模の産業となっている（Alexander, Weigand 

and Blatner, 2002）。

収入および雇用における林業の寄与

　全体的にみて、本地域の林業部門が生んだ粗付加価値は、1990年の約1,300億

米ドルから2006年には1,�80億米ドルに増えている（図�2）。品目別でみると、木

材加工がこの増加に最も寄与したのに対して、パルプ・製紙はわずかながら減

少した。一方で、粗付加価値がGDPに占める比率は、およそ1.�%から1%未満に
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まで低下している。

　同部門の雇用数については、技術の変化と生産性の向上を反映して、1990年

から2006年の16年間で1�万人ほど減った（図�3）。2006年は雇用全体に占める林
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図42 林業部門における付加価値の推移

粗付加価値（10億米ドル） GDP寄与率（％）

丸太生産 木材加工 パルプ・紙 合計

1990 1992 1994 1996 1998 2000 2002 2004 2006

注：付加価値の増減は、実質付加価値の増減（すなわちインフレ調整後）
出典：FAO, 2008b
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図43 森林部門（フォーマル）における雇用の推移
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業の比率が約0.8%にとどまっている。

　多くの森林が木材生産の場から撤退していくにつれ、林業部門では粗付加価

値、雇用ともに下降が予想される。

森林の環境サービス

　所得が向上するにつれて、社会は環境保全の重視を強める傾向にある。特

にカナダと米国では、数多くの制度・体制――公共部門、民間部門、地域社会、

市民社会――が気候変動による影響の低減、生物多様性の保全、水供給の維持

といった問題に取り組んでいる。これら2 ヵ国には、環境を保護する強固な政治

的・規制的枠組みもある。また、複雑な政治的プロセスを整備して、相反する

目的と利益の間の調整を図っている。

　メキシコは、世界で最も生物多様性に富んだ5 ヵ国のうちの1つに数えられる

が、土地への継続的な依存とそれにともなう森林伐採が、同国の生物多様性保

護にとって大きな課題となっている（Conservation International, 2005）。

　北米では2006年時点で3億6,000万haが保護区に指定されており、このうち70%

強が米国内にある（UN, 2008c）。自然を保護し、公有地の大部分を伐採や土地

利用の変更から守るために、法的措置や規制的措置が講じられているが、そ

の米国の事例に、国有林のロードレスエリアでの林道建設と木材収穫を禁じ

る「2001年ロードレスエリア保全規則（Roadless Areas Conservation Rule of 

2001）」がある。また、希少な生態系を保護する仕組みとしては、保全地役権（土

地所有者と政府機関／土地保護団体（「土地トラスト団体」）の間での取決めに

より、特定の土地の開発を制限する）が挙げられる。

　炭素固定で森林が果たす役割は、造林や再造林をともなうイニシアチブ（市

場原理を活用したものと、活用しないものの両方）を通して認識され、対応が

なされている。米国では、カーボンオフセットを組み込み、排出削減を義務づ

けるプログラムに着手した州もある。例えば、オレゴン州の場合、新設の発電

所は、オレゴン気候トラストから排出権を購入してオフセットすることで、排

出基準を満たすことができる。この気候トラストには2008年現在、森林関連の

第 1 部　地域別の見通し

— 103 —



プロジェクトが3つあり、オフセット全体の21%を占める（Gorte and Ramseur, 

2008）。自主参加型の取引市場（例えばシカゴ気候取引所）や報告・登録プロ

グラム（例えば、カリフォルニア気候行動レジストリー（California Climate 

Action Registry））は急速に浸透しており、優れた森林プロジェクトの表彰も

行っている。2008年初めの時点で、本地域が共同して進める取り組みは3つ――

地域温室効果ガスイニシアチブ、西部気候イニシアチブ、中西部温室効果削減

協定――あり、米国の23州とカナダの�州が排出量の上限の設定や、オフセット

プロジェクトの策定で協力しており、なかには林業に関わるものもある。これ

らの活動を踏まえると、排出権取引市場が今後も成長を続け、そして、林業も、

採算性のある選択肢とみなされれば、その役割が増す可能性があるものと考え

られる。

　水の供給で森林は重要な役割を果たす。メキシコは先ごろ、水サービスに対

する支払い制度をスタートさせた（BOX 25）。同様のイニシアチブは、カナダ

や米国でもみられる。

　カナダと米国では、戸外レクリエーションが森林と森林地帯の主な活用法で、

これが重要な収入源となってきた森林地域も多い。米国では、2006年に観光旅

行に出かけた人の5人に1人が国有林を訪れている（ARC, 2006）。

BOX 25    メキシコの水関連サービスに対する支払い制度

　メキシコは、高い森林減少率と深刻な水不足の両方に悩まされている。

メキシコ政府は2003年に、商業的林業が競争力を持たない地域で、森林所

有者に維持管理の費用を補償して、流域保護と帯水層の地下水涵養を図る

プログラムを開始した。この制度の原資は、年に1回、水利用者から徴収す

る。この制度で契約を結んだ土地所有者（民間とコミュニティ両方で、森

林面積にして50万ha）に2003年から2006年の3年間に支払われた給付金

は1億1,000万米ドルにのぼる。

出典：Munoz-Pina et al., 2006

世 界 森 林 白 書

— 10� —



要約

　北米の林業の不透明感は、米国の不況という現状と、そこから生じる、特に

建設部門の需要減退によるものである。仮にこれが景気循環の局面の1つで、最

終的には回復に向かうのであれば、今後10 ～ 15年間で予期せぬ展開はほとんど

ないだろう。それでも、林業部門は今後、いくつかの課題に対処する必要がある。

◦ 気候変動、頻度と深刻さを増す森林火災や害虫による被害。

◦ 食料とバイオ燃料に対する需要の世界的な高まりに、従来型の木材産業の

収益性悪化が重なり、持続可能な林業の実現が直面する課題。

◦ ブラジル、チリ、中国を筆頭とした新興木材製品生産国の台頭による競争

力の喪失（これにより、輸出拡大とアジア成長市場の獲得のために継続的

な革新が欠かせなくなる）。

　メキシコでは、都市化が進んで、森林減少率が今後も低下するとともに、再

造林と経営手法の改善への投資が増えて、森林経営の持続可能性が増すとみら

れる。

　森林産業の採算性には変動がみられ、低下することもある得るが、北米では

世間の関心の高まりで、環境サービスの提供が今後も重要性を増すだろう。多

くの保全イニシアチブは、一般からかなりの支援を動員することができる市民・

社会団体が先頭に立って推し進めることになろう。とりわけセルロース系バイ

オ燃料の生産が採算の取れる事業になれば、木材は今後、エネルギー源として

需要が増えるだろう。
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西・中央アジア
 

　25の国と地域からなる西・中央アジア地域（図��）は、世界で最も森林が少

なく、森林被覆面積は陸地面積のわずか�%にとどまる（世界全体の森林面積

の1.1%）（図�5）。国別でみると、全体の森林面積の大部分を数ヵ国が占め、19

ヵ国は森林被覆面積が10%に満たない。本地域のおよそ75%は乾燥地帯で、バ

イオマスの生産性が低い。植生は、中央アジアとアラビア半島の砂漠性潅木林

（desert scrub）から、ペルシャ湾沿岸のマングローブ林の群落や中央アジアの

高山草地までと多岐にわたる。森林被覆面積が少ないことから、農場やほかの

樹木が生い茂った土地をはじめとする森林外の樹木が、生産面でも保護面でも

重要な役割を担っている。
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森林資源の分布図45

森林
その他森林
その他土地

図44 本白書で用いる準地域の区分

西アジア
中央アジア

注：準地域別の国と地域のリストについては付録の表1を参照。



変化の推進要因

人口動態統計

　西・中央アジアの人口は2006年の3億7,100万人から2020年には�億7,900万人に

増加する見通しである（図�6）。本地域の人口は2005年から2020年の15年間に年

間2％の増加率を示すものと予想される。

　国別でみると、アルメニア、アゼルバイジャン、グルジア、カザフスタンの

� ヵ国は、増加率が低いかマイナスであるのに対して、アフガニスタン、カター

ル、シリア、アラブ首長国連邦、イエメンなどの諸国は、増加率が2.5%を超える。

1�歳未満が人口に占める比率が高いことから、今後20年間で、労働年齢の成人

が大幅に増えて、就職、住宅、アメニティ（快適な環境）のニーズが高まるこ

とが推察される。こうしたニーズを増大させているのが都市化の進展で、例え

ば西アジアでは2020年までに人口の78%が都市部に集まるものと予想される。都

市化はまた、緑の空間に対する需要も高め、森林政策に重大な変化をもたらし

ている（Amir and Rechtman, 2006）。
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森林資源の分布図45

森林
その他森林
その他土地

図44 本白書で用いる準地域の区分

西アジア
中央アジア

注：準地域別の国と地域のリストについては付録の表1を参照。
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図46 人口の推移

出典：UN, 2008a 
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経済

　本地域では、化石燃料の価格上昇などにより、経済が過去10年間、堅調な成

長をみせた（IMF, 2008）。エネルギーは今後も世界的に需要が底堅く、高値を

維持し、これから10年以上、所得は高い伸びを維持するとみられる（図�7）。数

少ない非産油国を除き、一人当たりの国民所得は上昇を続けるが、収入配分の

偏りが解消されない可能性もある。

　一方、アフガニスタン、キルギス、タジキスタン、イエメンなど、経済の多

様化が進んでいない非産油国は、数多くの難問に直面している。豊かな産油国

の所得水準の高さによるスピルオーバー効果（雇用、製品市場、観光などの面で）

にあずかる国もあるが、これらの国では、貧困層が依然として多く、農業への

依存度も高い。

　本地域には、農業、製造業、好調なサービス部門など、経済の多様化が進ん

だ高・中所得国も数多くある。例えばイスラエルは、農業とハイテク製造業の

分野で最も革新的な国の1つに数えられる。

　化石燃料への依存が脆弱性を生んでいることを認識して、農業、工業部門、

観光を含めたサービス部門への投資により、経済の多様化を図る産油国が多

い。最近の食料価格の高騰をきっかけに、湾岸協力会議（GCC）の一部加盟国は、

土地と水に恵まれた本地域外における諸国の農業プロジェクトへの投資を活発

化させている。

　農業・畜産は、化石燃料・鉱物、工業・サービスなど他部門が拡大するにし

たがい、その分、GDPに占める比率が低下しているとはいえ（FAO, 2007b）、代

替の収入源がある国を含め、大半の国で依然として欠かせない産業である。サ

ウジアラビアなど一部の国では、乾燥地域の高投入型農業を対象とした助成金

が削減されたことで、森林地帯を含む、より農業に適した気候の地域で農業が

行われるようになり、森林伐採を招いている。

　食肉に対する需要の高まりなどを受けて、家畜の飼養頭数が大幅に増えた国

が多い。所得の向上で、牧畜民は家畜を遠く離れた、新たな放牧場所に運搬で

きるだけでなく、水を運ぶこともできるようになった。遊牧民の伝統的な牧畜
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法により放牧地の持続可能性が確保されてきたが、新たな牧畜法の導入と家畜

の飼養頭数の増加で、森林と放牧地の劣化が加速している（FAO, 2008f）。化石

燃料の豊富な国の一部では、牧畜民や農民が、自らは都市部に移り住みながら、

移民労働者を雇ってかつての仕事を引き継がせる者もいるため、森林と放牧地

に対する圧力は減っていない。

政策および制度

　各国とも森林部門内外の政治と制度に変化がみられるが、変化のスピードは、

その国のもっと大きな政治的枠組みにより異なる。例えば、中央アジアはソ

ビエト連邦の崩壊により大きな転換を余儀なくされ、それが森林部門に直接的、

間接的な影響を与えてきた。制度策定能力が低下し、森林に関連した政策、法律、

制度にはまだ、地方分権の枠組みのなかで生じる新たな課題への対処を可能に

する変更が加えられていない。紛争の影響による政情不安で、制度能力が損な

われている地域もある。

　歴史的に、資源の管理では地元の地域社会の制度が中心的な役割を果たして

いたが、政府が統制するようになり、伝統的な管理システムが弱体化して、こ

れが規制なき資源の利用を招くことが少なくない（Government of Oman, 2005）。

参加の拡大を図る国もあるとはいえ（BOX 26）、参加型アプローチがまだ根付

いていない国が多い。だが、民主的プロセスが十分に浸透している国（例えば

キプロス）では、例えば、森林経営の重点を木材生産から環境サービスの提供

に移したり、参加型アプローチを奨励したりして、森林関連の政策と制度をニ

ーズの変化に対応させている。

　大半が公有林で、さらに重要なことに、生産性と採算性が非常に低いことな

どから、森林経営への民間部門の関与は限定的である。その一方で、森林産業

と林産物の取引では民間部門が主流を占めている。
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BOX 26    トルコの村落の協同組合

　トルコには、村落の農業協同組合が5,000ほどあり、その組合員数を合

わせると68万人を超える。このうち約3,200の協同組合が森林村落にあ

る。森林村落の協同組合には1970年代から、森林に関する法律で、「優先

的に森林の収穫事業を立ち上げることができる」、「自らが採取した木材の

一部を割引価格で購入できる」など、特別な権利と特権が与えられてきた。

2000年時点で、2,100強の村落の協同組合が森林事業を展開し、同国全体

の木材生産の約60%を占めていた。

出典：FAO, 2008f

科学・技術

　本地域で1997年から2002年の5年間に投じられた年間研究開発費は一貫して

GDPの0.5%を割り込み（FAO, 2007c）、開発途上国の世界平均と比べても著しく

低い。その一方で、インターネット利用者の数が急増していることから、情報

へのアクセスの向上が窺える。中央アジアでは、ソビエト連邦が構築した大規

模な科学・技術インフラ基盤の恩恵を受けていた国がほとんどで、これらの国

の技術力は、ソビエト連邦崩壊以降、低下している。本地域には、限られた資源、

研究開発へのトップダウン・アプローチ、優れた科学者の海外流出が、その科学・

技術力に影を投げかけている国が多く、例外はイランやトルコなどごく一部し

かない。全体的にみて、本地域では林業の優先順位が低く、林業部門への投資

も極めて少ない。そのなかで、最も注目を集めている分野は、森林保全と環境

サービスである。

全体的なシナリオ

　本地域では国によって、予想される展開が大まかに3つに分かれ、それぞれ森

林と林業に異なる影響を与えるものと考えられる。
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　非産油低所得国は、主たる生活手段として農業と畜産業への依存を今後も続

ける（また、産油国で働く出稼ぎ労働者の仕送りも重要な収入源になる）。森林

と森林地帯の今後の見通しは、経済の多様化の進展状況――これを左右するの

は、政治的安定、制度の整備、人材への投資――によって変わってくる。観光

事業が、多様化を推し進める鍵を握る可能性もある。

　化石燃料に頼り、成長・繁栄している国もまた、多様化が必要となる。長期

的にみて、化石燃料に依存することの危うさを認識し、製造業と人材育成に投

資をしている国もあるが、多くの国は、農業や林業を含め、エネルギー以外の

部門をなおざりにしてきたため、国民の所得水準が高いにもかかわらず、林業

が深刻な財政的制約を受け、林業関連の制度が弱体化しかねない。今後も、制

度の枠組みの強化が大きな課題となる可能性が高い。

　一部の国（産油国、非産油国ともに）は、経済の多様化をかなり進め、製造業、

貿易、商業、観光業への投資で、グローバル化の恩恵を受けている。なかには、

地域内のみならず、世界的にも重要な金融センターとして浮上してきた国もあ

る。これらの国では、都市の緑化を含め、環境問題への関心が高まっている。

見通し

森林面積

　森林面積は1990年から2005年の15年間で増加した（表18）。農業主体の低所得

国を除き、今後も、この傾向が続く可能性が高い。（畜産を含む）農業の重要性

が低下し、豊かな国が造林や都市の緑化に投資をするなか（BOX 27）、全体の

森林面積は増加が予想される。森林被覆面積が少ない国では、急激な都市化と、

農業活動の拡大の足かせとなる要因（特に水不足）により、森林面積が安定し

て推移する可能性が高い。造林の取り組みは、限定的ではあるが、森林の損失

を食い止める一助となろう。このような傾向の顕著な例外は、武装紛争により

森林経営が不安定になっている地域で、これらの地域では森林面積の減少に歯

止めかがからない。
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BOX 27    アラブ首長国連邦の植林

　アラブ首長国連邦は、気候が非常に乾燥し、かつ、非常に都市化率の高

い（80%超）国である。政府が緑化・植林活動を奨励しており、これを支

持する国民の数も増えている。

　都市の植林スキームにより、微気候の向上、大気汚染の低減、沿道の美化、

レクリエーション地の提供が図られている。アブダビでは公園が、1974年

のわずか1 ヵ所から、現在では40 ヵ所ほどに増え、その面積を合わせると

300haを超える。都市部以外でも、下記の目的で植林が行われている。

◦ 緑地帯（グリーンベルト）による砂漠化と砂丘移動の防止。

◦ 農場、農地、放牧地の保護。

◦ 自然の繁殖用サンクチュアリの提供と、ガゼル、野うさぎ、鳥類など

の動物の保全。

廃水処理水の90%が、これら植林地のかんがいに用いられる。

出典：FAO, 2005c

　本地域では、樹木の点在する放牧地や牧草地が、陸地面積の半分以上を占め、

数々の非木材・林産物に加え、飼料や木材燃料の主な供給源となっている。し

かし、管理が全くなされていないため、これらの土地の劣化が急速に進む状況

にある（BOX 28）。
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表18  森林面積：広さと増減

準地域
面積

（1 000 ha）
年間増減幅
（1 000 ha）

年間増減率
(%)

1990年 2000年 2005年 1990‒2000年 2000‒2005年 1990‒2000年 2000‒2005年

中央アジア 

西アジア

西・中央アジア合計 

世界

15 880 15 973 16 017 9 9 0.06 0.06
27 296 27 546 27 570 25 5 0.09 0.02
43 176 43 519 43 588 34 14 0.08 0.03

4 077 291 3 988 610 3 952 025 ‒8 868 ‒7 317 ‒0.22 ‒0.18

注：データは端数処理。
出典：FAO, 2006a



BOX 28    西アジアの放牧地

　西アジアでは陸地の52%を放牧地が占めるが、これら放牧地の90%まで

もが劣化しているか、砂漠化しやすい状態にある。西アジアの土地劣化の

主たる原因である放牧は、飼養に対する助成金の給付、給水所の設置、機

械化などにより、過去40年間で培以上の伸びを示した。なかには、羊の飼

養密度が持続可能な環境収容力の4倍に達した地域もある。過放牧と薪用

材の採取で、放牧地の生産性は、ヨルダンで20%、シリアに至っては70%、

それぞれ低下している。

　放牧地の集中管理が、土地のきめ細かな管理を行って酷使を防ぐ伝統的

な遊牧民の牧畜システムの弱体化を招いた。西アジアでは、大半の放牧地

が自由に利用できる資源で、これを保護する責任の所在が明確でない。

出典：FAO, 2007c; UNEP, 2007

　森林に自生している以外で、アグロフォレストリー・システムにより栽培さ

れているもののなかにも重要な樹木があるが、その数量化は難しい。本地域

にはほかに、500万haの人工林がある。世界の人工林面積の2%にも満たないが

（表19）、その半分は環境保護を目的としている。年間造林面積はおよそ8万ha

で、多いとも少ないともいえない。中央アジアで2000年から2005年の5年間に減

少した人工林の面積の多くをカザフスタンが占め、主な原因は森林火災である

（FAO, 2006d）。本地域では人工林の半分がトルコにあり、その75%が生産用で、

残りが保護用である。生産用の人工林の面積を報告しているのは、イランとト

ルコの2 ヵ国しかない。

森林経営

　キプロス、レバノン、イエメンの3 ヵ国を除き、本地域には公有林が多い。し

かし、国による政治的、歴史的違いから、その経営方法と利用方法は大きく異

なる。
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　ソビエト連邦時代には、中央アジアでは、森林被覆面積が少なく、森林を商

業利用する余地も限定的であったことから、森林と森林地帯の大部分を環境保

護のために保存し、伐採を全面的に禁じる政策がとられていた。そして、よく

組織化された国の林業管理局が規則と規制基準を厳格に施行して、包括的な森

林管理を可能にしていた。しかし、独立後、ロシア連邦からの木材と燃料の供

給が減ったことで、森林に対する圧力が強まり、伐採の禁止が有名無実化した。

森林の大半は表向きには保護区のままであるが、制度が脆弱であることと、木

材に対する需要の高まりにより、違法な伐採が増えている。森林火災などの問

題の悪化を防ぐには、投資を増やす必要があろう。

　西アジアでも、森林の大部分は保護区として保存されてきた。かつては木材

生産を森林に頼っていたが、環境便益を高めるために、現在では収穫を減らし

ている国も多い。

　本地域では、気象条件と土壌条件が不利で、生産性が低く、造林活動は費

用がかかることから、民間部門の関与が限定的で、公的資金への依存度が高い。

一方、社会のニーズの変化は、人工林の経営にも影響を与え、当初は木材生産

のために整備されたものの、そのアメニティ（快適な環境）面の価値ゆえに経

営されるようになった人工林もある（BOX 29）。

　本地域の大半の国では、様々なアグロフォレストリー・システムにより農場

内で栽培される樹木が、収入源であると同時に、より重要なことであるが、防

風林や保護林帯の役目を果たしている。防風林の設置が、営農活動に欠かせな
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表19　人工林の状況

準地域
1990年 2000年 2005年

(1000 ha)

中央アジア  

西アジア

西・中央アジア合計 

世界全体

1 274 1 323 1 193

3 022 3 623 3 895
4 295 4 946 5 089

209 443 246 556 271 346

注：データは端数処理。
出典：FAO, 2006b



い国も多い。西アジアには、ナツメヤシの栽培で、砂漠をオアシスに変えた国

もある。アラブ首長国連邦では、広大なナツメヤシ・プランテーションにより、

かなりの収入が生まれただけでなく、景観が改善した（FAO, 2008f）。果樹も、

木材の生産に使われる。

　本地域では、政策・制度の整備や技術力の強化にコストがかかることで、多

くの国が引き続き、持続可能な森林経営を限定的にしか実現できない可能性が

ある。その上、本地域の森林の多くは、紛争地帯にある。森林が国境をまたい

でいる地域をはじめ、紛争の影響による政情不安が、持続可能な森林経営を損

ねる最大の要因である（FAO, 2008g）。

BOX 29    キプロスにおける造林管理の目的の変化

　キプロスでは、木材燃料を地元の地域社会に供給することを目的に、第

2次世界大戦中、94の村落プランテーション（面積は合わせて約1,580ha）

が設立された。だが、プランテーションの樹木が成熟するよりも前に、所

得水準が向上し、市販燃料が手頃な値段で手に入るようになったことで、

木材燃料の需要が激減した。その一方で、レクリエーション地の需要が高

まったことから、これらプランテーションは、観葉樹の植栽により整備され、

レクリエーション地に衣替えされた。

出典：Government of Cyprus, 2005

木材製品：生産、消費および貿易

　本地域では、生育条件が不利で、保護に重点が置かれているため、木材製品

は生産量が少なく、輸入品に大きく依存して需要を満たしている。木材製品の

輸入額は1995年の約56億米ドルから2006年には135億米ドルに増え、消費の半分

以上が輸入品で賄われるようになった。本地域の木材製品の大部分は、アフガ

ニスタン産、グルジア産、イラン産、カザフスタン産、トルコ産が占める。

　人口の増加、都市化の進展、所得の向上にともない、木材製品の消費は本地
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域全体で増加するものと予想される。製材、合板等、紙および板紙の消費量は

今後15年間で、それぞれ2.5%、�.5%、�.0%の伸びを示す見通しである（表20）。

特に中央アジア諸国は、「ポスト1990年」の不況から回復してきており、最も急

速な伸びを示すものと見込まれる。天然資源が少ない反面、需要が拡大してい

るため、本地域は今後も主要な木材製品輸入地域となろう。

　イランとトルコは、その大きな国内市場、安価な労働力、安定した投資環

境を武器として、輸入品を主に原料として用いる森林産業の開発（家具、板紙、

ミディアム・デンシティ・ファイバーボード）に投資を行ってきた。欧州で木
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表20　木材製品の生産量および消費量の推移

年
産業用素材
（100万㎥）

製材
（100万㎥）

合板等
（100万㎥）

紙・板紙
（100万トン）

生産量 消費量 生産量 消費量 生産量 消費量 生産量 消費量

2000 14 15 6 10 3 6 2 6

2005 17 19 7 13 5 9 3 8

2010 17 21 8 14 6 12 4 10

2020 15 22 10 18 11 18 6 14

出典：FAO, 2008c

図48 木材燃料の消費量の推移

出典：FAO, 2003b
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材産業の収益性が悪化するなか、これら産業がさらに拡大することもあり得る。

サウジアラビアとアラブ首長国連邦では、紙と板紙（主にティッシュペーパー

と段ボール箱）の生産に、輸入パルプと国内で回収した古紙をほぼ100%使って

いる。だが、水の消費量が多いことなどから、生産コストが高く、その競争力

には疑問符がつく（Mubin, 200�）。

木材燃料

　総計でみると、木材燃料の消費量は今後15年間で減少を続けるが（図�8）、消

費の傾向は国によって、場合によっては国内でも大きく異なる。経済が多様化

しているトルコでは、市販燃料が入手できることなどから、木材燃料の消費の

落ち込みが著しく、この傾向が今後も続く可能性が高い。一方、低所得国では

市販燃料を入手することができず、木材燃料の利用が増えている。木材燃料が

家庭のエネルギー消費に占める比率は、例えば、アフガニスタンが85%近く、イ

エメンが70%である（FAO, 2007c）。中央アジアでも、木材燃料の利用率が高い

国がある（タジキスタンとウズベキスタン）。これら2 ヵ国では、総消費量の増

加が予想され、そうなれば、生産性の低い森林と森林地帯に与えるストレスが

強まることになる。

　これら2 ヵ国を除くと、西アジアを中心に多くの国で、薪用材が消費を減らす

一方で、木炭は特にレストランと家庭などで利用を伸ばしている。サウジアラ

ビアでは、木炭の生産を禁止し、輸入を奨励することで資源を保全する取り組

みが進められているが、代替の収入機会のない人々が生計手段として木炭の生

産を続けているため、成功していない。

非木材林産物（NWFP）

　ほかの地域と同様、NWFPの多くは生計維持産物であるが、少ないながらも

商業的に重要なものがあり、そのなかの多くは、組織的に馴化され、栽培され

ている（FAO, 2006e; FAO, 2007c）。所得水準の低い農村の地域社会にとって、

NWFPの自家利用と売買はとりわけ重要で、多くの国では、NWFPによる収入が、
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木材生産によるそれを上回る。

　商品としてはハチミツ、キノコ、薬用植物、松の実、クルミ、ピスタチオナ

ッツ、ローリエ、タイム、飼料などが挙げられる。経済の多様化が進んだ国では、

民間部門を取り込んで、商業的に重要なNWFPの組織的な開発が行われている。

レバノンの民営イタリアカサマツ（Pinus pinea）・プランテーションでは松の実

の生産が主力事業である。トルコ産ローリエも、民間部門の投資が中心となっ

て生産・加工事業と取引の強化が図られている。

　NWFPは、利用形態に大きな変化がみられないものと予想される。今後は、

商業化が進んでいない産物の生産の改善と付加価値の向上、市場の開拓、それ

にともなう低所得世帯の収入機会の向上が主な課題となろう。

収入および雇用における林業の寄与

　林業部門が生んだ粗付加価値は、1990年の約�9億米ドルから2006年には約53

億ドルにわずかながら増加した（図�9）。増加分の大部分は、パルプ・紙部門に

よるもので、その最大の要因は板紙の生産拡大である。林業部門の雇用は、若

干悪化した後、2000年以降、増加基調を示しているが、基本的に安定している

といえる。ただし、付加価値と雇用の全国集計がインフォーマル部門を中心に

きちんとなされていないため、推計値は正確ではない。

森林の環境サービス

　木材の商業生産の発展性が限定的であることを考えると、西・中央アジアでは、

環境サービス――特に土地の劣化と砂漠化の阻止、水供給源の保護、都市環境

の改善――の提供が、今後も森林および森林地帯の担う主たる役割となる。環

境の保護と環境サービスの提供は、公共部門が中心となって支援策を通して推

進されており、そこに、市民・社会団体、民間部門、地域社会が、その程度は様々

であるが、参加している。

　本地域には、多数の固有種が存在しながら、その生態系が脅かされてい

る、いわゆる「生物多様性ホットスポット」に指定された地域が5 ヵ所ある
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（Conservation International, 2005）。例えば、中央アジアの山脈に広がる森林は

リンゴ、ナシ、ザクロ品種の起源の中心地である。現在までのところ、生物多

様性の保全に向けた取り組みは、保護区の指定に重点を置いて進められており、

保護区の面積を合わせると2007年現在、本地域の陸地面積のおよそ10%にあたる

約1億1,�00万haにのぼる（UN, 2008c）。

　生物多様性に恵まれた農業主体の低所得国（例えば、アフガニスタン、キ

ルギス、タジキスタン、イエメン）では、土地などの資源に対する圧力が強く、

また、政府の財源不足で保護区をきちんと管理できないため、保全は今後も難

しい状況が続く可能性がある。所得水準が比較的高くても、責任の分散を含む、

政策と制度の脆弱さが、保護区の管理の足かせとなっている国もある。一部保

護区では、密猟の問題が深刻化している。

　砂漠化と土地の劣化は、本地域全域で問題化しているが、特に西アジアでは

すべての国が乾燥地帯か半乾燥地帯にあり、陸地の�分の3がすでに砂漠である

か、砂漠化しつつあり、深刻な問題である（FAO, 2007c）。この原因としては、

過酷な気象条件に加え、農業活動の拡大、集約放牧、燃料・飼料生産のための
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図49 林業部門における付加価値の推移

粗付加価値（10億米ドル）　　　　 GDP寄与率（%）
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注：付加価値の増減は、実質付加価値の増減（すなわちインフレ調整後）
出典：FAO, 2008b

1990 1992 1994 1996 1998 2000 2002 2004 2006

6

5

4

3

2

1

0

0.60

0.50

0.40

0.30

0.20

0.10

0.00

年年



継続的な植生の採取、かんがい利用の少なさなど人間の活動によるものが挙げ

られる。森林と樹木は、砂漠化のリスクの抑制、農業、放牧地、人間の暮らし

に適した環境の維持に直接寄与する。だが、その一方で、樹木も水を消費する

ため、樹木の植栽を検討する際には水バランスを考慮に入れる必要がある。イ

スラエルでは、農地造林は、場合によっては、大規模な造林プログラムよりも

利点が多いことが確認されている（Malagnoux, Sene and Atzmon, 2007）。

　土地と水を統合的に管理すれば、人間が引き起こす砂漠化を防げるかもしれ

ないが、今までは改善・是正策が最も重視されてきた。土地の劣化と砂漠化へ

の対処では、農業主体の低所得国の今後の展望はあまり明るくない。一方、土

地依存度が低下傾向にあり、政策・制度の枠組みを整備する機会が広がってい

る国には、改善が期待できる。

　気候変動は、砂漠化を悪化させるだけでなく、中央アジアの山脈の氷河縮小

により水の供給にも影響を及ぼすものと予想される。水はおそらく、本地域で

最も重要な天然資源といえる。流域の劣化は、飲料用、かんがい用、発電用の

水の供給を脅かす。森林と樹木は、流域の改善で重要な役割を担っている。本

地域では主要な流域の多くが国境をまたいでいるため、コストの分担や利益・

メリットの分配を含め、流域管理に関する制度の取決めが複雑化する。多国間

での水の配分は政治的にデリケートな問題で、本地域で起きている紛争の主た

る原因でもある。

　本地域には、山脈や砂漠を含めた手つかずの自然の景観が魅力となって、数

多くの観光客が国内外から訪れており、これが、機会だけでなく課題ももたら

している。インフラ――例えば、新シルクロードの建設――への投資の増加で、

これまでは観光客の少なかった中央アジア諸国の扉が開かれてきた。経済の多

様化が進んだ国の多くがエコツーリズムを上手く活用できる状況にあるのに対

して（BOX 30）、中央アジアを中心に、インフラの貧弱さや治安上の問題によ

り、その秘められた可能性を発揮できずにいる国もある。ほとんどの低所得国は、

制度が未整備で、エコツーリズムから貧困層が収入を得ることのできる仕組み

がない。
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BOX 30    タジキスタンのエコツーリズム開発

　タジキスタンの東パミールの山岳地帯にあるムルガブでは、ソビエト連

邦崩壊後、生活環境が悪化していたが、ムルガブ・エコツーリズム協会

（Murgab Ecotourism Association）が天然・文化資源の保全と地元の収入創

出に照準を合わせた、持続可能なエコツーリズムを推進している。ムルガ

ブ・エコツーリズム協会（Murgab Ecotourism Association）は、2003年に、

技術協力・開発局（Agency for Technical Cooperation and Development）が、

国際連合教育科学文化機関（UNESCO）の協力を得て設立し、2005年に

国内の協会として、合法的に登録された。同協会のサービス（筏下り・ラ

クダ乗りツアーの主催、パオや地元のホームステッド（農場）への宿泊手

配を含む）を利用した観光客の数は、2003年の25人から2005年には601

人に急増し、地元の観光事業者の収益も10倍に増加した。今後は、エコツ

ーリズムの全国ネットワークの構築、手工芸品生産チェーンへの支援の拡

大、商業的観光を扱う大規模な旅行代理店や政府との連携、同じ地域内の

アフガニスタン北部とキルギス南部との提携などが計画されている。

出典：ACTED, 2006

　自然を前面に打ち出した観光事業では、これを持続可能な形で運営すること

が最大の課題になる。少数の名所（例えば、サウジアラビアのアシール地方）

への観光（国内観光を含む）が増え、既存の制度能力では、こうした運営を

行うことが難しい。本地域でネーチャーツーリズムを受け入れるということは、

法執行能力の低い国を中心に、違法なトロフィーハンティングの下地を作るこ

とにもなる（FAO, 2005d）。

　西・中央アジアでは、都市人口が急増しており、これら住民の生活の質を向

上させるため、緑の空間づくりにかなりの投資を行う国が多い（FAO, 2005c）。

中央アジアのほとんどの国では、ソビエト連邦時代に高まっていた都市林への

関心が、独立後に一旦低下したが、ここにきて、化石燃料に恵まれた国を中心に、

再び上昇してきた。BOX 27で紹介したように、一部GCC諸国は、都心の拡大に
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対応して、大掛りな緑化計画に着手している。

　本地域では、その国の経済力や制度能力、都市化計画の規模によって程度が

異なるかもしれないが、都市の緑の空間が今後増えるのは間違いない。ただし、

無計画な都市化（とりわけ、農村住民が紛争により都心への転居を余儀なくさ

れる場合）は、都市の緑の空間を破壊することにつながりやすい。

要約

　西・中央アジアの森林および林業の見通しは、国によってばらつきがある。

所得の向上と都市化によって、一部の国では森林の状況が現在とほぼ変わらな

いか、改善されるものと予測されるが、農業主体の低所得国の多くについては、

これが当てはまらない。比較的豊かであっても、きちんとした制度が整備され

ていない国では、森林の劣化が解消されない可能性がある。

　本地域の大半の国は、生育条件に恵まれていないため、木材の商業生産の将

来性もあまり望めない。所得の急激な向上と人口増加率の高さから、本地域で

はほとんどの木材製品の需要を、輸入に頼って満たす状況が続くものと考えら

れる。林業にとって、土地の劣化と砂漠化の防止、流域の保護、都市環境の改

善などを中心とした環境サービスの提供は、引き続きその存在価値を正当化す

る最大の理由となるだろう。資源管理に対する統合的な取り組みを促進するた

めには、とりわけ地元レベルでの制度づくりが求められる。
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第２部
今後の動向への対応





今後の動向への対応

　モノとサービスに対する需要、そして、森林を経営し、その需要を満たすこ

とで所有者がどれだけの収入を得ることができるか。これが、森林経営投資の

最大の決定要因となる。第２部では、まず最初の章で木材と一部木材製品に対

する需要の長期的な動向（1965年から2005年の実績と、2020年から2030年まで

の予測）を紹介した後、次の章で森林の環境サービスに対する需要と、森林が

こうした需要を満たすことを後押しするようになってきた、市場メカニズムお

よび非市場メカニズムに焦点を当てる。

　制度・体制は、持続可能な資源管理の中心的存在であり、社会面、経済面、

環境面の変化に社会が適合していく上で、今後重要な役割を果たすだろう。３

つ目の章には、森林部門の様々な制度・体制――公的機関、民間部門、市民・

社会団体、インフォーマル部門、国際機関――が、第1部で概説した、新たにみ

られる動向にどのように対応しているかを整理した。

　科学・技術の力なくして、社会は製品とサービスに対する将来のニーズを満

たすことができない。本書の最終章では、伝統的知識が果たす役割の認識を含め、

これから待ち受ける課題に森林部門が対処するにあたって役立つであろう林業

関連の科学・技術の進歩について簡単に述べる。
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木材製品に対する世界の需要
 

　木材製品に対する需要は、森林経営への投資を推進する大きな要因の1つで

ある。短期的な市場の変化が個別の意思決定にしか影響を与えないのに対して、

長期的な需要の変化は林業と森林産業への投資に、より大きい総体的な影響を

及ぼす。本章では、木材製品に対する需要の長期的な変化の一部について予測

する（FAO, 2008cに基づく）。

変化の推進要因

　木材製品に対する世界の長期的需要に影響を与える主な要因を、下に整理した。

◦ 人口動態の変化：世界の人口は2005年の64億人から、2020年には75億人、

2030年には82億人に増加する見通しである。

◦ 経済成長の持続：世界のGDPは1970年のおよそ16兆米ドルから2005年には

47兆米ドル（2005年の物価および為替レートで）に増加し、2030年までに

100兆米ドル近くに達するものと予想される（図50）。

◦ 地域の移行：1970年～ 2005年の期間はGDPの大半を先進国が占めていたが、

今後25年間はアジアを中心に、開発途上国が急成長を遂げて、このような

状況が大きく変わる。

◦ 環境政策・規制基準：木材の生産を禁止される森林が増える。

◦ エネルギー政策：木材を含むバイオマスの利用の奨励がますます強化され

ている。

　木材製品の見通しで重要な要因となるものとしてはほかに、天然林からの収

穫の減少と、木材の主な供給源としての人工林の浮上（BOX 31）、そして樹木

の品種改良による人工林の生産性向上、リサイクルの拡大、回収率の向上、新

複合製品の普及などによる木材需要の軽減、セルロース系バイオ燃料の生産な
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どの技術的進歩（第2部の「森林科学・技術の進歩」を参照）が挙げられる。

見通し

製材

　製材は、1965年から1990年の35年間に生産量、消費量ともに世界全体で年間

1.1%ほどの伸びをみせていたが、1990年から1995年にかけて、東欧と旧ソビエ

ト連邦での落ち込みなどにより激減した（表21、図51）。製材の生産量と消費量

は1995年以降、アジア・太平洋地域でも減少している。

　欧州と北米は、ともに純輸出地域で、両地域を合わせると、製材の生産量と

消費量が世界全体の約3分の2を占める。同じく純輸出地域の中南米・カリブ海は、

世界全体の生産量に占める比率が10%近くにとどまるが、生産量の15%強を占め

るアジア・太平洋は、世界の主な純輸入地域である。アフリカと西・中央アジ

アにおける製材の生産量、消費量はともに少なく、世界全体に占める比率がい
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図50 世界の国内総生産の推移
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ずれも5%に満たない。

BOX 31    人工林の木材生産の見通し

　「世界森林資源評価 2005年」（FAO, 2006a）に報告されたデータによ

ると、世界の森林プランテーションの面積は1億4,080万haとなっているが、

半天然林の造林部分を含めた、もっと広義での人工林の面積は、推計で2億

7,100万haにのぼる（FAO, 2006b）。

　世界の人工林面積（推計）の約95%にあたる、61 ヵ国の人工林を対象に

した調査に基づいた、人工林の木材生産量に関する2030年までの世界的な

見通しがある（FAO, 2006b）。この見通しは、人工林面積の変動予測（主

に新たな造林による）と、経営手法の効率化、新技術、遺伝的改良による

生産性の向上機会に関する、下記の3つのシナリオに沿って算定されている。

◦ シナリオ1：人工林が増加するペースが、（適した用地の不足、需要の

伸びが鈍いなどの制約により）これまでの半分に鈍化し、生産性に変

化なし。

◦ シナリオ2：現在のペースで2030年まで面積の変動が続くが、生産性

の向上は頭打ち。

◦ シナリオ3：現在のペースで2030年まで面積の変動が続き、生産性も

毎年向上（遺伝的改良、経営面の改善、技術の進歩が期待できる経営

スキームに関して）。

　この算定モデルの結果をみると、人工林の面積は、いずれのシナリオで

あっても、アフリカを除く全地域で増え、アジアが最も高い増加率を示す

見通しであることがわかる（左の図）。樹木の種のグループとしては、松林

が最大の伸び率をみせるものと予想される。

　木材の総生産量は、すべてのシナリオにおいて、2005年から2030年の

25年間で増加する（右の図）。シナリオによる開きが最も多い地域はアジア

と南米で、生産性が向上するというシナリオ3では、ユーカリなど広葉樹種

を中心に木材生産が大幅な伸びをみせる。一方、シナリオ2に関しては、新

たに造林された人工林で、対象期間中に木材を生産できるまでに至らない

場合もあることから、シナリオ1とシナリオ2の差異は小さい。
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　ただ、実際の生産量が、これら予測値と大きくかけ離れる可能性もある。

市場への近接性や潜在的最終用途を検討せずに造林された場合など、成熟

しても収穫が行われない人工林も多い。

CPFのメンバーから寄せられた意見

材木と熱帯林の将来
　国際熱帯木材機関（ITTO）から

　熱帯林の資源基盤を確保するための資金づくりでは、生態系サービス（特に気候

関連サービス）に対する大規模な支払い制度に最も期待が持てる。だが、熱帯林が

もたらす収入の最大の源泉はやはり材木と木材製品であることに変わりがない。熱

帯林から生まれた木材一次製品と木材二次製品の輸出額は近年、200億米ドルを越え

ており、価格の高い木材二次製品の輸出に重点を置く国が増えるなか、さらなる増

加が見込まれる。

　すでに多くの原材料が人工林産であり、熱帯地方に荒廃林地が非常に多いことを

考えると、人工林がさらに拡大する余地は大きく、そうなれば、木材加工部門にプ

ラスに働く可能性があり、また、新興の温室効果ガス市場から資金を取り込むチャ

ンスも生まれる。しかし、生態系サービスに対する支払い制度が、急激に増加して

いる人工林への、天然林からの転換を招くことは何としても避けなければならない。
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61ヵ国の人工林の面積（実績と予測）
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　中国を含め、（輸出先の市場のニーズに応えて）持続可能性の証明を強く求め始め

る国が増えるなか、熱帯の木材製品の輸出業者にとって今後、認証制度と公共調達

政策の重要性が増す可能性は高い。セルロース系バイオ燃料は熱帯諸国の経済的な

代替燃料になることが予想されるが、これを現実のものとするためには、先進国か

ら技術移転を受ける必要があろう。

　今後は、熱帯林に付加価値を与えて、森林の減少を経済的に魅力のない選択肢にす

ることが最大の課題となる。熱帯林のための資金を調達する新たなメカニズムに将来

性があるとはいえ、必要な資金を確保できない可能性が極めて高い。

　予測値をみると、2030年まで生産量と消費量の地域別構成比に目立った変化

がなく、世界的に増加率が伸びを示す見通しであることがわかる。最も高い伸

び率をみせると予測されているのは、生産量がロシア連邦、東欧、南米で、消

費量がアフリカ、アジア・太平洋である。これら2地域と、西・中央アジアは、

引き続き輸入に頼って国内の需要を満たすことになろう。先進国では、人工（合
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表21　製材の生産量および消費量の推移

地域

数量
（100万㎥）

年平均増減率
(%)

実績 予測 実績 予測
1965年 1990年 2005年 2020年 2030年 1965‒1990年 1990‒2005年 2005‒2020年 2020‒2030年

生産量
アフリカ  
アジア・太平洋
欧州 
中南米・カリブ海  
北米 
西・中央アジア
世界 
消費量
アフリカ 
アジア・太平洋
欧州  
中南米・カリブ海 
北米 
西・中央アジア 
世界 

3 8 9 11 14 3.7 0.5 1.6 1.9

64 105 71 83 97 2.0 ‒2.6 1.1 1.6

189 192 136 175 201 0.1 ‒2.2 1.7 1.4

12 27 39 50 60 3.3 2.5 1.7 2.0

88 128 156 191 219 1.5 1.3 1.4 1.4

2 6 7 10 13 4.6 1.5 2.6 2.2

358 465 417 520 603 1.1 ‒0.7 1.5 1.5

4 10 12 19 26 3.6 1.2 2.8 3.5

64 112 84 97 113 2.3 ‒1.9 1.0 1.6

191 199 121 151 171 0.2 ‒3.3 1.5 1.2

11 26 32 42 50 3.3 1.5 1.7 1.8

84 117 158 188 211 1.3 2.0 1.2 1.2

3 7 13 18 23 4.0 3.7 2.5 2.2

358 471 421 515 594 1.1 ‒0.8 1.4 1.4

注：データは端数処理。
出典：FAO, 2008a, 2008c
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図51 製材の生産量の推移
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図52 世界における合板等の生産量の推移
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成）木材製品に取って代わられるため、消費量はさほど大きな伸びをみせない

ものと予想される。

合板等

　合板等――普通合板、合板、パーティクルボード、ファイバーボード――は

現在、生産量、消費量ともに製材の半分に過ぎないが、高い伸びを示しており、

2030年までには製材の水準に追いつくと予測される（表22、図52）。ただ、生産

量と消費量の伸びは今後、ほとんどの地域でこれまでよりも若干鈍化する見通

しで、合板等が製材に取って代わるペースが鈍る可能性もある。

　主要な市場（アジア・太平洋、欧州、北米）は現在、生産量と消費量の均衡

が取れた状態にある。今後は、世界の合板等の生産量、消費量に占めるアジア・

太平洋の比率が拡大していくだろう。

　合板等の製品区分のなかでも、普通合板（1960年代には合板等の生産量、消

費量の大半を占めていた）からパーティクルボードとファイバーボードへのシ

フトが進んでいる。どのような木材原料が求められているかを把握する上で重

要な意味を持つこのシフトは、欧州（2005年には合板市場の90％がパーティク

ルボードとファイバーボード）で始まり、北米（70%）で現在進行中である。ア

ジア・太平洋では最近始まったばかりで、まだ普通合板が生産量と消費量の半

分以上を占め、2大生産国（インドネシアとマレーシア）と2大消費国（中国と

日本）もこの地域にある。

　地域別でみると、アジア・太平洋、欧州、中南米・カリブ海が純輸出地域で、

残りが純輸入地域である。純輸出地域でも、欧州が主にパーティクルボードと

ファイバーボードを輸出しているのに対して、ほかの2地域では普通合板が輸出

の中心である。このような傾向が今後も続き、世界の生産量と消費量に国際貿

易が占める比率は26 ～ 27%程度になるものと予想される。

紙および板紙

　合板製品と同様、紙および板紙も世界の生産量が急速に増加しており（ただ
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し、ここ数十年に比べると鈍化）、その年間増加率は1965年から1990年の35年間

が3.7%、1990年から2005年の15年間が2.8%であった。消費量の増加率も、生産

量のそれとほとんど変わらない（表23、図53）。

　これまでは北米が世界の生産量と消費量で首位に立っていたが、アジア・太

平洋と欧州が目覚ましい伸びをみせ、現在ではこれら3大市場がほぼ横一線に並

ぶ状況にある。アジア・太平洋地域が急伸を示している背景には、ここ数十年

における、まず日本、次にほかの一部工業国、そして最近では中国とインドの

経済の急成長がある。

　欧州で生産量が増加している要因の1つに輸出の拡大があり、欧州は紙製品の

輸出量が世界で最も多い。また供給面では、古紙の回収率の高さが、紙および

板紙の生産に有利に働いている。

　主要３地域間の増加率（実績と予測の両方）の差異は、それぞれの紙および

板紙市場・産業の構造を反映している面もある。
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表22　合板等の生産量および消費量の推移

地域

数量
（100万㎥）

年平均増減率
(%)

実績 予測 実績 予測
1965年 1990年 2005年 2020年 2030年 1965‒1990年 1990‒2005年 2005‒2020年 2020‒2030年

生産量
アフリカ
アジア・太平洋 
欧州
中南米・カリブ海 
北米
西・中央アジア 
世界
生産量
アフリカ
アジア・太平洋 
欧州
中南米・カリブ海 
北米
西・中央アジア 
世界

1 2 3 4 5 4.6 3.8 2.1 2.4
5 27 81 160 231 6.9 7.5 4.6 3.7
16 48 73 104 129 4.5 2.8 2.4 2.2
1 4 13 21 29 7.4 7.6 3.3 3.2
19 44 59 88 110 3.4 2.0 2.7 2.2
0 1 5 11 17 6.8 8.9 5.4 4.7
41 127 234 388 521 4.6 4.2 3.4 3.0

0 1 3 4 5 4.8 5.3 1.9 2.4
4 24 79 161 236 7.4 8.2 4.8 3.9
16 53 70 99 122 4.9 1.9 2.4 2.1
1 4 9 12 15 7.0 5.7 2.2 2.3
20 43 70 96 115 3.1 3.3 2.1 1.8
0 2 9 18 28 8.1 10.6 4.5 4.5
42 128 241 391 521 4.6 4.3 3.3 2.9

注：データは端数処理。
出典：FAO, 2008a; FAO, 2008c
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図53 世界における紙および板紙の
生産量の推移
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表23　紙および板紙の生産量および消費量の推移

地域 (%)

1965年 1990年 2005年 2020年 2030年 1965‒1990年 1990‒2005年 2005‒2020年 2020‒2030年
生産量
アフリカ 
アジア・太平洋 
欧州 
中南米・カリブ海 
北米 
西・中央アジア
世界
消費量
アフリカ
アジア・太平洋 
欧州 
中南米・カリブ海 
北米
西・中央アジア
世界

1 3 5 9 13 6.4 4.3 3.9 3.7
13 58 121 227 324 6.3 5.0 4.3 3.6
33 76 111 164 201 3.4 2.6 2.6 2.1
2 8 14 21 27 5.7 3.6 2.9 2.7
48 91 109 141 169 2.6 1.2 1.8 1.8
0 1 3 6 9 9.2 5.9 4.2 3.5
96 238 363 568 743 3.7 2.8 3.0 2.7

1 4 7 14 21 5.1 4.2 4.6 4.4
13 63 128 234 329 6.3 4.9 4.1 3.5
32 73 101 147 180 3.3 2.2 2.6 2.0
3 9 16 24 31 4.7 3.9 2.9 2.6
46 87 106 138 165 2.6 1.3 1.8 1.8
0 3 8 14 20 7.5 7.5 4.0 3.4
96 237 365 571 747 3.7 2.9 3.0 2.7

注：データは端数処理。
出典：FAO, 2008a; 2008c

数量
（100万㎥）

年平均増減率

実績 予測 実績 予測



◦ 現在、世界の新聞用紙の生産は、アジア・太平洋、欧州、北米の3地域がほ

ぼ均等に担っているが、電子媒体の急速な普及により、その伸びが鈍化し

てきた。

◦ アジア・太平洋と欧州は、北米よりも印刷用紙と筆記用紙の生産量が格段

に多い。

◦ その他の紙および板紙の生産量はアジア・太平洋が最も多い。

　紙および板紙は最もグローバル化が進んだ商品群の1つで、生産量に占める輸

出品の比率と、消費量に占める輸入品の比率が高い。1990年代に欧州を中心に

国際貿易が目覚ましい発展を遂げた紙および板紙市場では、今後もグローバル

化が続くであろう。

産業用素材

　最終製品――製材、合板等、紙および板紙――に対する需要が増加しなければ、

産業用素材の需要は生まれない。これら最終製品に必要な木材は、採用される

技術と、木材・繊維廃棄物を使用する可能性の有無によって変わってくる。製

材の生産が拡大すれば、より多くの産業用素材が必要になるが、再生合板の生

産（パーティクルボードとファイバーボード）へのシフトにより、廃材と繊維

廃棄物の潜在的需要が高まり、産業用素材のニーズが減りつつある。また、リ

サイクル政策により再生紙の利用が増え、パルプ材の需要が減った。

　廃材と再生材料の使用の拡大により、木材・繊維の総消費量に産業用素材が

占める比率は、2005年の70%弱から2030年には50%前後にまで低下する見通しで

ある。

　木材原料の相当量（WRME）に換算した全体の派生需要は、産業用素材の消

費量よりも多い。2005年の世界の派生需要は約25億㎥（WRME換算）にのぼり、

このうち17億㎥が産業用素材であった。また、5億㎥（WRME換算）が再生紙で、

残りが木材加工の残余物、再生木材製品、その他を、それぞれ原料としたもの

となっている。

　世界の産業用素材の生産量は2030年までに40%強の伸びを示すものと予想さ
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れる（表24、図54）。これは、木材・繊維の需要全体の増加率予測（ほぼ倍増）

を大幅に下回るが、その背景には、最も高い生産量の伸びが見込まれるのが紙・

板紙部門であることと、紙のリサイクル率が今後上昇することがある。

　増加分のほとんどは3大地域市場が占め、なかでも欧州は、ロシア連邦の寄与

が大きく、最大の伸びを示す（3億㎥以上）。アジア・太平洋と北米でも、人工

林産を中心に、生産量が増加する。

　アジア・太平洋では、生産量が消費量を大きく下回り、その差は2005年の約

4,300万㎥から2030年には6,300万㎥に広がるため、ロシア連邦や、場合によって

は中南米・カリブ海地域の一部諸国など、余剰分のある国に依存することになる。

　欧州は、ロシア連邦の輸出増加などにより、1990年代に産業用素材の純輸入

国から純輸出国になった。一方アジア・太平洋地域では、これとは対照的な

傾向がみられた。ロシア連邦が最近、森林政策を転換させたため（53ページの

BOX 10を参照）、その影響が出ることも考えられるが、このような状況は今後

も続く可能性が高い。
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図54　世界における産業用素材の生産量の推移
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木質エネルギー

　エネルギーの生成に使われる丸太は、数量的には産業用素材に匹敵する。木

材を使用するエネルギーの生成活動には、薪炭用材を用いる昔ながらの加熱・

調理、森林産業で自らが使用するか販売をするために行う発熱・発電（通常、

パルプの生産過程で発生する黒液などの加工廃棄物を使用）、専用の発電施設で

の発熱・発電などがある。

　木材を原料としたエネルギー生産に関する統計は、その用途が多岐にわたる

上に、インフォーマル（非公式）な生産が占める比重が大きいため、入手する

ことが難しい。また、これらの統計を収集する2つの主要な機関――FAOと国

際エネルギー機関（IEA）――についても、採用する定義と主たるデータの出

典が異なるため、それぞれが発表する数字に差異が生じる。IEAが発表するバ

イオマスエネルギーの生産に関する数字には、木材に加えてほかの種類のバイ
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表24　産業用素材の生産量および消費量の推移

地域
(%)

1965年 1990年 2005年 2020年 2030年 1965‒1990年 1990‒2005年 2005‒2020年 2020‒2030年
生産量
アフリカ
アジア・太平洋 
欧州
中南米・カリブ海 
北米 
西・中央アジア
世界
消費量
アフリカ  
アジア・太平洋 
欧州 
中南米・カリブ海 
北米 
西・中央アジア
世界

31 55 72 93 114 2.4 1.8 1.8 2.0
155 282 273 439 500 2.4 ‒0.2 3.2 1.3
505 640 513 707 834 0.9 ‒1.5 2.2 1.7
34 114 168 184 192 5.0 2.6 0.6 0.4
394 591 625 728 806 1.6 0.4 1.0 1.0
10 9 17 15 11 ‒0.6 4.5 ‒0.8 ‒3.0

1 128 1 690 1 668 2 166 2 457 1.6 ‒0.1 1.8 1.3

25 51 68 88 109 2.9 1.9 1.8 2.1
162 315 316 498 563 2.7 0.0 3.1 1.2
519 650 494 647 749 0.9 ‒1.8 1.8 1.5
33 111 166 181 189 4.9 2.7 0.6 0.4
389 570 620 728 808 1.5 0.6 1.1 1.0
10 10 19 22 19 ‒0.2 4.4 1.1 ‒1.3

1 138 1 707 1 682 2 165 2 436 1.6 ‒0.1 1.7 1.2

注：データは端数処理。
出典：FAO, 2008a; 2008c

数量
（100万㎥）

年平均増減率

実績 予測 実績 予測



オマス（すなわち農業残渣と糞）も含まれる。また、その統計には、森林産業

と商業エネルギー事業者による発熱・発電も含まれているが、FAOの統計では、

これらの項目を完全には捉えきれていない。

　これら2つの機関の数値を参考にまとめたバイオマスエネルギー生産に関す

る傾向と予測をみると、世界の生産量は1970年のおよそ530石油換算百万トン

（MTOE）から2005年にはおよそ720MTOEに増え、2030年には1,075MTOEに達

する見込みであることがわかる（表25、図55）。

　これらの数値を木材の消費量に換算すると、バイオエネルギー生産に使われ

た木材は1970年のおよそ20億㎥から2005年には26億㎥に増えたことになる。ま

た、この予測によると、2030年までに最高で38億㎥の木材が必要になる計算で

あるが、今後は需要の一部が、農業残渣やエネルギー作物（短伐の雑木や牧草

を含む）を原料とするバイオマスで満たされることも考えられる。

　世界のバイオマスエネルギーの生産量は2005年まで、年1%未満と比較的ゆっ

たりとしたペースで増加していた。この増加分のほとんどは、今でも木材を主

要なエネルギー源とする開発途上国である。ただし、アジア・太平洋は例外で、

所得の向上にともなう別の便利なエネルギーへの切り替えにより、増加率が著

しく低下している。

　これらの予測値をみると、再生可能エネルギーの政策や目標の導入が進むな

か、欧州と、それには及ばないものの北米で、エネルギーの原料となるバイオ

マスの利用が今後、顕著な伸びを示すことがわかる。欧州では、再生可能エネ

ルギー目標に合わせ、一人当たりのバイオマスエネルギーの消費量が2020年ま

でに3倍に増える見通しであるが、エネルギー作物や農業残渣もある程度、原料

として使われるであろう。また、ほとんどの先進国が2020年に向けて、再生可

能エネルギーの目標値を設定しているため、生産量は2020年まで急速な伸びを

みせるが、その後、増加率が鈍化するものと予想される。

　さらに、セルロース系バイオ燃料が大規模商業生産されるようになれば、木

材に対する需要は劇的に高まり、これら予測値を上回る可能性もある。

　開発途上国におけるバイオマスエネルギーの生産予測にはほかに、下記のよ
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うな興味深い特徴がみられる。

◦ アフリカでは、バイオマスエネルギーの生産量は増加し続けるが、そのペ

ースが著しく鈍化する。本地域では加工部門の規模が比較的小さく、再生
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表25　バイオエネルギーの生産量の推移

地域

数　量
(MTOE) 1

年平均増減率
(%)

実績 予測 実績 予測
1970年 1990年 2005年 2020年 2030年 1970‒1990年 1990‒2005年 2005‒2020年 2020‒2030年

アフリカ 
アジア・太平洋 
欧州 
中南米・カリブ海 
北米  
西・中央アジア 
世界

87 131 177 219 240 2.1 2.0 1.4 0.9
259 279 278 302 300 0.4 0.0 0.6 ‒0.1
60 70 89 272 291 0.7 1.6 7.7 0.7
70 88 105 123 133 1.1 1.2 1.1 0.8
45 64 65 86 101 1.8 0.1 2.0 1.6
11 7 6 8 10 ‒2.7 ‒1.0 2.4 1.9
532 638 719 1 010 1 075 0.9 0.8 2.3 0.6

1MTOE =石油換算百万トン（million tones oil equivalent）
注：データは端数処理。
出典：FAO, 2008a, 2008c

図55 バイオマス・エネルギーの生産量
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可能エネルギー目標を設定している国もほとんどないため、バイオエネル

ギーの原料は引き続き伝統的な木材燃料（薪炭用材）が大半を占める。ただ、

ほかの地域（例えばアジア・太平洋）にみられた傾向と同様に、所得が向

上し、別のエネルギーに切り替える人が増えるにつれて、生産量の伸びは

低下するものと予想される。

◦ アジア・太平洋では、伝統的な木材燃料の生産低下が予想されるが、森林

産業のバイオエネルギー生産量が増加するとともに、再生可能エネルギー

目標を受けて少数の国（例えば中国）でバイオエネルギーの商業生産が行

われることで、全体的には増加する。

◦ 中南米・カリブ海に関しては、地域内の貧しい国で伝統的な木材燃料の生

産が増える一方、経済発展が進んだ国で森林産業などによるバイオエネル

ギーの生産が拡大するため、バイオマスエネルギーの生産量は全体的に伸

びを示す。

要約

　木材製品と木質エネルギーは生産量、消費量ともに、概ねこれまでの傾向に

沿って増加するものと予想される。予測される変化の1つに、中国やインドなど

新興国からの需要の急激な高まりなどによる、アジア・太平洋での木材製品の

生産量と消費量の増加率の上昇がある。だが、最も顕著な変化は、再生可能エ

ネルギーを推進する政策にともなう、欧州を中心とした、エネルギー源として

の木材利用の急増となろう。

　アジア・太平洋地域は、合板等と紙および板紙の主要な生産・消費地域にな

りつつある（ただし、一人当たりの消費量は欧州や北米よりも引き続き少ない

状態が続くであろう）。本地域では、木材生産を増強する取り組みにかなり力を

入れない限り、産業用素材の生産量が消費量を遥かに下回り、輸入への依存を

強めることになる。だが、その人口密度の高さと、用地を巡る争奪戦が繰り広

げられている現状を考えると、本地域で木材生産の拡大を図ることは難しいと
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いえる。

　エネルギー原料として使われる木材の変化、とりわけセルロース系バイオ燃

料の大規模商業生産の発展性は今後、かつてないほどの影響を森林部門に及ぼ

す。輸送コストの上昇によっても、これらの予測は変わってくる可能性がある。

過去20年間をみると、林産物の世界的なバリューチェーンは大抵、輸送コスト

の大幅な低下にともない拡大してきた。これらの要素や為替レートの変動など

が、森林部門の競争力に反映され、大半の林産物の生産と消費に影響を与える。

　さらに、人工林の生産量が伸びることで、産業用素材に対する需要の高まり

にかろうじて対応できると予想されることから、人工林産の産業用素材の使用

はますます増える可能性が高い。これは、ほかの森林の経営にとって興味深い

機会であるとともに、課題ともなる。

林業の粗付加価値

　全世界の森林産業が2006年に生んだ粗付加価値は、全体の1%にあたる約4,680

億米ドルである。金額的には1990年に比べておよそ440億米ドルの増加とはなる

が、他部門よりも伸び率が格段に低いことから、森林部門の比率は低下し続けて

いる（図を参照）｡ サブ部門別でみると､ 1990年から2006年の16年間で、付加価

値は木材加工が著しい伸びをみせ、丸太生産が微増し、2006年における林業部門

の付加価値全体の43%近くを占めるパルプ・紙が前年とほぼ変わらなかった。

　粗付加価値の増加が最も目覚ましい地域はアジア・太平洋で、その大部分にパ

ルプ・紙サブ部門が寄与している（表を参照）。丸太の生産に占める本地域の比率

は、さほど大きく変わっていない。中南米・カリブ海も丸太の生産の拡大などに

より、堅調な伸びをみせている。アフリカも、増加分は丸太の生産によるもので

ある。北米で伸びを示しているのは主に木材加工サブ部門で、パルプ・紙サブ部

門の付加価値は安定して推移している。一方、欧州は、パルプ・紙サブ部門の落

ち込みなどにより、付加価値が唯一低下した。西・中央アジアでは、付加価値が

安定して推移している。

　アジア・太平洋、中南米・カリブ海で木材の生産・加工への投資が増えている
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ことなどから、今後数年間はこのような傾向が続く可能性が高い。
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粗付加価値の推移

地域 (%)

1990年 2006年 1990年 2006年 1990年 2006年 1990年 2006年 1990年 2006年

6 9 2 2 3 3 11 14 1.7 1.3

29 33 21 30 40 56 90 119 1.4 1.0

27 25 57 57 74 60 159 142 1.4 1.0

13 21 6 7 11 12 30 40 2.0 1.9
21 27 35 53 73 67 129 147 1.4 1.0
2 2 1 1 2 2 5 5 0.5 0.3
98 118 123 150 202 201 424 468 1.4 1.0

注：データは端数処理。

丸太生産

（10億米ドル）
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（10億米ドル）
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森林の環境サービスに対する需要を満たす
 

　食料、繊維、燃料と同様、きれいな空気と水、手つかずの自然の景観など森

林がもたらす環境サービスもまた、需要が高まっている。だが、森林の利用

転換が行われている場所では、森林が提供するサービスの減少が避けられな

い。モノの生産とサービスの提供の兼ね合いに配慮しなければならない場合な

ど、このようなサービスの維持は特に困難をともなう。

　公有林は、環境サービスの中心的役割を果たしており、主に市場原理を活用

しない保護区などの規制アプローチにより、提供されている。資源管理で非政

府アクターが果たす役割が増すなか、環境サービスの提供に対する奨励策が必

要であることが明らかになってきた。本章では、森林による環境サービスの提

供についての見通しと課題を考察する。

規制アプローチ

保護区

　保護区の指定は、環境保

護のための重要かつ広く

受け入れられた規制アプ

ローチとなっている。その

主な目的は、環境サービ

スの提供を損なう活動を

制限もしくは禁止するこ

とである。保護区は、い

くつかの区分にわけられ、

それによって保護の度合
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図56 陸域保護区の面積の推移
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いが異なる。

　過去30年間で陸域の保護区（森林保護区だけでなく）の面積は目覚ましい拡

大をみせているが、2000年以降は、横ばいになってきたように見受けられる（図

56）。保護区の総面積は19億haほどで、地球の陸地面積の14.5%ほどにあたる。

1990年から35%増えたことになるが（UN, 2008c）、地域によって保護区の面積に

は大きな開きがある。保護区の管理についての見通しは、保護区拡張の余地と、

その管理の有効性によって変わってくる。

　世界の森林のおよそ13.5%が何らかの区分の保護区に指定されている（Schmitt 

et al., 2008）。人口密度が低い、大規模な森林地域の一部――アマゾン盆地、コ

ンゴ盆地、カナダとロシア連邦の北方林――を除き、保護区のさらなる拡張の

余地は限られると思われる。

　保護区を管理し、きちんと守ることは、極めて大きな困難をともない、その

管理に必要な直接的、間接的な費用をまかなう社会の意欲と能力に大きく左右

される。

　人口密度の高い国では、違法な伐採、木材燃料の採取、放牧、密猟により保

護区が劣化しやすい。立ち入り禁止にしても効果がないため、地元の地域社会

と収入分配の取決めを交わすことを含む、保護区管理への住民の参加を促すア

プローチへと移行してきた。このようなアプローチの成否は、相反する目的の

間の調整を十分に図ることができるかどうかにかかっている。これには、強固

な制度の枠組みと交渉により、その場しのぎでない折衷策を取りまとめる、優

れた調停能力が必要となる。

　採鉱、石油掘削、インフラ、大規模農業などをともなう場合など、大規模な

開発では、保護区が最後のフロンティアとなることが少なくない。土地などの

天然資源に頼って発展している低所得国では、このような選択肢の魅力に抗う

ことが極めて難しいケースが多い。

持続可能な森林経営

　保護区に指定されている森林は世界全体の7分の1に満たず、森林の環境サー
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ビスの大半は、木材などの産品の生産と平行して提供されているのが現状であ

る。生産と環境サービスの提供は両立可能であるが、それもある一定の水準ま

でに限られる。そのため、環境に与える悪影響を最小限に抑え、サービスの継

続的な提供を後押しする木材生産システムの開発に多大な注意が払われてきた。

持続可能な森林経営――森林が持つ経済面、社会面、環境面の機能に対応した

――の実施は、生産と保全という2つの目的の間でバランスを確保するための大

切なアプローチといえる。そして、この持続可能な森林経営では、生態系が持

つ極めて重要な機能を守ることが主な柱となる。「天然施業に近い」や「生態系

アプローチ」は本質的に、形を変えた持続可能な森林経営の一種で、環境サー

ビスに、より重点を置いている。

　持続可能な森林経営のコンセプトを森林経営の枠組みとして受け入れている

国は多いが、その実施の仕方は国によって大きく異なる。多くの先進国のように、

制度が充実し、社会がその高い費用をまかなうことができれば、これを導入す

る際の障壁は少ない。だが、低所得国では、社会面、環境面の基準の順守に要

する費用の上昇分を支払う能力と意欲に乏しいことから、ずっと多くの制約に

直面する。そのため、熱帯地方では、持続可能な経営がなされている森林の比

率が相変わらず非常に低い（ITTO, 2006）。

グリーン公共調達

　合法的に生産された木材製品の購入を徹底させることを目的とする公共調達

政策により、持続可能な森林経営と環境保護が進むものと期待される。例えば、

日本、ニュージーランドと欧州の一部の国は、木材調達のガイドラインを国レ

ベルで定めており、また、調達契約に規制をかける規則を地域、国内レベルで

設けている政府も多い（UNECE and FAO, 2006a）。グリーンビルディングやグ

リーン調達の政策・方針を採用する公共・民間部門のプレーヤーも増えてきた

（Metafore, 2007）（BOX 32）。
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BOX 32    米国のグリーンビルディングの現状

　「グリーンビルディング」とは、建材とエネルギーを保全して、環境に

及ぼす影響を軽減する建設の仕方をいい、将来の水の利用やエネルギーの

需要への配慮、環境に配慮した用地の選定、持続可能な方法で生産された

建材の調達などもこれに含まれる。米国では、多くの政府機関や公立学校

がグリーンビルディング基準を導入している。「エネルギーと環境に配慮し

た設計におけるリーダーシップ（Leadership in Energy and Environmental 

Design）」は米国グリーンビルディング協議会（United States Green 

Building Council）（10 ヵ国以上に会員を持つ世界グリーンビルディング協

議会（World Green Building Council）の会員）が1994年に設けたグリー

ンビルディングの評価制度で、これに基づき、第三者機関が、優れたグリ

ーンビルディングの設計、建設、運営の認証を行う。現在、グリーンビル

ディング関連の法制度、政策、イニシアチブを整備している地方自治体は

55市、11郡、22州にのぼる。

　グリーンビルディングにより、環境の面からも、人間の体の面からも、

より健康的な職場環境を実現できる反面、高いコストを要する点が阻害要

因となることが多い。だが、全般的な効率化により、初期費用を徐々に回

収できるケースも少なくない。

出典：USGBC, 2008

市場メカニズム：需要側

グリーン製品の認証

　持続可能な森林経営の導入では、持続可能な方法で生産された産物に対する

需要と、必要となるコスト上昇分を支払う消費者の意欲があることが主な条件

となる。認証制度は、「規制アプローチから、持続可能な森林経営を促すための

市場原理を活用した奨励策への移行」の象徴といえる。この認証制度は、持続

可能な方法で経営されている森林から生まれた林産物の長所を引き出すことに

世 界 森 林 白 書

— 148 —



より、環境保全の需要側に焦点を合わせている。

　独立した第三者機関から認証を受けた森林は、2008年に世界の森林の8%近く

に当たる3億ha強に達した。第三者認証制度が導入されたのが1993年のことで

あることを考えると、目覚ましい伸びを示している（図57）。森林管理協議会

（FSC）と森林認証プログラム（PEFC）の制度が二大認証制度である。さらに、

多くの国々で国内の認証制度が設けられており、しばしばPEFCに加盟している

（UNECE and FAO, 2006b; ITTO, 2008）。

　2006年に世界各地に供給された産業用素材のうち、24%が認証を受けた森林

のものであった（UNECE and FAO, 2006b）。FSC（2008）の推計では、FSCラ

ベルが貼られた製品の年間売上高は200億米ドルにのぼり、また、PEFCの予測

では、2017年までに世界で生産される丸太の45%が認証を受けた森林産となる

（Clark, 2007）。木材だけでなく、木材燃料やNWFPなど、ほかの林産物の認証

取得も増えてきた（UNECE and FAO, 2007）。

　二大認証制度はいずれも、現在のところ、認証を受けていない木材でも、許
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図57 FSC-PEFCから認証を受けた森林の面積
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容できる森林経営の一定の基本要件を満たしていれば、「mixed source（混在）」

と記されたラベルを貼って、認証を受けた木材と一緒に販売することを認めて

いる（World Resources Institute, 2007）。

　認証制度の主な問題点と傾向を、下に整理した。

◦ 認証制度は熱帯地方での持続可能な森林経営の奨励を目標に掲げてスター

トしたにもかかわらず、2008年時点で認証を受けた森林のうち、熱帯地方

にあるのはわずか10%にとどまる。先進国では経済的、制度的に認証制度を

導入しやすいことから、その大半が欧州と北米である。

◦ 認証制度により、消費者がグリーン製品を好む市場への参入が可能になる

が、認証取得費用をカバーする価格プレミアムは生まれない。特に、認証

を受けていない、生産コストの低い類似品に対する需要がある時には、多

くの生産者にとって、グリーン市場への参入だけでは、認証取得を促す十

分な動機付けにはならない。

◦ 認証制度を広く一般に普及させることができるかどうかは、急成長を遂げ

ている市場（特に中国とインド）の消費者の反応によって決まるであろう。

市場への参入が誘因となって認証制度への参加が促されるかもしれないが、

主な制約要因は供給側に生まれるものと考えられ、特に、認証の取得に最

低限求められる経営水準に達するために投資が必要な場合にはその確率が

高くなる。

市場メカニズム：供給側

　森林所有者に妥当な対価を支払うことで環境サービスの提供を奨励する取り

組みは、森林保全を支える手段として、大きな注目を集めてきた。娯楽サービ

スを対象とした、このような支払いシステムは、かなり前からあったが（例え

ば、レクリエーション地への入場料として）、現在は、流域の保護、多様性の保

全、炭素固定など、ほかのサービスを対象としたものが導入されつつある（BOX 

33）。このシステムの趣旨は、環境サービスを市場で売買されている製品と対等
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の立場に置き、環境サービスの供給に対する先入観を正すことにある。

　環境サービスに対する支払い（PES）制度は、主に流域サービスと炭素固定、

そしてある程度、生物多様性の保全を対象に整備されてきた。エコツーリズム

の人気の高まりも、アクセスフィーや許可料などにより、景観価値と自然価値

を取引する市場の発展を促している。

流域の保護

　流域の保護は、森林が関わる最も重要な環境サービスの1つで、その支払いス

キームが大きな注目を集めてきた。このスキームでは、適切な土地の利用により、

水質と水量を改善させた上流の土地利用者に対価を支払う。このような仕組み

は、サービスの担い手と受け手が直接交流でき、情報が比較的スムーズに流れる、

小規模な流域で最も効果を発揮する傾向がみられる。規模が大きくなればなる

ほど、複雑な仕組みが必要となる。対価は、公益事業会社から土地利用者に支

払われるケースが多い。

　水は必要不可欠かつ有形であるため、利用者は通常、質・量の改善、安定供

給の確保のために自主的に対価を支払う。その上、サービスの担い手と受け手

を所在地域から簡単に把握することができる。それでも、流域サービスに対す

る支払い制度の整備には、下記のような数々の難題を伴う。

◦ 対象となる水文学的過程、特に土地利用の違いが水流の量、質、規則性に

与える影響が不明確。

◦ 民営化に関連しての一般市民の反対、水を利用することは基本的権利であ

るという認識、不平等が拡大する（すなわち、支払い制度により、貧しい

人々が水を利用できなくなる）のではないかとの懸念。

◦ 特に流域サービスの提供者と利用者が多い大規模な流域にみられるような、

PESの整備に必要な取引コストの高さ。

　このように、流域サービスを提供する市場のメカニズムはまだ発展の初期段

階にある。既存の制度は、効率的な交流が可能な、利用者と提供者の小規模な

グループ同士で取り決められたものか、あるいは、必要な料金を徴収し、流域
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の保全の担い手に資金を振り向けることができる大手電気・水道事業者が立ち

上げたものが大半を占める。

CPFのメンバーから寄せられた意見

森林、そして多国間環境協定間のシナジー
　国連砂漠化対処条約（UNCCD）から

　UNCCDでは、多国間環境協定間の、森林によるシナジーの強化に取り組んでい

る。持続可能な森林経営、持続可能な土地管理、気候変動対策は、相互に関係し合い、
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BOX 33    環境サービスに対する支払い（PES）スキームを
　　　　 整備するにあたっての重要な教訓

◦ PESの運営スキームつくりに何年もかかる可能性がある。一番大切なス

テップは、「自発的買い手」を見つけること。

◦ 民間主導型の自主的なPESスキームは現在までのところ、小規模で取引

コストが高く、農村地域のささやかな収入と、保全のささやかな向上し

かもたらさないものが大半を占める。

◦ 政府主導型のPESスキームは、どちらかというと規模が大きく、早く展

開する傾向があり、森林施業の改善に成功した事例もいくつかみられる。

◦ 規制主導型で買い手が民間のPES（例えば排出権取引市場）は、高い期

待を集めてきたが、まだそれに完全には応えていない。

◦ PESスキームには、これを支える法的、制度的な枠組み、財産権の明確化、

小規模農家・農村地域社会に対する支援が欠かせない。

◦ PESプログラムでは、国が最も重要な資金源であることに変わりがなく、

国際社会は触媒の役目を果たす。

◦ 生態系サービスに対する支払い制度に関しては、土地の機会費用が高い

地域で、森林の保全を促す十分な動機付けにならない場合もあり得る。

出典：FAO, 2007d



また、森林の劣化と減少に対する解決策は、土地の劣化に対する解決策と重なり合

う。グローバル・メカニズムは、森林ならびに農業への投資と資金の流れを増やす

ことを目標に掲げ、国の政策プロセスを用いて調整と調停を行い、国家予算におけ

る資源配分の増加、革新的な金融メカニズムの最大限の活用、特定の課題やテーマ

に的を絞った「垂直基金」の定着を進める取り組みを後押しする。

　資金調達の観点からいうと、今後の気候変動施策の中で土地の劣化と森林の劣化

に対処する資金の流れを増やすという考え方は興味深いが、慎重な準備を必要とす

る。責任ある「プロプアー（貧困層に配慮した）」政策の枠組みが整備されれば、国

への環境サービスと、世界の気候変動に対する回復力を、それぞれもたらす小農も、

公正な報酬を得ることができるだろう。今後は、脆弱な生態系のなかで営農する自

給自足農家が、国際市場のキープレーヤーになる可能性もある。

　乾燥地および半乾燥地の森林は、比較的炭素量が少ないとはいえ、比較的速いペ

ースで劣化している地域もあることから、国レベル、国際レベルのスキームの対象

となっている。また、炭素密度が低い林地は、農地と炭素密度の高い森林の間の緩

衝地帯となり得る。そのため、不法侵入、転換、土地劣化の進行と、その結果とし

て起きる砂漠化の防止において、こうした林地の保護は特に重要である。

CPFのメンバーから寄せられた意見

生態系サービスを高く評価する
　国連環境計画（UNEP）から

　気候変動は、森林に大きな課題を突きつけている。森林が持つ「支え、調整す

る」機能と、「森林資源の活用」のあり方に、これがどのような影響を及ぼすのかを

予測することは難しい。気候変動を取り巻く不確実性に対しては、喫緊の課題とし

て、全森林の機能と回復力の維持もしくは強化を図ることが最善の対処策といえよ

う。このような難局が、ひいては国内、国際レベルの森林関係者の連携を強める機

会になる。

　UNEPでは、過去の教訓を精査して、気候変動などの難題に対応するための準備

態勢を整える生態系アプローチを推進している。森林がもたらすサービスを、開発
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戦略の一部とし、財務に関する意思決定に組み込むことが求められる。気候の調節

は、金銭的価値の設定が早急に必要な森林サービスの1つに過ぎない。ほかにも、水

の調整、自然災害からの保護、栄養循環、エネルギー、廃棄物処理、淡水の提供な

どのサービスが挙げられる。

　人口が増え続け、森林の生態系サービスの低下に歯止めがかからないなか、UNEP

では今後、人類の幸せを促進し、紛争と災害を軽減する重要な施策として、全社会経

済層に均等に生態系サービスを分配する取り組みを進めていく。

排出権取引市場と森林

　気候変動による影響を低減する炭素固定に対する支払いは、急成長を遂げ

ている環境市場の1つである。京都議定書に基づき、クリーン開発メカニズム

（CDM）、共同実施、排出量取引の3つの柔軟なメカニズムが構築された。CDM

では、付属書I国（先進工業国）が、非付属書I国（開発途上国）の炭素固定プロ

ジェクトか、これに代わるプロジェクトに投資することで自国の排出量の一部

を相殺して、排出権である認証排出削減量を獲得できる。共同実施では、付属

書I国が共同で、炭素固定プロジェクトやこれに代わるプロジェクトを実施でき、

排出量取引により、認証排出削減量の売買ができる。

　排出権取引市場は、（京都議定書に基づく厳格な規則に従った）参加義務型と

自主参加型の2つに大別できる。排出権取引市場は2007年に、合わせて（すべて

の自主参加型と参加義務型を含め）640億米ドル規模に達し、2006年に比べて2

倍以上の伸びをみせた（Hamilton et al., 2008）。森林活動による排出権がかな

りの比率を占める自主参加型の排出権取引市場も、取引された排出量が倍増し

（2007年が二酸化炭素換算で6,500万トン）、取引額も3倍に増加した（3億3,100万

米ドル）（BOX 34）。

　気候変動による影響の低減策として造林と再造林が強く呼びかけられる一方

で、森林を中心に据えたカーボンオフセット・プロジェクトはベースラインの

設定、永続性、リーケージ（プロジェクト領域内外への影響）、モニタリングの

制約を含む、いくつかの課題に直面している。これらの問題は、森林の減少率
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が高く、通常でも大きな政策的、制度的制約を抱える国で特に深刻である。こ

れらの課題が、CDMに従い、気候変動による影響を低減する役割を森林が発揮

することを妨げてきた（2008年8月現在、登録されたプロジェクト1,133件のうち

再造林は1件のみ）。

　2007年にバリ島（インドネシア）でUNFCCC第13回締約国会議が開催された

ことを受け、ポスト京都議定書の気候変動対策にREDDが盛り込まれるのではな

いかとの期待が高まった。これまで、森林部門（主に森林の減少）が温室効果
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BOX 34    森林と自主参加型の排出権取引市場

　自主参加型の排出権取引市場、あるいは温室効果ガスの排出枠が課せられ

ていない主体によるオフセット取引には、大きく分けて次の2種類の取引方

式がある。

◦ シカゴ気候取引所（CCX）の、組織化され、モニタリングを行うキャ

ップ・アンド・トレード方式

◦ 店頭ベースのオーバーザカウンター（OTC）方式（排出枠を設定せず、

また、通常正式な取引所での取引も行わない）

　2007年の取引量は二酸化炭素換算（CO2e）でOTC市場が4,210万トン、

CCXが2,290万トンにのぼり、2006年に比べてOTC市場が3倍、CCXが2

倍強の伸びをみせた。

　規模の大きい自主参加型OTC市場でみてみると、林業プロジェクト（人

工林、天然林両方の造林・再造林と森林減少を防止する取り組みを含む）が

2007年の取引全体に占める比率は18%にとどまり、2006年の36%から

低下している。森林減少を防止するプロジェクトが取引量に占める比率は

2006年の3%から2007年には5%に上昇している。林業プロジェクト、とり

わけ造林と再造林をともなうプロジェクトは、2006年と2007年の加重平均

価格がCO2eで1トン当たり6.8 ～ 8.2米ドルと、引き続き最も高額なプロジ

ェクトの1つであった。

出典：Gorte and Ramseur, 2008; Hamilton et al., 2008



ガス排出量の17%以上を占めること、そして、森林の減少と劣化への対処が、エ

ネルギー利用の転換を促すよりも費用対効果の高い選択肢となると考えられる

ことが、REDDの経済的、科学的根拠として明確に示されてきた。しかしながら、

森林破壊を食い止めた者に報奨金などを給付するには、複合的な政策が必要で

あり、また同時に、制度面、倫理面の問題も検討しなければならない（Martin, 

2008）。

CPFのメンバーから寄せられた意見

森林の減少と劣化による排出量を削減する
　国連気候変動枠組条約（UNFCCC）から

　森林の減少と劣化により生じた排出量の削減は、一般的に、比較的低コストの温
室効果ガス低減策と認識されている。森林関連の活動により実現が可能であると考
えられる全低減量のおよそ65%を熱帯地方が占め、また全体のおよそ50%が、森林減
少による排出量の削減によって達成が可能であるとみられる（IPCC, 2007）――同
時に、これにより、地元の地域社会や先住民コミュニティの一部ニーズに対応しな
がら、ほかの便益ももたらし、かつ、ほかの多国間環境協定の目的・目標を補完で
きるものと考えられる。
　2007年12月にバリ島（インドネシア）で開催された気候変動条約会議では、開発
途上国の森林の減少により生じる排出量の削減に関する決議が採択された。これ
により、各国政府は、人材育成、技術支援の提供、実証活動、資源の動員を通して、
実施を妨げる障壁（有効な制度的枠組み、十分かつ継続的な資金調達、必要な技術
や適切な政策・積極的な奨励策を利用・活用できる体制の欠如）の克服に努めるよ
う促されたことになる。
　このような活動を支援して、資金を提供し、（森林被覆面積の変化と、それにと
もなう森林の炭素蓄積量および温室効果ガス排出量の変化の評価、基準排出量、森
林の劣化により生じた排出量の推計、国・地方のアプローチが及ぼす影響に関連し
た）手法についての懸案の問題に対処する意向をすでに表明している国もある。ま
た、一部機関がこれらの取り組みで開発途上国を支援するイニシアチブに着手した。
互いに協調する機会を模索して、これら取り組みが相互に補完し合うことを可能に
し、かつ、関与するあらゆる国の便益の最大化を図ることが求められる。
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CPFのメンバーから寄せられた意見

原生林・人工林と、生物多様性の目的
生物多様性条約（CBD）から

　2010年は「国際生物多様性年」であり、この節目の年に、森林との関係をより持

続可能なものにするために新たなスタートを切ることが求められる。

　森林には全陸生種の3分の2が生息している。生物多様性の損失速度を大幅に緩め

るという2010年目標を達成するためには、すべての国の政府と関係組織が森林の減

少を食い止め、森林の持続可能な経営を行う取り組みを一層強化させなければなら

ない。例えば、森林の真の価値の評価を阻む「市場の失敗」に対処する必要があ

る。生物多様性と、森林がもたらす数々の生態系サービスを正確に見積もるととも

に、これらのサービスを市場化することが求められる。森林のガバナンスの向上を

図り、森林経営を社会が選択する仕組みにしなければならない。また、森林の重要

性と価値に関する情報を主要な意思決定者に確実に伝える必要もある。CBDによる

森林の生物多様性作業計画（2008年5月の生物多様性条約第9回締約国会議（ドイツ・

ボン）において見直しが行われた）では、これらの問題すべてに対処している。

　木材製品に対する需要の高まりを受けて、今後、材木のニーズにおいて人工林が

占める比重は増していくだろう。そのため、例えば、保護区をつなぐエコロジカル・

コリドーの設置によって、人工林が今まで以上に生物多様性の目的を満たすことの

できる体制を整えることが重要となる。新たな手法や技術の誕生で、原生林に悪影

響を及ぼすことなく、劣化地だけに人工林を設けることが可能になり、原生林は今

後、主に生物多様性の宝庫、そして、炭素の貯蔵庫としての役割を果たすことにな

ろう。

生物多様性の保全

　生物多様性の保全は、主に公有地において、保護区の指定と管理などによっ

て行われてきた。しかし、公的資金だけでは生物多様性の保全を十分に後押し

することができなくなるなか、多くの国が、その資金を調達するための別の方

法（例えば、受けたサービスに対する支払い制度など）を見出だそうと試みて
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いる。このような制度は、地域社会による生物多様性の保全への参加を促進す

るという目標にもかなっている。例えば、主な収入源を入林料に頼っている民

間の保護区がある。

　保全に対する支払いシステムは多種多様であるが（Jenkins, Scherr and Inbar, 

2004）、その一部を下に示した。

◦貴重な生息地の買い切り。

◦商業的価値を持つ可能性のある種と生息地へのアクセスに対する支払い。

◦生物多様性の保全を図る経営を支援するための支払い。

◦開発権の売買。

◦保全の基本原則を守って事業運営を行う企業への支援。

　これら各々のシステムに適した政策的、制度的な枠組みを整備する必要がある。

　生物多様性保全の市場はまだ誕生したばかりで、発展の初期段階にある。貴

重な生息地に関しては、非政府組織（NGO）や財団を含む国際機関による購

入（自然保護債務スワップによるものが少なくない）が大半を占める。米国で

は、保全地役権制度（民間の土地所有者が補償（租税免除を含む）を得る代わ

りに、特定の開発権を放棄して、環境便益を永久に提供する）が広く普及して

いる（TNC, 2004）。

その他の補償制度

　森林やその他の生育地の開発が回避できない時に、ほかの場所での保全を支

援する国もある。このような制度は、もたらされるサービスの量や質とかなら

ずしも連動していない移転支払いを含み、元来の意味での、環境サービスを提

供する市場には当てはまらない。この典型的な例が、米国の湿地ミティゲーシ

ョン・バンキングで、これは水産資源への影響が避けられない場合に、その代

償として、水産資源を持つ別の区域の整備、保全などを行うものである（US 

EPA, 2008）。

　ほかの例としては、インドにおける補償造林プログラムが挙げられる。この

制度では、林業以外の目的での公有林の利用転換を、劣化地か森林以外の土地
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に造林することによって埋め合わせる。補償金として受け取った資金は、造林、

人工補整による天然更新、森林の経営・保護、流域管理などを含めた森林経営

の向上に使われる。インドでは、このプログラムの管理を専門に担当する政府

部局が設置されている（SME Toolkit India, 2008）。

社会経済的な側面

　環境サービスの提供に対する支援と、規制などの措置の妥当性を、より広い

社会・経済的文脈から検討する必要がある。所得水準の高い国や社会ほど、環

境サービスに対する支払い（PES）を行う意欲も高い傾向にある。一方、低所

得国の場合、特に経済的により魅力のある開発という選択肢に直面した時など

（BOX 35）、環境サービスの提供を優先させることが難しいかもしれない。

　ここで、PESが貧困軽減でどのような役割を果たすことができるのか、とい

う問題が浮かび上がってくる（FAO, 2007e）。生態系市場を中心に、貧困層が利

益を得ることのできない可能性を指し示す兆候もみられる（FAO, 2004）。懸念

されるのは、PESが、土地の適切な利用に取り組むことでサービスを提供する

農家の元に確実に届けられるかどうかである。ただ、環境サービスを提供する

農家の能力は、土地に対する権利や土地の所有形態と、取引コストの動向を左

右する政治的・制度的要因によって大きく変わってくる。そのため、PES制度

を上手く活用できるのは、大土地所有者であることが多い。

　加えて、大半の国に社会的・経済的不平等が存在することを考えれば、市場

が発展し、生態系サービスの販売で利益を得ることができるようになると、貧

しい人々がこれらのサービスを利用しにくくなるのではないかとの懸念もある。

　既存のアプローチによる環境サービスの提供を妨げる最大の要因は、取引コ

ストの高さである。環境市場は、商品市場よりも高度かつ複雑であり、サービ

スの提供の技術面に関する相当量の情報と、制度的、法的な仕組みの整備が必

要となる。このことからも、多くの開発途上国では、環境サービスを提供する

効果的な措置の策定に多大な努力を要するといえよう。
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見通し

　環境サービスの提供についての見通しは一概にはいえない。所得と意識の向

上で、通常は環境サービスに対する需要と、環境の保護に要する経費をまかな

う社会の経済力が高まるとみられる。しかし、生み出されるモノとサービスが

増えると、所得の増加で環境サービスが減少することも少なくない。とりわけ

高度成長期にある諸国では、一時期、森林資源の開発や利用転換を進めることで、

環境サービスを低下させてしまうケースがままある。

　1つの解決策で、すべての状況に対応することはできない。市場原理を活用し

たアプローチと活用しないアプローチ、いずれにも強みと限界がある。経済成

長が環境改善の前提条件であると考えられることも少なくないが、現状はもっ

と複雑である。制度的、法的枠組みなど多くの要素が、環境サービスの提供を

世 界 森 林 白 書

— 160 —

BOX 35    保全に対する支払いを行う意欲と能力

　生物多様性に富んだデルタ地帯の、サトウキビプランテーションへの転換

　ケニアは最近、自然の宝庫であるタナ川デルタのおよそ2,000km2を大規

模なサトウキビプランテーションに転用するプロジェクトに着手した。し

かし、このデルタが、多数の種の生息地であるだけでなく、地元地域社会

の生計を支えてもいる。環境保護活動家や地元住民が反対したことで、司

法の場に委ねられ、プロジェクトは遅延している。

　サトウキビプランテーションを閉鎖して湿地復元

　米国最大の甘しゃ糖の製糖業者United States Sugar Corporationは、エ

バーグレーズの湿地帯の復元に協力して、およそ750 km2のサトウキビプ

ランテーションを閉鎖することに同意した。フロリダ州は同社から17億

5,000万米ドル（推定）でこの土地を買い上げる予定である。

出典：Environment New Service, 2008a, 2008b



安定もしくは増加させる経営を行う国の能力に影響を与えよう。
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制度・体制の変革
 

　制度・体制は、持続可能な資源管理と、社会面、経済面、環境面の変化に対

する社会の適応において重要な鍵となっている。他部門と同様、林業でも、グ

ローバル化とローカル化という2つの全く異なる動きにより、全体的に制度・体

制が多元化する傾向がみられる。グローバル化によって、資本、労働力、技術、

モノの国境を越えた移動が増えたことで、既存の制度・体制に加え、新たな制度・

体制を設けて対応せざるを得なくなってきた。同時に、地方分権と責任の委譲

により、地元地域社会の資源管理への関与が強まっている。国や地域による差

が大きいが、本章では、森林部門の制度・体制が、第1部で概略した新たにみら

れる動向にどのように対応しているのか、その概要を述べる。

林業の制度・体制の変化：概要

　1990年代になるまで、森林部門の中枢を担っていたのは政府の森林管理機関、

いくつかの大規模な事業体、多数の中小規模の事業体（その多くは正規のシス

テムから外れての営業操業）であり、少数の国際機関は、公共の森林管理機関

に対する技術支援を主に行っていた。だが今日では、数多くの制度・体制が幅

広い問題に対処しており、これが森林部門の特色ともいえる（BOX 36）。

　民間部門と市民・社会団体は1990年代以降、目覚ましい成長をみせたが、そ

の主な要因を下に整理した。

◦ 中央計画経済から市場経済への政策転換とグローバル化をはじめとする、

ソビエト連邦崩壊後の政治的、経済的変化。

◦ 1992年の国連環境開発会議（UNCED）を受けての、環境に対する意識や不

安の高まりと、関連するイニシアチブの普及。

◦ 林業の資金調達における変化、すなわち外国直接投資や民間財団による支
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援（BOX 37）の増加と政府開発援助（ODA）の縮小。

　また情報通信技術の進歩が触媒の働きをし、制度・体制のさらなる変化を促

したことで、ピラミッド構造が問題視されて、情報公開の強化を求める声に対

応することが制度・体制に求められるようになってきた（178ページのBOX 45

を参照）。

第２部　今後の動向への対応

— 163 —

BOX 36    森林問題に取り組む制度・体制の区分

　公的な森林管理機関と事業体

◦国家政策の策定、法制化と、国の森林計画を含む計画の立案

◦森林経営、森林産業の管理と、林産物の取引を含む、あらゆる関連業務

◦ 規制・執行機能――森林・樹木資源の管理に関与するほかの制度・体

制の機会均等化

　民間部門

◦ 森林と、人工林を含む他資源の管理

◦ 木材製品、非木材製品の生産、加工、取引

　市民・社会団体

◦ 政策策定・市場開発に対する環境、社会を重視した提言と、意識の醸成

　インフォーマル部門

◦ 木材製品、非木材製品の生産、加工、取引

国際・地域レベルの組織およびイニシアチブ

◦ 森林政策と、環境・貿易関連の政府間プロセス・会議

◦ 融資、開発と、技術移転を含めた技術支援

◦ 地域の連携協定

◦ 科学・技術開発とネットワーク化



BOX 37    米国における民間財団の成長

　米国は、民間財団による開発活動への支援が世界で最も活発な国である。

民間財団が2005年に助成した資金は推計で38億米ドル（1998年は16億米

ドル）にのぼり、その半分近くを保健分野が占める（主にビル・アンド・

メリンダ・ゲイツ財団から寄せられた多額の支援金による）。環境分野が

2004年の助成金の件数に占める比率はおよそ10.4%であった。

出典：Renz and Atienza, 2006

公的機関

　政府の森林管理機関は、引き続き森林部門において大きな力を持っている。

世界の森林の80%以上が公的機関の管轄化にある（FAO, 2006a）。

　政府の森林担当部局が、その国の最も古い官庁の1つであることは決して珍

しいことではない。その多くは当初、森林を保護・経営して、林産物を供給し、

政府に収入をもたらすことを主たる目標に掲げ、規制措置の施行に重点を置い

ていた。また古くより、木材の生産から加工、取引までに加え、林業研究（BOX 

38を参照）、教育、研修・訓練、普及など複数の機能を一元化していた。

BOX 38    公的森林研究の衰退

　公的な森林管理局に従来から研究部門を置く国は多いが、その研究に関

わる制度設計が変わりつつある。政府が出資する独立した機関、大学、民

間部門が、協働ネットワークなどを通して研究を進める傾向が強まり、また、

供給主導型ではなく、需要主導型の色彩がますます濃くなっている。一方で、

こうした変化により、投資のアンバランスが懸念される。目先の利益を生

む応用・適用研究に対する関心が高まるなか、基礎・戦略的研究への支援

が減ってきた。しかも、民間部門の研究成果は一般に公開されないことが

多い。
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　公的支出の削減、様々な関係者の期待の高まり、森林資源の利用を巡る対立

の増加といった難問に直面し、公的機関は自らの経営の目的、機能、構造の再

検討を余儀なくされている（FAO, 2008h）。そうしたなか、大ざっぱな言い方を

すると、森林を経営するための森林の取り締まりから、他者による経営の促進

へと軸足を移してきていると見ることができる（表26）。

　その一方で、なかには、担当閣僚が変更されただけ（とりわけ、農業大臣か

ら環境大臣に移行）、構造面は変わったが機能面に変化がないなど、表面的な改

革もある。複雑さが増す環境のなかで、森林資源の管理に求められる人材を育

成できない公的機関が多く（Nair, 2004; Temu, 2004）、また、長期的な戦略計

画の立案能力やオープンな情報共有能力にいささか欠ける公的機関も多いため、

短期的な圧力や懸念に敏感に反応する傾向がみられる（上層政府機関の姿勢を

反映していることが少なくない）。

　「黒子役」への移行をもっとスムーズに行う戦略のいくつかを下に示した。

◦経営機能から、政策機能と規制機能を切り離す。

◦ 独立した（政府と契約する）民間企業への木材の生産事業と加工事業の委託、

または、すべての商業活動の民営化：通常、より大規模な経済自由化政策

の一貫として実施され、政府の予算危機が引き金となることが少なくない。

◦ 地方分権と経営責任の地方政府への委譲（BOX 39）：通常、より大規模な
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表26　公的森林管理機関の沿革
段階 資源管理の目的 機能・構造

保護 自然環境で生育したものの活用（例えば、天然
林の伐採）
戦略的な理由のために、将来供給する材木を保
護すること

林地の取り締まり
ピラミッド構造

経営 経営改善に投資して資源の状態を向上させるこ
と
人工林を含め、資産を形成すること

生産および資源管理
技術面、経営管理面のスキル
を重視

他者による
経営を可能
にする

他のプレーヤー（民間部門、地域社会、農家な
ど）が資源管理を行うことができるよう支援
もしくは権限委譲と、規制的機能 

これを可能にする環境の整備
解決交渉、容易化・促進、対立の
解消
多様なスキルと、様々な関係者の
ニーズへの迅速な対応を重視



地方分権の政策・行政プログラムの一部として実施されるが、結果は、各

ケースによって大きく異なる（例えばニュージーランド（O’Loughlin, 

2008））。

BOX 39    地方分権型の森林ガバナンスを成功に導く要素

森林部門外

◦ 民主的選挙で選出され、かつ、説明責任を果たすことができる下級政

府への権限と責任の大幅な委譲

◦ 公平で明確な財産権の執行と、適切な規定の枠組みの整備

◦ 政府、民間部門、市民社会による法律の順守

◦ 政府、民間部門、市民社会の各体制の間における有効なつながり

森林部門内

◦ 異なる政府レベル間における効果的でバランスの取れた責任と権限の

配分

◦ 各政府レベルにおける十分な資源と、制度の有効性の確保

◦ すべてのレベルにおける市民社会と民間部門の十分な参加の確保

出典：Contreras-Hermosilla, Gregersen and White, 2008

民間部門

　民間の事業体といっても、しばしば最小限の予算で運営されている個人や家

族経営型の零細事業体や小規模農家から、年間の取引高が小国のGDPを上回る

場合もある大規模な多国籍企業まで多岐にわたる。

企業部門

　企業部門は、伐採権、人工林、木材産業で大きな比重を占めており、収益が

その最大の目的であることは今も昔も変わりがない。企業は、コスト削減と

市場占有率拡大を常に強いられ、極めて競争の厳しい環境で事業を行っている。
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本部門の主な課題と機会の一部を、下に整理した。

◦ アジア新興国の急成長が、木材製品の需要地域のシフトを招いている（第2

部の「木材製品に対する世界の需要」を参照）。需要と収益性が高く、生産

コスト――とりわけ繊維、エネルギー、人件費――が低いとされる国の設

備新設への投資が目立つようになってきた。特に、パルプ・製紙産業では、

合併買収や競争力の低い工場の閉鎖が相次いでいる。

◦ 環境問題と社会問題への社会の関心が高まるなか、企業の社会的責任とい

う信条を守ることを産業界に求める圧力が増すものと予想される（BOX 

40）。「緑（グリーン）の」価値観が今後、サプライチェーン全体にわたる

モノとサービスの調達に影響を与えることになろう。消費者の嗜好が変化

し、認証を受けた製品が好まれるようになりつつあるものの、これが常に、

割高でも購入するという姿勢につながるとは限らない。

◦ 気候変動に対する懸念から、木材製品（炭素を貯蔵し、かつ、生産に要す

るエネルギーが比較的少ない）と産業用木質エネルギーに新たな機会が生

まれるものと予想される。一方、これに関連した主な課題としては、グロ

ーバルなバリューチェーンの急拡大による輸送費の上昇と、木材に対する

需要の高まりが挙げられる。

　上記の課題に対応するための戦略を下に示した。

◦ 中核事業への集中と、非中核事業からの投資の撤退：総合的な大企業とい

う従来のモデルは今や、会社や、公式（フォーマル）なシステムから外れ

た請負業者や在宅労働者を含む関係者らを国を越えて結ぶ、高度にネット

ワーク化されたグローバルなサプライチェーンに取って代わられつつあ

る。収益性向上のために生産拠点を海外に移転する企業もあれば、提携契

約などにより農家に木材生産を委託するケースもありうる。林産物を扱う

会社の間では、大きな資本ストックを森林の所有以外に流用できないこと

で、短期的なキャッシュフローと株式市場における価値に悪影響が及ぶと

の認識が高まってきた。投資の撤退は、新たなプレーヤーの登場を招いて

いる（BOX 41およびBOX 42）。
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◦ 研究開発への投資：企業部門は研究開発への投資をけん引し、応用・適用研

究や新製品、競争優位性を確立するためのプロセスの開発に力を入れて、顧

客の環境面の需要を満たしている。本部門は公的研究の成果を活用すること

も多々ある。企業部門が経営する人工林は、生産性が最も高い部類に属する。

BOX 40    企業の社会的責任

　民間部門で収益性を重視し過ぎると、社会コストと環境コストの上昇

を招くことがままある。これらコストに対する社会の認識が高まるにつ

れ、環境問題や社会問題に関わる規制基準の順守を民間部門に求める声が

強まってきた。産業界でも、特に環境意識の高い消費者に「グリーン」な

印象を与えることは有利だと気付き始めたのではなかろうか。業界団体が

策定した企業の社会的責任に関連する基準は多く、グリーン・オーディッ

トの義務づけも進んでいる。2006年には森林・紙協会国際委員会に所属

する61社の最高経営責任者がローマで、地球の持続可能性に関する誓約を

まとめた声明に署名した。また、持続可能な発展のための世界経済人会議

（WBCSD）は、環境面、社会面に配慮した、木材・紙製品の持続可能な調

達に関するガイドラインをまとめた（WBCSD and WRI, 2007）。環境に対

する意識の高まりと、情報の入手をしやすい環境が、今後、産業界が上辺

を取り繕ったような「グリーンウォッシング」で自らの責任を放棄するの

を防ぐ一助となろう。

BOX 41    機関投資家：TIMOsとREITs

　人工林に投資をするのは従来、政府、小口所有者、産業林所有者が大半

であった。しかし、森林投資管理組織（TIMOs）や不動産投資信託（REITs）

などの経営の仕組みが生まれたことで、北米を中心に、森林の所有者が業

界関係者から機関投資家へと大きくシフトしてきた。このような動きは、

オーストラリア、フィンランド、ニュージーランド、南アフリカ、スウェ
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ーデンなどでもみられる。人工林と天然林経営への機関投資家による投資

額は世界全体で、1985年の10億米ドル弱から2007年には300億米ドル強

に急増した。TIMOsの数も、1980年代には2、3しかなかったが、2007年

には25を超え、TIMOsの管理下にある民有林地はおよそ2,000万haにのぼ

る。米国では、（生産と加工の両方に従事する）森林関連の総合企業が所有

する森林は1994年の1,950万haから2007年には400万haに減少している

（Neilson, 2007）。

　利益のみを追求する機関投資家による森林の所有が増えると、森林の経

営と研究に対する長期的な投資が細ると同時に、民有林地の商業開発が加

速するのではないかと懸念する声もある。だが、売却可能な森林面積に限

りがあるため、TIMOsの成長は鈍化するものと考えられる。

出典：FAO, 2007f; Sample, 2007

BOX 42    国家資産基金：新興の林業投資プレーヤー

　各国の外貨準備高は2001年以降、一般に定着している適正水準を遥かに

超え、急速な伸びを示している。一部政府がこれを投資に運用するために

設立した機関が、国家資産基金（SWF）である。51のSWFが保有する総資

産は2008年第一四半期、推計でおよそ3兆5,000億米ドルにのぼり、今後、

2010年までにおよそ5兆米ドル、2015年までに12兆米ドルに達するもの

と予想される。SWFは、不動産、プランテーション、国債など、数多くの

資産クラスに投資している。森林地に投資しているSWFはすでに4つある。

出典：FAO, 2007f; Friday Offcuts, 2008

その他の民間事業体および地域密着型事業体

　グローバル化により、中小規模の事業体は新たな機会を手にすることができ

たが、その一方で、今後も熾烈化する競争に勝ち抜くため、創意工夫を続ける

必要があるだろう。この活力あるセグメントの長期的な業績に影響を与えるで
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あろう問題を、下に整理した。

◦ 所有権、法的枠組み、対等化：規模にかかわらず、あらゆる事業体の発展

には、所有権と土地保有権の保証が必要となる。地元地域社会にどの程度、

土地に対する権利が付与されるかは、その国の政策や法制度により異なる。

規則や規制基準が大規模な事業体のニーズに合わせてをつくられているた

めに、中小規模の事業体や地域社会の制度・体制が不利な立場に置かれた

ままの国も多い。

◦ 採算性の足かせとなる制約：地元地域社会は多くの場合、劣化が激しく生

産性が極めて低い土地しか利用できず、必要となる投資に相応する利益を

得ることができない。また、投入物（信用を含む）を入手できず、市場へ

の参入機会に恵まれないことも多い。小規模な事業体の多くは低付加価値

製品の生産に目が向いているため、所得の向上になかなかつなげることが

できない。また、地元の市場は、グローバル企業との競争の激化に直面し

ている。起業家の、変化する機会と課題への対処能力が不十分であることが、

引き続き最大の制約といえる。

◦ ガバナンスと利益の配分：力関係の差から、利益の配分が不平等となり、

長期的な持続可能性が損なわれている地元地域社会の事業体もある。この

問題は、経営と説明責任の民主的で透明なシステムがなく、地元の既得権

益がはびこる地域では、特に深刻である。

　中小規模の事業体がこれらの課題に上手く対応する上で、手助けとなってい

る材料を下に示した。

◦ インターネット、電子商取引などのツールによる、情報や機会へのアクセ

スの向上。

◦ 協会や連盟の設立と、市場参入機会、投入物やサービスへのアクセスの向

上による、事業活動の拡充。

◦ 中小規模の事業体のニーズに合った技術を開発する取り組みの強化。

◦ 地元のバリューチェーンの競争力を高める、輸送費の急激な上昇。

　事業の拡大と交渉力の強化には、制度の充実が欠かせない。制度が充実すれば、
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地域社会に根差した資源管理を採算のとれるものにする上で不可欠な新技術を、

地域社会が活用できるようにもなる。

市民・社会団体

　この数十年間のうちに、市民・社会団体は多くの国で森林関連の問題で主要

なプレーヤーとなってきており、現状を疑問視し、透明性を高める役割を果た

すことも多い。森林の将来をあらゆるレベル――地元、国、世界――で新たに

形作る主力の1つとして浮上してきた。

　先住民グループは互いに力を合わせて統一戦線を組み、国際的な会合やプロ

セスで首尾一貫したメッセージを発信することで、今や地元レベルにとどま

らず、世界的なレベルで影響力を持つアクターかつ権利擁護団体となっている。

彼らの組織的な取り組みが、先住民の林地に対する権利の認識と回復の進展に

つながった。2007年に国連で「先住民の権利宣言」が採択されたことは、これ

に拘束力がないとはいえ、画期的な出来事といえる。

　地域社会の林業団体と保全団体には、連合（BOX 43）、森林住民プログラム

（Forest Peoples Programme）などの地元地域社会団体、擁護団体、ネットワ

ーク組織のネットワークや、地球の友インターナショナル、世界熱帯雨林運動

（World Rainforest Movement）、世界森林同盟（Global Forest Coalition）など

の同盟がある。地元地域社会による林業が世界各国で成長を遂げていることを

背景に、これらの団体は森林と暮らしのつながりを強く訴えている。世界自然

保護基金（WWF）、コンサベーション・インターナショナル（CI）、ザ・ネイ

チャー・コンサーバンシー（TNC）、野生生物保全協会（Wildlife Conservation 

Society）、国際自然保護連合（IUCN）（会員を傘下におさめる包括的な団体組織）

などの国際環境NGOは、運営資金が最も潤沢で、おそらく林業分野で最も影響

力のある市民・社会アクターである。視点やアプローチの仕方が異なるとはいえ、

これらの団体はいずれも、生物多様性の保全、保護区の拡張、森林認証の推進、

森林ガバナンスの強化による違法な伐採と絶滅危惧種の取引の防止に主眼を置
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いている。

　関連団体としては、認証、フェアトレード、有機農業、持続可能な農業、エ

コツーリズム、グリーン投資など、市場原理を活用したアプローチによる保全

と持続可能な森林経営を促進する市民・社会団体が挙げられる。これら組織の

なかには、FSCやPEFCなど林産物の生産者と消費者の姿勢に変化をもたらした

ものもある。

　例えば、国際環境開発研究所（IIED）、世界資源研究所（WRI）など、「シン

クタンク」の機能を果たし、主要な分野の知識を向上させている国際環境NGO

も多い。

　これに加え、多くはまだどちらかというと非公式（インフォーマル）では

あるが、複雑に張り巡らされた国内・地域・世界レベルのネットワークがあり、

農業者、森林に依存する地域社会、小規模な取引業者、地元の活動家を結び付

けている。このような連携は最早、大規模な国際環境保全団体や主要な開発団

体の独壇場ではない。

　全体的にみて、市民・社会団体は、政府や企業部門など、大きな影響力を持

つプレーヤーに対抗する勢力として力をつけてきた。このように実力をつけた

主な要因を下に整理した。

◦ 市民レベルとの緊密な交流と、地元の問題の把握。

◦ 資源管理問題への分野横断的なアプローチ。

◦ 関係者や資金源との効果的なコミュニケーション。

◦ ネットワークや協会・組合の上手な活用と、他プレーヤーとの強固な連携

体制の構築。

◦ 主要な問題に関する詳細な調査と、地元の施策を支援するための、その調

査結果の活用。

　社会・環境問題に対する認識が高まっていることで、市民・社会団体が林業

で果たす役割は、今後さらに増すことになろう。

　これからは、森林と人間の生態系や文化の多様性をより実態に即して反映し

た、制度と経済の複合化へのシフトが求められる。こうした複合化は、分散化、
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多様化する一方で、分かち合いを基本とした森林経済において、森林がすべて

を取り込む役目を果たす手助けをするために必要となる。意図的に保たれてい

る、力の絶妙な平衡状態に、今非常に必要とされる混乱を、市民・社会アクタ

ーが生じさせている（J. Campbell, personal communication, 2008）。

BOX 43    ネパールの地域林の連合

　ネパール地域林利用者連合（FECOFUN）は1995年に設立された森林利

用者の権利擁護団体で、資源管理における地元住民の権利を全国的に代表

している。ネパールにある75地区のほぼすべての農業者――老若男女――

で構成されたFECOFUNは、地域社会に根差した団体が進化、成熟し、農

村社会の重要な機関となった模範例といえる。実際、ネパール最大の市民・

社会団体である。

　FECOFUNとネパールの地域林業は、農村地域の住民が森林に依存して

いることを理解して、農村地域の現状に合わせた奨励制度を構築したから

こそ、成功を収めることができた。

出典：FECOFUN, 2006

インフォーマル部門

　特にフォーマル部門以外で営業する中小規模の事業体が多い場合など、フォ

ーマル部門とインフォーマル部門を分ける境界線があいまいな時もある。フォ

ーマル部門以外の部門のプレーヤーは、政府の規制策によりインフォーマル部

門に追いやられた、地元に従来からある森林経営の仕組みから、多くの国でみ

られる制度の脆弱さを悪用した違法な伐採のネットワークまでと多岐にわたる。

　どこまで拡大しているのか、その範囲を特定することは難しいが、インフォ

ーマル部門は相変わらず世界各地で大きな影響力を持つ。国際労働機関（ILO）

の推計では、林業の場合、インフォーマル部門が創出する雇用数は、フォーマ
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ル部門と変わらない（か、あるいは、2倍に達する）（ILO, 2001）。これら雇用の

大半は、木材燃料と非木材林産物（NWFP）の生産や採取が占める。木材燃料

の収穫を中心とした、自給自足のための無給の作業に携わる労働者は推計でお

よそ1,400万人（常勤換算）にのぼり、その90％が開発途上国にいる。また、イ

ンフォーマル部門の雇用は、しばしば女性が主流をなしている。

　小規模な森林事業体の多くは、財産権の定義のあいまいさや、参入障壁が高

く、それに付随する取引コストも高いといった不利な事業環境などが足かせと

なり、非公式（インフォーマル）に営業している。規制基準が複雑で分かりに

くく、柔軟性に欠ける国では、インフォーマル部門が占める比重が圧倒的に大

きい（World Bank, 2006）。コスト削減を迫るフォーマル部門の圧力の高まりが、

インフォーマル部門の成長を助長する状況にある。社会・環境規範の順守を怠

ることで生産コストの削減を図っているフォーマル部門外の企業に、仕事が外

注されることも少なくない。

　この問題への対処では、起業を阻む障害を取り除いて、参入しやすい事業環

境を構築する取り組みに政府が力を入れるかどうかが、鍵を握る。与信を受け

ること、市場への参入、技術の利用を容易にすれば、一部プレーヤーをインフ

ォーマル部門からフォーマル部門に移動させることができるのではないかと考

えられる。

　違法な伐採に対処するために現在、森林法の執行とガバナンス・プロセス、

追跡・検証システム、資金洗浄対策など、政府間の取り組みが進められているが、

このような一丸となった対応も鍵を握る。

国際機関

　民間部門や市民・社会団体ほど変化への対応が早いとはいえないが、森林関

連の国際機関も過去20年間で進化を遂げている。1990年まで、国際連合（UN）や、

その他の政府間組織、国際研究・金融組織、二国間援助機関では、木材製品の

生産に主たる重点を置いた技術支援に力を入れていた。施業法・森林経営、森
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林産業、研究、教育、研修・訓練、普及といった分野が優先されていた。

　1992年の国連環境開発会議（UNCED）以降、持続可能な森林経営という目

標が最重要視されるようになり、国際機関も取扱う問題の範囲を広げ、社会問

題、経済問題、環境問題に対処し始めた。新たなタイプの国際的な制度・体制

（国連の森林政策プロセス、環境会議・協定、地域レベルの政府間プロセス）が

誕生し、これら問題に関連したイニシアチブとパートナーシップも増えてきた。

各プログラムでは、政策と制度の後押しに今まで以上に力点が置かれ、ガバナ

ンス、貧困の軽減、そして最近ではミレニアム開発目標の枠組みへの林業の取

り込みが一層重視されている。気候変動に対する懸念が高まるにつれて、その

影響の軽減策と対応策の模索が優先課題として浮上してきた。

　制度とイニシアチブの普及には、細分化を最小限に抑え、重複を避けるため

に本格的に取り組む必要があった。重複をなぜ避けなければならないのか。そ

れは、各組織・機関の場合、一般にその構成メンバーから取り上げるように要

請されるのが最新の「ホットな」問題であり――同時に、資金を調達できる分

野で活動をする必要があるが、資金を調達できるのも得てして「ホットな」問

題となるためである。細分化については、制度やイニシアチブが国際レベルで

細分化されていると、部門ごとの縦割りで開発努力が進められている国などで

特に、国レベルの問題の悪化を招く。問題が最も深刻化するのは、調整能力不

足の国である。

　細分化と重複に対処する取り組みとしては、様々な国連機関がばらばらに進

めている活動の、国レベルでの調整を図ることを目的としたアプローチ「One 

UN（1つの国連）」（UN, 2006b）や、森林に関する協調パートナーシップ（CPF）

――国際的な森林政策プロセスを協調して支援する事例（BOX 44）――などが

挙げられる。

　加速するグローバル化と、相次いで浮上する国境をまたいだ経済問題、社会

問題、環境問題には、実効性のある国際的な制度で対処する必要がある。今後

数年間に起きる可能性のある変化の一部を下に示した。

◦ 資源の制約と、現場での具体的な成果を求める圧力に対応した、制度の整
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理統合。

◦ 情報化の進んだ社会のニーズに応えた、プロセスから具体的なアウトプッ

ト・結果へのシフト。

◦ 見解や認識が近い国々が共通の問題に対処できるような、地域・準地域レ

ベルなどのグループのイニシアチブを重視する傾向の強まりと、林業問題

に対する地域・準地域経済圏の関心の高まり。

BOX 44    森林に関する協調パートナーシップ

　森林に関する協調パートナーシップ（CPF）とは、14の国際機関と主要

な森林計画の事務局による自主的な取決めで、森林に関する国際的対話と、

持続可能な森林経営の国レベルの実施を後押しする取り組みにおける協調

を強化することを目的としている。森林関係の報告作業の合理化と定義の

統一化に向けたイニシアチブは、世界全体、地域内、国内における森林の

ためのプロセスの整備に役立ってきた。最近のイニシアチブとしては、世

界的な検討課題である気候変動への戦略的な共同対応や、国際的な政策プ

ロセスに協力するための科学的知識の統合などが挙げられる。

見通し

　新たなプレーヤーの登場に伴い、制度・体制間の勢力地図が今まで以上に複

雑になり、プレーヤー間のバランスが変わってきている。世界的にみて（すべ

ての国ではないが）、新たな情報通信技術の誕生などによって、競争の場が開か

れつつある。強く求められてきた多元主義の広まりにより、中小企業や地域社

会の組織は新たな機会を得ることができるようになった。社会・環境問題に通常、

照準を合わせる市民・社会組織と、経済面に通常、重点を置く民間部門の組織は、

ともに力をつけ、その数も増しており、資金調達と投資の点で、公共部門や国

際機関よりもますます有利になっている。これまで場を支配してきた政府の森

林管理機関も、変化に適合できなければ、無用の長物となりかねない。グロー
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バル化の加速にともない、TIMO、REIT、国家資産基金、排出権取引制度など

の新たなプレーヤーが、世界の制度・体制の地図を塗り替えることも考えられる。

各制度・体制は今後、細分化のバランスを取り、一元的な取り組みを行うために、

大きな圧力に直面するだろう。

CPFのメンバーから寄せられた意見

法的拘束力のない文書と森林の今後の優先課題
国連森林フォーラム（UNFF）から

　2007年12月に国連総会で採択された「すべてのタイプの森林に関する法的拘束力

を持たない文書（NLBI）」は、持続可能な森林経営に関する世界的な合意内容を具

現化したもので、下記の森林に関する世界的な4つの目標を、今後の優先課題として

掲げている。

◦ 持続可能な森林経営により、世界的な森林被覆面積の減少を食い止める。

◦ 森林に依存する住民の暮らしの向上などにより、森林由来の経済面、社会面、環

境面の便益を強化する。

◦ 森林保護区や、持続可能な経営が行われるその他の森林の面積を世界的に大きく

増やす。

◦ 持続可能な森林経営を対象とした政府開発援助（ODA）の減少を食い止める。

　UNFFでは、NLBIの採択と、その新たな複数年の作業計画の策定により、森林に

関連する喫緊の課題の一部について検討する態勢を整えている。2009年に、気候変

動にともなう課題への対処に森林がどのように貢献できるか、また、生物多様性の

保護と砂漠化防止で森林がどのような役割を果たすかについて話し合う。森林がも

たらす便益を確保するとともに、長期的な企画立案を短期的な利益よりも確実に優

先させるためには、ガバナンスや適切な参加型意思決定などが極めて重要な課題と

なろう。
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森林科学・技術の進歩
 

　科学・技術体系は、基礎・戦略的研究、応用・適用研究や、およびそれらの

成果を含む。林業技術が関連する分野は、次の2つに大別できる。

◦ モノの生産と環境サービスの提供を行うための森林・樹木資源の管理

◦ 木材・非木材製品の収穫、輸送、加工

　これらの分野のなかで、開発は次の目的のいずれか、またはそれ以上に重点

を置く傾向にある。

◦ コスト削減と生産性向上

◦ 新製品・サービスの開発

◦ 資源の保全と、環境に与える影響の低減

◦ エネルギー効率の向上

　これらの目的を達成する上で顕著な働きをしているのは、バイオテクノロジー、

ナノテクノロジー、情報通信技術（BOX 45）など比較的新しい分野である。

BOX 45    林業における情報通信技術

　情報通信技術（ICTs）の発達は、林業に直接的、間接的に多大な影響

を及ぼし、かつ、グローバル化を中心となって加速させてきた。インター

ネットと移動体通信は、中小規模の事業体を含め、グローバルな情報の環

にこれまで入れなかった者に、過去に例をみないチャンスをもたらしてい

る。ICTsにより、労働生産性が向上し、コストが削減され、収益が上昇した。

オンラインストアは、木材関連の製品とサービスの提供者に市場機会を与

えている。

　ICTsは、林業制度の変革も促している。情報共有の容易化とグローバル

なネットワーク化で、縦割り組織の威力が低下し、小さな組織が力をつけ

てきた。ICTsにより、一般市民が入手、精査できない情報がほとんどなく
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図58  IUFRO会員の地域別内訳(2008年)

出典：IUFRO, 2008

アフリカ：29ヵ国
アジア・太平洋：26ヵ国
欧州：38ヵ国
中南米：カリブ海：16ヵ国
北米：3ヵ国
西・中央アジア：6ヵ国
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23%
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35%

なったことにより、透明化と説明責任が、空前の規模で普及・浸透しつつあ

る。ICTsは、森林の減少、生物多様性の損失、森林火災、先住民コミュニ

ティの周縁化など森林関連の問題に対する意識の喚起も促している。

出典：Hetemaki and Nilsson, 2005; Nyrud and Devine, 2005

　環境サービスを提供するための科学的基盤の充実に取り組む研究分野が拡大し

つつある。この取り組みでは通常、生態系プロセスと様々な度合いの人的介入が

もたらす影響についての研究が行われる。例えば、気候変動による影響の低減と

これへの対応を図るためには、土地の利用法によって異なる炭素移動量を把握し、

生態系や種が変化にどのように対応しているのかを理解するための多大な努力が

必要となろう。
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　先進国と開発途上国とでは、教育や研修・訓練、インフラに対する投資力の

違いを大きく反映し、科学・技術力に大きな開きがある。大づかみに捉えると、

国際林業研究機関連合（IUFRO）の会員の地理的分布は、地域間の研究能力の

違いを映し出しているといえる（図58）。

　制度が細分化されていることなどから、科学的知識を技術に変え、さらにそ

れを応用するという大きな課題の解決にはまだ至っていない。「技術」は、現状

に合わせて取り入れる必要がある。したがって、1つの業務に活用できる技術の

選択肢が多く、そのなかから選ばなければならないケースも少なくない。

　かつては森林科学・技術開発は、公共部門の森林管理機関が主導していた。

現在では、プレーヤーの数が格段に増え、概して公共部門の役割が縮小し（表

27）、その能力も急激に低下している国が多い。

表27  森林科学・技術分野のキープレーヤー
キープレーヤー 研究の焦点 一般的な傾向

公共部門の森林
研究機関

森林と林業のあらゆる側面に
関する基礎・応用研究。
大部分の研究は、需要主導型
ではなく、下流の応用・適用研
究の基礎を築くためのもの。

若干例外があるものの、予算削減とそれにと
もなう人材削減により衰退。
研究対象項目の細分化と、研究分野間の連携
の弱さ。

大学 焦点は主に林業学、そして限
定的にではあるが、技術開発
につながる応用研究。

公共部門からの資金援助が細っているため、
応用・適用の色彩が濃い、 産業界との共同研
究に軸足を移すことを余儀なくされている。

産業界 大企業が中心となって進める
需要主導型の研究。
焦点は、特許の対象となり得
る新たなプロセス・製品の開
発につながる応用・適用研究。

競争力強化のために投資を強化。
その基礎研究力を活用することを最大の目的
に、公的研究機関や大学と提携。

公共部門の国際
的研究機関・ネ
ットワーク

世界・地域レベルの問題と、研
究のネットワーク化（だが、
数的に非常に少ない）。

焦点を林業の技術的側面から政治問題に移し、
社会面、環境面に重点を置く姿勢を強めてい
る。

国・国際レベルの政策プロセスを中心に、影
響力を拡大している。

独立系シンクタ
ンクと市民・社
会の研究機関

主に政治問題で、特に環境・社
会問題に重点を置いている。
政策提言・権利擁護のイニシア
チブの支援に焦点を当てている。

設備・機械類の
メーカー

特定の作業向けの様々な技術
を利用した機械類・設備の製造

競争が激化して、機械類のグレードアップと
新たな機能の追加を絶えず行う必要がある。



第２部　今後の動向への対応

— 181 —

CPFのメンバーから寄せられた意見

今後の研究課題
　国際林業研究機関連合（IUFRO）

　IUFROは、森林分野の研究者のグローバルなネットワークにおいて中核的な役割

を担う機関で、次の3つの戦略的目標を掲げている。

◦ 森林と人のための研究の強化。

◦ 戦略的なパートナーシップと協力の拡大。

◦ 科学界内のみならず、学生、政策立案者、社会全体とのコミュニケーション。お

よびつながりの強化。

　第三者的立場からの科学についての専門知識と情報を提供するため、IUFROでは

定期的に、新たに浮上してきた問題のなかでどれが重要であるかの把握と、自らの

活動の評価を行う。

　IUFROでは、下記などが今後、森林分野の研究課題となると考える。

◦ 木材・非木材のモノとサービスに対する世界的な需要の高まり。

◦ バイオエネルギー。

◦ 気候変動による影響。

◦ 土地の争奪戦と森林の減少をいかに食い止めるか。

◦ 遺伝子組換え樹木と育成林業の役割。

◦ 外来の害虫と病原体の侵入。

◦ 生物多様性の保全。

◦ 社会的・行動プロセス。

◦ 世界経済の動向が地元の経済と暮らしに与える影響。

　研究内容を一般に説明し、そのプラスの効果を実証することを科学者に求める声

が社会で高まってきた。また、政策立案者や実務家を含む、科学的情報の利用者の

間では、研究対象項目の取りまとめに自らが関与することを望む傾向がますます強

まっている。ネットワーク化は、科学界だけでなく、その恩恵を現在受けている者や、

今後受ける可能性のある者が研究内容の理解を深め、その効果を上げる一助となり

得る。
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一部分野の科学・技術

森林経営

　20世紀は大体において、天然林が木材やその他の林産物の主な供給源であり、

森林研究は、持続可能な経営に焦点が当てられていた。貴重な種の密度、その

成長速度、必要な光量と湿度、その自己再生能力、市場性のある種とない種の

間の競争を考慮に入れて、様々な施業法（例えば、択伐・母樹保残施業など）

が開発されてきた。森林がもたらす環境サービスの質の低下を避けるために低

頻度の収穫が採用され、脆弱な区域での伐採が禁止された。

　だが、木材の供給源が徐々に人工林に移行し、天然林の大部分で木材生産が

禁止されるなか、多くの国でこのような低頻度の経営システムが廃止されてき

た。技術の進歩は、本来の質とサイズにかかわりなく木材を加工することを可

能にしたが、同時に、これらのシステムに対する関心を奪う一因ともなっている。

　天然林の研究では、持続可能な森林経営の基本方針に沿った環境面、社会面、

経済面の目標の統合に一層主眼が置かれるようになってきた。国、地域、国際

レベルのイニシアチブには、持続可能な森林経営に向けた進捗状況を測定する

基準や指標の策定に照準を当て、採用すべき技術の内容を示すものが多い。持

続可能な森林経営を行うには、科学・技術の基盤を大幅に強化する必要がある。

そのために、多くの研究が、生態系の構造と機能、生態系の構成要素とプロセ

スの間の空間的・時間的関連性、およびその周辺やもっと広い社会的、経済的

状況との関係に焦点を当てるようになってきた。だが、このような研究を進め

ることは未だに困難を伴い（CIFOR, 2004）、それは、特に開発途上国で顕著で

ある。

　膨大な量の空間的・時間的データを分析、整理する処理速度の高速化技術が、

一部の国で森林経営に大きな変革をもたらしており、今後、さらに広まるもの

と予想される。衛星画像の解像度が向上して、それを解析するソフトが開発さ

れれば、森林の減少、病虫害、火災など、壊滅的な事態をもたらす恐れのある

状況のリアルタイムな監視に役立つだろう。地理情報システム（GIS）と全世
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界的衛星測位システムから森林経営者が受け取る、森林資源の実態や現状に関

する情報は、精度が向上しているだけでなく、すぐに加工、転送できる（BOX 

46）。この情報は、公開の協議で示す根拠や合法性の確認において必要な証明書、

第三者機関による認証の証明としても役に立つ。

BOX 46    林業におけるリモートセンシングの用途

　リモートセンシング技術（航空写真と衛星画像を含む）は、森林の地図

作成と監視に活用されて成果を上げ、広大な地域を均一に、かつ、コス

ト効率よくカバーすることを可能にした。また、新しい技術は、高さ、構

造、密度、森林の構成のばらつきなどの技術的課題にも対処している。光

の検出と距離の計測を行う航空機搭載型レーザーセンサーを使えば、樹木

の被覆率と高さの、精度の高い推計を出すだけでなく、個々の樹木の形状

を推定することもできる。衛星搭載レーダー（無線の探知と距離の計測）

は、林分材積とバイオマスの推計を出す新たな方法として期待が持て、また、

雲を透過するため、光学衛星センサーの限界の一部を克服できる。新たな

スペクトル・センシングシステムは、幅広い土地と植生の測定と、森林の

一連の特性の判定を可能にし――例えば、森林の病害虫被害マップづくり

の改良に役立つ。

出典：R. Keenan, personal communication, 2008

　GISとリモートセンシングを結び、モデル化、可視化する新たなソフトを使用

すれば、高画質デジタル画像で将来の森林景観をシミュレーションして、気候

変動などの自然の作用や、植栽、間伐、収穫などの人的介入がもたらす変化を

知ることができる。このようなシミュレーションが、森林経営の意思決定にお

けるコミュニティの関与を促進している（Sheppard and Meitner, 2005）。

　気候変動による影響への森林の適応に関係する研究は、これまで以上に焦眉

の課題となってきた。例えば、気候変動が生態系と種の分布範囲に与える恐れ

のある影響の予測、気候に対して森林の樹木個体群がどのような適応反応を示
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すかの予測、森林の樹木が気候の変動に適合するのを助ける新たな戦略の策定

を行うために、遺伝子と環境の違いによってみられる、樹木の生育と健全度の

研究が進められている（Wang et al., 2008）。

人工林と木材生産

　林業と林業技術開発への投資では、人工林を対象としたものが最も多い。こ

の研究では主に、成長速度の短縮による生産性向上や、厳しい環境条件、害虫、

病気などの要因に対する抵抗力をつけるための木材品質と森林能力の向上に重

点が置かれている。

　ユーカリ、熱帯のマツ類、ポプラなど成長が早い短伐期の樹種の生産性が大

幅に上昇してきた。例えば、ブラジルではユーカリの生産レベルが1ha当たり

50㎥に達した。生産性向上は、主に植栽材料や育苗、植栽地と樹種の適合、集

約型の植栽地経営の改良などによる成果の積み重ねで実現されている。ほかに、

例えば総合的病害虫管理などによる、経営の質の向上に向けた取り組みにも力

が入れられてきた。

　短伐期で、成長が早い樹種に重点が置かれているのは、加工産業（パルプ製造、

製紙、再生ファイバーボード（reconstituted fiberboard）製造）の需要に応じての

対応である。産業界は木材生産の技術革新を促してきた主な原動力の1つである。

新たに開発された技術などは主に企業部門で応用されているが、企業部門が保

有している人工林は2005年時点で、世界全体の18%に過ぎない。このように、政

府や小口所有者（人工林の50%と32%を、それぞれ保有）は改良された技術の多

くを導入できずにいることから、生産性向上の余地は世界的にみて非常に大き

いとみられる。

　樹木の品種改良プログラムの目的は、望ましい形質を持つ後代品種の開発と

大量増殖の加速である。分子技術を使うことで、樹木、昆虫、土壌・植物に生

息する微生物の遺伝的多様性の特徴を把握できるようになった。また、従来型

の改良技術のように、遺伝による自然変異に頼るのではなく、論争を呼んでは

いるものの遺伝子を組換えた樹木の開発も進められている（BOX 47）。
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　ブラック・コットンウッド（Populus trichocarpa）のゲノム解析が完了した

ことで、樹木の遺伝子の働きに関する理解が深まった。グランディスユーカリ

（Eucalyptus grandis）のゲノムを解析する取り組みも最近始まり（International 

Eucalyptus Genome Network, 2007）、今後はこの理解がさらに進むとみられる。

森林のバイオテクノロジーにより、細胞の機能に関する知識の向上と、木部形成、

ストレス耐性、炭素の固定化と隔離などのプロセスについての理解の向上を図

ることができる。

　ほかに、人工林の拡大に伴い、土壌や水の枯渇と生物多様性の損失といった

問題も出てきた。FAOがまとめた、責任ある人工林経営に関する自主的なガイ

ドライン（FAO, 2006f）では、経済面、社会面、環境面に十分な配慮を払うホ

リスティック（全体考慮）アプローチを提言している。

BOX 47    恵みか災いか？

　遺伝子導入技術と樹木のゲノム科学の進歩により、樹木の遺伝子組換え

の新たな手段が生まれている。遺伝子組換えの対象となる形質としては、

除草剤耐性、早期開花か不稔軽減、昆虫耐性、木部の化学的性質（特にリ

グニン含量の低下）、繊維品質などが挙げられるが、いずれも経済的可能性

を高めることができるものと考えられる。セルロース系バイオ燃料に対す

る関心が高まってきたが、それで注目を集めているのが遺伝子組換え、特

に木部のリグニン含量を低減させる技術である。しかし、遺伝子組換え樹

木の圃場試験を含め、その研究、展開は依然として論争の的である。生態

系への影響、特に侵入する惧れや、生物多様性への影響、遺伝子の他有機

体への転移が懸念されている。

出典：Evans and Turnbull, 2004; FAO, 2006f

アグロフォレストリー

　農作物の栽培、家畜の飼育、林業の3つを組み合わせた、多彩な農法であるア

グロフォレストリーの研究は、現地により異なる土壌、地形・地勢、光量、湿
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度を上手く生かしながら、地域社会と住民の経済面、社会面、文化面、環境面

のニーズを満たすために、これら3つの要素の最適化を図ることを目的としてい

る。

　アグロフォレストリー技術は概して、現地の生態系や文化に適したものが導

入されている。これは、伝統的に「実践」を重ねるなかで開発され、何世代

にもわたって受け継がれてきた。アグロフォレストリーのシステムと手法で

成功しているものとしては、アレイクロッピング（alley cropping）、林地内放

牧（silvipasture）、防風林、生垣間作（hedgerow intercropping）、公共緑地

（parkland）、家庭菜園、リレークロッピング（relay cropping）などが挙げられる。

何世紀も前から用いられ、農場内外のニーズと制約に応じて進化してきたもの

もある。公的に行われたアグロフォレストリーの研究は、現代科学のツールと

技法を応用して、伝統的な手法を改良し、適用範囲の拡大を可能にする手助け

を行う。異なる要素の間のつながりに配慮しながら、経済面などのメリットを

評価するという点で、一般的にホリステック（全体考慮）な視点に立っている。

　アグロフォレストリーは、新たな市場機会に対応するようになってきている。

森林産業に木材を供給するために、農場に樹木を植栽するケースが、多くの国

で著しく増加している。これに伴い、例えば樹木作物と食用作物の間の相互作

用や、土地の生産性の維持・向上に重点を置いた、生産の長期的な持続可能性

などの研究課題が新たに浮上してきた。

木材製品の収穫および加工

　収穫作業では、主に経済効率を向上させ、環境に与える悪影響をできるだ

け小さくするための工夫が重ねられてきた。労働力不足と人件費の上昇により、

伐採と輸送の機械化が著しく促されている。産業造林を中心に、精緻な伐採技術、

搬出技術、輸送技術を展開する国が多い。

　天然林産木材の生産の長期的な持続可能性を懸念する声に応えて、伐採後の

迅速な回復を可能にする工夫を施しつつ、残った植生への損傷をできるだけ少

なくする、衝撃減殺伐採搬出方法が開発された。FAOでは、森林の持続可能な
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収穫に関する、国際・地域レベルの法律・規定を策定するとともに、各国が国

内の法律・規定やガイドラインを策定する支援を行っている。影響の少ない伐

採方法については、その重要性が理解され、長期的な採算性も実証されており、

これを採用するか否かは、当該資源の所有者または伐採権保有者が何を目的と

しているのか、そして、市場と市場以外のシグナルに従う、彼らの意欲と能力

の有無によって決まる。

　タグ、塗料、化合物を装置で読み取り、丸太の来歴を特定する技術も新たに

開発されている。新世代の無線ICタグとバーコードを使えば、伐採された丸太

が森林から市場まで、どのように移動したかを簡単に追跡でき、木材の来歴が

合法か違法かが識別しやすくなる。

　木材加工では、下記の項目に主に焦点を当てた技術開発が進められている。

◦ コスト削減、品質向上、新製品開発に重点を置いた経済競争力。

◦ 木材の加工作業中のエネルギー効率とエネルギー生成。

◦ 例えば、パルプ・製紙産業における「クローズドループ加工」による廃液

の削減と排水の再利用による環境基準の順守（Natural Resources Canada, 

2008b）。

　木材加工の場合、林産物のバリューチェーンの最終段階に近く、消費者にも

近いため、需要の変化に対応することを余儀なくされることから、消費者主導

型の技術開発が多い。熾烈な競争も、革新を促す要因となっている。

　従来は、強度、耐久性、加工性、外観を中心とする物理的性質などによって、

木材の利用法が異なった。だが、木材加工技術により、機械的、化学的性質の

向上が可能になり、用途が広がったばかりでなく、例えば、バラゴムノキ（Hevea 

brasiliensis）を家具やミディアム・デンシティ・ファイバーボードに使うなど、

それまであまり利用価値がないと考えられていた樹種を利用することが可能に

なった。木材製品部門におけるバイオテクノロジーは、木材保存特性を向上さ

せる可能性を持っている。

　新たな製材技術のなかには、レーザーやX線スキャナーに高性能コンピュータ

ーシステムを組み合わせたものがあり、これにより、伐採された丸太を調べて、
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直径、長さ、形状に関する情報を保存し、各丸太に最適な切断パターンを割り

出し、製材歩留まりをできるだけ向上させることができるようになった（Bowe 

et al., 2002）。また、表面特性（例えば、節や色）を調べる画像解析により、製

材の選別、格付け作業の水準が上がっている。乾燥作業を管理し、物理的強度

を測定して、欠陥の可能性を見極める方法も、新たに導入されている（Baudin 

et al., 2005）。

　このほかの木材加工に関連した技術的進歩の一部を下に示した。

◦ 主に製材技術の向上やスライスドベニヤ・再生合板（reconstituted panel）

の生産などによる、歩留まり率の改善と寸法が小さい材木の利用。

◦ 例えば再生紙の利用などのリサイクル。

◦ 製紙産業においてパルプの漂白と廃液の処理に微生物を利用することで、

コストを削減し、環境への影響を低減する。

◦ バイオマテリアルやエネルギーを製造するバイオリファイナリーを通じて

の、木材の総合的な利用（BOX 48）。

BOX 48    バイオリファイナリーと新世代バイオマテリアルの製造

　欧州と北米のイニシアチブにより、パルプ製造・製紙施設は、バイオリ

ファイナリー――木材加工後の残余物を原料としてエタノール、でん粉、

有機酸、ポリマー、油脂化学製品、バイオプラスチック、一部の食品や飼

料の原料を生産する産業を統合したもの――に移行しつつある。バイオマ

ス成分は、新酵素、生体触媒、微生物を含む、複数の技術を組み合わせに

よって転換されている。バイオリファイナリーは、化石燃料への依存を急

激に軽減させる「グリーン経済」の礎石となり得る。バイオプラスチック

や熱硬化性樹脂などの一部製品は、リサイクルや耐用年数終了後の分解が

簡単であるとされている。

出典：US DoE, 2006; van Ree and Annevelink, 2007
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　100ナノメートル（1ナノメートルは10億分の1メートル）未満の物質を自在に

制御するナノテクノロジーは、原材料の生産から、複合製品・紙製品まで、生

産と加工のあらゆる側面を根本から変えて、エネルギー効率と物質効率を大幅

にアップさせることができると期待される（Roughley, 2005; Reitzer, 2007）。

　中心的な木材製品生産国の多くが、ナノテクノロジーの応用に取り組んでい

るが、考えられる応用例（Beecher, 2007）としては、下記などが挙げられる。

◦ ナノファイバーを使った、軽量で強度にすぐれた製品の開発

◦ 表面特性を向上させるためのコーティング材

◦ 使用する材料とエネルギーを節約した製造方法

◦ 力、負荷、水分量、気温などを測定する、ナノセンサーを装備した「知的な」

製品

非木材林産物（NWFP）

　NWFPは多種多様で、その生産と加工には多彩な技術が用いられる。NWFP

のほとんどは自給的生産物であり、野生環境から採取され、最低限の加工を施

されて地元で消費されるが、なかには高度な技術を活用し、馴化され、栽培され、

加工されて、グローバル市場の需要を満たしているものもある。これら製品を

対象とした科学・技術開発は、生産システムの組織化の強化に力点を置いてい

るのに対して、自給的生産物の生産はほぼ100％土着の知識に頼ってきた。

　需要の高まりと相まった天然資源の劣化は、木材生産が天然林から人工林へ

とシフトしてきたように、NWFPの原料となる様々な種の栽培が組織化される

最大の原動力となってきている。野生環境での生産管理が複雑で不確実である

こともまた、馴化・栽培化に関する研究を促す要因となっている。割高な価格

であっても売れるニッチ市場向けの産物を除き、天然ゴム、ラタン、竹、一部

薬用植物・芳香植物など多くの産物は、野生環境からの採取に代わって生産の

組織化や、天然成分の代替となる化学製品の利用が図られているのが現状である。

　科学的研究では、下記の項目に焦点が当てられている。

◦ 様々な産物の組成、特性、潜在的用途の把握。
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◦ 市場性のある成分を抽出、分離するための技術と、例えば保管や輸送を容

易にするといった、望ましい特徴を加えるための技術の低コスト化。

◦ 加工技術の向上と、例えば植物由来の医薬品や健康・美容製品など新製品

の開発（最先端の技術開発が行われている分野）。

　例えばバイオテクノロジーにおける技術的進歩は、多くのNWFPに新たな機

会だけでなく、課題をもたらしている。新たな用途と市場が生まれる反面、既

存の市場を弱体化させる代替製品も生まれている。石油化学製品や、ガラスや

金属を加工する新技術は、植物由来の様々な製品の市場を激変させた。最終用

途が限られたNWFPは、特にこのような動向の影響を受けやすい。これとは対

照的に、竹は多彩な最終用途に向けた開発が進み、原材料として広く浸透して、

貴重な収入源となっている（FAO, 2007g）。

エネルギー用木材

　ほとんどの開発途上国では、木材燃料が、調理・加熱に使う家庭用エネル

ギーの主な供給源である（今後もそうあり続ける可能性が高い）。所得が向上

し、利便性の高い化石燃料が入手できるようになり、木質エネルギーの利用は

減っているが、燃料価格の高騰、化石燃料に依存することのリスクに対する認識、

化石燃料の使用により排出される温室効果ガスに対する懸念により、このよう

な減少傾向に変化が生じているように見受けられる（FAO, 2008d）。

　従来型の木質エネルギーシステムではもっぱら、低所得の消費者にも手が

届く、低コストの技術が用いられている。こうした技術は、コストも生産効率、

転換効率もさまざまである。例えば、木炭は伝統的な土釜から金属釜まで、様々

な種類の釜を使って生産される。コファイア法（バイオマスを、石炭など他の

燃料と一緒に燃焼させる）や木質ペレットを使った最新の木質エネルギー生産

は、多額の投資を必要とするが、エネルギー効率を大幅に上昇させることがで

きる。

　セルロースからバイオ燃料を製造する技術の開発、商品化のためにかなりの

資金が投じられている。セルロース系バイオ燃料がどのような展開をみせるの
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かは、化石燃料など代替品と比較した場合のコスト競争力に左右されるだろう。

仮にエネルギー価格の高騰が続けば、セルロース系バイオ燃料の生産は、商業

エネルギーの主な供給源になるものと予想される。木材ではなく、特に生産性

の高い他の原料（例えばスイッチグラス（Panicum virgatum））が使用される可能

性を踏まえると、森林部門への影響は不透明である。

環境サービスの提供

　科学的知識は、森林による環境サービスの提供を確保するための、適時で適

切な意思決定を行う上で不可欠である。ただし、このような知識は不完全であ

ることが多く、これを向上させることを、研究の優先課題にすることが求めら

れる。例えば次の課題が含まれる。生態系サービスの変化にともなう経済的影

響についての情報が限定的であること、生態系の変化と環境サービスを関連付

ける数量モデルの欠如、発端と不可逆な変化を決定づける生態系の構造と力学

に関する解明の不足などが挙げられる。

　気候変動に伴い予想される降雨量の減少で深刻化するとみられる、乾燥地に

おける生態系の劇的な劣化に対処するためには、突破口が必要となろう。この

影響を受ける国の多くには、必要とされる科学的計画研究などを実施する余地

がなく、国際的な支援が求められるだろう。

　天然林と人工林は、温室効果ガスによる影響を大幅に低減させるポテンシャ

ルを持っている。しかし、樹木と森林生態系が気候変動のプロセスで果たす役

割に関する知識と、森林の被覆面積の変化が森林の炭素貯蔵量や温室効果ガス

の排出量に与える影響に関する知識の間には、大きな格差がある。

　沿岸の森林が持つ保護機能に関する研究は、東南アジアを津波が襲った2004

年12月以降、強化が図られてきたが、それでもまだ発展途上にあるといえる。

沿岸の森林については、津波が生じた後の2年間に、20を超える研究が実施され、

悪影響を著しく低減させることができると確認した研究者がいる一方で、住民

の集落に被害を与える惧れのある残骸物を増やすマイナス要因になり得ること

を発見した研究者もいる（FAO, 2007h）。
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　森林水文学の研究は、土地利用と流出水量との関係といった領域を扱うもの

であるが、この領域では通説と誤解に意思決定が左右されることが少なくない。

　市場で売買されていない環境サービスは、複雑で、幅広い問題が絡んでくる

ため、科学者が、政策決定や実施法に直接変化をもたらすプレーヤー――政策

立案者や開発アクター――に影響を及ぼす（かつ、新たな関連知識を獲得す

るための研究活動への支援をこれらプレーヤーから得る）ことは難しい。だが、

世界的なレベルでホリスティックな科学的取り組みを進めれば、重要かつ複雑

な問題に対する認識と理解の向上、不明な事項の解明を図る必要のある主要分

野の把握、その実現のために必要な研究活動の支援を効果的に行うことができ

ることを、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）が示している。

CPFのメンバーから寄せられた意見

CIFORの新たな戦略：気候変動に焦点を当てて
国際林業研究センター（CIFOR）

　CIFORは、森林問題が引き続き世界的な政策課題として重視され、暮らしと生態

系サービスを維持する上で森林が持つ真の価値を人々が正しく理解できている世界

の未来像を描いている。この未来像では、森林に影響を及ぼす意思決定は、開発途

上国と森林に依存する住民の視点を反映し、かつ、確かな科学的根拠に基づき下さ

れる。

　CIFORが2008年～ 2018年の新戦略をまとめる際の参考とするために行った調査の

対象となった関係者は、森林に関係する環境面、開発面の課題で今日最も重要であ

るのは、気候変動であり、続いて、森林ガバナンス、森林減少、経済の急成長が森

林に及ぼす影響であると言及している。（CIFOR, 2008b）。これを受け、CIFORでは、

下記の6つの分野に照準を合わせ、研究に取り組んでいる。

◦ 気候変動による影響の低減において森林が果たす役割の強化（森林の減少と劣

化から生じる排出量の削減に重点）。

◦ 気候変動対策で森林が果たす役割の強化。

◦ 小口所有者と社会林業による生活の改善。
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◦ 景観の保全と開発の間で調整を図ること。

◦ 貿易と投資のグローバル化が森林と森林地域の社会に与える影響の管理。

◦ 熱帯生産林の持続可能な経営。

　ほかに、森林部門の社会的需要と、制度の現状と能力とのギャップに着目した分

野横断的なテーマもある。

　CIFORでは今後、問題と話し合いの結果の分析をふまえ、女性、森林に依存する

地域社会、開発途上国など力の弱い関係者の視点を取り込んでいくつもりである。

土着の知識

　これまでに簡単に紹介してきた現代の科学・技術の進歩は、森林部門に多大

な影響を及ぼしている。だが、大多数の人々にとって、これら技術は相変わら

ず「高嶺の花」である。今でも土着の知識や伝統的知識に頼り、森林やその他

の天然資源の管理を行っている人が多い（Parrotta and Agnoletti, 2007）。伝統

的知識は、「文化の伝達により世代から世代へと受け継がれ、適応過程を経て進

化してきた、（人間を含む）生き物同士の関係、生き物とその森林環境との関係

に関する知識や慣習、考え方の総体」と定義されている（UNFF, 2004）。正式

な森林科学が誕生するはるか前から発達を遂げてきたこのような知識は、数多

くの森林経営法の中核をなしている（Asia Forest Network, 2008）。

　持続可能な森林経営の枠組みの強化に、土着の資源管理システムを生かすこ

とができるとの認識が広まるにつれ、森林科学では、土着の知識に対する関心

が高まってきた。低投入型の伝統的な土地利用法は、エネルギー供給量が減

り、気候変動による影響が強まるなか、とりわけ魅力がある。また伝統的知識は、

健康管理を中心に、現代科学に代わる選択肢となる。例えば、南アジアのアー

ユルヴェーダや中国の伝統医療は世界的に普及が進み、また、植物由来の医薬

品の利用も急速な伸びを示している。

　周縁化された、貧しい先住民コミュニティの暮らしの向上を図る取り組みで

は、その伝統的知識――価値観、見方、地元の生態環境に関する知識――を理
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解することが非常に重要である。社会、経済、政治、制度の変化により、土着

の知識は新たな機会を生む一方で、同時に、課題にも直面している（BOX 49）。

現在、展開されているシナリオを下に整理した。

◦ 支配、周縁化、同化。

◦ 先住民の権利に対する認識が高まっているにもかかわらず、対象範囲が狭

い開発計画など、先住民が組織的に周縁化されている国が多い。先住民コ

ミュニティを支える森林の大部分が利用転換されるなか、森林に密着した

暮らしとそれに伴う知識は、ほどなくして失われてしまう。

◦ 選択的占有：伝統的知識の（とりわけ、急拡大している医薬品市場、健康・

美容市場における）経済的な可能性を認識し、それを具体的に把握し、商

品化する組織的取り組みがなされるようになってきた――このことは、知

識を社会的、文化的な文脈から切り離すことで、知識保有者の知的財産権

や公平な対価に関する問題を招いている。

◦ 再発見：先住民コミュニティの権利、文化、技術の保護を重視する傾向の

強まりは、伝統的知識が自然に進化を遂げるのに適した環境を生み出す可

能性がある。国際的な政策分野では、国連での「先住民の権利宣言」の採

択をはじめ、伝統的知識と伝統的な慣習を特に尊重する必要があるとの認

識に立った進展がみられる。

　土着の知識と地域社会に根差した革新は、ダイナミックな動きをみせている。

施策としては、公的な研究機関の地元住民や原住民と共同で取り組む能力を向

上させ、保全面での連携を促すためのインセンティブづくりなどが考えられる

（IAASTD, 2008）。

見通し

　目まぐるしく変化する現代にあって、森林科学・技術の将来を思い描くこと

は難しい。革新によって、森林部門はこれまで社会の需要の移り変わりに対応

する力を高めてきたし、それは今後も続くであろう。しかし、確かな技術力を
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BOX 49    森林の伝統的知識の強み、弱み、
　　　　 好機と存続を脅かす要因

強み

◦ 地元の環境、社会、経済、文化的背景と合っている。

◦ ホリスティックで、地域社会の福祉を重視。

◦ 統合的で、公式（フォーマル）な科学分野の人為的障壁を防ぐ。

◦ 必要とする資源が少なく、したがって持続可能性が高い。

弱み

◦ 成文化されていなかったり、広く普及していなかったりすることが多い

――そのため、簡単に伝えることができず、時間とともに衰退しやすい。

◦ 十分な醸成、発達がなされていない。

◦ 増加し続ける住民と広い地域の需要を満たす能力に限界がある。

好機

◦ 地元の状況に合った、持続可能な資源の管理に対する注目の高まりと、

社会的、環境的、文化的側面の重視。

◦ 多元的な制度の誕生と、地元の地域社会への権限付与を重視する傾向の

強まり。

◦ 文化的多様性を大切にすることへの興味の高まりと、独自の製品とサー

ビスを扱うニッチ市場の成長。

◦ 先住民グループ間の交流と連携を強化する新たな情報通信技術。

脅かす要因

◦ 土着の知識を使って地元で生み出されるモノとサービスの市場を弱体化

させるグローバル化と大量生産。

◦ 先住民コミュニティが土地などの資源を収用され、その結果文化と知識

を失うことで、コミュニティの周縁化と貧困化を招く。

◦ 権利の定義があいまいで、商業的関心（生物資源調査）から知識の専有

を適切な対価なしに可能とする状況。

◦ 主流の科学・技術への投資が多く、伝統的知識の影を薄くする状況。
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ほとんど、あるいは、まったく持たない開発途上国が多く、これが、今後長期

的な発展を遂げる上での足かせとなっている。先進国であっても、森林科学・

技術力が低下してきたところは少なくない。

　商品化に重点を置いた民間部門による研究が増え、公的部門の研究力が低下

してきたことで、数多くの問題が生まれている。民間部門の取り組みは、競争

力の維持を最大の目的に掲げたものが大半を占める。その結果、広く一般に公

開されないことが多く、環境的、社会的側面をなおざりにすることも考えられ、

また、より制約の少ない上流の基礎研究を後押ししない傾向がある。改良され

た技術を手に入れる資金のない圧倒的多数の人々が、こうした研究のメリット

を享受することから排除されている。これが、知識に触れる機会の不均等を倍

化させ、所得水準や生活水準にも影響を及ぼしている。

　科学・技術力の不均衡と不足に対処するには、今まで以上に一体となって取

り組んでいく必要がある。そのための各国政府の課題を、下に整理した。

◦ 各国間または国内における技術の流れを阻む障害の低減。

◦ 社会・環境に関する問題を主流化させる。

◦ 従来の部門の垣根を越えた、森林部門以外の科学的・技術的進歩の活用。

◦ 森林科学・技術を進歩させるための目標、優先課題、戦略を示す、明確な

政策の枠組みづくり。

　最後に、本章では森林科学のなかでも生物物理に関する側面を取り上げたが、

経済学と社会学を含めた人間行動の研究も等しく重要である。各国には、両方

の分野にバランスよく対処することが求められる。実際のところ、社会科学面

に十分な配慮を払わないことが、多くの国で科学と政策の結びつきを弱めてい

る理由の1つかもしれない。
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追記——激動の時代における課題と機会
 

　おりしも本書が印刷に回されようとするこの時期（2008年後半）に、世界経

済は深刻な不況の只中にある。米国における住宅産業の縮小とサブプライムロ

ーン問題が金融市場に大きな打撃を与え、これが、世界的な経済の減速と一

部諸国の景気後退の引き金を引いた。金融機関に対する信用は著しく失墜した。

株式市場の低迷により資産価値が数千億ドルも暴落している。自行の資本基盤

の確保を模索する銀行のデレバレッジ（レバレッジ縮小）が信用収縮をもたらし、

あらゆる経済活動に影響を及ぼした。その結果、下方スパイラルに陥り、生産、

雇用、所得、消費者需要の減少が、さらなる減産と不況悪化を招く状況にある。

　こうした景気の下降は、ほぼすべての国を巻き込み、楽観的であったそれま

での経済予測の変更を余儀なくさせた（IMF, 2008; UN, 2009）。2008年と2009年

には失業者の数が全世界で2,000万人増えるものと予想され、貧困削減に向けた

取り組みの最近の成果が無に帰する恐れもある（ILO, 2008a）。賃金も著しく低

下する見通しである（ILO, 2008b）。大半の先進国で経済が減速するなか、その

影響はすでに新興国や開発途上国、特に輸出や外国からの投資に依存する国に

及んでいる。政府開発援助（ODA）と出稼ぎ労働者からの送金も、大きく落ち

込むことが予想される（Cali, Massa and te Velde, 2008）。

　広義の経済の一部分を担う森林部門もまた、経済全体の落ち込みの影響を被

ることになるであろう。なかでも、その深刻度は、経済危機の直撃を受ける部

門とのつながり具合によって変わってくる。

木材製品の需要減退と生産の縮小

　今回の経済危機の発端となった住宅部門の崩壊は、木材産業に大きな打撃を

与えている。米国では年間住宅着工件数が2006年初めの約210万件から2008年10
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月には80万件未満にまで落

ち込んだ（右の図を参照）。

これほど深刻ではないもの

の、西欧を中心とした他国

でも、同様の事態が起き

ている。住宅供給の減少は、

木材の需要減退にもつな

がっている（UNECE and 

FAO, 2008; WWPA, 2008）。

木材繊維の需要は北米だけ

でも、2009年に2,000万トン

以上減少するものと予想さ

れる（RISI, 2008）。その結果、伐採から製材や、木板、パルプ、紙、家具の製

造に至るまで、すべての森林産業の生産縮小が、ほぼすべての国で広がっている。

米国市場への依存度が高い、ブラジルやカナダなどの国では、すでに深刻な影

響が出始めた。

　林産物の需要減退に信用縮小が重なり、新規投資に大きな打撃を与え、すべ

ての木材産業に影響をもたらしている。既存の設備の低稼働や休業が続いてお

り、設備新設への投資の延期や減少がみられる。

環境サービスに対する代金を支払う意欲の低下

　今回の経済危機は、特に社会の支払い能力の低下によって、環境サービスに

対する需要にも影響を及ぼす可能性がある。国内・国際的政策と誕生したばか

りの市場メカニズムが一体となって、環境サービスの需給拡大の土台を形成し

ている。「グリーン経済」の構築が危機脱出策になるとみなされないかぎり、長

引く景気の低迷は、数多くの環境サービスに悪影響を及ぼすことも考えられる。

　当初は安定しているかに思われた排出権取引市場も、排出権取引に携わる主

米国の住宅着工件数の推移
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要投資銀行の一部が金融危機のあおりで破綻したことから、その直撃を受けて

いる。排出権価格は、原油価格や物価と歩調を合わせて急落している。欧州

気候取引所では、排出権価格が2008年7月初旬の1トン当たり29ユーロ前後から、

2008年11月中旬には15ユーロ前後にまで下落した。経済の減速は、各産業や発

電施設からの排出量の減少、ひいては排出枠の需要の低下を意味する。排出権

価格が高騰し、かつ、そのままの水準を維持しなければ、市場原理を活用した

気候変動対策は、その有効性を失いかねない。これが事業として今後、存続で

きるかどうか、その鍵を握るのは、経済の回復と、ポスト京都議定書の合意締

結に向けた強い政治的取り組みであろう。

　より大局的観点に立つと、一部政府が、景気対策に焦点を絞ることで、当初

は意欲的であった「グリーン」目標の後退や、今後の気候変動による影響の軽

減・適応策関連の主要な政策決定を先送りすることも懸念される（Egenhofer, 

2008; Rice-Oxley, 2008）。例えば、気候変動、とりわけ排出枠の競売に関する欧

州の法令は、一部の国（例えば英国）が部分的競売を進めているとはいえ、順

守を阻む障害に直面している。森林減少・劣化に由来する温室効果ガス排出削

減（REDD）など、国際的な資金移転に依存するイニシアチブも、同じような

問題に直面する恐れがある。

　バイオ燃料製造業はここ数年間、過去に例をみない投資ブームに沸いたが、

その熱も冷めつつある。景気後退により、リグノセルロース系バイオ燃料生産

を含む、より効率的な第2、第3世代技術への投資に特に影響が及ぶ可能性が出

てきた。

　エコツーリズムを含む観光・旅行業もまた、不況の影響をすでに受けている

部門の1つである。2008年中盤から、まず燃料価格が高騰し、続いて経済成長が

鈍化したことで、消費者が費やす観光・旅行費が減少した結果、国際観光業の

伸びが減速している（WTO, 2008）。例えば、ケニア、南アフリカ、タンザニア

連合共和国では、外国人旅行者数が目に見えて減っており、ワイルドライフ・

ツーリズム*の苦戦が予想される。

　＊編注：野生動物観察をベースとしたツーリズム

追記——激動の時代における課題と機会
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森林と森林経営への影響：悪材料と好材料

　木材に対する需要の減退が森林資源にプラスの影響を及ぼしている可能性も

ある一方で、経済危機は、持続可能な森林経営への投資の減少と、違法な伐採

の助長を招く恐れもある。公式（フォーマル）な経済部門の縮小は、しばしば

違法な伐採を含む、インフォーマル部門拡大の機会をもたらす。例えば、東

南アジアのいくつかの国では、1997/98年の経済危機後、違法な伐採が増えた

（Pagiola, 2004）。合法的な過程を経た高価な木材に対する需要の減退、予算削減

による制度・体制の森林保護能力の低下、フォーマル部門における失業の増加が、

違法な伐採の増加を招きかねない。

　これまでに概説してきたように、過去10年間は、多くの国々で、経済の急成

長と土地依存度の低下が、森林伐採の鈍化や伐採地の再造林をも助けてきた。

出稼ぎ労働者からの送金が、土地への圧力の軽減に役立っている国もある。こ

のまま経済危機が続き、特に工業部門とサービス部門が低迷し、送金が減る

と、農業離れに歯止めがかかる可能性がある。工業部門とサービス部門の失業

の増大で、労働者が農村地域に戻り、それに伴い、農耕作の林地への拡大を含め、

土地の利用に影響が及ぶことも考えられる。

　ただし、小口所有者による農耕作は拡大するかもしれないが、熱帯地域の森

林減少の主たる要因となってきた商品作物の大規模栽培は、景気減速による信

用収縮と需要減退で大幅に縮小する可能性がある。パーム油、ゴム、大豆の価

格は2008年下半期に暴落した（次の表を参照）。これは、当該産品の生産者にと

っては深刻な問題であるが、森林にとっては好材料となり得る。例えば、アマ

ゾン川流域における大豆価格の動向と森林伐採の状況との間には、直接的な相

関関係がある（Nepstad et al., 2008）。
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「経済の嵐」を乗り切る

　各国の政府と中央銀行は、今回の危機に協調して立ち向かうため、素早い対

応をみせてきた。だが、いつ景気が底を打つのか、あるいは、あとどれくらい

で市場と消費者のマインドが再び好転するのか、誰も明確な答えをもっていな

い。1、2年以内に回復する、というのは極めて楽観的なシナリオといえる。エ

コノミストの間では、景気はさらに悪化した後、緩やかな回復基調が長く続く

との見方が強い。そう遠くない将来に、木材需要が再び2005年～ 2006年のピー

ク時の水準に達する可能性は低いとみられる。

　ほぼすべての国が、現在、信用保証枠の拡大、成長の促進、消費者需要の増

大を図る金融・財政政策を実施している。森林部門は、この機会を捉えて、（例

えば、造林・再造林や持続可能な森林経営への増資による）天然資源資産の増強、

農村地域の雇用創出、グリーンビルディングや再生可能エネルギーにおける木

パーム油、ゴムおよび大豆の市場価格指数の推移
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材利用の積極的な推進により、こうした財政刺激策の一翼を担うこともできよう。

　景気の循環には常に、産業再編の好機をももたらす。規模の大きな企業は、

老朽化し非効率的な施設などを閉鎖して、より生産性の高い事業に集中するこ

とで、生産能力の合理化を図ることが多い。大企業は、しばしば景気の悪化で

極めて厳しい状況に立たされる場合がある一方で、中小企業のなかには、危機

をチャンスに変えるところもある。

　今回の経済危機がもたらす絶好のチャンスを、森林部門が生かすことができ

るか否かは、制度・体制の改革にかかっている（162ページからの「制度・体制

の変革」を参照）。これは難しいことではあるが、今回の危機は、長年の懸案で

ある改革案を受け入れ、進める機運を高めるかもしれない。
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付録の表についての注意事項

　いずれの表も地域別に整理されているが、これは純粋に地理上の地域区分で

あって、経済的、政治的基準による区分ではない。

　− = データなし。

　０ = 実際にゼロか、それに近い値（当該単位の半分未満）

　表１の「国土面積」とは、その国の全面積から内水面面積を除いたものを意

味する。世界合計は対象地域の総計であり、南極大陸、北極圏・南極圏の一部

諸島、その他一部小諸島の土地およそ3,500万ヘクタールはこれには含まれてい

ない。一人当たりの国内総生産（GDP）は、購買力平価（PPP）ベースで表記した。

　表2と表3では、セルビアとモンテネグロの合算データしかないため、セルビ

ア・モンテネグロとして一緒に記載した。

　表3の「バイオマス」とは、地上と地中のバイオマスの量を意味している。また、

合計と小計には、蓄積量、バイオマスおよび炭素量のデータを報告してきた国

の数値しか含まれていない。

　表6の雇用は、公式（フォーマル）な林業部門のデータしか示していない。
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シ
ア

ミ
ャ
ン
マ
ー

フ
ィ
リ
ピ
ン

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル

タ
イ
東
テ
ィ
モ
ー
ル

ベ
ト
ナ
ム

東
南
ア
ジ
ア
合
計

ア
ジ
ア
・
太
平
洋
合
計

ベ
ラ
ル
ー
シ

モ
ル
ド
バ
共
和
国

ロ
シ
ア
連
邦

ウ
ク
ラ
イ
ナ

C
IS
諸
国
合
計

ア
ル
バ
ニ
ア

ボ
ス
ニ
ア
・
ヘ
ル
ツ
ェ
ゴ
ビ
ナ

ブ
ル
ガ
リ
ア

ク
ロ
ア
チ
ア

チ
ェ
コ
共
和
国

エ
ス
ト
ニ
ア

ハ
ン
ガ
リ
ー

ラ
ト
ビ
ア

リ
ト
ア
ニ
ア

モ
ン
テ
ネ
グ
ロ

ポ
ー
ラ
ン
ド

32
 8
55

26
 1
13

79
1.8

31
.8

12
 5
36

5.9
65
 7
55

48
 3
79

74
0.9

68
.7

97
9

4.1
29
 8
17

86
 2
63

28
9

2.0
36
.6

3 
15
3

5.4
69

4 
38
1

6 
35
8

1.2
0.0

44
 7
08

7.9
51
 0
89

63
 4
43

12
4

0.7
67
.4

7 
59
9

5.0
1 
48
7

1 
11
3

75
4.3

73
.1

2 
14
1

‒1
.6

31
 0
07

86
 2
05

27
8

1.4
73
.1

2 
36
3

8.2
43
4 
49
5

56
5 
09
7

13
0

1.
3

55
.2

2 
84
4 
26
5

3 
64
6 
20
0

12
8

1.
1

61
.5

20
 7
48

9 
74
2

47
‒0
.5

27
.3

9 
73
2

9.9
3 
28
7

3 
83
2

11
7

‒1
.1

53
.0

2 
37
7

4.0
1 
63
8 
13
9

14
3 
22
1

9
‒0
.5

27
.1

13
 1
16

6.7
57
 9
38

46
 5
57

80
‒0
.8

32
.0

6 
21
2

7.1
1 
72
0 
11
2

20
3 
35
2

12
‒0
.6

28
.7

2 
74
0

3 
17
2

11
6

0.6
53
.9

5 
88
6

5.0
5 
12
0

3 
92
6

77
0.3

53
.7

6 
48
8

6.0
10
 8
64

7 
69
2

71
‒0
.7

29
.7

10
 2
74

6.1
5 
59
2

4 
55
6

81
0.1

43
.2

14
 3
09

4.8
7 
72
6

10
 1
88

13
2

0.0
26
.5

22
 1
18

6.1
4 
23
9

1 
33
9

32
‒0
.4

30
.9

18
 9
69

11
.4

8 
96
1

10
 0
58

11
2

‒0
.3

33
.3

18
 2
77

3.9
6 
22
9

2 
28
9

37
‒0
.5

32
.1

15
 3
50

11
.9

6 
26
8

3 
40
8
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‒0
.5

33
.4

15
 7
38

7.7
1 
38
0
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8

44
‒0
.3

‒
9 
03
4

16
.2

30
 6
33

38
 1
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5

‒0
.1

37
.8

14
 8
36
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ル
ー
マ
ニ
ア

セ
ル
ビ
ア

ス
ロ
バ
キ
ア

ス
ロ
ベ
ニ
ア

マ
ケ
ド
ニ
ア
旧
ユ
ー
ゴ
ス
ラ
ビ
ア
共
和
国

東
欧
合
計

ア
ン
ド
ラ

オ
ー
ス
ト
リ
ア

ベ
ル
ギ
ー

チ
ャ
ネ
ル
諸
島

デ
ン
マ
ー
ク

フ
ェ
ロ
ー
諸
島

フ
ィ
ン
ラ
ン
ド

フ
ラ
ン
ス

ド
イ
ツ

ジ
ブ
ラ
ル
タ
ル

ギ
リ
シ
ャ

法
王
聖
座
（
バ
チ
カ
ン
）

ア
イ
ス
ラ
ン
ド

ア
イ
ル
ラ
ン
ド

マ
ン
島

イ
タ
リ
ア

リ
ヒ
テ
ン
シ
ュ
タ
イ
ン

ル
ク
セ
ン
ブ
ル
グ

マ
ル
タ

モ
ナ
コ

オ
ラ
ン
ダ

ノ
ル
ウ
ェ
ー

ポ
ル
ト
ガ
ル

サ
ン
マ
リ
ノ

　
　

22
 9
98

21
 5
31

94
‒0
.4

46
.1

10
 4
31

7.7
8 
82
0

9 
87
5

11
2

0.1
‒

9 
43
4

5.7
4 
81
0

5 
38
8

11
2

0.0
43
.7

17
 7
30

8.3
2 
01
4

2 
00
0
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0.1

48
.8

24
 3
56

5.2
2 
54
3

2 
03
6
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0.1

30
.4

7 
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0

3.0
13
0 
93
7

12
6 
20
6

96
‒0
.2

39
.4

47
74

15
7

1.4
9.7

‒
‒

8 
24
5

8 
32
7

10
1

0.4
33
.9

36
 0
49

3.1
3 
02
3

10
 4
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34
5

0.3
2.8

33
 5
43

3.2
19

14
8

77
9

0.4
69
.4

‒
‒

4 
24
3

5 
43
0

12
8

0.3
14
.3

35
 6
92

3.2
14
0

48
34

0.6
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.0

‒
‒

30
 4
59

5 
26
1

17
0.3

38
.8

33
 0
22

5.5
55
 0
10

61
 3
29

11
1

0.6
23
.1

31
 9
92

2.0
34
 8
77

82
 6
40

23
7

0.0
24
.7

32
 3
22

2.8
1

29
2 
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0

0.1
0.0

‒
‒

12
 8
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 1
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0.2
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.9

27
 3
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4.3
‒

1
‒

‒0
.1

0.0
‒

‒
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8

3
1.0

7.1
36
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6 
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9

4 
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1
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1.9

39
.2

40
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68

5.7
57
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13
7

‒0
.2

48
.1

‒
‒

29
 4
11

58
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0

0.2
32
.2

29
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1.9
16

34
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3

0.9
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.4

‒
‒

25
9

46
1

17
8

1.1
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.3
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11

6.2
32

40
4

1 
26
3

0.5
4.5

21
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3.4
2

32
1 
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1.1
0.0

‒
‒

3 
38
8

16
 3
78

48
3

0.3
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.3

36
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2.9
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 4
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4 
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8
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0.6
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.5
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2.9
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6

0.5
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 7
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1.3
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国
土
面
積

（
1 
00
0 
ha
）

（
1 
00
0人
）

合
計

（
人
／
k㎡
）

密
度

（
％
）

年
間
増
加
率 （
全
体
に
対
す
る
割
合：
％
）

農
村
地
域

（
米
ド
ル
）

（
％
）

一
人
当
た
り

（
P
P
P
ベ
ー
ス
）

年
　
間

成
長
率

国
／
地
域

人
口
（
20
06
年
）

G
D
P
（
20
06
年
）

ス
ペ
イ
ン

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン

ス
イ
ス

英
国
西
欧
合
計

欧
州
合
計

ア
ン
ギ
ラ

ア
ン
テ
ィ
グ
ア
・
バ
ー
ブ
ー
ダ

ア
ル
バ

バ
ハ
マ

バ
ル
バ
ド
ス

バ
ミ
ュ
ー
ダ

英
領
バ
ー
ジ
ン
諸
島

ケ
イ
マ
ン
諸
島

キ
ュ
ー
バ

ド
ミ
ニ
カ

ド
ミ
ニ
カ
共
和
国

グ
レ
ナ
ダ

グ
ア
ド
ル
ー
プ

ハ
イ
チ

ジ
ャ
マ
イ
カ

マ
ル
チ
ニ
ー
ク

モ
ン
セ
ラ
ッ
ト

オ
ラ
ン
ダ
領
ア
ン
テ
ィ
ル

プ
エ
ル
ト
リ
コ

セ
ン
ト
キ
ッ
ツ
・
ネ
イ
ビ
ス

49
 9
19

43
 8
86

88
1.1

23
.2

28
 6
49

3.9
41
 0
33

9 
07
8

22
0.4

15
.7

34
 1
93

4.2
4 
00
0

7 
45
4

18
6

0.4
24
.4

37
 1
94

3.2
24
 1
93

60
 5
12

25
0

0.1
10
.2

33
 0
87

2.8
35
7 
76
2

40
1 
72
9

11
2

0.
4

23
.4

2 
20
8 
81
1

73
1 
28
7

33
0.
0

27
.7

9
12

13
3

1.5
‒

‒
‒

44
84

19
1

1.2
60
.4

16
 5
78

11
.5

18
10
3

57
2

1.0
53
.3

‒
‒

1 
00
1

32
7

33
1.2

9.4
23
 9
27

3.4
43

29
2

67
9

0.3
46
.7

18
 1
45

3.9
5

64
1 
28
0

0.3
0.0

‒
‒

15
22

14
7

1.2
36
.4

‒
‒

26
46

17
7

2.2
0.0

‒
‒

10
 9
82

11
 2
66

10
3

0.1
24
.6

‒
‒

75
67

89
0.8

26
.8

9 
23
6

4.0
4 
83
8

9 
61
4

19
9

1.5
32
.5

5 
86
6

10
.7

34
10
5

30
9

1.0
69
.3

9 
41
5

0.7
16
9

44
1

26
1

0.7
0.2

‒
‒

2 
75
6

9 
44
5

34
3

1.6
60
.5

1 
22
4

2.3
1 
08
3

2 
69
8

24
9

0.6
46
.6

7 
56
7

2.5
10
6

39
7

37
5

0.5
3.8

‒
‒

10
5

50
3.5

‒
‒

‒
80

18
8

23
5

1.1
29
.3

‒
‒

88
7

3 
96
8

44
7

0.6
2.2

‒
‒

26
49

18
8

1.1
67
.8

14
 8
86

5.8
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セ
ン
ト
ル
シ
ア

セ
ン
ト
ビ
ン
セ
ン
ト
･グ
レ
ナ
デ
ィ
ー
ン

ト
リ
ニ
ダ
ー
ド
・
ト
バ
ゴ

タ
ー
ク
ス
・
カ
イ
コ
ス
諸
島

米
領
バ
ー
ジ
ン
諸
島

カ
リ
ブ
海
合
計

ベ
リ
ー
ズ

コ
ス
タ
リ
カ

エ
ル
サ
ル
バ
ド
ル

グ
ア
テ
マ
ラ

ホ
ン
ジ
ュ
ラ
ス

ニ
カ
ラ
グ
ア

パ
ナ
マ

中
米
合
計

ア
ル
ゼ
ン
チ
ン

ボ
リ
ビ
ア

ブ
ラ
ジ
ル

チ
リ
コ
ロ
ン
ビ
ア

エ
ク
ア
ド
ル

フ
ォ
ー
ク
ラ
ン
ド
諸
島

フ
ラ
ン
ス
領
ギ
ア
ナ

ガ
イ
ア
ナ

パ
ラ
グ
ア
イ

ペ
ル
ー

サ
ウ
ス
ジョ
ー
ジ
ア・
サ
ウ
ス
サ
ンド
ウィ
ッチ
諸
島

ス
リ
ナ
ム

ウ
ル
グ
ア
イ

ベ
ネ
ズ
エ
ラ（
・ボ
リ
バ
ル
共
和
国
）

南
米
合
計

中
南
米
・
カ
リ
ブ
海
合
計

61
16
3

26
7

1.2
72
.3

9 
99
2

4.5
39

11
9

30
5

0.5
53
.7

8 
91
6

6.9
51
3

1 
32
8

25
9

0.4
87
.5

17
 7
17

12
.0

43
25

58
4.2

53
.8

‒
‒

35
11
1

31
7

0.0
5.6

‒
‒

22
 8
98

40
 9
39

17
9

0.
9

36
.1

2 
28
1

28
1

12
2.2

51
.5

7 
84
6

5.6
5 
10
6

4 
39
8

86
1.6

37
.8

9 
56
4

8.2
2 
07
2

6 
76
2

32
6

1.4
39
.9

5 
76
5

4.2
10
 8
43

13
 0
28

12
0

2.5
52
.3

5 
17
5

4.5
11
 1
89

6 
96
8

62
2.0

53
.0

3 
54
3

6.0
12
 1
40

5 
53
2

46
1.3

40
.6

2 
78
9

3.7
7 
44
3

3 
28
7

44
1.7

28
.4

9 
25
5

8.1
51
 0
74

40
 2
56

79
1.
9

45
.2

27
3 
66
9

39
 1
34

14
1.0

9.7
11
 9
85

8.5
10
8 
43
8

9 
35
3

9
1.9

35
.3

3 
93
7

4.6
84
5 
94
2

18
9 
32
2

22
1.3

15
.3

8 
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9

3.7
74
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80

16
 4
65

22
1.0

12
.1

13
 0
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4.0
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0 
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0

45
 5
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41
1.4

27
.0

6 
37
8

6.8
27
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84
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1.1
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.7

7 
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5

3.9
1 
21
7
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0.4
‒

‒
‒
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5
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7

2
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.6

‒
‒

19
 6
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73
9
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0.1
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.7
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54
7

4.8
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 7
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6 
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5
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1.9

40
.9

4 
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4

4.3
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00
0

27
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27
.2
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2
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9

0
0

‒
‒

‒
‒
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3
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7 
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4

5.8
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3 
33
1
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7.9
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度

年
間
増
加
率
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域
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人
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P
ベ
ー
ス
）

年
　
間

成
長
率

国
／
地
域

人
口
（
20
06
年
）

G
D
P
（
20
06
年
）

（
1 
00
0 
ha
）

（
1 
00
0人
）
（
人
／
k㎡
）

（
％
）
（
全
体
に
対
す
る
割
合：
％
）

（
米
ド
ル
）

（
％
）

カ
ナ
ダ

グ
リ
ー
ン
ラ
ン
ド

メ
キ
シ
コ

サ
ン
ピ
エ
ー
ル
・
ミ
ク
ロ
ン

ア
メ
リ
カ
合
衆
国

北
米
合
計

ア
ル
メ
ニ
ア

ア
ゼ
ル
バ
イ
ジ
ャ
ン

グ
ル
ジ
ア

カ
ザ
フ
ス
タ
ン

キ
ル
ギ
ス

タ
ジ
キ
ス
タ
ン

ト
ル
ク
メ
ニ
ス
タ
ン

ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン

中
央
ア
ジ
ア
合
計

ア
フ
ガ
ニ
ス
タ
ン

バ
ー
レ
ー
ン

キ
プ
ロ
ス

イ
ラ
ン
（
・
イ
ス
ラ
ム
共
和
国
）

イ
ラ
ク

イ
ス
ラ
エ
ル

ヨ
ル
ダ
ン

ク
ウ
ェ
ー
ト

レ
バ
ノ
ン

被
占
領
パ
レ
ス
チ
ナ
地
域

90
9 
35
1

32
 5
76

4
0.9

19
.8

36
 7
13

2.8
41
 0
45

57
0

0.3
16
.8

‒
‒

19
4 
39
5

10
5 
34
2

54
1.0

23
.7

12
 1
77

4.8
23

6
26

0.8
16
.7

‒
‒

91
6 
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2

30
2 
84
1
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1.0
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.9
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68

2.9
2 
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00
6
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2
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0
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.1
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‒0
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6
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4 
01
0
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0
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6
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.4
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2
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.7
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25
8
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1 
81
3

2.7
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 9
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9

47
1.4
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.4

1 
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4 
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9
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.4
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41
0 
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.8
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4.1
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.7
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7

5.3
71
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8
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9
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3.3
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6.5
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4
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5
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1.1
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.5
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5
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1.2
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.6
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6

4.6
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.2

‒
‒
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4

6 
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9
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5
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8

5.7
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8
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3
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74
1

0.0
60
2

3 
88
9

64
6

3.4
28
.3

3 
60
5

1.4



付　　　録

— 217 —

オ
マ
ー
ン

カ
タ
ー
ル

サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア

シ
リ
ア
・
ア
ラ
ブ
共
和
国

ト
ル
コ

ア
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ブ
首
長
国
連
邦

イ
エ
メ
ン

西
ア
ジ
ア
合
計

西
・
中
央
ア
ジ
ア
合
計

世
界
合
計

　資
料
：
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O
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A
T
 (R
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A
T
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nd
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A
T
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W
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m
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s) 
お
よ
び
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m
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ut
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終
ア
ク
セ
ス
日
：
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年
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日
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6
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合
計

ア
ル
ジ
ェ
リ
ア

エ
ジ
プ
ト

リビ
ア・
ア
ラ
ブ・
ジ
ャ
マ
ー
ヒリ
ー
ヤ
国

モ
ー
リ
タ
ニ
ア

モ
ロ
ッ
コ

ス
ー
ダ
ン

チ
ュ
ニ
ジ
ア

西
サ
ハ
ラ

ア
フ
リ
カ
北
部
合
計

ア
ン
ゴ
ラ

ボ
ツ
ワ
ナ

レ
ソ
ト

マ
ラ
ウ
イ

モ
ザ
ン
ビ
ー
ク

ナ
ミ
ビ
ア

南
ア
フ
リ
カ

ス
ワ
ジ
ラ
ン
ド

ザ
ン
ビ
ア

ジ
ン
バ
ブ
エ

ア
フ
リ
カ
南
部
合
計

ベ
ナ
ン

ブ
ル
キ
ナ
フ
ァ
ソ

カ
ー
ボ
ヴ
ェ
ル
デ

コ
ー
ト
ジ
ボ
ワ
ー
ル

ガ
ン
ビ
ア

ガ
ー
ナ

　

36
1 
26
4

73
12
8

4 
50
9

64
2 
25
4

58
4 
35
1

17
2

13
 0
07

86
6 
50
4

76
17
4

22
10
0

22
7

50
11
4

12
0

8
‒

21
2

14
10
6

7
36

8
‒

59
13

30
6

20
5

‒
50

13
25

7
44

19
1

10
0

11
0

48
0

55
24
0

14
93
9

‒
45

3 
06
1

23
1 
53
1

26
27

2
19

20
9

10
38

38
‒

50
50

25
25

18
1 
39
0

51
3 
87
9

25
1 
94
0

39
2 
29
1

1
16
3

9 
65
9

82
4 
82
9

16
19
7

‒
24

28
3

12
14
2

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
11
0

37
3

‒
95

32
2

47
16
1

26
49
6

14
63

1 
21
3

31
60
6

24
18
4

‒
60

46
2

30
23
1

69
63
5

38
17
9

1 
64
8

90
82
4

35
19

‒
87

47
43

23
31

1 
30
7

7
54

2 
31
2

27
1 
15
6

34
60
0

4
61

1 
06
9

31
53
5

36
6 
10
2

99
17
 0
14

50
8 
50
7

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
35

23
8

5
88

59
6

44
29
8

14
4

12
80

18
9

16
95

8
25
8

2 
68
3

20
38
6

4 
01
4

17
9

1 
86
4

37
18

‒
14
1

66
70

33
58

32
1

53
18
0

99
3

90
49
6
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（
10
0万
トン
）

蓄
積
量

（
㎥
/h
a）

1ヘ
ク
タ
ー
ル
当
た
り

1ヘ
ク
タ
ー
ル
当
た
り

（
10
0万
㎥
）

合
計

（
％
）

商
業
用

（ト
ン
/h
a）

合
計

1ヘ
ク
タ
ー
ル
当
た
り

（ト
ン
/h
a）

（
10
0万
トン
）

合
計

国
／
地
域

バ
イ
オ
マ
ス

バ
イ
オ
マ
ス
炭
素
量

ギ
ニ
ア

ギ
ニ
ア
ビ
サ
ウ

リ
ベ
リ
ア

マ
リ
ニ
ジ
ェ
ー
ル

ナ
イ
ジ
ェ
リ
ア

セ
ネ
ガ
ル

シ
エ
ラ
レ
オ
ネ

ト
ー
ゴ

ア
フ
リ
カ
西
部
合
計

ア
フ
リ
カ
合
計

中
国
朝
鮮
民
主
主
義
人
民
共
和
国

日
本
モ
ン
ゴ
ル

大
韓
民
国

東
ア
ジ
ア
合
計

ア
メ
リ
カ
領
サ
モ
ア

オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア

ク
ッ
ク
諸
島

フ
ィ
ジ
ー

フ
ラ
ン
ス
領
ポ
リ
ネ
シ
ア

グ
ア
ム

キ
リ
バ
ス

マ
ー
シ
ャ
ル
諸
島

ミ
ク
ロ
ネ
シ
ア
（
連
邦
）

77
52
0

‒
18
9

1 
27
2

95
63
6

24
50

20
59

12
2

29
61

15
8

49
8

41
28
7

90
6

14
4

45
3

15
19
1

‒
39

48
4

19
24
2

10
13

8
20

25
10

13
12
5

1 
38
6

11
25
3

2 
80
3

12
6

1 
40
2

37
32
4

63
85

74
1

43
37
1

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

91
6 
25
4

17
5

12
 0
38

85
5 
87
6

10
2

63
 8
58

19
1

12
0 
13
7

95
59
 9
27

67
13
 2
55

92
62

12
 1
91

31
6 
09
6

64
39
5

‒
75

46
4

38
23
2

17
1

4 
24
9

‒
15
2

3 
78
5

76
1 
89
2

13
1

1 
34
2

46
11
2

1 
14
8

56
57
4

80
50
2

54
82

51
5

41
25
8

81
19
 7
43

74
18
 1
03

37
9 
05
2

10
4

2
‒

21
9

4
11
0

2
‒

‒
‒

11
3

18
 5
10

51
8 
33
9

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒

表
３
（
続
き
）



付　　　録

— 231 —

ナ
ウ
ル

ニ
ュ
ー
カ
レ
ド
ニ
ア

ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド

ニ
ウ
エ

北
マ
リ
ア
ナ
諸
島

パ
ラ
オ

パ
プ
ア
ニ
ュ
ー
ギ
ニ
ア

ピ
ト
ケ
ア
ン
諸
島

サ
モ
ア

ソ
ロ
モ
ン
諸
島

ト
ケ
ラ
ウ

ト
ン
ガ

ツ
バ
ル

バ
ヌ
ア
ツ

ワ
リ
ス
・
フ
テ
ュ
ナ
諸
島

オ
セ
ア
ニ
ア
合
計

バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ

ブ
ー
タ
ン

イ
ン
ド

モ
ル
デ
ィ
ブ

ネ
パ
ー
ル

パ
キ
ス
タ
ン

ス
リ
ラ
ン
カ

南
ア
ジ
ア
合
計

ブ
ル
ネ
イ
・
ダ
ル
サ
ラ
ー
ム

カ
ン
ボ
ジ
ア

イ
ン
ド
ネ
シ
ア

ラ
オ
ス
人
民
民
主
共
和
国

マ
レ
ー
シ
ア

　

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
55

40
58

20
4

14
7

10
2

73
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
35

1 
03
5

51
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
36

1 
07
7

11
3

18
 6
61

51
8 
41
4

34
30

75
72

63
36

31
19
4

62
1

40
21
6

69
0

10
8

34
5

69
4 
69
8

40
76

5 
17
8

35
2 
34
3

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
17
8

64
7

40
26
7

96
9

13
3

48
5

97
18
5

43
27
1

51
6

13
6

25
9

22
42

40
41

79
21

40
79

6 
22
3

95
7 
49
5

44
3 
50
3

21
9

61
40

28
3

79
14
1

39
96

99
8

40
24
2

2 
53
2

12
1

1 
26
6

59
5 
21
6

‒
13
3

11
 7
93

67
5 
89
7

59
95
7

74
18
4

2 
97
4

92
1 
48
7

25
1

5 
24
2

‒
33
6

7 
02
0

16
8

3 
51
0
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（
10
0万
トン
）

蓄
積
量

（
㎥
/h
a）

1ヘ
ク
タ
ー
ル
当
た
り

1ヘ
ク
タ
ー
ル
当
た
り

（
10
0万
㎥
）

合
計

（
％
）

商
業
用

（ト
ン
/h
a）

合
計

1ヘ
ク
タ
ー
ル
当
た
り

（ト
ン
/h
a）

（
10
0万
トン
）

合
計

国
／
地
域

バ
イ
オ
マ
ス

バ
イ
オ
マ
ス
炭
素
量

ミ
ャ
ン
マ
ー

フ
ィ
リ
ピ
ン

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル

タ
イ
東
テ
ィ
モ
ー
ル

ベ
ト
ナ
ム

東
南
ア
ジ
ア
合
計

ア
ジ
ア
・
太
平
洋
合
計

ベ
ラ
ル
ー
シ

モ
ル
ド
バ
共
和
国

ロ
シ
ア
連
邦

ウ
ク
ラ
イ
ナ

C
IS
諸
国
合
計

ア
ル
バ
ニ
ア

ボ
ス
ニ
ア
・
ヘ
ル
ツ
ェ
ゴ
ビ
ナ

ブ
ル
ガ
リ
ア

ク
ロ
ア
チ
ア

チ
ェ
コ
共
和
国

エ
ス
ト
ニ
ア

ハ
ン
ガ
リ
ー

ラ
ト
ビ
ア

リ
ト
ア
ニ
ア

ポ
ー
ラ
ン
ド

ル
ー
マ
ニ
ア

セ
ル
ビ
ア
・
モ
ン
テ
ネ
グ
ロ

ス
ロ
バ
キ
ア

85
2 
74
0

18
19
7

6 
33
5

98
3 
16
8

17
4

1 
24
8

4
27
1

1 
94
2

13
6

97
1

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
41

59
9

60
99

1 
43
4

49
71
6

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
66

85
0

9
18
2

2 
34
8

91
1 
17
4

88
17
 9
11

18
0

36
 4
57

90
18
 2
28

81
44
 9
53

11
7

80
 7
16

57
39
 1
97

17
9

1 
41
1

83
13
7

1 
07
9

68
53
9

14
1

47
62

80
26

40
13

10
0

80
 4
79

49
80

64
 4
19

40
32
 2
10

22
1

2 
11
9

64
15
6

1 
48
9

78
74
5

10
2

84
 0
56

81
67
 0
14

41
33
 5
07

99
79

81
13
1

10
4

65
52

17
9

39
1

80
16
1

35
1

80
17
6

15
7

56
8

61
14
5

52
7

73
26
3

16
5

35
2

83
18
0

38
5

90
19
2

27
8

73
6

97
27
4

72
5

12
3

32
6

19
6

44
7

94
14
6

33
4

73
16
7

17
1

33
7

98
17
2

34
0

88
17
3

20
4

59
9

85
15
7

46
2

79
23
1

19
0

40
0

86
12
3

25
8

61
12
9

20
3

1 
86
4

94
19
5

1 
79
1

97
89
6

21
2

1 
34
7

98
17
8

1 
13
3

89
56
7

12
1

32
7

‒
11
6

31
2

58
15
6

25
6

49
4

85
21
1

40
7

10
5

20
3

表
３
（
続
き
）
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ス
ロ
ベ
ニ
ア

マ
ケ
ド
ニ
ア
旧
ユ
ー
ゴ
ス
ラ
ビ
ア
共
和
国

東
欧
合
計

ア
ン
ド
ラ

オ
ー
ス
ト
リ
ア

ベ
ル
ギ
ー

チ
ャ
ネ
ル
諸
島

デ
ン
マ
ー
ク

フ
ェ
ロ
ー
諸
島

フ
ィ
ン
ラ
ン
ド

フ
ラ
ン
ス

ド
イ
ツ

ジ
ブ
ラ
ル
タ
ル

ギ
リ
シ
ャ

法
王
聖
座
（
バ
チ
カ
ン
）

ア
イ
ス
ラ
ン
ド

ア
イ
ル
ラ
ン
ド

マ
ン
島

イ
タ
リ
ア

リ
ヒ
テ
ン
シ
ュ
タ
イ
ン

ル
ク
セ
ン
ブ
ル
グ

マ
ル
タ

モ
ナ
コ

オ
ラ
ン
ダ

ノ
ル
ウ
ェ
ー

ポ
ル
ト
ガ
ル

サ
ン
マ
リ
ノ

ス
ペ
イ
ン

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン

ス
イ
ス

　

28
3

35
7

91
23
3

29
4

11
6

14
7

70
63

‒
45

41
22

20
19
4

8 
36
1

17
3

7 
46
3

86
3 
69
8

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
30
0

1 
15
9

98
‒

‒
‒

‒
25
8

17
2

10
0

19
6

13
1

98
65

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
15
3

77
76

10
4

52
52

26
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

96
2 
15
8

84
73

1 
63
1

36
81
6

15
8

2 
46
5

93
15
8

2 
45
2

75
1 
16
5

‒
‒

‒
23
5

2 
60
5

11
8

1 
30
3

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
47

17
7

88
31

11
7

16
59

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
65

3
‒

67
3

33
2

98
65

‒
59

40
30

20
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

14
5

1 
44
7

70
12
7

1 
27
2

64
63
6

25
4

2
80

14
8

1
74

1
29
9

26
10
0

23
0

20
10
3

9
23
1

0
0

34
6

0
17
3

0
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

17
8

65
80

14
2

52
68

25
92

86
3

78
74

69
0

37
34
4

93
35
0

66
60

22
8

30
11
4

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
50

88
8

78
49

87
1

22
39
2

11
5

3 
15
5

77
85

2 
34
0

43
1 
17
0

36
8

44
9

82
25
2

30
8

12
6

15
4
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蓄
積
量

（
㎥
/h
a）

1ヘ
ク
タ
ー
ル
当
た
り

1ヘ
ク
タ
ー
ル
当
た
り

（
10
0万
㎥
）

合
計

（
％
）

商
業
用

（ト
ン
/h
a）

合
計

1ヘ
ク
タ
ー
ル
当
た
り

（ト
ン
/h
a）

（
10
0万
トン
）

合
計

国
名
／
地
域

バ
イ
オ
マ
ス

バ
イ
オ
マ
ス
炭
素
量

英
国
西
欧
合
計

欧
州
合
計

ア
ン
ギ
ラ

ア
ン
テ
ィ
グ
ア
・
バ
ー
ブ
ー
ダ

ア
ル
バ

バ
ハ
マ

バ
ル
バ
ド
ス

バ
ミ
ュ
ー
ダ

英
領
バ
ー
ジ
ン
諸
島

ケ
イ
マ
ン
諸
島

キ
ュ
ー
バ

ド
ミ
ニ
カ

ド
ミ
ニ
カ
共
和
国

グ
レ
ナ
ダ

グ
ア
ド
ル
ー
プ

ハ
イ
チ

ジ
ャ
マ
イ
カ

マ
ル
チ
ニ
ー
ク

モ
ン
セ
ラ
ッ
ト

オ
ラ
ン
ダ
領
ア
ン
テ
ィ
ル

プ
エ
ル
ト
リ
コ

セ
ン
ト
キ
ッ
ツ
・
ネ
イ
ビ
ス

セ
ン
ト
ル
シ
ア

セ
ン
ト
ビ
ン
セ
ン
ト
・
グ
レ
ナ
デ
ィ
ー
ン

ト
リ
ニ
ダ
ー
ド
・
ト
バ
ゴ

タ
ー
ク
ス
・
カ
イ
コ
ス
諸
島

12
0

34
0

88
79

22
4

39
11
2

11
5

13
 8
61

10
2

13
 0
37

50
6 
41
1

10
7

10
6 
27
8

88
87
 5
14

44
43
 6
16

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
13

7
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

90
24
3

79
27
3

74
0

12
8

34
7

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
47

64
‒

11
9

16
4

60
82

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

65
7

‒
15
8

17
79

8
15
6

53
2

20
1

68
10
0

34
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

65
26

‒
10
3

42
52

21
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

88
20

55
20
9

47
10
4

24
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

（
10
0万
トン
）

表
３
（
続
き
）
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米
領
バ
ー
ジ
ン
諸
島

カ
リ
ブ
海
合
計

ベ
リ
ー
ズ

コ
ス
タ
リ
カ

エ
ル
サ
ル
バ
ド
ル

グ
ア
テ
マ
ラ

ホ
ン
ジ
ュ
ラ
ス

ニ
カ
ラ
グ
ア

パ
ナ
マ

中
米
合
計

ア
ル
ゼ
ン
チ
ン

ボ
リ
ビ
ア

ブ
ラ
ジ
ル

チ
リ
コ
ロ
ン
ビ
ア

エ
ク
ア
ド
ル

フ
ォ
ー
ク
ラ
ン
ド
諸
島

フ
ラ
ン
ス
領
ギ
ア
ナ

ガ
イ
ア
ナ

パ
ラ
グ
ア
イ

ペ
ル
ー

サ
ウ
ス
ジョ
ー
ジ
ア・
サ
ウ
ス
サ
ンド
ウィ
ッチ
諸
島

ス
リ
ナ
ム

ウ
ル
グ
ア
イ

ベ
ネ
ズ
エ
ラ
（
・
ボ
リ
バ
ル
共
和
国
）

南
米
合
計

中
南
米
・
カ
リ
ブ
海
合
計

カ
ナ
ダ

　

15
0

‒
57

1
28

0
74

42
0

20
8

1 
07
8

10
0

51
6

96
15
9

‒
72

11
8

36
59

10
4

24
9

66
16
1

38
5

81
19
3

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
16
3

64
2

15
25
3

99
6

12
6

49
8

11
6

54
0

‒
‒

‒
‒

‒
11
4

59
1

25
27
6

1 
43
2

13
8

71
6

16
0

68
6

1
28
8

1 
23
8

14
4

62
0

13
0

2 
86
7

23
9

4 
16
9

11
9

2 
08
6

55
1 
82
6

67
14
6

4 
81
7

73
2 
41
1

74
4 
36
0

16
18
0

10
 5
68

90
5 
29
6

17
0

81
 2
39

18
21
2

10
1 
23
6

10
3

49
 3
35

11
7

1 
88
2

64
24
1

3 
89
2

12
1

1 
94
6

‒
‒

‒
26
6

16
 1
25

13
3

8 
06
2

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

35
0

2 
82
2

0
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

22
8

3 
44
3

11
4

1 
72
2

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
15
0

2 
21
6

‒
77
0

11
 3
83

38
5

5 
69
2

79
11
8

6
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

15
5

94
 4
64

22
4

15
1 
46
4

11
0

74
 4
64

15
3

97
 7
51

22
4

15
6 
71
1

11
0

77
 0
66

10
6

32
 9
83

10
0

‒
‒

‒
‒
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蓄
積
量

（
㎥
/h
a）

1ヘ
ク
タ
ー
ル
当
た
り

1ヘ
ク
タ
ー
ル
当
た
り

（
10
0万
㎥
）

合
計

（
％
）

商
業
用

（ト
ン
/h
a）

（
10
0万
トン
）

合
計

1ヘ
ク
タ
ー
ル
当
た
り

（ト
ン
/h
a）

（
10
0万
トン
）

合
計

国
名
／
地
域

バ
イ
オ
マ
ス

バ
イ
オ
マ
ス
炭
素
量

グ
リ
ー
ン
ラ
ン
ド

メ
キ
シ
コ

サ
ン
ピ
エ
ー
ル
・
ミ
ク
ロ
ン

ア
メ
リ
カ
合
衆
国

北
米
合
計

ア
ル
メ
ニ
ア

ア
ゼ
ル
バ
イ
ジ
ャ
ン

グ
ル
ジ
ア

カ
ザ
フ
ス
タ
ン

キ
ル
ギ
ス

タ
ジ
キ
ス
タ
ン

ト
ル
ク
メ
ニ
ス
タ
ン

ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン

中
央
ア
ジ
ア
合
計

ア
フ
ガ
ニ
ス
タ
ン

バ
ー
レ
ー
ン

キ
プ
ロ
ス

イ
ラ
ン
（
・
イ
ス
ラ
ム
共
和
国
）

イ
ラ
ク

イ
ス
ラ
エ
ル

ヨ
ル
ダ
ン

ク
ウ
ェ
ー
ト

レ
バ
ノ
ン

被
占
領
パ
レ
ス
チ
ナ
地
域

オ
マ
ー
ン

カ
タ
ー
ル

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
11
6

35
 1
18

79
12
5

37
 9
29

63
18
 9
64

11
1

68
 1
01

12
5

37
 9
29

63
18
 9
64

12
5

36
‒

12
8

36
64

18
13
6

12
7

20
12
4

11
6

62
58

16
7

46
1

26
15
2

42
0

76
21
0

10
9

36
4

0
82

27
3

41
13
7

34
30

0
29

25
14

13
12

5
0

14
6

7
3

4
15

0
8

35
4

17
7

24
0

7
25

4
12

66
1 
06
1

58
93
5

29
46
8

16
14

40
15

13
7

6
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

46
8

39
32

6
16

3
48

52
7

79
60

66
9

30
33
4

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
37

6
70

‒
‒

‒
‒

30
3

‒
56

5
28

2
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

36
5

‒
26

4
13

2
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

表
３
（
続
き
）
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サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア

シ
リ
ア
・
ア
ラ
ブ
共
和
国

ト
ル
コ

ア
ラ
ブ
首
長
国
連
邦

イ
エ
メ
ン

西
ア
ジ
ア
合
計

西
・
中
央
ア
ジ
ア
合
計

世
界
合
計

　出
典
：
FA
O
, 2
00
6a

8
23

0
13

35
6

17
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

13
8

1 
40
0

87
16
1

1 
63
4

80
81
7

49
15

0
10
6

33
53

17
9

5
‒

19
10

9
5

76
2 
00
6

92
2 
40
7

46
1 
20
3

73
3 
06
7

79
3 
34
3

40
1 
67
1

11
1

38
4 
00
7

14
5

48
6 
35
0

72
24
0 
44
1
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木
材
燃
料

（
1 
00
0 
㎥
）

（
1 
00
0 
㎥
）

（
1 
00
0 
㎥
）

生
産
量

輸
入
量

輸
出
量
消
費
量

生
産
量

輸
入
量

輸
出
量
消
費
量

生
産
量

輸
入
量

輸
出
量
消
費
量

国
／
地
域

産
業
用
材

製
材

表
４
　
木
材
燃
料
、
丸
太
、
製
材
の
生
産
、
貿
易
、
消
費
量
（
20
06
年
）

ブ
ル
ン
ジ

カ
メ
ル
ー
ン

中
央
ア
フ
リカ
共
和
国

チ
ャ
ド

コ
ン
ゴ

コ
ン
ゴ
民
主
共
和
国

赤
道
ギ
ニ
ア

ガ
ボ
ン

ル
ワ
ン
ダ

セ
ン
ト
ヘ
レ
ナ

サ
ント
メ・
プ
リン
シ
ペ

ア
フ
リ
カ
中
部
合
計

イ
ギ
リ
ス
領
イ
ンド
洋
地
域

コ
モ
ロ

ジ
ブ
チ

エ
リ
ト
リ
ア

エ
チ
オ
ピ
ア

ケ
ニ
ア

マ
ダ
ガ
ス
カ
ル

モ
ー
リ
シ
ャ
ス

マ
ヨ
ッ
ト

レ
ユ
ニ
オ
ン

セ
イ
シ
ェ
ル

ソ
マ
リ
ア

ウ
ガ
ン
ダ

8 
68
1

0
0

8 
68
1

33
3

0
7

32
6

83
0

0
83

9 
56
6

0
0

9 
56
6

1 
80
0

0
29

1 
77
1

70
2

0
51
4

18
8

2 
00
0

0
0

2 
00
0

83
2

0
85

74
7

69
0

11
58

6 
60
0

0
0

6 
60
0

76
1

0
0

76
1

2
18

1
19

1 
25
6

0
0

1 
25
6

2 
33
1

0
63
3
1 
69
8

26
8

0
18
1

87
72
 1
26

0
0

72
 1
26

4 
32
2

1
89

4 
23
4

94
1

69
26

44
7

0
0

44
7

70
0

0
68
5

15
7

0
6

1
53
0

0
0

53
0

3 
50
0

0
1 
78
7
1 
71
3

23
5

0
19
9

36
9 
41
6

0
0

9 
41
6

49
5

0
0

49
5

79
0

0
79

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

9
0

0
9

5
0

1
5

11
0 
62
1

0
0

11
0 
62
1

15
 0
83

2
3 
31
6
11
 7
68

1 
54
4

19
98
2

58
2

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

9
0

0
9

0
1

0
1

0
0

0
0

0
1

0
1

0
2

0
2

2 
48
6

0
0

2 
48
6

2
6

0
8

0
0

0
0

95
 7
03

0
0

95
 7
03

2 
92
8

0
0
2 
92
8

18
10

0
28

20
 7
49

0
0

20
 7
49

1 
81
3

8
1
1 
82
0

14
2

2
1

14
4

11
 3
39

0
0

11
 3
39

18
3

0
43

14
0

89
1

28
62

7
0

0
7

9
20

1
28

4
65

1
68

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

31
0

0
31

5
1

2
3

2
85

0
87

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

11
 1
27

0
0

11
 1
27

11
0

1
5

10
6

14
1

0
15

37
 3
43

0
0

37
 3
43

3 
17
5

0
0
3 
17
5

11
7

0
1

11
6
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タ
ン
ザ
ニ
ア
連
合
共
和
国

ア
フ
リ
カ
東
部
合
計

ア
ル
ジ
ェ
リ
ア

エ
ジ
プ
ト

リビ
ア・
ア
ラ
ブ・
ジ
ャ
マ
ー
ヒリ
ー
ヤ
国

モ
ー
リ
タ
ニ
ア

モ
ロ
ッ
コ

ス
ー
ダ
ン

チ
ュ
ニ
ジ
ア

西
サ
ハ
ラ

ア
フ
リ
カ
北
部
合
計

ア
ン
ゴ
ラ

ボ
ツ
ワ
ナ

レ
ソ
ト

マ
ラ
ウ
イ

モ
ザ
ン
ビ
ー
ク

ナ
ミ
ビ
ア

南
ア
フ
リ
カ

ス
ワ
ジ
ラ
ン
ド

ザ
ン
ビ
ア

ジ
ン
バ
ブ
エ

ア
フ
リ
カ
南
部
合
計

ベ
ナ
ン

ブ
ル
キ
ナ
フ
ァ
ソ

カ
ー
ボ
ヴ
ェ
ル
デ

コ
ー
ト
ジ
ボ
ワ
ー
ル

ガ
ン
ビ
ア

ガ
ー
ナ

　

21
 9
14

0
1

21
 9
13

2 
31
4

2
57

2 
25
9

40
1

32
10

20
0 
69
9

0
1

20
0 
69
8

10
 5
47

39
11
0
10
 4
76

42
7

16
8

63
53
3

7 
76
7

0
0

7 
76
7

75
34

1
10
8

13
1 
15
7

0
1 
16
9

17
 0
59

0
0

17
 0
59

26
8

11
6

0
38
4

2
1 
46
3

0
1 
46
5

90
1

0
0

90
1

11
6

8
0

12
4

31
12
3

0
15
4

1 
66
3

0
0

1 
66
3

3
1

0
4

14
0

0
14

34
5

0
0

34
5

59
9

46
2

0
1 
06
1

83
1 
04
3

0
1 
12
6

17
 9
01

0
0

17
 9
01

2 
17
3

0
0
2 
17
3

51
58

0
10
9

2 
15
6

0
0

2 
15
6

21
8

81
0

29
9

20
56
2

2
58
1

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

47
 7
92

0
0

47
 7
92

3 
45
2

70
2

2
4 
15
3

21
4

4 
40
7

3
4 
61
8

3 
65
6

0
0

3 
65
6

1 
09
6

2
4

1 
09
3

5
1

0
6

66
5

0
0

66
5

10
5

0
0

10
5

15
0

0
15

2 
06
1

0
0

2 
06
1

0
0

0
0

0
0

0
0

5 
18
9

0
0

5 
18
9

52
0

2
0

52
1

45
0

16
29

16
 7
24

0
0

16
 7
24

1 
30
4

4
13
3

1 
17
5

43
19

19
43

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

12
 0
00

0
0

12
 0
00

18
 0
63

51
19
1
17
 9
22

2 
09
1

48
7

63
2 
51
6

99
6

0
0

99
6

33
0

0
0

33
0

10
2

0
0

10
2

8 
79
8

0
0

8 
79
8

1 
32
5

0
1

1 
32
5

15
7

1
6

15
3

8 
38
0

0
0

8 
38
0

77
1

1
5

76
7

56
5

2
83

48
4

58
 4
69

0
0

58
 4
69

23
 5
14

60
33
4

23
 2
39

3 
02
3

51
1

18
6

3 
34
8

6 
10
1

0
0

6 
10
1

33
2

0
13

31
9

31
9

18
21

12
 0
67

0
0

12
 0
67

1 
17
1

3
3

1 
17
1

1
21

4
17

2
0

0
2

0
2

0
1

0
1

0
1

8 
74
0

0
0

8 
74
0

1 
34
7

10
14
2

1 
21
5

42
0

0
38
1

39
65
6

0
0

65
6

11
3

0
0

11
2

1
2

0
3

33
 0
40

0
0

33
 0
40

1 
30
4

3
1

1 
30
5

52
7

0
21
0

31
7
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木
材
燃
料

（
1 
00
0 
㎥
）

（
1 
00
0 
㎥
）

（
1 
00
0 
㎥
）

生
産
量

輸
入
量

輸
出
量
消
費
量

生
産
量

輸
入
量

輸
出
量
消
費
量

生
産
量

輸
入
量

輸
出
量
消
費
量

国
／
地
域

産
業
用
材

製
材

ギ
ニ
ア

ギ
ニ
ア
ビ
サ
ウ

リ
ベ
リ
ア

マ
リ
ニ
ジ
ェ
ー
ル

ナ
イ
ジ
ェ
リ
ア

セ
ネ
ガ
ル

シ
エ
ラ
レ
オ
ネ

ト
ー
ゴ

ア
フ
リ
カ
西
部
合
計

ア
フ
リ
カ
合
計

中
国
朝
鮮
民
主
主
義
人
民
共
和
国

日
本
モ
ン
ゴ
ル

大
韓
民
国

東
ア
ジ
ア
合
計

ア
メ
リ
カ
領
サ
モ
ア

オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア

ク
ッ
ク
諸
島

フ
ィ
ジ
ー

フ
ラ
ン
ス
領
ポ
リ
ネ
シ
ア

グ
ア
ム

キ
リ
バ
ス

マ
ー
シ
ャ
ル
諸
島

ミク
ロ
ネ
シ
ア（
連
邦
）

11
 7
38

0
0

11
 7
38

65
1

1
23

62
9

10
0

9
2

42
2

0
0

42
2

17
0

0
7

16
3

16
1

0
16

6 
03
3

0
0

6 
03
3

30
0

0
0

30
0

60
0

1
59

5 
08
4

0
0

5 
08
4

41
3

1
1

41
3

13
0

0
13

9 
01
0

0
0

9 
01
0

41
1

1
4

40
8

4
0

0
4

61
 6
29

0
1

61
 6
28

9 
41
8

1
42

9 
37
7

2 
00
0

1
22

1 
98
0

5 
30
6

0
0

5 
30
6

79
4

23
0

81
7

23
86

1
10
8

5 
44
8

0
0

5 
44
8

12
4

0
1

12
3

5
1

0
6

5 
81
6

0
0

5 
81
6

16
6

0
8

15
8

14
4

5
14

17
1 
09
1

0
1

17
1 
09
1

16
 7
13

44
24
7

16
 5
11

3 
12
4

12
7

65
1

2 
59
9

58
8 
67
3

1
3

58
8 
67
0

69
 3
09

84
7

4 
00
9

66
 1
47

8 
33
2

5 
23
3

1 
88
5
11
 6
79

20
3 
50
5

18
9
20
3 
51
4

94
 6
65

33
 2
39

72
0
12
7 
18
4

10
 2
45

8 
10
8

84
6
17
 5
08

5 
83
5

0
0

5 
83
5

1 
50
0

0
40

1 
46
0

28
0

1
22

25
9

10
5

1
0

10
6

16
 6
09

10
 5
82

32
27
 1
59

12
 5
54

8 
50
5

17
21
 0
42

70
4

0
0

70
4

40
7

1
46

30
2

3
29

2 
46
9

0
0

2 
46
9

2 
44
4

6 
36
6

0
8 
81
0

4 
36
6

80
4

15
5 
15
5

21
2 
61
8

19
9

21
2 
62
8

11
5 
25
8

50
 1
94

79
2
16
4 
65
9

27
 4
75

17
 4
20

90
3

43
 9
92

‒
‒

‒
‒

0
0

0
0

0
1

0
1

6 
96
9

0
0

6 
96
9

26
 9
04

2
1 
06
5
25
 8
41

4 
78
4

57
0

34
4

5 
01
0

0
0

0
0

5
0

1
4

0
3

0
3

37
0

0
37

47
2

2
6

46
8

12
5

2
20

10
7

‒
‒

‒
‒

0
4

0
4

0
40

0
40

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

0
0

0
0

0
0

0
0

0
2

0
2

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

0
6

0
6

0
0

0
0

0
0

0
0

0
7

0
7

表
４
（
続
き
）
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ナ
ウ
ル

ニ
ュ
ー
カ
レ
ド
ニ
ア

ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド

ニ
ウ
エ

北
マ
リ
ア
ナ
諸
島

パ
ラ
オ

パ
プ
ア
ニ
ュ
ー
ギ
ニ
ア

ピ
ト
ケ
ア
ン
諸
島

サ
モ
ア

ソ
ロ
モ
ン
諸
島

ト
ケ
ラ
ウ

ト
ン
ガ

ツ
バ
ル

バ
ヌ
ア
ツ

ワ
リ
ス・
フ
テ
ュ
ナ
諸
島

オ
セ
ア
ニ
ア
合
計

バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ

ブ
ー
タ
ン

イ
ン
ド

モ
ル
デ
ィ
ブ

ネ
パ
ー
ル

パ
キ
ス
タ
ン

ス
リ
ラ
ン
カ

南
ア
ジ
ア
合
計

ブ
ル
ネ
イ・
ダ
ル
サ
ラ
ー
ム

カ
ン
ボ
ジ
ア

イ
ン
ド
ネ
シ
ア

ラ
オ
ス
人
民
民
主
共
和
国

マ
レ
ー
シ
ア

　

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

5
4

1
8

3
20

1
22

‒
0

0
‒

19
 2
54

3
5 
57
1
13
 6
87

4 
26
9

50
1 
96
0

2 
35
9

‒
‒

‒
‒

0
0

0
0

0
0

0
0

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

0
0

0
0

‒
‒

‒
‒

0
1

0
1

0
3

0
3

5 
53
3

0
0

5 
53
3

2 
90
8

0
2 
63
8

27
0

60
0

51
9

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

0
0

0
0

70
0

0
70

61
6

1
66

21
22

0
43

13
8

0
0

13
8

1 
13
0

0
1 
01
1

11
9

12
0

11
1

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

0
0

0
0

0
2

0
2

2
1

2
1

2
14

0
16

‒
‒

‒
‒

0
0

0
0

0
1

0
1

91
0

1
90

28
2

0
30

28
2

2
28

‒
‒

‒
‒

0
0

0
1

0
12
 8
38

2
1

12
 8
39

50
 7
69

25
10
 2
94

40
 5
00

9 
30
4

74
5

2 
39
0

7 
66
0

27
 5
84

0
0

27
 5
84

28
2

32
9

1
61
1

38
8

2
0

39
0

4 
54
6

0
0

4 
54
6

13
3

0
3

13
0

31
0

0
31

30
6 
25
2

79
0

30
6 
33
2

23
 1
92

4 
04
3

3
27
 2
31

14
 7
89

17
3

19
14
 9
43

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

12
 6
54

0
0

12
 6
54

1 
26
0

1
2

1 
25
9

63
0

2
0

63
1

26
 1
24

0
0

26
 1
24

2 
87
0

25
9

0
3 
12
9

1 
31
3

12
0

0
1 
43
3

5 
58
4

0
0

5 
58
4

69
4

1
3

69
3

61
30

0
90

38
2 
74
5

80
0

38
2 
82
5

28
 4
31

4 
63
4

12
33
 0
53

17
 2
12

32
6

19
17
 5
19

12
0

0
12

11
2

0
0

11
2

51
0

1
50

9 
22
1

0
0

9 
22
1

11
3

1
0

11
4

74
0

63
11

70
 7
19

0
1

70
 7
18

28
 0
99

12
0

68
5
27
 5
34

3 
85
3

31
1

1 
85
3

2 
31
1

5 
94
4

0
0

5 
94
4

19
4

0
63

13
1

14
0

0
13
1

9
3 
01
3

12
0

3 
02
4

22
 5
06

13
8

4 
90
9
17
 7
35

5 
12
9

1 
00
4

2 
60
8

3 
52
5
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木
材
燃
料

（
1 
00
0 
㎥
）

（
1 
00
0 
㎥
）

（
1 
00
0 
㎥
）

生
産
量

輸
入
量

輸
出
量
消
費
量

生
産
量

輸
入
量

輸
出
量
消
費
量

生
産
量

輸
入
量

輸
出
量
消
費
量

国
／
地
域

産
業
用
材

製
材

ミ
ャ
ン
マ
ー

フ
ィ
リ
ピ
ン

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル

タ
イ
東
テ
ィ
モ
ー
ル

ベ
ト
ナ
ム

東
南
ア
ジ
ア
合
計

ア
ジ
ア・
太
平
洋
合
計

ベ
ラ
ル
ー
シ

モ
ル
ド
バ
共
和
国

ロ
シ
ア
連
邦

ウ
ク
ラ
イ
ナ

C
IS
諸
国
合
計

ア
ル
バ
ニ
ア

ボ
ス
ニ
ア
・
ヘ
ル
ツ
ェ
ゴ
ビ
ナ

ブ
ル
ガ
リ
ア

ク
ロ
ア
チ
ア

チ
ェ
コ
共
和
国

エ
ス
ト
ニ
ア

ハ
ン
ガ
リ
ー

ラ
ト
ビ
ア

リ
ト
ア
ニ
ア

モ
ン
テ
ネ
グ
ロ

ポ
ー
ラ
ン
ド

ル
ー
マ
ニ
ア

38
 2
86

0
0

38
 2
86

4 
26
2

0
1 
47
6

2 
78
6

1 
53
0

0
27
5
1 
25
6

12
 8
21

0
0

12
 8
21

2 
92
7

13
8

7
3 
05
8

46
8

26
4

18
4

54
8

0
1

0
1

0
40

39
1

25
22
4

19
5

54
19
 7
36

0
0

19
 7
36

8 
70
0

39
8

0
9 
09
8

28
8

1 
89
0
1 
31
4

86
4

‒
‒

‒
‒

0
0

0
0

0
0

0
0

26
 1
51

0
0

26
 1
51

4 
67
8

20
3

8
4 
87
3

3 
41
4

53
1

81
3 
86
4

18
5 
90
3

13
1

18
5 
91
5

71
 5
90

1 
03
9

7 
18
8
65
 4
42

14
 9
72

4 
22
5

6 
70
4

12
 4
93

79
4 
10
4

11
4

11
79
4 
20
7

26
6 
04
8

55
 8
91

18
 2
86

30
3 
65
4

68
 9
64

22
 7
16

10
 0
16

81
 6
64

1 
34
5

1
75

1 
27
1

7 
41
1

76
1 
44
3

6 
04
4

2 
45
8

11
6

1 
19
7
1 
37
7

94
2

0
96

94
28

0
12
2

31
11
0

0
14
1

46
 0
00

0
20
0

45
 8
00

14
4 
60
0

51
6
50
 9
00

94
 2
16

22
 1
27

15
15
 9
00

6 
24
2

8 
49
4

1
49
8

7 
99
7

6 
75
2

17
3

2 
20
2

4 
72
3

2 
19
2

9
1 
24
9

95
2

55
 9
33

3
77
2

55
 1
64

15
8 
85
7

79
3

54
 5
45

10
5 
10
5

26
 8
08

24
9
18
 3
45

8 
71
2

22
1

0
56

16
5

75
1

0
75

97
24

21
99

1 
45
9

0
29
0

1 
16
9

2 
64
6

53
15
6

2 
54
4

1 
31
9

17
93
2

40
4

2 
88
5

0
14
7

2 
73
8

3 
10
7

46
58
1

2 
57
2

56
9

28
26
9

32
9

91
5

3
29
5

62
3

3 
53
7

67
61
2

2 
99
2

66
9

37
1

47
7

56
3

1 
34
5

48
28
0

1 
11
3

16
 3
33

1 
22
5

2 
67
9
14
 8
79

5 
08
0

50
7

2 
00
0
3 
58
7

1 
10
0

2
51

1 
05
1

4 
30
0

1 
80
9

1 
60
6

4 
50
3

1 
92
3

75
3

97
0
1 
70
5

3 
24
6

16
8

21
4

3 
20
0

2 
66
7

18
9

1 
09
5

1 
76
1

18
6

85
2

17
2

86
6

97
9

2
40
5

57
6

11
 8
66

1 
21
6

3 
41
9

9 
66
3

4 
32
0

48
1

2 
57
2
2 
22
9

1 
23
0

13
83

1 
16
0

4 
64
0

19
7

1 
06
1

3 
77
7

1 
46
6

53
8

80
3
1 
20
0

26
5

0
30

23
5

19
2

1
44

14
9

77
2

49
30

3 
61
7

14
78

3 
55
3

28
 7
67

1 
81
4

41
2
30
 1
69

3 
60
7

54
1

60
3
3 
54
5

4 
51
6

1
79

4 
43
8

9 
45
4

42
5

11
1

9 
76
8

3 
47
6

48
2 
35
1
1 
17
3
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セ
ル
ビ
ア

ス
ロ
バ
キ
ア

ス
ロ
ベ
ニ
ア

マ
ケド
ニ
ア
旧
ユ
ー
ゴ
スラ
ビ
ア
共
和
国

東
欧
合
計

ア
ン
ド
ラ

オ
ー
ス
ト
リ
ア

ベ
ル
ギ
ー

チ
ャ
ネ
ル
諸
島

デ
ン
マ
ー
ク

フ
ェ
ロ
ー
諸
島

フ
ィ
ン
ラ
ン
ド

フ
ラ
ン
ス

ド
イ
ツ

ジ
ブ
ラ
ル
タ
ル

ギ
リ
シ
ャ

法
王
聖
座
（
バ
チ
カ
ン
）

ア
イ
ス
ラ
ン
ド

ア
イ
ル
ラ
ン
ド

マ
ン
島

イ
タ
リ
ア

リ
ヒ
テ
ン
シ
ュ
タ
イ
ン

ル
ク
セ
ン
ブ
ル
グ

マ
ル
タ

モ
ナ
コ

オ
ラ
ン
ダ

ノ
ル
ウ
ェ
ー

ポ
ル
ト
ガ
ル

サ
ン
マ
リ
ノ

ス
ペ
イ
ン

　

1 
62
6

1
2

1 
62
5

1 
25
0

87
48

1 
28
9

49
3

41
9

14
4

76
8

30
7

10
15

30
2

7 
56
2

34
0

1 
21
8

6 
68
4

2 
44
0

72
1 
19
2
1 
32
0

98
4

58
17
5

86
7

2 
19
5

36
3

38
3

2 
17
5

58
0

22
3

43
3

37
0

66
2

0
5

65
7

16
2

1
6

15
8

17
52

9
60

25
 3
57

32
0

2 
20
4
23
 4
73

98
 7
53

7 
83
4
13
 4
30

93
 1
57

26
 3
19

4 
92
7
12
 9
97
18
 2
49

0
2

0
2

0
0

0
0

0
10

0
10

4 
70
5

32
6

54
4 
97
7

14
 4
30

9 
10
2

71
8
22
 8
14

10
 5
07

1 
88
1

6 
88
9
5 
49
9

67
0

45
9

70
7

4 
40
5

3 
28
4

1 
02
5

6 
66
4

1 
52
0

2 
21
3

1 
06
5
2 
66
8

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
1 
16
2

30
5

37
1 
43
0

1 
19
6

84
8

64
5

1 
39
9

19
6

2 
20
1

14
3
2 
25
3

0
0

0
0

0
1

0
1

0
4

0
4

5 
29
0

17
4

9
5 
45
5

45
 5
21

14
 6
55

70
9
59
 4
68

12
 2
27

57
8

7 
72
8
5 
07
7

33
 1
98

44
56
0
32
 6
82

28
 5
92

2 
60
1

3 
69
5
27
 4
98

9 
99
2

3 
92
2
1 
49
3
12
 4
21

8 
29
0

54
7

79
8 
75
9

54
 0
00

3 
66
9

7 
55
7
50
 1
13

24
 4
20

5 
30
7
8 
78
9
20
 9
38

0
0

0
0

0
0

0
0

0
1

0
1

1 
00
4

69
7

1 
06
6

51
9

19
0

4
70
5

19
1

94
8

12
1 
12
7

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

0
0

0
0

0
1

0
1

0
95

0
95

16
1

1
16

2 
65
5

20
8

30
8
2 
55
5

1 
09
4

99
5

39
3
1 
69
7

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

5 
60
6

1 
09
9

2
6 
70
3

3 
01
3

4 
48
6

15
7 
48
4

1 
74
8

7 
86
2

16
9

9 
44
1

4
0

0
4

18
0

0
18

‒
‒

‒
‒

‒
20

35
‒

25
5

35
1

22
4

38
3

13
3

57
38

15
2

0
0

0
0

0
0

0
0

0
19

0
19

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

29
0

2
30

26
1

81
7

39
0

57
0

63
6

26
5

3 
39
9

55
5
3 
10
9

1 
17
7

17
5

5
1 
34
7

7 
41
7

2 
33
4

74
0
9 
01
1

2 
38
9

1 
03
5

47
4
2 
95
0

60
0

2
8

59
4

10
 2
05

33
5

1 
42
2
9 
11
8

1 
01
0

25
8

46
2

80
6

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

1 
60
7

42
18
8

1 
46
1

14
 1
09

3 
84
1

22
4
17
 7
26

3 
80
6

3 
37
3

11
7
7 
06
2
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木
材
燃
料

（
1 
00
0 
㎥
）

（
1 
00
0 
㎥
）

（
1 
00
0 
㎥
）

生
産
量

輸
入
量

輸
出
量
消
費
量

生
産
量

輸
入
量

輸
出
量
消
費
量

生
産
量

輸
入
量

輸
出
量
消
費
量

国
／
地
域

産
業
用
材

製
材

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン

ス
イ
ス

英
国
西
欧
合
計

欧
州
合
計

ア
ン
ギ
ラ

ア
ン
テ
ィ
グ
ア
・
バ
ー
ブ
ー
ダ

ア
ル
バ

バ
ハ
マ

バ
ル
バ
ド
ス

バ
ミ
ュ
ー
ダ

英
領
バ
ー
ジ
ン
諸
島

ケ
イ
マ
ン
諸
島

キ
ュ
ー
バ

ド
ミ
ニ
カ

ド
ミ
ニ
カ
共
和
国

グ
レ
ナ
ダ

グ
ア
ド
ル
ー
プ

ハ
イ
チ

ジ
ャ
マ
イ
カ

マ
ル
チ
ニ
ー
ク

モ
ン
セ
ラ
ッ
ト

オ
ラ
ン
ダ
領
ア
ン
テ
ィ
ル

プ
エ
ル
ト
リ
コ

セ
ン
ト
キ
ッ
ツ
・
ネ
イ
ビ
ス

セ
ン
ト
ル
シ
ア

セ
ント
ビ
ン
セ
ント
・グ
レ
ナ
デ
ィ
ー
ン

5 
90
0

23
0

42
6 
08
8

58
 7
00

6 
66
4

3 
00
4
62
 3
60

18
 3
00

38
4
13
 2
17

5 
46
7

1 
41
7

8
37

1 
38
8

4 
28
5

34
6

1 
72
7

2 
90
4

1 
66
8

40
9

25
2

1 
82
5

31
7

4
14
5

17
6

8 
10
0

41
5

64
4

7 
87
1

2 
90
2

7 
96
3

41
5
10
 4
49

71
 2
55

3 
09
5

1 
24
7

73
 1
18

25
8 
23
5

53
 7
22

23
 2
29

28
8 
72
9

92
 3
69

42
 9
12

42
 2
11

93
 0
70

15
2 
54
4

3 
41
8

4 
22
3

15
1 
75
5

51
5 
84
5

62
 3
49

91
 2
04

48
6 
99
1

14
5 
49
6

48
 0
88

73
 5
54
12
0 
03
0

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

0
0

0
0

0
11

0
11

0
0

0
0

0
1

0
1

0
16

0
16

0
1

0
1

17
63

0
80

1
10
8

2
10
7

0
3

0
3

6
5

0
11

0
24

0
24

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

0
0

0
0

0
0

0
0

0
4

0
4

0
0

0
0

0
2

0
2

0
14

0
14

1 
58
4

0
0

1 
58
4

76
1

0
0

76
1

24
3

8
0

25
1

0
0

0
0

0
1

0
1

66
4

2
67

87
8

0
0

87
8

14
17

0
30

12
31
0

0
32
2

0
0

0
0

0
0

0
0

0
10

0
10

32
0

0
32

0
5

0
5

1
46

0
47

2 
00
8

0
0

2 
00
8

23
9

1
0

24
0

14
19

0
33

55
9

0
0

56
0

27
8

3
0

28
1

66
38

0
10
4

25
0

0
25

2
3

0
5

1
29

0
30

0
0

0
0

0
0

0
0

0
4

0
4

0
0

0
0

0
1

0
1

0
20

0
20

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

0
0

0
0

0
1

0
1

0
5

0
5

0
0

0
0

0
7

0
7

0
15

0
15

0
0

0
0

0
2

0
2

0
12

0
12
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ト
リ
ニ
ダ
ー
ド
・
ト
バ
ゴ

タ
ー
ク
ス・
カ
イ
コ
ス
諸
島

米
領
バ
ー
ジ
ン
諸
島

カ
リ
ブ
海
合
計

ベ
リ
ー
ズ

コ
ス
タ
リ
カ

エ
ル
サ
ル
バ
ド
ル

グ
ア
テ
マ
ラ

ホ
ン
ジ
ュ
ラ
ス

ニ
カ
ラ
グ
ア

パ
ナ
マ

中
米
合
計

ア
ル
ゼ
ン
チ
ン

ボ
リ
ビ
ア

ブ
ラ
ジ
ル

チ
リ
コ
ロ
ン
ビ
ア

エ
ク
ア
ド
ル

フ
ォ
ー
ク
ラ
ン
ド
諸
島

フ
ラ
ン
ス
領
ギ
ア
ナ

ガ
イ
ア
ナ

パ
ラ
グ
ア
イ

ペ
ル
ー

サウ
スジ
ョー
ジア
・サ
ウス
サン
ドウ
ィッ
チ
諸
島

ス
リ
ナ
ム

ウ
ル
グ
ア
イ

ベ
ネ
ズ
エ
ラ（
・ボ
リ
バ
ル
共
和
国
）

南
米
合
計

中
南
米・
カ
リ
ブ
海
 合
計

　

34
0

0
34

65
5

1
70

41
40

0
81

0
0

0
0

0
0

0
0

0
4

0
4

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

5 
12
0

5
0

5 
12
5

1 
38
2

11
7

1
1 
49
8

44
5

73
8

5
1 
17
8

12
6

0
0

12
6

62
2

0
63

35
9

2
42

3 
42
4

0
0

3 
42
3

1 
19
8

3
62

1 
13
9

48
8

29
3

51
4

4 
20
4

0
0

4 
20
4

68
2

2
2

68
3

16
53

0
69

16
 6
09

0
0

16
 6
09

45
4

1
18

43
7

36
6

3
53

31
6

8 
66
8

0
1

8 
66
7

87
3

5
68

81
1

40
0

17
91

32
6

5 
97
5

1
0

5 
97
5

93
1

7
87

54
0

50
4

1 
18
9

0
0

1 
18
9

16
0

6
80

86
30

10
19

21
40
 1
95

1
1

40
 1
94

3 
52
2

21
23
7

3 
30
5

1 
39
0

12
1

21
8

1 
29
3

4 
37
2

0
0

4 
37
2

9 
84
6

2
35

9 
81
3

1 
73
9

11
4

38
4
1 
46
8

2 
27
0

0
0

2 
27
0

81
0

1
2

80
9

40
8

4
59

35
3

13
8 
78
3

0
0
13
8 
78
3
10
0 
76
7

34
12
1
10
0 
68
0

23
 5
57

13
4

3 
16
7
20
 5
24

13
 8
99

0
0

13
 8
99

33
 2
17

0
11
1
33
 1
06

8 
71
8

31
3 
39
1
5 
35
8

10
 3
50

0
0

10
 3
50

1 
63
7

0
10

1 
62
7

38
9

9
5

39
3

5 
57
4

0
0

5 
57
4

1 
21
1

0
47

1 
16
5

75
5

0
37

71
9

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

10
5

0
0

10
5

66
1

2
65

15
1

4
12

86
0

0
0

86
0

57
4

0
15
0

42
4

68
0

36
32

6 
14
9

0
0

6 
14
9

4 
04
4

0
13

4 
03
1

55
0

41
44

54
7

7 
45
4

0
0

7 
45
4

1 
80
4

3
0

1 
80
7

85
6

26
17
2

71
0

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

45
0

0
45

19
4

0
1

19
3

69
0

0
69

2 
11
1

0
0

2 
11
1

3 
88
5

8
1 
99
6

1 
89
7

26
8

30
13
0

16
8

3 
88
4

0
0

3 
88
4

1 
67
3

0
6

1 
66
7

83
8

31
6

86
3

19
5 
85
6

0
0

19
5 
85
6

15
9 
72
8

50
2 
49
3
15
7 
28
4

38
 2
30

42
1

7 
43
5
31
 2
16

24
1 
17
1

5
1

24
1 
17
5

16
4 
63
1

18
7

2 
73
2
16
2 
08
7

40
 0
65

1 
28
0

7 
65
8
33
 6
87
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木
材
燃
料

（
1 
00
0 
㎥
）

（
1 
00
0 
㎥
）

（
1 
00
0 
㎥
）

生
産
量

輸
入
量

輸
出
量
消
費
量

生
産
量

輸
入
量

輸
出
量
消
費
量

生
産
量

輸
入
量

輸
出
量
消
費
量

国
／
地
域

産
業
用
材

製
材

カ
ナ
ダ

グ
リ
ー
ン
ラ
ン
ド

メ
キ
シ
コ

サ
ン
ピ
エ
ー
ル
・
ミ
ク
ロ
ン

ア
メ
リ
カ
合
衆
国

北
米
合
計

ア
ル
メ
ニ
ア

ア
ゼ
ル
バ
イ
ジ
ャ
ン

グ
ル
ジ
ア

カ
ザ
フ
ス
タ
ン

キ
ル
ギ
ス

タ
ジ
キ
ス
タ
ン

ト
ル
ク
メ
ニ
ス
タ
ン

ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン

中
央
ア
ジ
ア
合
計

ア
フ
ガ
ニ
ス
タ
ン

バ
ー
レ
ー
ン

キ
プ
ロ
ス

イ
ラ
ン（
・イ
ス
ラ
ム
共
和
国
）

イ
ラ
ク

イ
ス
ラ
エ
ル

ヨ
ル
ダ
ン

ク
ウ
ェ
ー
ト

レ
バ
ノ
ン

被
占
領
パ
レ
ス
チ
ナ
地
域

オ
マ
ー
ン

2 
99
7

90
21
8

2 
86
9

18
5 
19
6

5 
78
7

4 
64
0
18
6 
34
3
58
 7
09

1 
54
6
38
 9
84

21
 2
71

0
0

0
0

0
1

0
1

0
7

0
7

38
 5
21

2
7

38
 5
16

6 
19
3

17
4

9
6 
35
8

2 
82
9

4 
19
3

64
6 
95
8

0
0

0
0

0
0

0
0

0
2

0
2

44
 9
14

17
0

13
5

44
 9
49

41
2 
13
4

2 
92
2

9 
63
8
40
5 
41
8
92
 9
03

40
 1
09

4 
60
7
12
8 
40
6

86
 4
32

26
2

36
0

86
 3
34

60
3 
52
3

8 
88
3

14
 2
87

59
8 
12
0
15
4 
44
2

45
 8
57

43
 6
55

15
6 
64
4

60
0

0
60

5
3

2
6

5
50

2
53

3
0

0
3

3
21

0
24

0
57
8

1
57
7

45
4

0
0

45
4

16
2

0
3

15
9

15
0

0
13
0

20
21
0

5
0

21
5

64
2

17
1

0
81
3

13
9

81
3

12
7

82
5

18
0

0
18

9
4

0
13

22
10
7

2
12
7

90
0

0
90

0
0

0
0

0
10
9

0
10
9

3
0

0
3

0
0

0
0

0
24

0
24

22
0

0
22

9
37
3

4
37
7

0
1

1
1

86
1

5
0

86
5

83
1

57
1

9
1 
39
2

31
6

1 
68
1

26
2

1 
73
5

1 
49
8

0
0

1 
49
8

1 
76
0

2
10

1 
75
2

40
0

25
8

0
65
8

0
0

0
0

0
1

0
1

0
13
8

0
13
8

3
0

0
3

5
0

0
5

4
12
0

0
12
4

65
1

0
66

72
9

97
0

82
6

50
76
0

0
81
0

57
0

0
57

59
1

0
60

12
69

0
81

2
0

0
2

25
14
0

0
16
4

0
45
4

0
45
4

26
9

0
0

26
9

4
7

2
10

0
25
6

7
24
9

0
0

0
0

0
7

0
7

0
12
9

0
12
9

81
0

0
81

7
38

1
45

9
24
8

1
25
6

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

0
0

0
0

0
57

0
57

0
83

0
82

表
４
（
続
き
）
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　出
典
：
FA
O
ST
A
T
 (F
or
es
ST
A
T
) ‒
 最
終
ア
ク
セ
ス
日
：
20
08
年
8月
28
日

カ
タ
ー
ル

サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア

シ
リア
・ア
ラ
ブ
共
和
国

ト
ル
コ

ア
ラ
ブ
首
長
国
連
邦

イ
エ
メ
ン

西
ア
ジ
ア
合
計

西
・
中
央
ア
ジ
ア
合
計

世
界
合
計

0
10

0
10

0
34

3
31

0
80

0
80

0
4

0
4

0
25

0
25

0
1 
59
9

0
1 
59
9

25
0

18
7

40
4

0
43

9
57
2

0
58
1

5 
83
1

23
3

0
6 
06
4

12
 2
53

2 
02
2

3
14
 2
72

6 
47
1

62
6

44
7 
05
3

0
0

0
0

0
16
0

3
15
6

0
48
4

12
47
2

38
1

0
0

38
1

0
10

0
10

0
16
0

0
16
0

8 
21
2

24
9

18
8 
44
3

14
 8
82

2 
60
7

23
17
 4
66

6 
95
5

6 
03
5

65
12
 9
25

9 
07
2

25
4

18
9 
30
8

15
 7
13

3 
17
8

32
18
 8
59

7 
27
1

7 
71
6

32
7

14
 6
60

1 
87
1 
99
6

4 
05
5

4 
61
7
1 
87
1 
45
0
1 
63
5 
06
9

13
1 
33
6
13
0 
54
9
1 
63
5 
85
7
42
4 
56
8
13
0 
89
0
13
7 
09
4
41
8 
36
4
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合
板
等

（
1 
00
0 
㎥
）

（
1 
00
0 
㎥
）

（
1 
00
0 
㎥
）

生
産
量

輸
入
量

輸
出
量
消
費
量

生
産
量

輸
入
量

輸
出
量
消
費
量

生
産
量

輸
入
量

輸
出
量
消
費
量

国
／
地
域

紙
用
パ
ル
プ

紙
お
よ
び
板
紙

表
５
　
合
板
等
、
パ
ル
プ
、
紙
の
生
産
、
貿
易
、
消
費
量
（
20
06
年
）

ブ
ル
ン
ジ

カ
メ
ル
ー
ン

中
央
ア
フ
リ
カ
共
和
国

チ
ャ
ド

コ
ン
ゴ

コ
ン
ゴ
民
主
共
和
国

赤
道
ギ
ニ
ア

ガ
ボ
ン

ル
ワ
ン
ダ

セ
ン
ト
ヘ
レ
ナ

サ
ン
ト
メ
・
プ
リ
ン
シ
ペ

ア
フ
リ
カ
中
部
合
計

イ
ギ
リ
ス
領
イ
ン
ド
洋
地
域

コ
モ
ロ

ジ
ブ
チ

エ
リ
ト
リ
ア

エ
チ
オ
ピ
ア

ケ
ニ
ア

マ
ダ
ガ
ス
カ
ル

モ
ー
リ
シ
ャ
ス

マ
ヨ
ッ
ト

レ
ユ
ニ
オ
ン

セ
イ
シ
ェ
ル

ソ
マ
リ
ア

ウ
ガ
ン
ダ

0
1

0
0

0
0

0
0

0
1

0
1

88
0

51
37

0
0

0
0

0
39

0
39

2
0

0
2

0
0

0
0

0
1

1
0

0
1

0
1

0
0

0
0

0
0

0
0

20
0

6
14

0
0

0
0

0
5

0
5

3
1

1
2

0
0

0
0

0
10

1
10

30
1

26
5

0
0

0
0

0
0

0
0

29
2

0
27
7

15
0

0
0

0
0

5
0

5
0

1
0

1
0

0
0

0
0

4
0

3
0

0
0

0
0

0
0

0
‒

‒
‒

‒
0

0
0

0
0

0
0

0
‒

‒
‒

‒
43
4

5
36
1

78
0

2
0

1
0

65
2

63

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

‒
‒

‒
‒

0
11

0
11

0
3

0
3

0
9

0
8

0
0

0
0

0
0

0
0

0
2

0
2

83
2

0
85

9
2

0
12

16
17

0
33

83
13

5
91

11
3

2
0

11
5

23
4

12
4

15
34
3

5
5

0
9

0
3

0
3

10
20

0
29

0
61

3
57

0
2

0
2

0
48

3
44

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

0
24

0
23

0
0

0
0

0
15

0
15

0
1

0
1

0
0

0
0

‒
‒

‒
‒

0
0

0
0

0
0

0
0

‒
‒

‒
‒

24
8

4
28

0
0

0
0

3
44

1
46
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タ
ン
ザ
ニ
ア
連
合
共
和
国

ア
フ
リ
カ
東
部
合
計

ア
ル
ジ
ェ
リ
ア

エ
ジ
プ
ト

リビ
ア・
ア
ラ
ブ・
ジ
ャ
マ
ー
ヒリ
ー
ヤ
国

モ
ー
リ
タ
ニ
ア

モ
ロ
ッ
コ

ス
ー
ダ
ン

チ
ュ
ニ
ジ
ア

西
サ
ハ
ラ

ア
フ
リ
カ
北
部
合

ア
ン
ゴ
ラ

ボ
ツ
ワ
ナ

レ
ソ
ト

マ
ラ
ウ
イ

モ
ザ
ン
ビ
ー
ク

ナ
ミ
ビ
ア

南
ア
フ
リ
カ

ス
ワ
ジ
ラ
ン
ド

ザ
ン
ビ
ア

ジ
ン
バ
ブ
エ

ア
フ
リ
カ
南
部
合
計

ベ
ナ
ン

ブ
ル
キ
ナ
フ
ァ
ソ

カ
ー
ボ
ヴ
ェ
ル
デ

コ
ー
ト
ジ
ボ
ワ
ー
ル

ガ
ン
ビ
ア

ガ
ー
ナ

ギ
ニ
ア

　

5
24

1
28

56
0

0
56

25
10
2

4
12
3

19
9

14
8

14
33
3

17
8

13
0

19
2

28
8

38
0

24
64
4

48
49

0
97

2
4

0
6

35
23
6

0
27
0

56
36
4

1
41
9

12
0

10
5

0
22
5

46
0

74
8

47
1 
16
1

0
26

0
26

0
4

0
4

0
35

0
35

2
0

0
2

0
0

0
0

0
3

0
3

35
11
7

27
12
6

11
2

23
12
3

12
12
9

25
5

11
37
3

2
47

0
49

0
0

0
0

3
39

0
41

10
4

84
22

16
5

10
97

12
95

10
6

21
5

52
26
8

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

24
7

68
8

50
88
5

24
4

23
3

13
5

34
2

73
2

1 
53
0

11
1
2 
15
1

11
4

0
15

15
0

0
15

0
12

0
11

0
0

0
0

0
0

0
0

0
10

0
10

0
0

0
0

0
0

0
0

‒
‒

‒
‒

18
3

6
15

0
0

0
0

0
19

0
19

3
5

2
7

0
0

1
0

0
12

0
12

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

72
6

35
5

75
1 
00
7

2 
91
5

51
5

97
2
2 
45
7

1 
79
3

59
21
0
1 
64
2

8
0

0
8

16
7

0
16
7

0
‒

‒
‒

‒
18

4
4

18
0

0
0

0
4

27
0

31
80

15
19

76
49

10
0

59
11
5

45
13

14
6

86
4

38
6

10
5

1 
14
6

3 
14
6

52
5

1 
14
0

2 
53
1

1 
91
2

18
3

22
4

1 
87
1

0
2

0
2

0
0

0
0

0
6

0
6

0
2

0
2

0
0

0
0

0
11

0
11

0
1

0
0

0
0

0
0

0
2

0
2

30
1

0
23
2

69
0

0
0

0
0

71
2

69
0

2
1

1
0

0
0

0
‒

‒
‒

‒
33
5

1
17
5

16
1

0
0

0
0

0
65

0
65

42
2

3
41

0
0

0
0

0
3

0
3



世 界 森 林 白 書

— 250 —

合
板
等

（
1 
00
0 
㎥
）

（
1 
00
0 
㎥
）

（
1 
00
0 
㎥
）

生
産
量

輸
入
量

輸
出
量
消
費
量

生
産
量

輸
入
量

輸
出
量
消
費
量

生
産
量

輸
入
量

輸
出
量
消
費
量

国
／
地
域

紙
用
パ
ル
プ

紙
お
よ
び
板
紙

ギ
ニ
ア
ビ
サ
ウ

リ
ベ
リ
ア

マ
リ
ニ
ジ
ェ
ー
ル

ナ
イ
ジ
ェ
リ
ア

セ
ネ
ガ
ル

シ
エ
ラ
レ
オ
ネ

ト
ー
ゴ

ア
フ
リ
カ
西
部
合
計

ア
フ
リ
カ
合
計

中
国
朝
鮮
民
主
主
義
人
民
共
和
国

日
本
モ
ン
ゴ
ル

大
韓
民
国

東
ア
ジ
ア
合
計

ア
メ
リ
カ
領
サ
モ
ア

オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア

ク
ッ
ク
諸
島

フ
ィ
ジ
ー

フ
ラ
ン
ス
領
ポ
リ
ネ
シ
ア

グ
ア
ム

キ
リ
バ
ス

マ
ー
シ
ャ
ル
諸
島

ミ
ク
ロ
ネ
シ
ア
（
連
邦
）

ナ
ウ
ル

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
5

0
4

0
0

0
0

0
2

0
2

0
0

0
0

0
0

0
0

0
5

0
5

0
0

0
0

0
8

0
8

0
1

0
1

95
42

0
13
6

23
17

0
40

19
29
7

2
31
5

0
11

0
11

0
0

0
0

0
31

2
29

0
3

1
3

0
0

0
0

0
1

1
0

0
1

0
1

0
0

0
0

0
5

0
5

77
3

73
41
3

43
3

23
26

0
49

19
50
0

8
51
1

2 
51
7

1 
30
0

94
3

2 
87
4

3 
59
1

80
1

1 
27
6
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35

0
35

0
7

0
7

0
0

0
0

0
5

0
5

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
5

0
4

0
0

0
0

0
5

2
3

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

0
1

0
1

0
0

0
0

0
0

0
0

0
7

0
7

0
0

0
0

0
10

0
10

0
2

0
2

0
0

0
0

0
3

0
3

0
44

0
44

0
4

0
4

0
10
0

1
99

0
1

0
1

0
0

0
0

0
0

0
0

表
５
（
続
き
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米
領
バ
ー
ジ
ン
諸
島

カ
リ
ブ
海
合
計

ベ
リ
ー
ズ

コ
ス
タ
リ
カ

エ
ル
サ
ル
バ
ド
ル

グ
ア
テ
マ
ラ

ホ
ン
ジ
ュ
ラ
ス

ニ
カ
ラ
グ
ア

パ
ナ
マ

中
米
合
計

ア
ル
ゼ
ン
チ
ン

ボ
リ
ビ
ア

ブ
ラ
ジ
ル

チ
リ
コ
ロ
ン
ビ
ア

エ
ク
ア
ド
ル

フ
ォ
ー
ク
ラ
ン
ド
諸
島

フ
ラ
ン
ス
領
ギ
ア
ナ

ガ
イ
ア
ナ

パ
ラ
グ
ア
イ

ペ
ル
ー

サウ
スジ
ョー
ジア
・サ
ウス
サン
ドウ
ィッ
チ
諸
島

ス
リ
ナ
ム

ウ
ル
グ
ア
イ

ベ
ネ
ズ
エ
ラ（
ボ
リ
バ
ル
共
和
国
）

南
米
合
計

中
南
米
・
カ
リ
ブ
海
合
計

カ
ナ
ダ

　

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

14
9

31
8

2
46
5

1
10

0
11

15
9

46
4

15
60
7

0
4

1
3

0
2

1
1

0
2

1
1

65
50

33
82

10
33

0
42

20
39
2

22
39
0

0
30

0
29

0
1

1
1

56
14
1

7
18
9

31
55

16
70

0
3

0
3

31
30
1

18
31
4

14
25

7
32

7
0

0
7

95
15
6

3
24
8

8
10

5
13

0
0

0
0

0
30

0
30

7
27

0
34

0
2

0
2

0
98

28
70

12
5

20
0

62
26
3

17
41

2
56

20
2

1 
12
1

79
1 
24
3

1 
32
2

55
62
2

75
6

93
7

91
21
2

81
6

2 
08
0

72
7

20
8
2 
59
9

30
7

19
18

0
0

0
0

0
50

0
50

9 
12
1

43
2

2 
81
2

6 
74
1

11
 2
71

37
9

6 
21
7
5 
43
3

8 
51
8

93
1
1 
82
0
7 
62
9

2 
28
5

14
4

1 
36
9

1 
05
9

3 
48
4

14
2 
82
2

67
6

1 
23
1

40
1

56
3
1 
06
9

24
5

17
4

38
38
1

38
7

16
4

1
55
0

99
0

51
1

17
0
1 
33
1

26
1

67
12
1

20
7

2
24

0
26

10
0

23
2

21
31
1

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
3

0
3

0
0

0
0

0
0

0
0

34
4

35
3

0
0

0
0

0
6

0
5

16
1

5
31

13
5

0
0

0
0

13
75

3
85

65
12
5

40
15
1

17
68

0
85

10
2

32
0

15
40
6

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

1
7

2
6

0
0

0
0

0
4

0
4

7
40

5
42

34
8

0
42

98
89

40
14
7

69
5

67
61

70
1

14
8

11
6

0
26
4

69
3

27
0

9
95
4

14
 2
28

1 
13
1

5 
15
4

10
 2
05

16
 2
80

86
4

9 
25
2

7 
89
2

13
 8
25

3 
61
4

2 
84
8
14
 5
90

14
 5
01

1 
64
9

5 
21
8

10
 9
33

16
 2
98

91
4

9 
25
4

7 
95
8

14
 1
86

5 
19
8

2 
94
3
16
 4
41

17
 6
33

2 
53
4
13
 0
17

7 
15
0

23
 4
81

31
3

10
 7
27
13
 0
67

18
 1
89

2 
89
5
14
 2
00

6 
88
4
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合
板
等

（
1 
00
0 
㎥
）

（
1 
00
0 
㎥
）

（
1 
00
0 
㎥
）

生
産
量

輸
入
量

輸
出
量
消
費
量

生
産
量

輸
入
量

輸
出
量
消
費
量

生
産
量

輸
入
量

輸
出
量
消
費
量

国
／
地
域

紙
用
パ
ル
プ

紙
お
よ
び
板
紙

グ
リ
ー
ン
ラ
ン
ド

メ
キ
シ
コ

サ
ン
ピ
エ
ー
ル
・
ミ
ク
ロ
ン

ア
メ
リ
カ
合
衆
国

北
米
合
計

ア
ル
メ
ニ
ア

ア
ゼ
ル
バ
イ
ジ
ャ
ン

グ
ル
ジ
ア

カ
ザ
フ
ス
タ
ン

キ
ル
ギ
ス

タ
ジ
キ
ス
タ
ン

ト
ル
ク
メ
ニ
ス
タ
ン

ウ
ズ
ベ
キ
ス
タ
ン

中
央
ア
ジ
ア
合
計

ア
フ
ガ
ニ
ス
タ
ン

バ
ー
レ
ー
ン

キ
プ
ロ
ス

イ
ラ
ン（
・イ
ス
ラ
ム
共
和
国
）

イ
ラ
ク

イ
ス
ラ
エ
ル

ヨ
ル
ダ
ン

ク
ウ
ェ
ー
ト

レ
バ
ノ
ン

被
占
領
パ
レ
ス
チ
ナ
地
域

オ
マ
ー
ン

カ
タ
ー
ル

0
5

0
5

0
0

0
0

0
1

0
1

25
9

1 
96
5

23
7

1 
98
8

31
4

1 
20
6

20
1 
50
0

4 
84
4

2 
99
7

29
2
7 
54
8

0
1

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

44
 3
59

20
 4
01

2 
18
9

62
 5
71

53
 0
74

6 
28
5

5 
77
1
53
 5
88

84
 3
17

16
 5
24

9 
64
4
91
 1
96

62
 2
51

24
 9
06

15
 4
42

71
 7
14

76
 8
69

7 
80
4

16
 5
18

68
 1
55

10
7 
35
0

22
 4
16

24
 1
37
10
5 
62
9

1
64

0
65

0
0

0
0

4
12

0
17

0
23
0

1
22
9

0
0

0
0

3
35

3
35

10
5

0
15

0
0

0
0

0
6

0
6

10
50
3

1
51
2

0
1

0
1

81
14
3

16
20
9

0
34

0
34

0
0

0
0

2
17

0
19

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
3

1
2

0
0

0
0

0
1

0
1

0
25
7

3
25
4

0
3

3
0

11
61

5
67

21
1 
09
7

7
1 
11
1

0
4

3
1

10
2

27
5

24
35
3

1
12

0
13

0
0

0
0

0
1

0
1

0
55

1
54

0
12

0
12

15
26

18
23

3
12
9

0
13
2

0
2

0
2

0
10
4

0
10
4

67
7

35
0

7
1 
02
0

50
7

75
0

58
2

41
1

57
1

4
97
7

5
99

0
10
4

11
0

0
11

33
13

0
46

18
1

28
9

13
45
6

15
13
9

17
13
7

27
5

55
3

20
80
8

0
16
9

19
14
9

8
76

0
84

54
15
4

32
17
6

0
15
4

0
15
4

0
9

0
9

56
12
6

27
15
5

46
30
4

2
34
8

0
35

0
35

10
3

17
0

13
26
0

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

0
13
6

0
13
5

0
1

0
1

0
66

4
62

0
12
5

0
12
5

0
5

0
5

0
26

15
11

表
５
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　出
典
：
FA
O
ST
A
T
 (F
or
es
ST
A
T
) ‒
 最
終
ア
ク
セ
ス
日
：
20
08
年
8月
28
日

　
　
　

サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア

シ
リ
ア
・
ア
ラ
ブ
共
和
国

ト
ル
コ

ア
ラ
ブ
首
長
国
連
邦

イ
エ
メ
ン

西
ア
ジ
ア
合
計

西
・
中
央
ア
ジ
ア

世
界
合
計

0
26
7

0
26
7

0
64

0
64

27
9

77
4

26
1 
02
7

27
35
3

1
37
9

0
50

0
50

75
19
6

2
26
9

4 
98
9

89
6

56
1

5 
32
4

13
8

47
5

2
61
1

1 
64
3

2 
06
8

17
5
3 
53
6

0
41
8

26
39
2

0
18

0
18

81
48
0

52
50
9

0
13
3

0
13
3

0
0

0
0

0
82

0
82

5 
92
9

3 
88
8

63
0

9 
18
7

67
9

96
1

19
1 
62
2

3 
02
5

5 
41
0

38
9

8 
04
6

5 
95
0

4 
98
5

63
7

10
 2
98

67
9

96
5

22
1 
62
2

3 
12
7

5 
68
5

41
3
8 
39
9

26
2 
09
2
81
 9
29

84
 1
07

25
9 
91
4

19
4 
66
8

44
 7
15

45
 3
43
19
4 
04
0

36
4 
57
9

11
6 
46
8
11
8 
28
3
36
2 
76
4
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雇
　
用

丸
太
生
産
木
材
加
工

パ
ル
プ

お
よ
び
紙

丸
太
生
産
木
材
加
工

パ
ル
プ

お
よ
び
紙

林
業
部
門
合
計

林
業
部
門
合
計

（
1 
00
0人
）（
1 
00
0人
）（
1 
00
0人
）
（
1 
00
0人
）

（
G
D
Pに

 占
め
る
割
合：
％
）

（
10
0万

米
ド
ル
）

（
10
0万

米
ド
ル
）

（
10
0万

米
ド
ル
）

（
10
0万

米
ド
ル
）

（
総
労
働
力
に

 占
め
る
割
合：
％
）

国
／
地
域

粗
付
加
価
値

表
６
　
林
業
部
門
の
雇
用
お
よ
び
国
内
総
生
産
に
対
す
る
寄
与
度
（
20
06
年
）

ブ
ル
ン
ジ

カ
メ
ル
ー
ン

中
央
ア
フ
リ
カ
共
和
国

チ
ャ
ド

コ
ン
ゴ

コ
ン
ゴ
民
主
共
和
国

赤
道
ギ
ニ
ア

ガ
ボ
ン

ル
ワ
ン
ダ

セ
ン
ト
ヘ
レ
ナ

サ
ン
ト
メ
・
プ
リ
ン
シ
ペ

ア
フ
リ
カ
中
部
合
計

イ
ギ
リ
ス
領
イ
ン
ド
洋
地
域

コ
モ
ロ

ジ
ブ
チ

エ
リ
ト
リ
ア

エ
チ
オ
ピ
ア

ケ
ニ
ア

マ
ダ
ガ
ス
カ
ル

モ
ー
リ
シ
ャ
ス

マ
ヨ
ッ
ト

レ
ユ
ニ
オ
ン

セ
イ
シ
ェ
ル

ソ
マ
リ
ア

ウ
ガ
ン
ダ

0
2

0
2

0.0
10

5
0

15
1.8

12
8

1
20

0.3
23
6

74
13

32
4

1.9
2

2
0

4
0.2

13
3

10
1

14
4

11
.1

1
0

‒
1

0.0
12
2

0
‒

12
2

1.9
4

3
0

7
0.5

45
27

‒
72

1.1
6

0
‒

6
0.0

18
5

2
‒

18
6

2.3
1

0
‒

1
0.5

86
2

‒
87

0.9
8

4
0

12
1.9

17
1

11
8

0
29
0

3.0
1

1
‒

1
0.0

30
1

‒
31

1.3
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
35

19
1

55
0.
1

1 
01
7

23
9

15
1 
27
1

2.
0

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
18

‒
‒

18
4.4

‒
‒

‒
‒

‒
0

‒
‒

0
0.1

0
0

0
0

0.0
0

0
0

1
0.1

1
2

2
5

0.0
63
0

4
9

64
3

5.2
1

10
8

19
0.1

24
2

20
10
6

36
8

1.7
2

41
1

44
0.4

14
8

8
0

15
7

3.1
1

1
1

2
0.4

7
4

12
23

0.4
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
0

0
0

0
0.1

2
8

8
18

0.1
‒

‒
‒

‒
‒

0
‒

‒
0

0.1
0

1
‒

1
0.0

15
1

‒
15

0.6
2

1
1

4
0.0

35
4

16
9

37
9

4.0
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タ
ン
ザ
ニ
ア
連
合
共
和
国

ア
フ
リ
カ
東
部
合
計

ア
ル
ジ
ェ
リ
ア

エ
ジ
プ
ト

リビ
ア・
アラ
ブ・
ジャ
マ
ー
ヒリ
ー
ヤ
国

モ
ー
リ
タ
ニ
ア

モ
ロ
ッ
コ

ス
ー
ダ
ン

チ
ュ
ニ
ジ
ア

西
サ
ハ
ラ

ア
フ
リ
カ
北
部
合
計

ア
ン
ゴ
ラ

ボ
ツ
ワ
ナ

レ
ソ
ト

マ
ラ
ウ
イ

モ
ザ
ン
ビ
ー
ク

ナ
ミ
ビ
ア

南
ア
フ
リ
カ

ス
ワ
ジ
ラ
ン
ド

ザ
ン
ビ
ア

ジ
ン
バ
ブ
エ

ア
フ
リ
カ
南
部
合
計

ベ
ナ
ン

ブ
ル
キ
ナ
フ
ァ
ソ

カ
ー
ボ
ヴ
ェ
ル
デ

コ
ー
ト
ジ
ボ
ワ
ー
ル

ガ
ン
ビ
ア

ガ
ー
ナ

　

3
6

6
15

0.1
20
5

1
22

22
8

1.9
11

61
19

90
0.
1

1 
62
3

62
16
6

1 
85
1

2.
1

0
11

2
13

0.1
37

11
8

66
22
0

0.2
1

3
18

21
0.1

13
1

7
15
7

29
6

0.3
0

1
0

2
0.1

57
4

2
62

0.1
0

0
0

0
0.0

1
0

‒
1

0.1
13

8
5

26
0.2

34
3

80
12
6

54
9

0.9
1

2
1

4
0.0

57
15

36
10
7

0.3
4

9
4

16
0.4

10
6

14
7

14
9

40
2

1.4
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
19

34
30

83
0.
1

73
1

37
2

53
5

1 
63
8

0.
4

2
1

0
3

0.0
26
0

2
1

26
2

0.6
0

0
0

1
0.1

25
1

5
30

0.4
1

0
‒

1
0.1

67
‒

‒
67

5.0
1

1
0

2
0.0

40
2

8
50

2.6
12

3
0

15
0.1

22
1

2
2

22
4

3.1
0

0
0

0
0.1

‒
6

0
6

0.1
45

37
34

11
6

0.5
92
0

94
8

1 
67
7

3 
54
5

1.6
1

2
3

6
1.5

11
10

60
80

5.2
1

1
2

5
0.1

54
7

61
21

62
9

5.9
1

6
7

13
0.2

49
14

12
74

5.3
63

51
47

16
1

0.
3

2 
13
9

1 
04
4

1 
78
5

4 
96
9

1.
6

1
0

‒
1

0.0
10
3

5
0

10
8

2.6
2

2
0

4
0.1

88
0

‒
88

1.5
0

1
‒

1
0.5

20
0

‒
20

2.0
19

8
1

28
0.4

67
2

96
33

80
1

5.0
0

1
‒

1
0.1

1
0

‒
1

0.2
12

30
1

43
0.4

54
2

20
2

10
75
4

7.2
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雇
　
用

丸
太
生
産
木
材
加
工

パ
ル
プ

お
よ
び
紙

丸
太
生
産
木
材
加
工

パ
ル
プ

お
よ
び
紙

林
業
部
門
合
計

林
業
部
門
合
計

（
1 
00
0人
）（
1 
00
0人
）（
1 
00
0人
）
（
1 
00
0人
）

（
G
D
Pに

 占
め
る
割
合：
％
）

（
10
0万

米
ド
ル
）

（
10
0万

米
ド
ル
）

（
10
0万

米
ド
ル
）

（
10
0万

米
ド
ル
）

（
総
労
働
力
に

 占
め
る
割
合：
％
）

国
／
地
域

粗
付
加
価
値

ギ
ニ
ア

ギ
ニ
ア
ビ
サ
ウ

リ
ベ
リ
ア

マ
リ
ニ
ジ
ェ
ー
ル

ナ
イ
ジ
ェ
リ
ア

セ
ネ
ガ
ル

シ
エ
ラ
レ
オ
ネ

ト
ー
ゴ

ア
フ
リ
カ
西
部
合
計

ア
フ
リ
カ
合
計

中
国
朝
鮮
民
主
主
義
人
民
共
和
国

日
本
モ
ン
ゴ
ル

大
韓
民
国

東
ア
ジ
ア
合
計

ア
メ
リ
カ
領
サ
モ
ア

オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア

ク
ッ
ク
諸
島

フ
ィ
ジ
ー

フ
ラ
ン
ス
領
ポ
リ
ネ
シ
ア

グ
ア
ム

キ
リ
バ
ス

マ
ー
シ
ャ
ル
諸
島

ミ
ク
ロ
ネ
シ
ア
（
連
邦
）

9
1

‒
10

0.2
39

6
‒

45
1.7

1
0

‒
1

0.1
18

2
‒

20
6.3

1
1

‒
2

0.1
11
3

9
‒

12
1

17
.7

1
0

‒
1

0.0
10
2

0
‒

10
2

1.9
1

0
‒

1
0.0

98
0

7
10
5

3.3
24

3
18

45
0.1

1 
50
6

32
28
2

1 
81
9

1.4
1

0
1

2
0.0

65
3

9
77

0.9
0

0
0

1
0.0

84
0

0
85

4.8
1

0
‒

1
0.0

31
2

‒
33

1.6
73

46
20

14
0

0.
1

3 
48
0

35
7

34
2

4 
17
9

2.
2

20
2

21
1

11
7

53
0

0.
1

8 
99
1

2 
07
5

2 
84
3

13
 9
08

1.
3

1 
17
2

93
7

1 
40
9

3 
51
8

0.4
13
 6
87

8 
83
4

18
 6
87

41
 2
08

1.3
19

4
4

26
0.2

22
0

33
46

29
9

2.5
32

15
0

21
1

39
3

0.6
89
2

9 
59
0

22
 4
22

32
 9
04

0.7
1

1
0

1
0.1

2
3

1
7

0.2
12

25
63

99
0.4

1 
49
8

1 
09
9

5 
87
7

8 
47
3

1.1
1 
23
5

1 
11
5

1 
68
6

4 
03
7

0.4
16
 2
98

19
 5
59

47
 0
33

82
 8
90

1.0

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

11
42

21
74

0.7
69
5

2 
80
6

2 
06
1

5 
56
2

0.8
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
0

2
1

3
0.6

29
52

11
92

3.4
0

0
0

0
0.3

‒
‒

‒
‒

‒
0

‒
‒

0
0.0

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

0
‒

‒
0

0.0
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
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ナ
ウ
ル

ニ
ュ
ー
カ
レ
ド
ニ
ア

ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド

ニ
ウ
エ

北
マ
リ
ア
ナ
諸
島

パ
ラ
オ

パ
プ
ア
ニ
ュ
ー
ギ
ニ
ア

ピ
ト
ケ
ア
ン
諸
島

サ
モ
ア

ソ
ロ
モ
ン
諸
島

ト
ケ
ラ
ウ

ト
ン
ガ

ツ
バ
ル

バ
ヌ
ア
ツ

ワ
リ
ス
・
フ
テ
ュ
ナ
諸
島

オ
セ
ア
ニ
ア
合
計

バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ

ブ
ー
タ
ン

イ
ン
ド

モ
ル
デ
ィ
ブ

ネ
パ
ー
ル

パ
キ
ス
タ
ン

ス
リ
ラ
ン
カ

南
ア
ジ
ア
合
計

ブ
ル
ネ
イ
・
ダ
ル
サ
ラ
ー
ム

カ
ン
ボ
ジ
ア

イ
ン
ド
ネ
シ
ア

ラ
オ
ス
人
民
民
主
共
和
国

マ
レ
ー
シ
ア

　

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

0
0

0
0

0.1
1

1
‒

2
0.0

7
16

5
28

1.4
69
1

89
7

58
4

2 
17
2

2.1
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
8

4
‒

12
0.4

31
6

84
‒

40
0

6.7
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
0

0
‒

1
0.8

6
8

‒
14

3.2
8

0
‒

8
3.0

53
4

‒
57

16
.7

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

0
0

0
0

0.3
1

0
0

1
0.5

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

0
1

‒
1

1.4
3

10
‒

13
3.5

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

36
65

27
12
8

0.
8

1 
79
4

3 
86
2

2 
65
7

8 
31
3

1.
0

1
11

24
36

0.0
99
7

76
45

1 
11
8

1.7
1

2
‒

3
0.2

49
12

‒
61

6.9
24
6

55
18
0

48
1

0.1
5 
92
7

13
2

1 
09
2

7 
15
1

0.9
‒

0
‒

0
0.0

‒
‒

‒
‒

‒
12

4
3

19
0.1

31
8

5
8

33
0

4.3
30

5
22

58
0.1

28
8

9
21
3

51
0

0.4
17

4
3

23
0.3

19
9

17
31

24
7

1.0
30
8

80
23
1

61
9

0.
1

7 
77
7

25
1

1 
38
8

9 
41
6

0.
9

1
0

‒
2

0.9
3

6
‒

9
0.1

0
1

0
1

0.0
13
9

5
29

17
3

2.8
69

14
8

10
4

32
1

0.3
3 
28
3

3 
89
6

2 
38
6

9 
56
4

2.5
1

2
0

3
0.1

10
3

1
0

10
4

3.0
88

12
6

35
24
8

2.3
2 
42
3

1 
51
4

66
1

4 
59
8

3.0
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雇
　
用

丸
太
生
産
木
材
加
工

パ
ル
プ

お
よ
び
紙

丸
太
生
産
木
材
加
工

パ
ル
プ

お
よ
び
紙

林
業
部
門
合
計

林
業
部
門
合
計

（
1 
00
0人
）（
1 
00
0人
）（
1 
00
0人
）
（
1 
00
0人
）

（
G
D
Pに

 占
め
る
割
合：
％
）

（
10
0万

米
ド
ル
）

（
10
0万

米
ド
ル
）

（
10
0万

米
ド
ル
）

（
10
0万

米
ド
ル
）

（
総
労
働
力
に

 占
め
る
割
合：
％
）

国
／
地
域

粗
付
加
価
値

ミ
ャ
ン
マ
ー

フ
ィ
リ
ピ
ン

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル

タ
イ
東
テ
ィ
モ
ー
ル

ベ
ト
ナ
ム

東
南
ア
ジ
ア
合
計

ア
ジ
ア
・
太
平
洋
合
計

ベ
ラ
ル
ー
シ

モ
ル
ド
バ
共
和
国

ロ
シ
ア
連
邦

ウ
ク
ラ
イ
ナ

C
IS
諸
国
合
計

ア
ル
バ
ニ
ア

ボ
ス
ニ
ア
・
ヘ
ル
ツ
ェ
ゴ
ビ
ナ

ブ
ル
ガ
リ
ア

ク
ロ
ア
チ
ア

チ
ェ
コ
共
和
国

エ
ス
ト
ニ
ア

ハ
ン
ガ
リ
ー

ラ
ト
ビ
ア

リ
ト
ア
ニ
ア

モ
ン
テ
ネ
グ
ロ

ポ
ー
ラ
ン
ド

ル
ー
マ
ニ
ア

セ
ル
ビ
ア

24
21

3
48

0.2
35

1
1

38
0.3

8
20

21
49

0.1
94

15
7

30
8

56
0

0.5
0

2
4

6
0.3

‒
38

18
1

21
8

0.2
8

62
67

13
7

0.4
14
9

33
3

1 
21
1

1 
69
3

0.8
‒

‒
‒

‒
‒

1
‒

‒
1

0.4
22

12
0

70
21
2

0.5
67
4

37
0

32
8

1 
37
2

2.4
22
1

50
2

30
4

1 
02
7

0.
4

6 
90
4

6 
32
2

5 
10
5

18
 3
31

1.
7

1 
80
0

1 
76
3

2 
24
8

5 
81
1

0.
3

32
 7
74

29
 9
94

56
 1
83

11
8 
95
1

1.
0

33
46

23
10
3

1.9
18
0

39
9

97
67
7

2.1
4

1
2

6
0.3

7
10

5
21

0.7
38
3

33
6

13
1

84
9

1.1
1 
02
9

3 
38
1

2 
41
7

6 
82
8

0.8
15
2

60
23

23
5

0.9
42
7

35
0

32
6

1 
10
3

1.2
57
2

44
3

17
8

1 
19
3

1.
1

1 
64
3

4 
14
1

2 
84
5

8 
62
8

0.
9

2
1

0
2

0.1
6

4
3

13
0.2

7
5

2
14

0.7
12
9

85
17

23
2

2.5
15

23
11

49
1.2

59
97

77
23
2

0.9
9

12
5

26
1.2

11
5

18
6

16
1

46
2

1.3
35

83
20

13
8

2.5
83
2

1 
22
5

59
6

2 
65
4

2.1
7

19
2

28
3.6

14
8

34
5

43
53
6

3.7
8

37
16

61
1.4

14
2

31
9

33
0

79
0

0.8
29

34
1

65
5.0

23
2

35
3

26
61
0

3.4
9

25
2

35
1.8

12
1

44
9

70
64
1

2.4
1

2
0

3
1.1

14
10

0
25

1.3
49

13
8

42
22
9

1.1
96
5

2 
00
3

1 
38
6

4 
35
3

1.5
57

77
17

15
1

1.4
43
5

1 
11
6

31
8

1 
86
9

1.7
6

11
9

26
0.7

81
39

72
19
1

0.6
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ス
ロ
バ
キ
ア

ス
ロ
ベ
ニ
ア

マ
ケド
ニ
ア
旧
ユ
ー
ゴ
スラ
ビ
ア
共
和
国

東
欧
合
計

ア
ン
ド
ラ

オ
ー
ス
ト
リ
ア

ベ
ル
ギ
ー

チ
ャ
ネ
ル
諸
島

デ
ン
マ
ー
ク

フ
ェ
ロ
ー
諸
島

フ
ィ
ン
ラ
ン
ド

フ
ラ
ン
ス

ド
イ
ツ

ジ
ブ
ラ
ル
タ
ル

ギ
リ
シ
ャ

法
王
聖
座
（
バ
チ
カ
ン
）

ア
イ
ス
ラ
ン
ド

ア
イ
ル
ラ
ン
ド

マ
ン
島

イ
タ
リ
ア

リ
ヒ
テ
ン
シ
ュ
タ
イ
ン

ル
ク
セ
ン
ブ
ル
グ

マ
ル
タ

モ
ナ
コ

オ
ラ
ン
ダ

ノ
ル
ウ
ェ
ー

ポ
ル
ト
ガ
ル

サ
ン
マ
リ
ノ

ス
ペ
イ
ン

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン

　

12
34

7
54

1.8
22
1

47
0

26
6

95
7

1.9
6

11
5

22
2.3

12
5

26
3

18
1

56
9

1.8
4

3
1

8
0.8

18
3

3
24

0.4
25
7

51
5

14
1

91
2

1.
4

3 
64
3

6 
96
6

3 
54
8

14
 1
58

1.
6

‒
0

0
0

1.0
‒

‒
‒

‒
‒

7
36

17
61

1.5
1 
49
4

2 
66
1

2 
01
3

6 
16
8

2.1
2

14
14

31
0.7

19
1

1 
11
4

1 
42
4

2 
72
9

0.8
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
4

15
7

25
0.9

20
1

1 
00
2

60
2

1 
80
5

0.8
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
23

32
35

90
3.6

3 
32
9

1 
91
8

5 
08
2

10
 3
29

5.7
31

87
74

19
1

0.7
5 
10
7

4 
14
7

5 
65
3

14
 9
07

0.7
44

16
5

13
4

34
2

0.8
2 
25
9

9 
31
5

12
 3
24

23
 8
98

0.9
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
5

25
8

37
0.8

11
6

42
8

32
8

87
2

0.3
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
0

1
0

1
0.6

1
33

7
40

0.3
2

9
3

15
0.9

13
2

52
4

27
8

93
4

0.5
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
41

17
1

66
27
8

1.1
94
0

6 
77
8

5 
54
7

13
 2
65

0.8
0

1
0

1
3.6

1
‒

‒
1

0.0
0

1
0

1
0.5

12
64

38
11
5

0.3
‒

0
0

0
0.2

0
3

5
8

0.2
‒

0
‒

0
0.2

‒
‒

‒
‒

‒
2

17
22

41
0.6

65
1 
34
1

1 
87
3

3 
27
9

0.6
5

15
7

26
1.1

27
4

1 
24
5

71
6

2 
23
4

0.8
12

57
12

81
1.6

80
9

1 
02
2

92
3

2 
75
5

1.7
‒

0
0

0
1.5

‒
‒

‒
‒

‒
23

10
0

51
17
4

1.0
1 
25
2

3 
77
0

4 
25
2

9 
27
3

0.8
22

38
36

95
2.0

3 
10
8

2 
70
6

6 
93
9

12
 7
53

3.8
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丸
太
生
産
木
材
加
工

パ
ル
プ

お
よ
び
紙

林
業
部
門
合
計

林
業
部
門
合
計

（
1 
00
0人
）（
1 
00
0人
）（
1 
00
0人
）
（
1 
00
0人
）

（
G
D
P

に
占
め
る
％
）

（
10
0万

米
ド
ル
）

（
10
0万

米
ド
ル
）

（
10
0万

米
ド
ル
）

（
10
0万

米
ド
ル
）

（
総
労
働
力
に

占
め
る
％
）

国
／
地
域

粗
付
加
価
値

ス
イ
ス

英
国
西
欧
合
計

欧
州
合
計

ア
ン
ギ
ラ

ア
ン
テ
ィ
グ
ア
・
バ
ー
ブ
ー
ダ

ア
ル
バ

バ
ハ
マ

バ
ル
バ
ド
ス

バ
ミ
ュ
ー
ダ

英
領
バ
ー
ジ
ン
諸
島

ケ
イ
マ
ン
諸
島

キ
ュ
ー
バ

ド
ミ
ニ
カ

ド
ミ
ニ
カ
共
和
国

グ
レ
ナ
ダ

グ
ア
ド
ル
ー
プ

ハ
イ
チ

ジ
ャ
マ
イ
カ

マ
ル
チ
ニ
ー
ク

モ
ン
セ
ラ
ッ
ト

オ
ラ
ン
ダ
領
ア
ン
テ
ィ
ル

プ
エ
ル
ト
リ
コ

セ
ン
ト
キ
ッ
ツ
・
ネ
イ
ビ
ス

セ
ン
ト
ル
シ
ア

セ
ント
ビ
ン
セ
ント
・グ
レ
ナ
デ
ィ
ー
ン

ト
リ
ニ
ダ
ー
ド
・
ト
バ
ゴ

5
35

12
52

1.3
31
1

2 
53
7

1 
31
6

4 
16
4

1.1
11

86
69

16
6

0.6
24
6

4 
83
9

4 
63
3

9 
71
9

0.4
23
9

90
4

56
7

1 
70
9

0.
9

19
 8
48

45
 4
47

53
 9
55

11
9 
24
9

0.
9

1 
06
7

1 
86
1

88
6

3 
81
5

1.
1

25
 1
34

56
 5
54

60
 3
48

14
2 
03
6

1.
0

‒
‒

‒
‒

‒
0

‒
‒

0
0.0

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
0

‒
0

0.1
‒

‒
‒

‒
‒

0
0

0
0

0.1
0

0
3

3
0.0

0
0

1
2

1.2
0

8
40

49
1.8

‒
0

0
0

0.1
0

‒
‒

0
0.0

‒
‒

‒
‒

‒
0

‒
‒

0
0.0

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

10
24

1
36

0.6
17

94
2

11
3

0.2
‒

‒
‒

‒
‒

1
‒

‒
1

0.5
0

0
1

1
0.0

7
‒

9
17

0.1
0

0
0

0
0.1

1
‒

‒
1

0.2
‒

‒
‒

‒
‒

0
0

‒
0

0.0
1

0
0

1
0.0

5
0

‒
6

0.1
1

1
1

3
0.2

6
2

52
60

0.6
0

‒
‒

0
0.0

0
0

‒
0

0.0
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
‒

‒
0

0
0.2

‒
‒

‒
‒

‒
‒

1
2

3
0.2

‒
50

62
11
2

0.1
‒

‒
‒

‒
‒

0
‒

‒
0

0.0
‒

‒
‒

‒
‒

0
‒

4
4

0.5
‒

‒
0

0
0.2

2
‒

‒
2

0.5
1

2
2

5
0.8

16
10

42
68

0.4
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タ
ー
ク
ス
・
カ
イ
コ
ス
諸
島

米
領
バ
ー
ジ
ン
諸
島

カ
リ
ブ
海
合
計

ベ
リ
ー
ズ

コ
ス
タ
リ
カ

エ
ル
サ
ル
バ
ド
ル

グ
ア
テ
マ
ラ

ホ
ン
ジ
ュ
ラ
ス

ニ
カ
ラ
グ
ア

パ
ナ
マ

中
米
合
計

ア
ル
ゼ
ン
チ
ン

ボ
リ
ビ
ア

ブ
ラ
ジ
ル

チ
リ
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